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序　文

　本書の刊行に向けた作業は2011年3月に発生した大地震とそれによる津波、
そして福島で起きた炉心溶融（メルトダウン）という重大な原発事故の直後に開
始された。その時我々は東北地方に住む日本の友人や研究者に連絡をとり、被災
者を支援するため何ができるか尋ねた。すると多くの人たちが、政府や企業（東
京電力：TEPCO）、大半のマスコミ、そして専門家の一部が伝える、震災の影響
についての情報は信頼できないと述べたのである。
　そこで我々は2012年5月に「原子力災害への対応：知ることの必要性」と題
する国際ワークショップを仙台の東北福祉大学（TFU）と共同で開催し、提起さ
れた疑問に対する答えを見出すべく、日本内外で活躍する最も知識ある人材を探
し求めた。ワークショップの開催にあたっては萩野浩基学長（訳注：当時）から
寛大な支援を受けるとともに、2日間にわたる専門家による討論、そしてその後
およそ400人に対して行なわれた討論結果の公開シンポジウムを、生田目学文教
授とともに組織した。我々の同僚であるリチャード・タンターとリッキー・カー
ステンが日本語で発表を行なう一方、他のワークショップ参加者は字幕つきイン
タビューの形で発表した。そして最後に、Asian Perspective 2013年第37巻4号の特
別号において、上記討論に基づく論文集を生田目教授が編集し、刊行した。
　しかし原子力を巡る国際的議論に立ち入れば立ち入るほど、議論の質に関する
懸念が高まっていった。誤った情報が数多く流布しているだけでなく、時には偽
の情報も流され、それによって原子力に関する議論の行方が左右されることもあ
るという事実に、我々は驚かされた。きちんと整えられた議論の場でさえも、原
発賛成派と反対派が互いに過去について滔々と語り、一方がある論点を力説した
かと思うと、もう一方は全く別の論点を強調する、というのが関の山だったので
ある。その上、オーストラリア、そして我々にとって最も近い隣人である東南ア
ジア諸国連合（ASEAN）10ヵ国のうち、原子力発電所を建設した国は一つもな
い一方で、数ヵ国が強い関心を抱いており、またすでに計画段階に入った国もあ
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る。
　こうした理由から、我々は2014年に、今度はオーストラリア国立大学（ANU）

において「東アジアにおける原子力発電：費用と効用」と題した国際ワークショ
ップを開催した。そこでは原発建設の決定にまつわる9つの主要な論点（建設費
用、規制、事故発生時の責任、廃炉、核廃棄物の処理、原子力発電と気候変動との関

係など）が打ち出されるとともに、これまでに原子力発電への賛成ないし反対を
表明したか否かにかかわらず、これら各論点に関する専門家が招聘された。
　このワークショップにはアメリカ、日本、シンガポール、台湾、そしてオース
トラリアから専門家が参加した。我々はANUの「世界における中国」という建
物で2日間にわたって討論し、3日目にその結果の公開シンポジウムを開催した。
そして、Asian Perspective 2015年第39巻4号の特別号において、今度はティルマ
ン・ラフの編集による論文集を刊行した。
　本書は福島原発事故後における我々の研究結果、ワークショップでの結論、そ
して当プロジェクトに参加した寄稿者の見解を示すものである。我々は東アジア
における原子力の役割を評価すべく最善を尽くした。
　まずは本書の11の章を執筆した各寄稿者と、その文章を入念に編集してくれ
たメアリー＝ルイーズ・ヒッキーに大きな感謝の気持ちを贈りたい。また二度の
ワークショップに参加し、その実施を手助けしてくれたその他の研究者や学生た
ちにも感謝の意を表する。東北福祉大学の萩野浩基、生田目学文両氏は素晴らし
い主催者であり、またANUにおいては国際関係学部、日本研究所、ANU-IU

（インディアナ大学）合同汎アジア研究所、そして素晴らしい施設を提供してくれ
た「世界における中国」に感謝申し上げる。The World Nuclear Industry Status Report

およびBulletin of the Atomic Scientistsに収載された世界原子力発電データベース
（�e Global Nuclear Power Database）は我々の研究を支える包括的かつ実証的な基
礎となる情報を提供してくれた。また、我々の作業に大きく貢献してくれたジュ
リー・ヘイズマンとマイクル・シュナイダーの両氏にも深く感謝するものである。

　全ての人にありがとう。
　キャンベラにて
　2017年9月　
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序　章

アジアにおける原子力エネルギー

メル・ガートフ

　2011年3月に発生したフクシマの核惨事は原子力に関する深刻な疑問を提起し

た。我々はこの後に行なった調査研究を通じて二つの問題に答えを出そうと試み

た。すなわち、アジアにおける原子力の現状はどのようなものか、そして東アジ

アにおいて原子力に未来はあるか、の2点である。我々はこれらの疑問に解答を

出すことで、原子力エネルギーを巡る国際的な議論に貢献することを望んでいる。

当然ながら、こうした重大な問題が単に「イエス」「ノー」で答えられることは

稀である。エネルギーに関する決定は、費用対効果や国益といった客観的要素、

および原発事業者の影響力、汚職、そして官僚的な縄張り争いといった客観性の

薄い要素を土台として、国家レベルでなされるものである。にもかかわらず、本

書の執筆者たちは特定の国々における原子力発電の現状と将来性を綿密に調査す

ることで、大半は否定的なものながら、一定の解答を見出した。

　2017年初頭の時点で、30ヵ国計450基の原子炉が稼働しており、さらに15ヵ

国で60基が建設中である（Nuclear Energy Institute 2016）
1

。またアジアで建設中の

原子炉は34基、うち21基が中国となっている（Bulletin of the Atomic Scientists 2017; 図

0-1参照）。しかし、「フクシマ効果」がアジアに影響を及ぼしたのは間違いない。

中国では福島原発事故後も稼働認可が緩慢なペースながら伸びているにもかかわ

らず、2011年から2014年まで新規建設が行なわれていない（Bulletin of the Atomic 

1   Bulletin of the Atomic Scientists（2017）によると、2017年1月1日時点で、13ヵ

国において55基の原子炉が建設中であるという。
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Scientists 2017）。その一方、M・V・ラマナとエイミー・キングが本書で論じる通

り、中国における原子力発電の現状は、経済成長率目標における「新標準」の適

用と経済面での構造的変化が電力需要の低下につながり、原子力発電に対する関

心が以前の予想を下回りそうだ、というのが真相である。他方、総発電の31パ

ーセントを原子力に依存している韓国では、福島原発事故と世論の強い反対にも

かかわらず、原子力に対する公的な支援が発電だけでなく輸出に関しても引き続

き行なわれていると、ローレン・リチャードソンが本書で指摘している。

 　その一方で、東南アジア諸国連合（ASEAN）を構成する10ヵ国は、原子力エ

ネルギーの推進を巡って分裂している。ベトナムは2016年に手を引くことを決

め、カンボジア、インドネシア、マレーシア、そしてフィリピンは、様々な段階

で導入を検討中である。しかしメリー・カバレロ＝アンソニーとジュリウス・セ

ザール・I・トラヤーノが本書で指摘する通り、2035年におけるASEAN諸国の

総発電量のうち、原子力による電力はわずか1パーセントで、再生可能エネルギ

ーが22パーセントを占めると予測されている。

1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 20161951
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40

30

20
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0

1976年の建造開始件数が最大（44基）

年
間
建
造
開
始
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（
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図0-1　全世界における原子炉の年間建造開始件数（1951-2016）
出典：Schineider…et…al.（2017）著者の許可を得て転載。
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原子力発電の魅力を低下させている諸要素

　原子力発電の存続可能性が最終的にどう判定されるかは主として政府の決定次

第だが、世論の影響力も大きくなりつつある。ASEANは安全性、廃棄物処理、

そして不拡散を重視した規範の枠組みを策定しており、また各国の世論も、顕在

化しているか否かを問わず、原子力発電の危険性とコストにますます敏感になっ

ている。たとえばダグ・コプロウが本書で論じるように、原子力産業は化石燃料

産業と同様、政府の様々な助成による恩恵を受けており、それがエネルギー市場

を歪め、再生可能エネルギーを不利な立場に置いている。コストは環境面だけで

なく政治面にも影響を及ぼすものであり、原子力発電所が着工に至っても、全体

の12パーセントが途中で建設中止となる。さらに、1951年以降に建設が開始さ

れた原子炉754基のうち90基が建設中止となり、143基もの発電所が廃止された

のは特筆すべき事実である。また建設が進められたとしても、完成までに平均5

年から10年を要しており（609基中338基）、およそ15パーセントの事例では10

年以上かかっている（Bulletin of the Atomic Scientists 2017）。そしてカルマン・A・ロ

バートソンが論じるように、老朽化した原子炉は最終的に廃止しなければならず、

続く15ないし20年にわたってコストを倍増させる。またロバートソンが指摘す

る通り、放射性廃棄物の安全な処分という問題も、廃炉の際に放出される放射線

による健康リスクも、解体作業員と納税者が支払う最終価格に組み込まれなけれ

ばならない。そして何より、廃炉そのものの経験が世界全体で不足している。

　次に政策決定者への信頼という問題がある。福島原発事故が日本にもたらした

最大の影響は、政策決定者と原子力産業そのものに対して国民の信頼が失われた

ことにあると、鈴木達治郎は本書で論じている。事故後の数年間でコストは増加

の一途を辿っているが、アジア各国の原発賛成論者はこの事実を考慮する必要が

ある
2

。また透明性の問題も考慮せねばならない。鈴木が示すように、コスト、

2   福島第1原発事故から6年後、廃炉作業中の原子炉3基のうち1基から放出さ

れている放射線量が最高レベルに達した。廃炉、除染、被害者への補償、および
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原子力エネルギーの将来、そして国民との意思疎通に関し、福島原発事故は様々

な教訓を明白に示したが、原子力産業は一貫してこれを無視し続けている。台湾

でも同様に、安全性の問題における透明性が危険なまでに欠けており、また核兵

器保有国になる野望を長年にわたって曖昧にし続けた結果、その原子力規制機関

に対する継続的監視が必要であることを、グロリア・クァン＝ジュン・スーの研

究結果は明らかにしている。当然ながら、世論が重視されない国家―たとえば

中国やベトナム―では、信頼に関する問題が重要性を帯びることはない。しか

しそうした国家においてさえ、自宅の裏に原子力発電所があることを国民が不安

に感じているのは確かである。

　隠れたコストと国民の信頼に関する問題は、原子力が引き起こす生物学的脅威

と健康被害にも内在している。放射線が健康に及ぼす影響を長年にわたり研究し

てきたティルマン・A・ラフは、これらの影響がいかに過小評価されてきたかを

示している。またラフは、福島原発事故において、被曝した放射線量ががん発症

率とどのような相関関係にあるか、およびDNAにどれほどの影響を与えるかに

ついて、詳細な説明を行なっている。チェルノブイリ原発事故が遺伝子に与える

影響について長年にわたって実地調査を行なったティモシー・A・ムソーとアン

ダース・P・モラーは、原発事故が人間をはじめとする生物の健康にどのような

影響を及ぼすかに着目する。かくしてこれら二つの章では、これまでしばしば見

逃されてきた、原子力への依存に対する有力な反証が提示されている。

持続可能な将来？

　以下の各章は、原子力のコストと投資リスクにまつわる様々な誤解を解消して

いる。実のところ、エネルギー関係の経済学は原子力発電の将来性が失われつつ

あることを示している。総発電量の77パーセントを原子力が占める世界一の原

子力大国であるフランスでさえも、「フランスという例外」なる概念の見直しを

放射性廃棄物の保管にかかる推定費用は現在1,800億ドルを上回っている。

McCurry 2017を参照のこと。
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余儀なくされている（この事実はクリスティーナ・スチュアートの章で指摘されて

いる）。原子力発電は安価で効率に優れ、また地球温暖化に対する唯一の解決策

であるというこれまでの主張は、コスト面での要因によって最終的に無効となる

かもしれない。アンドリュー・ブレイカーズは、風力、太陽光、および水力とい

った持続可能エネルギーを綿密に検証することで、そうした見解を強調している。

ブレイカーズによると、風力発電と太陽光発電はすでに価格面で化石燃料と競争

関係にあり、導入率ではますます引き離しているという
3

。

　2016年の世界経済フォーラムでは次のように宣言されている。「再生可能エネ

ルギーのインフラは、健全な投資環境と、地球温暖化を解消する最高の機会を提

供できる水準に達した」（World Economic Forum 2016: 4）。しかし残念ながら、再

生可能エネルギーに対する世界全体の投資は、地球温暖化を止めるのに必要な水

準をはるかに下回っている。

　2015年12月に開催された国連気候変動枠組条約第21回締約国会議（COP21）

では、摂氏2度までに制限するという温暖化の上限目標を達成するには、2030年

までの間、再生可能エネルギーのインフラ整備に年間1兆ドルの追加投資が必要

であることが強調された。なお現在の平均年間投資額はおよそ2000億ドルであ

る。さらに、財団、年金基金、寄付団体を含めた世界の資産保有者トップ500を

見ると、低炭素に対する投資は運用資産（AUM）総額の0.4パーセント（AUM総

額38兆ドルに対し1,380億ドル）に過ぎないことが確認されている。

　エネルギー問題に関し、アジアはじめ世界各地において最も重要な課題は、政

策決定者に原子力と化石燃料への依存をやめさせ、風力、太陽光、および水力に

3   次に挙げる世界経済フォーラムによる報告（World Economic Forum 2016: 6）

もブレイカーズの見解を支持している。「非水力の二大再生可能エネルギー源は、

多数の国でグリッドパリティ（訳注：再生可能エネルギーによる発電コストが既

存のコストと同等もしくはより安価になる点）を達成している。また、さらに増

加を続けるより多数の国々で、太陽光発電および風力発電施設の建設が、石炭燃

料発電所の建設に比べより経済的になっている。30ヵ国以上で公的助成によらな

いグリッドパリティが達成されたと推測され、今後数年のうちに全世界の3分の

2がグリッドパリティに到達する見込みである」。
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より多くの投資をさせることにあり、その解決は科学や経済学ではなく、まず何

より政治にかかっている。そうでなければ、地球的観点から見て短期的にも長期

的にもコスト過大な原子力、石油、そして天然ガスを全廃することが合理的選択

のはずだからだ。しかし、世界各国が高成長のためにより多くのエネルギーを必

要としている今、エネルギー問題の全体像を把握するにあたってこのような劇的

転換が可能か否かは疑問である。
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第1章

福島原発事故以降における
日本の原子力政策の諸問題

鈴木達治郎

要　旨
　2011年3月11日に発生した福島原発事故は、日本の原子力エネ

ルギーにとどまらず、エネルギー政策全般の転換点となった。その

最も大きな影響は、原子力の安全性だけでなくエネルギー政策全体

に対する国民の信頼が失われたことである。事故から5年以上が経

過した今もその状況は変わらず、国民の80パーセント以上が原子

力発電所の段階的全廃を望んでいる。つまり事故の影響はいまだ消

え去っていないのだ。2014年4月11日、日本政府は新たなエネル

ギー基本計画を閣議決定し、原子力への依存度を下げると宣言しつ

つも、重要なベースロード電源の一つと考えている。日本は現在、

原子力の将来的な方向性とは無関係に、5つの重要な政策課題に直

面している。つまり、使用済み燃料の管理、プルトニウムの備蓄管

理、放射性廃棄物の処分、人的資源の問題、そして国民の信頼回復

である。本章ではこれら5つの主要問題と、日本が検討すべき代替

政策を論じる。
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序　論

　2011年3月11日14時46分に発生し、東北地方および福島第1・第2原子力発

電所を直撃した太平洋の大地震とその後の大津波は、規模においても時間的枠組

みにおいても前例のない原子力災害をもたらした。以降、「3. 11」は日本だけで

なく全世界の原子力専門家にとって忘れ得ない歴史的1日となった。地震が起き

たのは2011年だが、原発事故の余波は今なお続いている。およそ10万人に上る

福島の被災者が現在も仮設住宅で暮らし、故郷に戻れる日がいつになるかわから

ない状態でいる。福島原発を巡る状況は改善したものの、溶解した燃料デブリを

現場から取り除き、発電所を解体するには40年以上を要するものと見られてい

る。現存する原子力発電施設の安全性を可能な限り維持し、将来の原子力政策に

対する潜在的影響を理解するため、我々は利用可能な知識と情報から教訓を引き

出さねばならない。

　本章では現場となった福島第1原発内外の現状を要約し、日本のエネルギー政

策と全世界の原子力開発に与えることが予想される影響を考察する。また日本に

おける原子力の方向性とは別に、重要な主たる政策的課題を明らかにする。

福島第1原子力発電所およびその周辺の現状と将来

　2015年6月12日、廃炉・汚染水対策関係閣僚等会議は「東京電力（株）福島

第1原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ」の改定案を発表し

た。この改定案は「リスク低減」を強調しているが、それは廃炉工程によって作

業員や住民がいまだ大きなリスクに晒されていることを暗に意味している。また

廃炉工程の第1段階（1～3号機の使用済み燃料プールからの燃料取り出し）も3年

以上遅れることとなった。

　福島原子力発電所を保有・運営する東京電力株式会社（TEPCO）は廃炉の責

任を負っているが、それは増え続ける大量の汚染水（1日あたりおよそ400トン）

との闘いであり、汚染水の一部は海に漏れ出たものと疑われている。汚染水の漏



第1章　福島原発事故以降における日本の原子力政策の諸問題　　11

洩を抑えるべく、東京電力と経済産業省（METI）はいわゆる「凍土壁」を設置

し、現場への水の流れを遮断することにした。この壁はほぼ完成したが、原子力

規制委員会はその効果を限定的なものと判断し、従来の方法（地下水および汚染

水の汲み上げ）を継続する必要があると結論づけた。

　汚染水は東京電力と経済産業省が直面している前例のない困難の一つに過ぎな

い。福島第1原発の廃炉に向けたロードマップでは、廃炉完了まで少なくとも30

ないし40年を要するものと見積もられている。すなわち、原子炉4基の使用済

み燃料プールから燃料を取り出すのが第1段階（2ないし3年）、1～3号機から溶

解した燃料デブリを除去するのが第2段階（最短で10年）、そして発電所全体の

除染が第3段階（30ないし40年）である。4号機の使用済み燃料プールからの燃

料取り出し（使用済み燃料集合体1,331体、放射線未照射燃料集合体202体）は

2014年12月22日に完了しており、1～3号機の燃料取り出しは現在も続いている。

だが溶解した炉心を除去するにあたって、燃料デブリに関する情報が非常に不足

しており、それらがどこにあって現在どのような形をしているかは全く不明であ

る。また放射線量が高いために1～3号機の原子炉建屋に近づくことができず、

遠隔操作が可能な装置、あるいは放射能に耐え得る高性能のロボットを開発する

必要に迫られている。

　2014年4月1日、東京電力はこの複雑かつ困難な一大事業を専門に取り扱うべ

く、福島第1廃炉推進カンパニーなる新会社を設立した。また2013年8月には経

済産業省と東京電力、および原発関連企業や日本原子力研究開発機構（JAEA）

などその他関係機関によって、国際廃炉研究開発機構が開設された。この研究機

関の目的は廃炉に必要な研究開発を促進することだが、とりわけ福島第1原発の

廃炉がその対象となっている。その一方、廃炉工程全体における透明性、および

独立した監督体制の欠如が今なお懸念されている。原子力委員会（JAEC）は、

透明性を最大限確保すべく海外の専門家を加えた独立機関（第三者機関）を設け、

政策全般の評価・監督にあたらせるべきと政府に勧告している（JAEC 2012b）も

のの、日本政府は現時点でこうした独立機関を設けていない。
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避難区域の除染と再建

　観測された放射線量の水準に従い、政府は3段階の避難区域を設定した。すな

わち、“帰還困難区域”（年間積算線量50ミリシーベルト〔mSv〕超）、“居住制限区

域”（同50ミリ以下20ミリ超）、そして“避難指示解除準備区域”（同20ミリ以下）

である。放射線の自然減衰と除染の取り組みにより、避難指示解除準備区域に指

定される地域は増えている。2016年8月31日、政府は一部帰還困難区域に「復

興拠点」を設定し、住民の早期帰還を目指した生活インフラの再建を発表した

（原子力災害対策本部復興推進会議 2016）。しかし年間積算線量20ミリシーベルト

という基準は、チェルノブイリ原発事故の5年後に定められた5ミリシーベルト

という避難基準をはるかに上回ることから議論の対象となった。

　住民の帰還問題は補償問題と直結している。現行の法令によれば、避難区域の

指定を解除された自治体の住民は補償の対象とならない。さらに重要な問題とし

て、政策決定プロセスに国民が十分参加できていないというものがあり、それが

これより論じる国民の信頼喪失に結びついている。

失われた国民の信頼

　2015年2月24日、東京電力はプレスリリースの中で、排水管の1本で高い放

射線量が観測された原因は、2号機の原子炉建屋の屋根に溜まった雨水だと述べ

た。この排水管は海につながっており、汚染水が海に流出したのではないかと疑

われたが、東京電力はこの地域の海水で「放射能の増加」は確認されていないと

している。

　この一件は、過去4年間にわたって報告された日本の原子力産業にまつわる不

都合な出来事の数々を物語るエピソードの一つに過ぎない。とはいえ、排水管内

の放射能が高まっていることを認識しながら、原子力規制委員会と福島県に報告

するのを東京電力が怠ったため、より大きな悪影響が生じてしまった。またタイ

ミングも最悪だった。地元漁業組合との長期にわたる交渉の末、東京電力は地下
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に溜まった放射能汚染水の一部を、処理工程を経て浄化した後、太平洋に流す直

前だった。2015年2月25日、地元の漁業者は相馬双葉漁業組合の佐藤弘行組合

長と連名で東京電力を非難、「信頼は失われた」と述べた。

　原発事故以降、信頼の欠如は、日本の原子力産業が直面している様々な困難の

根底にある、根本的な問題である。国民は原子力の安全規制に対する信頼を失っ

た。2012年に新たな独立機関として原子力規制委員会が設けられ、規制基準が

はるかに強化された後も、国民の信頼が回復することはなかった。世論調査によ

れば、全原発の即時停止を求める国民の割合は、2011年6月の13.3パーセント

から2013年3月には30.7パーセントにまで増加している。また同じ世論調査で

は、日本で再び深刻な原発事故が起きると信じている国民の割合がおよそ80パ

ーセントに上ることも示されている（広瀬2013）。

　2014年8月に行なわれた世論調査によれば、現存する原子炉の再稼働に反対す

る国民の割合が56パーセントに上り、前回調査時から4パーセント増加した。

なお同じ世論調査では、既存の原子力発電所が運転中止を継続するなら電気料金

の値上げを受け入れると回答した国民の割合が61パーセントに上っている（日

本経済新聞2014）。さらに広瀬による世論調査は、項目に挙げられた諸機関の中

で、政府機関が「最も信頼できない」と考えられていることを示している。こう

した信頼の欠如は、日本の原子力政策決定者と原子力産業が現在抱える最も深刻

な課題である。しかし事故から6年、十分な取り組みがなされたとは言えない。

　最近になっても、国民の信頼をさらに失わせる重要な政治的出来事が2件発生

している。2016年12月20日、東京電力改革・1F問題委員会は同社の再建計画

に関する新たな報告書（2016）を発表し、事故関連費用および資金計画の新たな

見積もりの概要を示した。それによると、関連費用の総額は22兆円（200億ド

ル）に上昇すると見積もられたが、これは以前の推定の2倍である。なお各項目

の推定費用は以下の通り。福島第1原発の廃炉費用8兆円、補償費用8兆円、放

射能汚染地域の閉鎖にかかる費用6兆円。またこの報告書では、東京電力が約16

兆円を負担する一方、残った6兆円のうち4兆円を他の電力会社―従来の電力

会社および新電力会社―が、2兆円を政府が拠出すべきとしている。

　そして2016年12月21日、「高速炉開発の方針」および「『もんじゅ』の取扱い
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に関する政府方針」という2点の政策資料が原子力関係閣僚会議によって公開さ

れた（原子力関係閣僚会議 2016a, 2016b）。これらの資料は、原子力規制委員会が

2015年11月に行なった「高速増殖原型炉もんじゅに関する勧告」を受けて作成

されたものであり、その勧告文の中で規制委員会は、日本原子力研究開発機構

（JAEA）にもんじゅの運営主体となる資質はないと判断されるため、それに代わ

る運営・管理機関を政府は指定すべきだとしている（原子力規制委員会（NRA）  

2015）。また原子力関係閣僚会議による資料には、政府が2017年よりもんじゅの

廃炉を行なうと決定した一方、高速増殖炉の開発はもんじゅ廃炉以降も続けると

記されている。また政府も、「実証炉」の建設を行ない、「将来における高速炉の

商業化」を達成すべく、改めて関与していくと述べている。しかしこの政策決定

は、JAEA、経済産業省、文部科学省、電気事業連合会（FEPC）、そして三菱重

工業を構成員とする一連の非公開会議、「高速炉開発会議」で作成された検討結

果を基にしている。公の議論が行なわれず、またもんじゅプロジェクトの総括も

なされていない状況で、高速炉開発計画の信頼性と実現可能性は大きく揺らいで

いる。

日本のエネルギー政策に与える影響

　原子力発電所の運転中止が経済にもたらす影響も大きい。日本エネルギー経済

研究所が行なった調査研究（2013）によると、原子力発電所の運転中止により

2011年度から2012年度にかけておよそ3兆6,000億円（360億ドル）の追加支出

が発生したという（日本の年度は4月から始まる）。一方、エネルギー需要の減少

により、同じ期間内に1兆2,000億円（120億ドル）の支出が抑えられた。加えて、

2012年の二酸化炭素排出量は前年に比べ約7,000万トン（およそ5.8パーセント）

増加しており、これは2012年の中東地域、もしくはインド単体における増加量

とほぼ同じである（IEA 2013）。

　2014年4月11日、日本政府は新たなエネルギー基本計画を閣議決定した

（METI 2014a）。この基本計画によると、政府は原子力への依存度を可能な限り

減らす一方、原子力発電を重要なベースロード電源として活用し、原子力エネル
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ギーの必要水準を維持すべきとしている。　

　経済産業省の諮問委員会は作業部会を設け、2030年度を目標とする将来的な

エネルギー構成を策定させるとともに、もう一つの作業部会に他の電力源と比較

した原子力発電のコストを再検討させた。そして2015年4月5日、諮問委員会は

報告書を公表し、原子力発電所を新規に建設した場合、1キロワット時（kWh）

あたりの費用が、2012年に政府が見積もった8.9円よりおよそ1円高くなると推

計されるものの、それでも化石燃料による発電所を新規に建設した場合の費用よ

りは低くなる可能性が高いとした（日本経済新聞 2015）。また経済産業省は2015

年4月7日に発表を行ない、原子力、石炭、および地熱発電などから成るいわゆ

る「ベースロード」電源が総発電量のおよそ60パーセントを担うべきと述べた。

そして同年7月には、2014年に策定されたエネルギー基本計画に基づき、エネル

ギーに関する新たな長期見通しを公表している（経済産業省 2015b）。それによる

と、総発電量のうち原子力発電所が担うのは将来的に20～22パーセントとされ、

これは2010年度の数値（26パーセント）からわずかに減少しているとともに、

再生可能エネルギーの割合が22～24パーセントとなっている。しかし20～22パ

ーセントという割合を今後も維持するには、40年という現在の原子力発電所の

寿命を延長するか、新たな原発の建設が必要になるものと思われる。この政策は、

「原子力への依存度を可能な限り減らす」という目標に合致しないとして批判の

対象になった（Asahi Shimbun 2015a）。環境省も将来のエネルギー構成計画を作成

し、再生可能エネルギーの占める割合は2030年の時点で24～35パーセントに増

加する余地があるとしている（Asahi Shimbun 2015b）。

原子力の将来的な方向性とは無関係に 
日本が直面している政策およびその課題

　日本の将来的なエネルギー政策は現在議論が進められているものの、乗り越え

なければならない重要な問題がいくつか存在する。すなわち、使用済み燃料の管

理、プルトニウムの貯蔵管理、高レベル放射性廃棄物の処理、人材の確保、そし

て国民の信頼回復である。
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使用済み燃料の管理

　福島原発事故以前から、発電所で蓄積される使用済み燃料の管理という問題は、

原子力関連団体と政府にとって大きな問題だった。2011年末の時点でおよそ1万

7,000トンの使用済み燃料があり、うち1万4,000トンが原発敷地内で、2,900ト

ンが六ヶ所再処理工場で保管されていた。原子力発電所にある使用済み燃料プー

ルの保管能力は2万630トンであり、およそ70パーセントがすでに使われていた

ことになる（Takubo and von Hippel 2013）。また再稼働が始まれば数年以内に満杯

になるところもある。六ヶ所再処理工場は1年あたり800トンの再処理能力を有

する計画だが、貯蔵プールの容量は3,000トンに過ぎない。ホット試験およびガ

ラス化設備の修理以降、工場は現在稼働を停止しており、また新たな規制が導入

されたため、商業運転の目処も立っていない。貯蔵プールもほぼ満杯であること

から、商業運転が始まらない限り、使用済み燃料をさらに受け入れることはでき

ないと思われる。

　もう一つの選択肢として、むつ市に建設が進められているリサイクル燃料備蓄

センターがある。当センターの容量は5,000トンであるが、まだ本格稼働してお

らず、東京電力および日本原子力発電の使用済み燃料のみを受け入れる見通しで

ある。乾式キャスクを用いた安全な保管は技術的に可能であり、そのことは福島

第1原発および東海第2原発において立証されている。福島第1原発では、使用

済み燃料を貯蔵する乾式キャスクが地震と津波に襲われたものの、大きな損傷は

なかった。しかし原子力発電所が立地する地元の住民は、敷地内におけるこれ以

上の使用済み燃料貯蔵に反対している。

　要約すれば、核燃料再処理事業の不確実性が残る中、使用済み燃料管理の柔軟

性を増すためにも、さらなる貯蔵能力（おそらく乾式キャスクによる貯蔵）を確

保することが、原子力関連事業体および政府の最優先課題と言えよう。

プルトニウムの貯蔵管理

　日本における使用済み燃料管理の基本方針は「プルトニウムの再処理およびリ

サイクル」を通じたエネルギー源としての活用だった（現在もそうである）。プル
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トニウムは核兵器に転用可能であることから、原子力委員会（JAEC）は1991年

に「プルトニウムの余剰を発生させない」方針を導入しており、また2003年に

は六ヶ所再処理工場の本格稼働開始の見通しを受けてさらに透明性を高めるべく、

新たなガイドラインを導入してその方針を強化した。それによると、再処理およ

びプルトニウムの抽出に先立ち、各事業体は毎年「プルトニウム利用計画」を提

出することになっている。つまり、日本が利用計画のないプルトニウムを持たな

いことを保証するのが目的である。だが現実には、プルトニウム利用計画（既存

の原子炉および将来の高速炉で用いる混合酸化物燃料（MOX）へのリサイクル）は

大幅に遅れている。結果として、日本は2015年末の時点でおよそ48トンの分離

済みプルトニウムを保有することとなった（うち10.8トンは日本国内で保管され

ており、残る37.1トンは日本が再処理契約を結んでいるフランスおよびイギリスに存

在する。表1-1参照）（JAEC 2016）。これは非核兵器保有国の中で最大の保有量で

あり、六ヶ所再処理工場が稼働を開始し、原子炉15ないし18基へのリサイクル

が計画通り順調に進まなければ、さらに増加する可能性がある。結果として、六

ヶ所再処理工場が稼働を開始した場合、日本のプルトニウム貯蔵量は増える見通

しである（Takubo and von Hippel 2013）。

表1-1　日本における分離済みプルトニウムの貯蔵状況

2014年末における
貯蔵量（kg）

2015年末における
貯蔵（kg）

日本における総プルトニウム貯蔵量
　再処理工場 4,322 4,126

　MOX工場 3,404 3,596

　原発敷地内での一時保管 3,109 3,109

　小計（うち核分裂性プルトニウム） 10,835（7,310） 10,832（7,307）

欧州における総プルトニウム貯蔵量
　イギリス 20,696 20,868

　フランス 16,278 16,248

　小計（うち核分裂性プルトニウム） 36,974（24,511） 37,115（24,574）

総計（うち核分裂性プルトニウム） 47,809（31,821） 47,947（31,881）

注： 核分裂性プルトニウム（Pu239およびPu241）は全プルトニウムのおよそ60％を占めており、他に非核分裂
性の同位体（Pu240およびPu242）がある。  

出典：JAEC（2016）。 
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　一方、核の拡散と安全性に対する懸念の高まりを受け、日本のプルトニウム貯

蔵への注目も国際的に高まっている。例を挙げれば、モーリン・アンド・マイ

ク・マンスフィールド財団の日米原子力ワーキンググループは、次の内容を含む

日本の原子力エネルギー政策に対する勧告文書を公表した。

日本による相当量の貯蔵プルトニウムの処分は、日本が原子力発電を推進す

るか否かにかかわらず取り組まなければならない、極めて大きな問題である

……日本のプルトニウム貯蔵量を減らす有効な戦略が存在しない今、核不拡

散と安全性を巡る懸念は時を経るごとに大きくなり、核不拡散における日本

の国際的指導力を損なうだろう。 （US-JAPAN Nuclear Working Group 2014: 4）

　こうした懸念を解消し、他国への拡散と安全にまつわるリスクを最小化させる

ため、日本は新たなプルトニウム管理計画を策定する必要がある。ここに、日本

のプルトニウム管理の新3原則を提示したい。

　1.  需要を優先させる―プルトニウムの需要（活用）が特定された場合にのみ、

再処理は行なわれるべきである。

　2.  貯蔵量の削減―需要と供給のバランスをとるだけでは不十分だ。さらな

る再処理に先立ち、現在のプルトニウム貯蔵量をまず削減すべきである。

　3.  柔軟性のある計画―現在のプルトニウム利用計画（原子炉16～18基で用い

るMOXへのリサイクル）はもはや確実なものでなく、他の選択肢（プルトニ

ウムの所有権移転、廃棄物としての処分など）を検討しなくてはならない。そ

うした選択肢は、処分にかかる費用、輸送、そして時間を最小化すること

が必須である（鈴木2013）。

　加えて、核燃料サイクル施設の多国間管理アプローチも、日本の核燃料サイク

ルプログラムに対する国際的信頼度を改善する上で有効と思われる。こうしたア

イデアの一つとして、濃縮および再処理施設を国際的な管理下に置くというもの

がある（Diesendorf 2014）。このアプローチは将来的に、中国と北朝鮮を含めたこ
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の地域の他の国々が保有する施設にも適用され得る。

高レベル放射性廃棄物の処分

　他の諸国同様、日本も高レベル放射性廃棄物（HLW）の最終処分地をまだ確

保していない。特定放射性廃棄物（すなわちガラス化されたHLW）の最終処分に

関する法律が制定され、最終処分を行なう主たる事業体として原子力発電環境整

備機構（NUMO）が設立された2000年以降、最終処分地を決定すべくあらゆる

努力が行なわれたものの、成功には至っていない。日本のアプローチは、地元が

処分地候補として名乗りを上げるのを待つことだったが、実際にそうした自治体

は一つだけ（東洋町）であり、それも町民の強い反対に遭い、後に取り下げた。

2010年、JAECは日本学術会議に対し、HLWに関する国民との意思疎通を改善

すべく助言を求めた。学術会議はそれを受けて2012年に報告書を公表し（日本

学術会議2012）、高レベル放射性廃棄物の処分について政策面での抜本的見直し

を勧告した。その中で特に強調されているのが「地層処分」に代わって「（長期

の）暫定保管」を採用することであり、日本で地層処分を行なうための科学的知

識はいまだ確立されていないと論じている。

　JAECも2012年12月に独自の政策を公表してそれに対応した（JAEC 2012d）。

現行の高レベル放射性廃棄物処分プログラムを見直す必要性について、JAECと

学術会議の意見は一致しているが、JAECのほうは、その諮問委員会が1998年に

作成した報告書の基本的結論、つまり現状では「地層処分」が最もふさわしい選

択肢であるという立場を維持している。その一方で、プログラムの継続的見直し

の必要性を認め、「回収可能性」と「可逆性」を処分プログラムに明確な形で組

み込むべきだとする点で、学術会議と同じ見解を有している。さらに JAECは、

政府は「政府および関連団体に適宜適切な助言を行なう、機能的で独立した第三

者機関を設立すべきである」とも勧告している。

　経済産業省は高レベル放射性廃棄物処分プログラムを見直すべく、二つのワー

キンググループを設けた。一つは国民参加を含めたプロセスおよびプログラム全

体を検討するグループであり、もう一つは特に3.11以降の日本における高レベ

ル放射性廃棄物の処分に関し、その科学的知識を検討するグループである。そし
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てその所見（経済産業省 2014b）を基に、「特定放射性廃棄物の最終処分に関する

基本方針」が2015年5月22日に閣議決定された（METI 2015a）。この新たな基本

計画は政府により大きな責任を負わせ、「回収可能性」と「可逆性」のコンセプ

トを含む柔軟性を取り入れている。それでもなお、高レベル放射性廃棄物の最終

処分に関する将来は、非常に不確かなままである。

　日本学術会議は2012年の報告書を補完する形で新たに報告を行ない、高レベ

ル放射性廃棄物の処分における「同意形成プロセス」の重要性を再び強調すると

ともに、「核のごみ問題国民会議」の創設を提案した（日本学術会議 2015）。また、

「暫定保管（処分に関する最終決定がなされたことを前提とする「中間貯蔵」ではな

い）」によって生じる時間を活用し、その間に国民的合意を形成することも提案

している。しかしこうした提案が政府に受け入れられるか否かは、いまだ不明で

ある。

人材の確保と研究開発

　原子力発電の将来的な見通しが不確実なものとなった今、原子力エネルギーの

分野が若い有能な人材を惹きつけるのは難しいかもしれない。それに加え、福島

原発の廃炉といった新たな業務に携わる人材の需要も発生している。ゆえにこれ

からの数十年、こうした困難な業務を遂行するためにも、人材の確保が重要性を

帯びている。また新たな課題に対処し、かつ将来の人材を育てるべく、研究開発

プログラムも再検討しなければならない。こうした問題に取り組むため、JAEC

は2012年に人材育成と研究開発に関する政策声明を発表した（JAEC 2012c, 

2012e）。

　人材育成の分野では、まず「人材需給マップ」の策定を勧告している―「関

係する政府機関と、原子力業界を含めた需要側は、運転計画に基づき、いつどの

分野にどれだけの人材が必要となるかを明確にすべきである」（JAEC 2012c）。こ

れは政府機関には不可能であり、より優れた知識とデータを持つ原子力関連団体

が行なうべきである。他の重要な勧告には、福島原発事故の教訓を基にした教育、

中堅専門家に対する新たな教育機会の提供、原子力発電の保安、安全、警備に関

する人材育成の拡充、人材確保を目的とした原子力産業へのインセンティブ賦与、
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国内原子力発電所の運転を維持するための人材確保、そして原子力エネルギーお

よび関連技術の海外展開を目的とした人材育成がある。

国民の信頼回復

　最後に重要な課題として、国民の信頼回復が挙げられる。前述の通り、政府の

原子力政策に対して国民の信頼が失われたことは、福島原発事故がもたらした最

も大きな影響の一つである。2012年、JAECはこの問題に関する政策声明を公表

し（JAEC 2012a）、その中で国民の信頼回復に向けた4つの基本原則を提示して

いる。

説明責任

　まず何より、こうした課題に取り組んでいる個人ないし組織が自分たちの任務
―何を、なぜ、どのように行なっているのか―を国民に説明することが重要

である。これら個人ないし組織は、国民の利益にまつわる課題を解決し、そのリ

スクを管理することが最大の責務であると認識し、自分たちの計画と、自分たち

の行動による結果を説明しなければならない。つまり、国民の福祉と安全に対す

る自らの責任と義務をどのように果たしたか、国民に絶えず説明しなければなら

ないのである。

正確な情報開示

　第2に、こうした説明は十分かつ正確な情報を土台として、適切な時期に国民

になされなければならないと肝に銘じることが大切である。たとえば、原子力発

電の安全性に関わる原発運転員の行動を議論するにあたっては、施設が直面して

いる脅威と、そうした脅威がどのようにして施設を襲うかについて、慎重に説明

する必要がある。その際には、他の施設との比較を通じて説明するのが受け入れ

やすいかもしれないが、それは慎重に行なわなければならない。つまり費用、環

境への影響、そして安定性など、関連する全ての要素を含んだ評価を行なうべき

であって、一つの要素を基にした比較は、たとえ正確だとしても不適切である可

能性がある。だが一方で、正確さよりもスピードのほうが重要な場合もあること
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に注意しなければならない。そうしたときでも、情報に含まれる不確かさや影響

の生じ得る範囲を説明しつつ、何がどういった理由で発生し、また将来何が起こ

り得るか、ただちに詳細が発表されるべきである。

意思決定プロセスにおける透明性と公平性の確保、および国民の参加

　第3に、行政が意思決定を行なう土台として公平なプロセスを策定し、またそ

のプロセスを公開する中で、国民が参加できる機会を提供することも重要である。

透明性の確保とは、国民が意思決定のプロセスを目の当たりにでき、情報にアク

セスでき、かつこれらプロセスに自分たちの考えを提供できることであると、関

係者は深く認識しなければならない。こうした認識に基づくならば、意思決定に

対する国民の関心が大きければ大きいほど、決定がなされる前の最初期の段階か

ら国民がより深く関与すべきことになる。関係する組織は、国民が意見を述べる

場を提供すべく努力しなければならない。

　さらに行政機関は、完全かつ入手可能な文書による検証が可能な意思決定プロ

セスを策定すべきである。それは行政文書の作成と、専門家および関連団体、そ

して国民からの意見聴取に始まり、最終的な意思決定に至るプロセスである。

容易に理解できる説明

　第4に、国民への説明は正確であることを前提としながら、明確かつ平易でな

ければならない。情報さえ公開されれば透明性が得られるのではなく、そうした

情報を国民が理解できなければ、透明性が確保されているとは言えない。正確か

つ理解可能な情報を確実に提供するのは難しいが、法廷の判決文ですら昔から一

般的な日本語で書かれている。行政機関はこうした観点から文書作成および説明

準備のプロセスを管理し、またその分野における自らへの教育と訓練を怠っては

ならない。

結　論

　3. 11以降の原子力政策は、福島原発事故から学んだ教訓と、事故後に求めら
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れた異なる優先順位や業務を反映する形で変更される必要がある。そうした政策

の対象として、原発の廃炉および福島ないしその周辺地域に暮らす住民の生活回

復、安全と保安の確保、使用済み燃料の管理、貯蔵プルトニウムの管理、廃棄物

の処分、人材育成、そして何より国民の信頼回復がある。また日本政府は様々な

利害関係者や市民社会を巻き込む形で国民的議論を主導し、原子力のリスクと利

点を再検討しなければならない。原子力政策の公平かつ包括的な評価を行なう独

立委員会を設けることが望まれる。これらは、日本の原子力エネルギーが将来的

にどの方向へ進むかにかかわらず必要となる変化である。

〔参考文献〕

Asahi Shimbun, 2015a. Reduction target for greenhouse gases set at 25% at 2030: Governmentʼs 
draft plan submitted. 24 April.

Asahi Shimbun, 2015b. Share of renewable energy will be ʻaround mid 20%ʼ for energy mix in 2030, 

METI says. 8 April.

Asahi Shimbun, 2016. ʻEffectiveness of the wall is limitedʼ, the Nuclear Regulatory Authority 

concluded. 27 December.

原子力関係閣僚会議 , 2016a. 「高速炉開発の方針」12月21日 . www.cas.go.jp/jp/seisaku/

genshiryoku_kakuryo_kaigi/pdf/h281221_siryou1.pdf （2017年1月23日参照）．
原子力関係閣僚会議 , 2016b. 「『もんじゅ』の取扱いに関する政府方針」12月21日 . www.cas.

go. jp/jp/seisaku/genshiryoku_kakuryo_kaigi/pdf/h281221_siryou2.pdf （2017年1月23日参
照）．

Diesendorf, Mark, 2014. Sustainable Energy Solutions for Climate Change. Sydney: UNSW Press.

広瀬弘忠 , 2013. 「原子力発電をめぐる世論の変化」原子力委員会 , 7月17日 . www.aec.go.jp/

jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2013/siryo27/siryo2.pdf （2017年1月23日参照）．
IEA (International Energy Agency), 2013. Redrawing the energy-climate map. 10 June.

日本エネルギー経済研究所 , 2013. 「電源別コスト実績評価と電気事業財務への影響」原子
力 委 員 会 , 8月20日 . www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2013/siryo31/siryo3.pdf 

（2017年2月27日参照）．
Inter-Ministerial Council for Contaminated Water and Decommissioning Issues, 2015. Mid-and-

long-term roadmap towards the decommissioning of TEPCOʼs Fukushima Daiichi nuclear 

power station. 12 June. www.meti.go.jp/english/earthquake/nuclear/decommissioning/

pdf/20150725_01b.pdf (accessed 23 January 2017).

JAEC (Japan Atomic Energy Commission), 2012a. Efforts to build public confidence. 25 



24　　第1部　原子力産業の現状

December. www.aec.go.jp/jicst/NC/about/kettei/121225-2_e.pdf (accessed 23 January 2017).

JAEC (Japan Atomic Energy Commission), 2012b. Progress of medium- and long-term efforts to 

decommission Fukushima Daiichi NPP of TEPCO. 27 November. www.aec.go.jp/jicst/NC/

about/kettei/121127-1_e.pdf (accessed 27 February 2017).

JAEC (Japan Atomic Energy Commission), 2012c. Promotion of measures to secure and develop 

human resources for nuclear energy. 27 November. www.aec.go.jp/jicst/NC/about/

kettei/121127-2_e.pdf (accessed 23 January 2017).

JAEC (Japan Atomic Energy Commission), 2012d. Renewing approaches to geological disposal of 

high-level radioactive waste (HLW). 18 December. www.aec.go.jp/jicst/NC/about/

kettei/121218_e.pdf (accessed 23 January 2017).

JAEC (Japan Atomic Energy Commission), 2012e. Research and development on nuclear power in 

the future should be. 25 December. www.aec.go.jp/jicst/NC/about/kettei/121225-1_e.pdf 

(accessed 23 January 2017).

JAEC (Japan Atomic Energy Commission), 2016. �e status report of plutonium management in 

Japan – 2015. 27 July. www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2016/siryo24/siryo1_e.pdf 

(accessed 23 January 2017).

METI (Ministry of Economy, Trade and Industry), 2014a. Strategic energy plan. April. www.

enecho.meti.go.jp/en/category/others/basic_plan/pdf/4th_strategic_energy_plan.pdf (accessed 

23 January 2017).

経済産業省 , 2014b. 総合資源エネルギー調査会 , 電力・ガス事業分科会 , 原子力小委員会 , 

放射性廃棄物ワーキンググループ , 「放射性廃棄物WG中間とりまとめ」5月 . www.

meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/genshiryoku/houshasei_haikibutsu_wg/

report_001.pdf （2017年1月23日参照）.
METI (Ministry of Economy, Trade and Industry), 2015a. Basic plan for final disposal of specified 

radioactive waste. 22 May.

経済産業省 , 2015b. 「長期エネルギー需給見通し」. 7月 . www.meti.go.jp/press/2015/07/ 

20150716004/20150716004_2.pdf （2017年1月23日参照）.

日本経済新聞 , 2014. 「原発再稼働『進めて』32％　本社世論調査」8月24日 .

日本経済新聞 , 2015. 「原発の発電コスト1割増　経産省試算、価格優位性は維持」4月5日．
原子力規制委員会 , 2015. 「文部科学大臣への勧告」11月13日 . www.nsr.go.jp/data/ 

000129633.pdf（2017年9月7日参照）．
復興推進会議 , 原子力災害対策本部 , 2016. 「帰還困難区域の取扱いに関する考え方」8月31

日．www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/kinkyu/pdf/2016/0831_01.pdf（2017年1月23日
参照）．

日本学術会議 , 2012. 「高レベル放射性廃棄物の処分について」9月11日 . www.scj.go.jp/ja/

info/kohyo/pdf/kohyo-22-k159-1.pdf（2017年1月23日参照）.
日本学術会議 , 2015. 「高レベル放射性廃棄物の処分に関する政策提言―国民的合意形成に



第1章　福島原発事故以降における日本の原子力政策の諸問題　　25

向けた暫定保管」4月24日 . www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-23-t212-1.pdf（2017

年1月23日参照）．
鈴木達治郎 , 2013. 「プルトニウム利用計画への3つの提案」内閣府原子力委員会メールマ

ガジン第123号 , 3月29日 . www.aec.go.jp/jicst/NC/melmaga/2013-0123.html（2017年1

月23日参照）．
Takubo, Masafumi, and Frank N. von Hippel, 2013. Ending reprocessing in Japan: An alternative 

approach to managing Japanʼs spent nuclear fuel and separated plutonium. Research Report 

No. 12. Princeton, NJ: International Panel on Fissile Material, Program on Science and Global 

Security, Princeton University.

TEPCO (Tokyo Electric Power Company), 2015. Unit 2 reactor building and large carry-in 

entrance rooftop accumulated water quality results. 24 February. www.tepco.co.jp/en/nu/

fukushima-np/handouts/2015/images/handouts_150224_01-e.pdf (accessed 7 September 

2017）.
東 京 電 力 改 革・1F問 題 委 員 会 , 2016. 「東 電 改 革 提 言」12月20日 . www.meti.go.jp/

committee/kenkyukai/energy_environment/touden_1f/pdf/161220_teigen.pdf（2017年1月
23日参照）.

US–Japan Nuclear Working Group, 2014. Statement on shared strategic priorities in the aftermath 

of the Fukushima nuclear accident. New York: Maureen and Mike Mansfield Foundation.



26　　第1部　原子力産業の現状



第2章　フランスという例外　　27

第2章

フランスという例外
―フランスの原子力産業、およびそれが新たなエネルギー 

システムへの移行を目指す政治的計画に与える影響

クリスティーナ・スチュアート

要　旨
　福島原発事故は、原子力発電の割合を減らし、再生可能エネルギ

ーの成長を促進する法令の施行を促したという点で、フランスのエ

ネルギー政策にとっても転換点となった。それでもなお、フランス

の原子力業界は無傷のままであり、強大な政治力をもってフランス

のエネルギー部門を支配している。これら二つの現実の間に横たわ

る明確な緊張関係を説明し、その展望を示すことが本章の目的であ

る。まずはフランスの原子力産業がかくも強力な存在となった経緯

を検証することで、環境問題、安全性の問題、そして経済的問題に

対する原子力業界の反応を分析する。そして最終的に、新たな政治

的枠組みにおけるフランス原子力業界の展望を提示する。原子力業

界は現在、社会政治学的な分析を土台とし、低炭素技術を前面に打

ち出すことで、環境および気候の問題を乗り越えている。また大規

模投資を行なうことで、安全性の問題も管理下に置いている。しか

し本章は、現在の原子力業界を維持している財政状況が、最終的に

不安定な経済的状況を生み出すことを示す。エネルギー移行政策と

原子力産業の成長との間の力関係は、政治的というより経済的な問

題なのである。
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序　論

　2015年8月、当時のフランス大統領フランソワ・オランドは、国家の電源構成

に占める原子力の割合を削減すべく、「グリーン成長に向けたエネルギー移行法」

（エネルギー移行法）を通過させた。この前例のないエネルギー政策の転換によっ

て、原子力発電の割合を現在の76.3パーセント（RTE 2016）から2025年までに

50パーセントに減らすこと、および再生可能エネルギー発電の割合を2030年ま

でに40パーセントに増やす（再生可能エネルギー全体の割合を32パーセントまで

増やすことで達成する）ことを含む、野心的な環境保護目標を達成する責任をフ

ランスは負うことになった。温室効果ガス排出削減と再生可能エネルギー発電に

関する諸々の目標は一般的に受け入れられているが、原子力の割合を法律によっ

て急激に減少させることは、今も議論の的となっている。またこれらの具体的な

エネルギー移行目標がどのように達成されるかも、いまだ明らかになっていない。

フランスの会計検査院によると、電力消費および輸出の水準が安定的に推移する

ならば、原子力業界は2025年までに7基から20基の原子炉を閉鎖しなければな

らないとしている。しかしエネルギー移行法が通過して2年、フランスの発電事

業をほぼ独占しているフランス電力会社（EDF）は、ドイツとの国境近くに立地

し、国内で最も古く、最も不安定で、しかも国際的な係争状態にあるフェッセン

アイム原子力発電所をいまだに閉鎖していない。

　原子力への依存を低減する新たなエネルギーシステムへの移行計画と、こうし

た計画の実行を頑なに拒むフランス産業界との間には、対立と緊張が明確な形で

存在する。この分裂状態を理解するには、フランス独特の原子力産業と、強力な

原子力ロビー団体の存在を認識する必要がある。フランスの原子力産業が独特な

のは、政治的権力と不可分の関係にある産業構造のためである。それは現在の中

央集権的国家における神経系統であり、フランスの文化に深く根ざし確立されて

いるため、真の意味で疑問符が付けられたことは過去になかった。その独特な産

業構造のおかげで、フランスの原子力業界はアメリカに次ぐ世界第2位の規模を

誇っており、また国家の電源構成における原子力の割合が最大という点で世界の
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先端を走っている。58基の原子炉が総発電量の77パーセントを賄っているフラ

ンスは、他のどの国よりも原子力に依存していると言えよう。

　国際的研究の結果、原子力発電の衰退という近年の傾向が明らかになっている

（Schneider et al. 2016）。国際原子力機関（IAEA）による原子力発電拡大の見通し

も、原子炉の老朽化および廃炉、そして新規建設数の減少を考慮して、毎年更新

されている（IAEA 2014/2015）。世界的に原子力発電が縮小している理由は複雑

で、国ごとに異なっているが、新たなエネルギー体制への世界的移行という流れ

は確実に存在している。この新たな体制は、再生可能エネルギー発電の増加と、

化石燃料および原子力発電の増加率減少にとどまらない。エネルギーの持続可能

性に関する政策は、安定的供給の確保と環境の保護（気候変動を含む）にますま

す影響されるようになっている。国際的研究とは対照的に、原子力発電に関する

フランスにおける研究は未来への視点に欠け、原子力産業が過去に行なった決断

の分析にほぼ集中している（Topçu 2013）。結果として、フランスの原子力発電

がどのような展開を見せているかについて、一致した意見は存在しない。事実、

もがき苦しむフランス原子力産業の姿が国際的研究によって示される一方、フラ

ンス側の見通しは楽観的であり、原子力産業を低炭素社会の成長のために欠くこ

とのできないエネルギー資産とみなしている。つまり、原子力についての相反す

る見解にフランスがどう対応し折り合いをつけていくかを巡って認識の差が存在

しているのだ。

　本章は、フランスの現状と国際的・国内的政策との間になぜこうした対立が存

在しているのかを述べるとともに、世界的なエネルギーシステムの移行という流

れの中、この状況がどのように進展するかを明らかにする。また、フランスの原

子力産業が他国の原子力産業と比べてどういった点で例外的なのかを説明し、そ

うした例外的地位がフランスのエネルギーシステムの今後にどの程度影響を与え

得るかを理解することが、本章のさらなる目的である。フランスの原子力業界は、

原子力の割合を減らして再生可能エネルギーに移行するという現在の政治的目標

に対抗する力を持ち得るのか？　まず最初の節で、フランスの原子力産業が歴史

的にエネルギー政策を牛耳り、原子力の衰退傾向に抵抗する強力な産業構造を生

み出した経緯を論じる。第2節では、地球環境問題と気候変動に関する国際的な
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政策の策定において原子力が果たさなくてはならない役割を述べる。第3節では

原子力の安全リスクを軽減するためのフランス原子力産業の戦略を扱い、最後に、

フランスの原子力産業がどの程度政治的影響力を維持し得るか問いつつ、その経

済的分析で本章を締めくくる。

フランス原子力産業の発展

　フランスの原子力産業と政策との間に存在する力関係を分析する前に、まずは

フランスの原子力産業を独特なものにしているのは何かを理解しなければならな

い。そのためには原子力技術がフランスで爆発的な勢いをもって誕生し導入され

た時に遡る必要がある。フランスの原子力産業の成功には、様々な要素が関係し

ている。本章ではそのうちの3つを取り上げるが、いずれも原子力業界の政治的権

力の強化に結びついている。この成功物語に貢献した第1の本質的要素は、原子力

産業が軍事に起源を有するという事実である。第2に、原子力産業を興した主要

な人物は互いに密接なつながりを持ち、また政府とも緊密な関係にある。そして

第3に、フランス経済は原子力の輸出能力に頼る形で発展したという事実である。

　「思いとどまらせる武器（l'arme de dissuasion）」という概念は、フランスの「大

計画（grandes programmes）」の父シャルル・ド・ゴール大統領が核分裂技術に与

えたものである。第2次世界大戦後、ソビエトが最初の原爆実験に成功したこと

を受け、ヨーロッパは核分裂技術の持つ力を恐れると同時に、それを高く評価し

た。そして1952年、欧州防衛共同体プロジェクトは冷戦下における核の脅威か

ら加盟国を守るべく、一つの条約を策定する。フランスを含む6つの加盟国はこ

の条約に賛成したが、そこには締結国に核兵器の保有を禁じるという特筆すべき

条項が含まれていた。しかし、1954年第1次インドシナ戦争でフランス連合がベ

トミンに敗れたのち、ド・ゴール将軍は国家防衛の名のもとに核兵器の導入を決

断した。かくしてフランスは正式にこの条約を拒否する。

　1958年、第五共和国の大統領に就任したド・ゴールは、したがって軍の最高

司令官に任命され、核兵器に関する最高責任者となった。しかし、かくも強力か

つ将来的に危険となり得る技術について、完全な支配権を一人の人物に委ねるの
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は、共和国にとって受け入れ難いことだった。このような権力を正当化すべく、

ド・ゴールは1962年に国民投票を行なう。その結果、大統領選挙の手続きが修

正され、それまでの間接投票から全国民による直接投票システムへと変更された。

大統領の地位を民主主義に基づくものにしたことで、ド・ゴールは核兵器の支配

を正当化したのである（Chantebout 1986）
1

。ド・ゴールは核を単なる軍事的戦略

として見ていたわけではなく、国家の独立政策戦略の中心とみなしていた。ド・

ゴールにとって、軍事的な核保有だけでは十分ではなく、民間における原子力の

活用こそが、大統領は「国家独立の保証人である」というフランス憲法第5条の

遵守を保証する解決策だったのである。軍事的戦略物資から民間必需品への核の

転換という1960年代に発生したパラダイムシフトは、フランスにおける歴史的

転換点となった。

　国家のエネルギー面での独立は、石油輸入からの独立とも言い換えられる。こ

の政治戦略は民間による原子力発電を後押しするために用いられた。とりわけ重

視されたのが、北アメリカ産石油の輸入量削減である。事実、フランスは独立の

象徴として1966年に北大西洋条約機構（NATO）を脱退していた。だが皮肉なこ

とに、ド・ゴールが大統領を退いた（1969）直後、フランスが設計したウラン天

然黒鉛炉（UNGG）よりも安価なことからアメリカ製の加圧水型原子炉（PWR）

が輸入され、以後新規に建設される原子力発電所で用いられた（Reuss 2007:68）。

当然ながら、原子力で賄うことができるのは電力だけなので、完全な「エネルギ

ーの独立」は誇張であった。輸送機関用の油およびガソリンの輸入が影響を受け

ることはほとんどなく、それは避けることができない事実であった。

　EDFは1960年代に原子炉プロジェクトの試作機建設を開始したが、その一方

ではエネルギーの電力への移行が徐々に始まっていた。軍の資金も、民間原子力

開発への投資とこれら試験的なプロジェクトの継続を後押しした。フランスが民

1   「それゆえ、フランス初となる核兵器の開発と、大統領選挙を直接投票に移

行させた1962年の憲法改正は不可分の関係にある。国民の直接投票によって完

全なる正当性を与えられた人物だけが、かくも危険度の高い技術の使用を決断す

るのに必要な倫理的強さを得られるのは確かである」（Chantebout 1986）。
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間の原子力発電に移行したことを説明する際、またフランス政府によってなされ

た巨額の投資を正当化する際に挙げられる理由は、1973年に発生した石油危機

と結びついている。しかし時系列的な一貫性を保つためには、民間原子力への投

資は1970年代のアラブ・イスラエル紛争におけるフランスの軍事的野心との関

係で考慮されなければならない。事実、石油危機に先立つ1973年5月、ピエー

ル・メスメル首相は閣議の中で、1972年から1977年にかけて建設される原子力

発電所の計画発電量を、当初の8,000メガワット（MW）から13,000 MWに増強

すると述べた（INA 1975）。

　それからわずか数ヵ月後、石油危機が世界各国の経済を襲い、民間の原子力発

電を存続・発展させる完璧な理由を与えた。かくしてエネルギー面での独立と軍

事面での防衛力を提供する原子炉は、他のどの国でも見られない速度で建設が進

められる。石油危機は原子力発電を加速させるフランスの決定とほぼ同時に発生

したが、民間の原子力計画は石油危機以前すでに策定されていたことに注意しな

ければならない。その結果、メスメル首相が1974年に発表した、かの有名な

「全原子力化（le tout-nucléaire）」計画につながったのである。メスメル計画の第1

段階は、発電容量900MWの原子炉を2年間で13基建設することであった。10

年後にはウェスティングハウス社製のPWRがフランス全土で50基建設中だっ

た
2

。フランス国民にとっては、より安価な電力料金という国の約束が、民間原

子力事業への投資を正当化する理由となった
3

。

　今日の原子力事業は大きく分けて3段階で建設された。第1段階が1971年から

1982年にかけてのCP0（Contract Programme 0）、CP1、CP2であり、第2段階が

1977年から1986年にかけてのP4およびP’4、そして第3段階が1984年から1993

年にかけて建設されたN4原子炉群である（表2-1参照）。

2   UNGG型原子炉は6基（シノン、サン＝ローラン＝デ＝ゾー、およびビュジ

ェの各原子力発電所に所在）建造されているが、より安価なアメリカ製PWRに

移行する決断がなされた。EDFがウェスティングハウス社製モデルを支持する一

方、原子力・代替エネルギー庁（CEA）はUNGGを強く支持していた。
3   当時、フランスの電力は主に輸入された石油によって賄われていた。よって

石油危機が生じると、電気は極めて高価なものになった。
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　民間における「全原子力化」計画は完全に実行されたわけではないが、フラン

スの総発電量のほぼ80パーセントが原子力によるものであり、また今日におい

ても軍事的利益から完全に切り離されているわけではない。発電用原子炉に加え、

トリカスタン原子力地区にあるようなウラン濃縮施設が軍民の利用に提供されて

いる。事実、これらの施設はフランスにおける燃料サイクル能力の一部となって

いるだけでなく、プルトニウムの抽出も可能である。これら原子力事業の歴史に

は軍事の影が常につきまとっているが、現在でも軍との関係は残っているのだ。

　現存する原子力発電業界の発展を可能にした主体は、今もなお存在している
―存在しているどころか、フランス原子力産業の中心を成しているほどだ。フ

ランスの原子力産業は3つの主体で構成されている。まずはフランスの独占的電

力事業体であるフランス電力会社（EDF）である。1946年、競争を回避し国家か

らの支援を享受させるべく、EDFに複数の会社を統合させ国有化することが決

定された。多数の電力関係企業が共存するアメリカやイギリスと異なり、フラン

スのナショナル・イノベーションシステムは市場競争を促進しなかった。現在の

EDFは独自の法律が適用される有限責任企業であり、2004年を境に国有企業で

はなくなっているが、現在も株式の84.5パーセントを政府が保有している（EDF 

2014）。そのためEDFは「国家の中の国家（etat dans un etat）」という昔からの地位

を今も保持し続けている。

　原子力産業において第2の主体であるアレヴァは、EDFを支援する主要な原子

表2-1　現在稼働しているフランス原子炉群の建設時期

原子炉シリーズ 建造時期 原子炉数 出力規模（MWe）

CP0 1971-74 6

34

900

CP1 1974-81 18 900

CP2 1976-82 10 900

P4 1977-80 8
20

1,300

Pʼ4 1980-86 12 1,300

N4 1984-93 4 4 1,450

合　計 1971-93 58 純合計出力：63,130MWe

注：MWe=電気出力メガワット。
出典：Brottes and Baupin （2014） を基に作成。
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力関連企業である。アレヴァの傘下にはアレヴァ原子力発電（NP）とアレヴァ

原子力サイクル（NC）があり、アレヴァNPが原子炉の建造を行なう一方、アレ

ヴァNCは使用済み燃料の再処理や廃棄物処分を含む燃料サイクル事業を担当す

る。ラ・アーグに再処理施設を建設した1966年から核廃棄物と使用済み燃料を

取り扱っている。原子力産業の核を構成する第3の主体は、国防を目的とした核

開発を行なうべく1945年に創設された原子力・代替エネルギー庁（CEA）であ

る。CEAは今日においても軍民の研究開発を促進・支援している。

　これら諸機関同士の協力関係、および機関内部における協力関係は、フランス

の伝統的な技術主義によって保証されている。第2次世界大戦以降、フランスの

製造業が擁する労働力のほぼ全ては、「国家総軍」（corps d'etat）のメンバーで構

成されていた
4

。つまり原子力開発が発展する間、産業大臣だけでなく原子力企

業の取締役や幹部職も、同じ名門パリ国立鉱業大学の卒業生が占め続けたのであ

る。彼らが同種の教育を受けたことから、前記3つの機関およびその幹部の間に

は当然の結果として能率の向上が見られた。官僚の多くもこれらの権威ある機関

で勤務したことがあるか、あるいは協力して業務にあたった経験を有しているた

め、この能率の高さは政治の分野にまで及んだ。これら歴史ある諸機関が互いに、

あるいは政府との間で維持している緊密さは、政治的な「大計画」が国民の議論

を経ることなく、議会の右派からも左派からも容易に同意を取りつけられること

を意味する（Gerbault 2011）。こうした能率の高さは、単一機関内における原子力

の価値の連鎖の垂直的な統合によって一層容易に達成された。こうした中央集権

的・統一的構造の一大結果こそ、容易かつ異議の少ない核開発の促進なのである
5

。

　フランス原子力産業の政治力を決定づけている最後の要素は原子力輸出への依

存である。まず第1に、フランスは世界最大の電力輸出国であり、欧州連合

（EU）の電力網の一部を構成している。2015年、フランスは546テラワット時

（TWh）の電力を生み出したが、消費量は476TWhである（RTE 2016）。つまり、

4   「国家総軍」は歴史的に国立統計経済研究所だけでなく権威ある技術系高等

教育機関（パリ国立高等鉱業学校や国立土木学校など）の卒業生を含む。
5   原子力安全局（ASN）など他の主役たちについてはのちに論じる。
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フランスの発電容量は国内消費を賄うのに必要とされる分をはるかに上回ってい

るのである。技術的な理由により、原子力発電所を一旦閉鎖し、後に再稼働させ

るには巨額の費用がかかる。ゆえに、電力需要が変動する状況のもと、原子力発

電所の運転を一定の割合で続けるためには電力輸出が必要不可欠なのだ。フラン

スはヨーロッパ連係電力系統のおかげで原子力発電を支配でき、それによって常

に余剰の電力を生み出しているのである。

　同じく2015年、フランスは91.3TWhの電力を輸出し、29.9TWhを輸入してい

る（RTE 2016）。この輸入水準は電力価格の変動を反映したものであり、EU内部

で原子力発電が常に最も安価なわけではないことを示している。たとえば、スイ

スはフランスが輸出する電力のほとんどを輸入しており、それにイタリア、ドイ

ツ、ベルギー、イギリス、そしてスペインが続く。一方、再生可能エネルギー電

力が原子力発電より安い時、フランスは主にドイツから電力を輸入しており、そ

れにスイスとスペインが続いている。フランスの冷暖房システムは大半が電気に

よるものであり、そのため西ヨーロッパで最も気温に敏感な国となっている。原

子力発電が一定の余剰電力を生み出していても、寒さの厳しい冬に発電量を急に

増やすことはできず、近隣諸国からの電力輸入を余儀なくされているのである。

　第2に、フランスは原子炉の輸出国である。原子炉メーカーであるアレヴァNP

はこれまでに102基の軽水炉（LWR）を全世界に輸出している。ごく最近も欧州加

圧水型原子炉（EPR）という新型原子炉の輸出を開始しており、フィンランドで1

基、中国で2基、フランスで1基が建造されている。しかしこの新技術には問題の

多いことが明らかとなっている。それを象徴するのが、イギリスで建設が予定さ

れているヒンクリー・ポイントC原子力発電所の2基のEPRに対する投資と、それに

まつわる論争である。EPRの設計および輸出に関する問題は、後に詳しく論じる。

　第3に、フランスは原子炉の安全技術を輸出している
6

。チェルノブイリと福島

6   原子力関連の透明性および安全性に関するフランスの法律第2006-686条に

よると、原子力の保安には安全性の確保（原子炉の建造、稼働、および廃炉を指

す）の他、放射線防護、悪意ある行動の予防、そして事故の際における大衆の安

全確保が含まれる。
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で発生した原発事故以降、原子炉の安全規定は主要な輸出品目となった。事実、

これら原発事故によって追加の安全対策が必要になってからというもの、フラン

スは安全規定の開発に非常に力を入れている。

　第4に、フランスの安全技術の一環として、アレヴァNCはラ・アーグおよび

六ケ所村にあるものと同様の燃料再処理施設を輸出している。放射性廃棄物の管

理については本章の第3節でさらに論じる。

　コンサルタント会社のプライスウォーターハウスクーパーズが行なった調査研

究（2011）によると、直接・間接を問わず原子力輸出の取引高を全て考慮に入れ

ると、原発による電力およびその他の原子力関連設備ならびにサービスの輸出額

は年間60億ユーロに上り、また潜在的な取引高は450億ユーロと、フランスの

国内総生産（GDP）の2パーセントに達する。フランスは現在、原子力輸出が生

み出す巨額の利益に強く依存しているのである。

　1970年代にフランスが発電の分野で下した決断は、エネルギー部門を原子力

技術に邁進させることであった。軍事に起源を有することで原子力への投資が可

能になり、原子力産業の担い手たちは政府と密接な関係にあり、経済は原子力輸

出に依存している。原子力産業が歴史的にかくも例外的存在となっているのはそ

のためである。原子力産業が実際に原子力発電の割合を減らすという政策を覆す

には、現在の構造が安定的であり続けること、および輸出が順調であり続けるこ

とが必要である。しかしながら、重大な技術的問題がこれら二つの要素を脅かし

ている。すなわち、既存の原子力発電所群の寿命である。どのような政策をとる

にせよ、これらは今後10年間で置き換える必要が生ずる。新たな原子炉への交

換という、世界的なエネルギー移行の流れに沿った政策をフランスが採用するに

あたり、この事実はその政策に余地と力を与えるものに他ならない。エネルギー

の世界的枠組みを変えようとする圧力は新たな電源構成の必要性と不可分の関係

にあり、新型の原子炉はこの新たな枠組みに調和するものであると原子力産業が

立証できなければ、より再生可能なシステムへの移行を迫られることになるだろ

う。
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新たなエネルギーの枠組み

　世界的に見て、エネルギーに関する新たな枠組みの基礎を作り上げようとして

いるのは環境問題と気候問題であり、その枠組みとは、化石燃料による経済成長

への決別と再生可能エネルギーの増加である。実際のところ、フランスは原子力

を基盤とする低炭素社会を築いているが、同国の保有する原子力発電所群は

2016年の段階で平均稼働年数が31年に達しているため、公式に定められた寿命

が迫っている
7

。フランスのエネルギー政策と世界的なエネルギー移行は、既存

の原発群を置き換える必要性を促し、新たなエネルギーシステムに移るための他

に類を見ない機会を与えている。その意味で、オランド大統領によるエネルギー

移行法は、新たなシステムを目指す上で最も重要な政策は何か、および目標はど

のようなことであるかを初めて示したものだった。

　本節では、エネルギーの新たな枠組みを議論する中でフランスの原子力産業が

果たした役割を論じる。まず最初に原子力産業を対象としたエネルギー移行法の

詳細を分析し、それがフランスでどのように実施されているかを述べる。次に、

再生可能エネルギーによる発電能力の向上と、それに伴う原子力発電に対する市

場価格の下落圧力という、最近強まりつつある潮流について論じる。原子力発電

に対する市場価格の下落圧力が発生したのは、再生可能エネルギーの競争力が高

まったことによる。そして最後に、パリで開催された第21回気候変動枠組条約

締約国会議（COP21）において原子力がどのようにみなされたか、そして新たな

エネルギー枠組みの一部となるか否かを分析する。

　エネルギー移行法は、より持続可能な経済への移行というフランスによる一連

の目標を規定しており、その策定は福島原発事故に端を発している。2012年の

大統領選期間中、原子力を支持するニコラ・サルコジと再生可能エネルギーを支

持するオランドとの間でエネルギーの将来像に関する論戦が行なわれた。また移

行法の最終条文は、持続可能なエネルギーシステムをどのように構築するかを巡

7   フランスにおいて原子力の当初の寿命は40年だった。
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って2012年から13年にかけて行なわれたエネルギーに関する公開討論の結論を

土台にしている。激しい政治折衝の結果、1,000箇所以上の修正を余儀なくされ

た
8

が、2015年、この法律は現時点における最も野心的な環境法として、当時の

環境大臣セゴレーヌ・ロワイヤルによって提出された。66箇条から成る同法で

特筆すべきは以下の諸点である。

・ 電源構成に占める原子力発電の割合を、2025年までに50パーセントまで減少

させる。

・ 原子力による発電能力に上限を設け、現在の63.2ギガワット（GWe）に制限する。

・ 電源構成における再生可能エネルギーの割合を増加させ、2030年までに最終

発電量の40パーセントを目指す（これを達成すべく、2030年までに最終エネル

ギー消費における再生可能エネルギーの割合を32パーセントまで増加させる）
9

。

・ 化石燃料エネルギーの最終消費を、2030年までに2012年度比で30パーセント

減少させる。

・ 最終エネルギー消費を、2050年までに2012年度比で50パーセント減少させる。

・ 温室効果ガスの排出を、2030年までに1990年度比で40パーセント減少させる。

　エネルギー移行法は野心的かつ具体的な法律ではあるが、目標をどのように達

成するかは何も示していない。それは原子力発電の割合を減らす詳細な行動目標

の提示を目的とした、複数年度エネルギープログラムの役割である。2016年7月

1日、ロワイヤル環境相は同省のホームページに275ページの文書を掲載した。

2016年10月27日の正式採用に先立ち、当プログラムはエネルギー移行専門家会

8   エネルギー移行法の条文において論争となり、修正が加えられることになっ

た主な要因として、原子力の割合を50パーセントに減らす期限、およびその期

限そのものを条文に含めるか否か、原子力の正確な上限目標、最終エネルギー消

費の削減に関する諸目標、そして持続可能な低エネルギー集合住宅に関するより

野心的な目標が挙げられる（Energiewende Team 2015）。
9   これは最終エネルギー消費量の32パーセントに相当し、2014年は18.7パー

セントだった（RTE 2016）。
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議と原子力安全局（ASN）によって再検討されると共に、国民からの意見聴取が

行なわれた。しかし、何基の原子炉が廃止されるかはこの文書にも記されていな

い。稼働40年を超える原子炉の廃止および寿命延長に関する決定は、2019年よ

り開始されることになっている。原子力発電に関係する唯一の具体的数値は、原

子力による年間発電量を2023年までに10ないし65TWh削減するというものだ

けであり、これは現在の発電量の2.5ないし15.6パーセントに相当するに過ぎな

い。参考までに記すと、10Twhの削減はフェッセンアイム原子力発電所で最も古

い原子炉2基を廃炉するだけで達成できる
10

。また65TWhは平均して原子炉10基

分に相当する。

　だがこれらの上限と下限はいずれも、会計検査院の推定から大きくかけ離れて

いる。会計検査院の報告書によると、エネルギー移行法の目標を達成するには、

2025年までに17ないし20基の原子炉を廃炉としなければならない。当然ながら、

これらの数字は電力消費量と発電量の増減に左右される。しかしエネルギー移行

法と、同法がどのように実施されるべきかを記した文書との間には、今なお隔た

りがあると思われる。実際には、この隔たりは強い影響力を持つ原子力ロビーが

複数年度エネルギープログラムを策定する上で一定の役割を果たしたことを意味

している。エネルギー移行法の成立以来、フランスで廃止された原子炉は1基も

なく、現在稼働している中で最も古いフェッセンアイム発電所は激しい議論の対

象となっている。

　フェッセンアイム原発の廃止圧力は3つの要因から成っている。2018年に免許

が失効すること、ドイツとの国境に近い地震多発地域にあるため閉鎖への国際的

圧力が高まっていること、およびエネルギー移行法そのものの圧力である。この

うち寿命の問題に関しては、オランド大統領が退任（2017）を迎える前にフェッセン

アイム原発を閉鎖することを公約に掲げていたものの、その公約を遂行できなく

なったため、エマヌエル・マクロン新大統領にその責任が委ねられた。またフェ

ッセンアイム原発が国境に近いことで生じた国際問題も、技術的問題のため過去

に何度か緊急停止システムが作動した経緯から、同じく重大だと考えられている。

10   2015年、フェッセンアイムの原子炉2基は計13TWhの電力を発電した。
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　3つ目の要因は、エネルギー移行法に記された原子力による発電量の上限と、

フラマンヴィル原子力発電所3号機で建設が進められている新型の欧州加圧水型

原子炉（EPR）とに由来するものである。フランス初となるこのEPRは1,650MW

の発電能力を有するものの、多数の問題が発生して建設が大幅に遅れており、稼

働開始は2018年と見込まれている。法律で定められた上限のため、フラマンヴ

ィル3号機の稼働開始に先立ち、フェッセンアイムの原子炉2基を廃炉としなけ

ればならない。だが国際社会とフランス政府からの大きな圧力にもかかわらず、

EDFは以前に提示された補償額が不十分だとして、原子炉2基の廃炉につながる

法的手続きの開始を最近になるまで受け入れなかった。EDFは、ロワイヤル環

境相が2016年5月に提示した8,000万ないし1億ユーロではなく、これをはるか

に超える20ないし30億ユーロが補償金として支払われるまで、原子炉の閉鎖を

受け入れるつもりはないと述べた（Le Monde 2016）。2017年1月24日には政府に

よって4億9000万ユーロが提示され、これはEDFにとって十分な額だとされて

いる。にもかかわらず、フェッセンアイムの原子炉は今もなお稼働している。

　マクロン大統領の選出以来、エネルギー移行がさらに加速するという新たな自

信が生まれている。環境活動家のニコラ・ユロがエコロジー・持続可能開発・エ

ネルギー省大臣に指名されたことは、エネルギー移行がさらに進む兆候である。

この事実は、ユロの指名当日、EDFの株価が6.57パーセント下落したことによ

って示されている（Stothard 2017）。原子力発電の占める割合を50パーセントに

削減することは最優先課題であり、そのためにもフェッセンアイム原子力発電所

は閉鎖すべきであって、エネルギー移行法で定められた再生可能エネルギーに関

する各種目標については真剣に取り組むとマクロン大統領は強調した（Macron 

2017）。しかし彼はその一方で、2025年度の目標については先行き不透明で疑わ

しいとしている。マクロンは自分自身を気候変動への取り組みに熱心な人物とア

ピールしているが、原子力は今も論争の対象となっている。原子力発電の削減が

公約に掲げられてから5年が経ち、オランドの在任中に結果が生まれなかった現

在、マクロンは原子力政策について理想的アプローチをとらず現実的な立場を守

っており、原子力産業の未来は二つの要素にかかっていると慎重な言葉遣いで述

べている。すなわち、ASNが2018年に行なう原子力発電に関する真の費用推定
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から生じ得る結果と、原子力に関する決定を行なう際の難しさを考慮した、EDF

の経営機構改革の可能性である。環境活動家のユロを大臣に擁した今もなお、マ

クロン政権下における原子力発電の見通しは、彼自身が原子力業界に及ぼせる影

響力の小ささを自覚していることから、外部の要因に左右されることとなるだろ

う。

　原子力産業は現在、フランスのエネルギー政策におけるその野心が挫かれるよ

うな方向へと進んでいるが、市場レベルにおいても原子力産業に対する下方圧力

が存在する。まず世界市場は、原子力に代わって再生可能エネルギーを支持する

傾向にある。1997年に京都議定書が締結されて以来、世界各国は新たな再生可

能エネルギーの導入を緩やかながらも進めている。2000年から2015年にかけて

の、風力、太陽光、および原子力の発電容量はそれぞれ417GWe、229GWe、

27GWe
11

である（Schneider et al. 2016）。EUでは原子力から再生可能エネルギーへ

の移行がさらに顕著であり、原子力発電所で生み出される電力は1997年以降年

間65TWhのペースで減少しているが、風力発電は303TWh、太陽光発電は

109TWh増加している。こうした傾向は、原子力発電と比較して再生可能エネル

ギーの競争力が高まっていることを示している。

　様々な電力源の競争力を比較するため、ここでは均等化発電費用（LCOE）と

いう指針を用いる
12

。経済開発協力機構（OECD）諸国において、風力のLCOEは

2009年から2014年にかけて50パーセント減少し、2015年の中央値はメガワッ

ト時（MWh）あたり60ドル（範囲は33ドルから135ドル）という水準に達してい

る（IEA 2015）。一方、同年における原子力発電のLCOEの中央値は52ドル（範

囲は29ドルから64ドル）だった。しかしこれら推計値の範囲の幅は広く、今日の

再生可能エネルギーは特定の状況においてすでに原子力発電よりも安価であると

いう主張には異論もある。

　一般大衆の常識、そしてもちろん、フランスの政治家多数の見解とは反対に、

11   この数字には長期稼働中の原子炉も含まれる。
12   LCOEには建造・運転費用、租税公課、整備費用、および寿命を超えて運転

する際の必要経費が含まれる。
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再生可能エネルギーに100パーセント移行したとしてもコストが原子力発電より

高くつくとは限らない。フランス環境・エネルギー管理庁（ADEME）は2015年

に予備的研究を行ない、フランスは2050年までに再生可能エネルギーのみによ

る発電体制を達成できると結論づけると共に、このシナリオは原子力を含めた状

況に匹敵する費用で実現可能だと推定した。この予備的研究は再生可能エネルギ

ーを支持する二つの主要な結論を提示している。第1に、再生可能エネルギー
13

に

よる潜在的発電容量が1,268TWhと見積もられていることであり、これは2050

年におけるフランス全土の電力需要の3倍にあたる
14

。ADEMEが提示した再生可

能エネルギーの電源構成は、風力（陸上および海上）63パーセント、太陽光（太

陽電池および太陽熱発電）17パーセント、水力13パーセント、そして再生可能な

熱エネルギー（バイオマスおよび地熱）7パーセントである。そして第2の結論は、

再生可能エネルギーによる発電が100パーセントとなった場合の価格が、現在政

府によって提示されている再生可能エネルギー40パーセント、原子力50パーセ

ントの場合の価格とほぼ同じ水準になることである。再生可能エネルギーの割合

が100パーセントであれ40パーセントであれ、発電費用は1MWhあたりおよそ

120ユーロになると見積もられている。なお、2016年における発電費用は

1MWhあたり90ユーロと推定される。また最終消費者が負担する電力料金は、

政府が2050年までに再生可能エネルギーへ100パーセント移行する決断を下す

か、あるいは40パーセントの水準にとどまるかにかかわらず、そのコストを反

映して30パーセント上昇する見込みである（ADEME 2015）。しかしこれらの根

底をなす結論は激しい議論の対象となっている。つまりフランスにおいてさえも、

再生可能エネルギー電力を支持する市場の圧力が強まっているのだ。

　世界的なエネルギーの枠組みが主に環境問題によって左右されている現在、原

子力がこの新たな枠組みの中でどのような役割を果たすのか、最後に過去の

COP21における議論に注目する。フランスの政策および市場の趨勢が原子力に

よる損失に反対して再生可能エネルギーを支持する一方、国際社会は世界的なエ

13   太陽光、風力、バイオマス、地熱、水力、および海流を含む。
14   この推計は技術関連のエネルギー効率を考慮に入れている。



第2章　フランスという例外　　43

ネルギー体制の中で原子力が果たす役割についてより曖昧な態度をとっている。

原子力は「再生可能」なエネルギー源ではないものの、化石燃料と比べれば今な

お「低炭素」のエネルギー源である。2014年、気候変動に関する政府間パネル

は5番目となる評価報告書を公表し、分析の結果、原子力は風力発電に次いでラ

イフサイクルにおける排出量が低いと結論づけた（Schlömer et al. 2014: 1335）。原

子力の炭素排出量が少ないことから、気候変動会議では常にその役割が議論の対

象となっている。2015年12月、2週間にわたってパリで開催されたCOP21以降、

195の加盟国は、地球温暖化の上限目標を摂氏2度と定め、可能であれば今世紀

末まで1.5度を超えないことを目標とする、拘束力のある合意文書を批准した。

さらに各国は、温室効果ガス削減と適応戦略に関する「各国が自主的に決定する

努力目標」を5年ごとに見直すこととし、新たな努力目標が前回のものに比べて

より高いものになることを目指そうとしている。

　COP21がフランスの中心部で開催され、とりわけEDFが主たるスポンサーの

一つであることから、気候変動との関係で原子力エネルギーが議論されるのでは

ないかと予想された。だが驚くべきことに、原子力はほとんど議題に上らなかっ

た。強力な世論を背景とする団体も参加し、ブースやイベントを用意したにもか

かわらず、原子力の将来というテーマに注目が集まることはなかったのである。

開催に先立ち、EDFはあからさまに原子力支持のツイートを行なったため、グ

リーンウォッシュ（環境広報活動）であると非難されていたが、開催期間中に原

子力問題が話し合われることはなかった。また IAEAも原子力への支持を明らか

にするのを拒んだ。

　その対極に目を移すと、核に反対する強力な環境保護団体グリーンピースも原

子力問題をまったく話題にしなかった。事実、原子力に関係する唯一のイベント

は、OECDが組織した「なぜ気候問題は原子力エネルギーを必要としているか」

というものだけである。これは小規模なイベントに過ぎず、最終文書が合意に至

る前日に催された。よって合意に影響を与えなかったのは言うまでもない。核保

有国も会議に参加していたが、一様に受け身の姿勢だった。新たなエネルギーの

枠組みに原子力を明確な形で含む決定はなされなかったが、それを排除する決定

もまたなされなかった。気候変動における原子力エネルギーの問題について



44　　第1部　原子力産業の現状

COP21がもたらしたのは曖昧さだけだった。目下のところ、気候変動に関する

会合は低炭素社会に向けた新たな枠組みを形作っているが、それをもたらすのは

再生可能エネルギーだけとは限らないのである。

　フランスのエネルギーに関する見通しが合意に至っていない事実は理解できる。

フランスの原子力産業が現在占めている地位の高さは、長期的な政策目標と市場

の趨勢の両方と矛盾しているように思われる。こうした曖昧さを裏づけるように、

未来のエネルギーがどのように生産されるかを決定するCOP21など歴史的な出来

事を経てもなお、原子力に関する世界共通の見通しは存在していない。環境問題

は再生可能エネルギー部門の地位向上に貢献しているが、原子力発電を直ちに修

正するものではない。事実、原子力発電に世界規模の劇的な変化をもたらしてき

た出来事は、原発事故を除いて他になかった。完全な脱原発を支持するエコロジ

スト党とオランド前大統領との間で、エネルギー移行法に原子力発電の削減目標

を含む、という政治的妥協がなされたのも、福島原発事故の結果だったのである。

原子力の安全性

　チェルノブイリと福島で発生した原発事故は原子力の安全リスクを全世界に知

らしめ、結果として複数の原子炉が運転停止に追い込まれた。しかしフランスは、

核の危険を覆い隠そうとする原子力業界による試みの結果、こうした危険な現実

から歴史的に目を背けてきた。本節では、安全リスクに端を発する原子力の衰退

傾向に対し、フランスの原子力業界がいかに抵抗してきたかを論じる。はじめに、

フランスの原子力業界は大衆の懸念から原子炉を守るべく、強力な広報戦略を築

き上げたことについて述べる。この戦略は歴史的に成功を収めてきたが、チェル

ノブイリ事故の後はそれが一層顕著である。次に、広報戦略の成功にもかかわら

ず、福島原発事故以降、大衆の信頼を維持する目的で原子力業界が安全強化に資

金を投じながら、原子力への支持が急落していることを示す。そして本節の最後

において、廃棄物の問題と、フランスの原子力業界が安全性に関わるこの問題に

どう向き合っているかを論じる。

　フランスの原子力業界は核の危険性と安全面の重要性に絶えず大きな注意を払
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い続けてきた。また原子力のリスクという概念そのものが自らにとって有害であ

ることを認識していたため、原発事故の危険性を覆い隠そうとする強迫観念に囚

われてもきた。フランスの歴史上、原子力に関する最も大規模なプロパガンダは、

チェルノブイリ事故の際に発表された次のメディア向け声明文だろう。「チェル

ノブイリから放出された放射能の雲は、フランスの国境で止まった」（Morice 

2011）。なぜそんなことがあり得るのか、当時なされた説明をかいつまんで言え

ば、風が西ではなく北に向かって吹いていたから、ということであった。

　ロシア産天然ガスへの依存からの脱却、あるいは原子力技術の近代化など、原

子力産業は核エネルギーの明るい側面ばかりを強調した。「フランスに油田はな

いかもしれないが、頭脳はある」これは1974年の大統領選挙でヴァレリー・ジ

スカールデスタンが用いた全国的スローガンである。原発事故に端を発する原子

力への懐疑を打ち消そうとする業界の努力は功を奏し、フランスの原子力技術は

安全であり、事故は1件たりとも発生していないという信念が広く行き渡り、公

にも語られている。2012年、サルコジ元大統領はこう説明した。「原子力発電が

国内で行なわれている間、大規模事故は1件も発生しなかった」（Vie Publique 

2012）。EDFの保安総監を務めたピエール・タンギーも、フランス国内で原子力

事故が起きたことはないと主張した。しかし原子炉の数を考えれば容易に理解で

きるが、原子力関係の「インシデント」（訳注：重大事故に発展する危険性をもつ

出来事）は多数発生している。

　さらに、原子力関係の「アクシデント」（事故）も2件発生したが、メディア

を通じて全容が伝えられることはなく、フランスの原子炉は並外れた品質を誇っ

ているという印象を与えた。とりわけ1980年にサン＝ローラン＝デ＝ゾー原子

力発電所で発生した事故は、国際原子力事象評価尺度（INES；IAEA and OECD/

NEA 2013参照）でレベル4の事故に分類されている
15

。参考までに記しておくと、

福島およびチェルノブイリの原発事故は最悪のレベル7に分類された。サン＝ロ

ーラン＝デ＝ゾー原発事故は燃料の一部がメルトダウンを引き起こし、原子炉が

15   低いレベルはインシデントを指し、高いレベルはより重大なアクシデント

（事故）を指す。
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自動停止する事態になった。レベル4の原子力事故は、「事業所外への大きなリ

スクを伴わない事故」であること（詳細な定義は IAEA and OECD/NEA 2013に記

されている）、および「放射性物質の少量の外部放出」ならびに「法定限度を超

える程度の公衆被曝」という影響があることを指している。しかし2015年にな

り、サン=ローラン＝デ＝ゾー原発事故が原因でロワール川にも放射性物質が流

出したという報道がなされた。

　『Nucléaire, la politique du mensonge』（核、偽りの政治）というドキュメンタリ

ー番組に資料を提供した調査官らは、事故後5年間にわたってロワール川にプル

トニウムが流出し続けたことを明かしている（Canal+ 2015）。なお1979年にペン

シルベニア州ドーフィン郡で発生したスリーマイル島原子力発電所事故は、炉心

溶融とサスケハナ川への放射性物質の流出を伴うもので、INESのレベル5に分

類されている
16

。スリーマイル島事故はアメリカのメディアを動かし、原子力の

安全性に対する国民の認識に影響を与えたが、驚くべきことにフランスではそう

ならなかった。このような事故の後で大衆を安心させるためには、曖昧な報道こ

そが有効だったのである。サン＝ローラン＝デ＝ゾー事故、スリーマイル島事故、

そしてチェルノブイリ事故のいずれも、危険性を覆い隠そうとする原子力業界の

努力により、フランスにおける原子力発電の発展に影響を及ぼすことはなかった。

　20世紀に発生した事故と異なり、2011年の福島原発事故はグローバル化され

た新たな世界の中で発生した。言い換えれば、原子力産業がグローバル市場化さ

れてからというもの、脱原発が叫ばれるようになるなど、原発事故はより広範囲

に影響を及ぼすこととなった。それでもなお、フランスが当時エネルギー政策を

変えることはなく、事故直後の3月24日、サルコジ大統領は記者会見で原子力

政策に変更がないことを再確認した（INA 2011）。しかしながら、市場におけるフ

ランス原子力業界の国際的地位が影響を受けたことは、否定できない事実である。

　原子力の衰退傾向に対する業界の抵抗力を確認する手段として、福島原発事故

にフランスがどう反応したかを考察するのは有益である。まずヨーロッパ域内の

16   レベル5「計画された対策の一部の実施を必要とする可能性が高い放射性物

質の限定的な放出」（IAEA and OECD/NEA 2013参照）。
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レベルでは、安全技術を輸出することで、フランスが最も信頼性の高い原発を擁

していることを立証しなければならなかった。それを受け、フランスはヨーロッ

パ域内で極めて活発に行動し、後にヨーロッパ原子力安全枠組みとして結実する

各種の整備・保安手段を提供、原子力の安全水準を高めることで国民の信頼を勝

ち取ったのである
17

。一例を挙げると、福島原発事故以降にEU域内で稼働する原

子力発電所は、飛行機の突入にも耐えられることが義務づけられている。

　次に国内レベルで見ると、福島原発事故に対するフランスの回答は同国が保有

する原子炉の安全性を再確認するというものであり、原子力の安全性を監督する

独立機関ASNに、国内で稼働する原子炉全58基の監査を実施する許可が初めて

与えられた
18

。これら監査の結果、直ちに閉鎖する必要がある原子炉は1基もない

が、安全強化を可及的速やかに実施する必要があると結論づけられた。また

ASNが提案した内容には、予備冷却能力の増強、危機管理センターの設置、そ

して各発電所が「緊急対策チーム」を設けること、つまり訓練を通じて緊急事態へ

の対応に特化した要員の配置を義務づけることが含まれる。当時、これら安全強

化策を実施するには130億ユーロの費用を要すると見積もられた（Crumley 2012）。

　しかし安全への投資を通じた信頼回復の努力にもかかわらず、原子力エネルギ

ーに対する国民の支持率が深刻な水準に低下するのは避けられなかった。

　イプソス・モリ社が2011年6月に行なった世論調査のデータを集計した結果、

フランス国民の67パーセントが原子力発電に強く反対する、ないしどちらかと

言えば反対する、と回答した（Ipsos 2011）。また別の世論調査では、回答したフ

ランス人の57パーセントが脱原発を支持するという結果になっている（Buffery 

2011）。この段階で、原子力に関する国民世論と、安全面の懸念を否定する原子

17   フランスの原子力業界は西欧原子力規制機関連合の提唱者として、自らの経

験と技能から引き出された「ストレステスト」の実施方法を極めて熱心に広めた。

「ストレステスト」は、福島原発事故以降、EU内の全原子力発電所で実施される

ことになったリスクおよび安全性の評価を指す（Ministère du Developpement 

Durable 2012; Dehousse with Verhoeven 2014）。
18   原子力の透明性と安全性に関するフランスの法律第2006-686条は、独立監

督機関ASNの創設を定めている。



48　　第1部　原子力産業の現状

力業界との間に対立が生じているのは明らかだった。原子力発電が続けられる一

方で、2011年の世論は、フランスの原子力業界が現在置かれている不安定な立

場を予兆するものだった。原発事故のリスクはフランスにおいて原子炉を閉鎖に

追い込むほど強力なものでないとはいえ、原子力業界が必死に維持しようとした

「安全」というイメージを損ない、結果として業界の政治的影響力を弱めている

のである。

　原子力の安全性を巡る世論と業界との対立を浮き彫りにする事例として、核廃

棄物管理の問題がある。この問題が原発事故と異なるのは、原子炉を閉鎖したと

ころで問題が解決するわけではないことである。過去50年分の廃棄物がすでに

存在し、適切に処理されるのを待っている。多くの国では、放射性廃棄物の問題

があるというだけで、原子力事業に乗り出すことを躊躇させるのに十分だが、フ

ランスはここでも内在する危険性を覆い隠す戦略を採用した。原子力発電は廃棄

物を僅かしか生み出さないという主張がそれであり、アレヴァのCEOを2001年

から2011年まで務めたアンヌ・ロベルジョンによると、その量は「オリンピッ

クの水泳プール1個分」に過ぎないという。

　実際のところ、2013年末の時点でフランスが生み出した放射性廃棄物の総量

は146万立方メートルに上ると見積もられており（ANDRA 2013）、そのうちの

60パーセントにあたる88万立方メートルが核物質から生じたものである。化石

燃料による発電業界が生み出した廃棄物の量に比べればはるかに少ないが、オリ

ンピックの水泳プール（3,000立方メートル弱）を大幅に上回っているのは間違い

ない。強力な原子力ロビー特有の政治的な言い回しが用いられているだけでなく、

核廃棄物と正式に認められるものに対する直接的な影響力も、原子力産業が政策

に及ぼす力の強さを物語っている。一例を挙げると、放射性廃棄物の処分に関す

るフランスの法律第2006-686条の条文には、将来的に再利用され得る物質なら

ば、それは廃棄物とはみなされないと記されている
19

。ウラニウムやプルトニウ

19   「放射性物資には、必要であれば処理工程を経て、将来活用することを意図

した放射性物質が含まれる。放射性廃棄物には、将来の活用が定められていない、

あるいは検討されていない放射性物質が含まれる」。
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ムを含有する物質はいずれも再処理される可能性があるため、これらの元素を含

む放射性物質は廃棄物の公式統計から除外されるのである。

　廃棄物問題に対するフランスの部分的な解決策として、アレヴァNCが主導す

る燃料サイクル技術がある。同社は使用済みウラン燃料を再処理し、プルトニウ

ムを分離することで核廃棄物を「リサイクル」すべく、ラ・アーグに工場を建設

した。分離されたプルトニウムはフランスにある軽水炉のMOX燃料として用い

られる。しかし、リサイクルされたものとリサイクル可能なものとの間には違い

がある。ラ・アーグ工場は再処理前のリサイクル可能な物質を保管しているが、

その後利用されることがなければ、リサイクル可能なもの、つまり「再生可能物

資」は廃棄物のカテゴリーに分類されてしまう
20

。「再生可能物資」の全てがフラ

ンスのものというわけではない。たとえば、ドイツ、ベルギー、オランダ、スイス、

そして日本は、使用済み燃料を処理しつつ、一方で廃棄物の貯蔵をめぐる住民と

の軋轢を避けるためにラ・アーグ工場を用いているが、これらの国による利用は

減少しつつある（Schneider and Marignac 2008; International Panel on Fissile Materials 

2015）。

　核燃料の再処理および濃縮はいくつかの問題を投げかけている。第1に挙げら

れるのが、プルトニウム抽出能力によって引き起こされる核拡散についての論争

である。マーク・ディーゼンドルフが示唆するように、「民間のウラニウム濃

縮・再処理施設は」透明性を確保すべく「全て国際的な管理下に置かれる」べき

だろう（Diesendorf 2014）。第2に、再処理燃料はコストが高く、しかも低レベル

放射性廃棄物を大量に生み出す点が挙げられる
21

。ラ・アーグ工場は使用済み燃

料から年間重金属1,700トン（tHM）を処理する能力しか持たない。軽水炉が年

間平均21トンの燃料を用い、20トンの使用済み燃料を生成していることから、

フランスは毎年およそ1,000トンの使用済み燃料を生み出していることになる

（Feiveson et al. 2011）。再処理事業の開始以降、約3万 tHMの燃料が再処理され、

20   再生可能物質には、天然ウラン、濃縮ウラン、プルトニウム、トリウム、お

よび使用済み燃料が含まれる。
21   放射能が低レベルで半減期が長期のもの。
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現在では毎年およそ1,200tHMが処理されている
22

。また2007年末の時点で、1万

3,500tHMの使用済み核燃料が、ラ・アーグ工場および各原子力発電所の冷却プ

ールや乾式キャスク保管エリアで再処理されるのを待っていた（Feiveson et al. 

2011）。

　ラ・アーグの操業開始以来、長期にわたって管理の必要な放射性廃棄物がそこ

で生み出されていることはよく知られており、廃棄物の蓄積は最終的に地層処分

技術の開発を促した。フランスでは20年以上前から核廃棄物の地層処分に関わ

る研究が行なわれており、この解決策が2006年に初めて法律に記載され、Cigéo

（地層保管センター）プロジェクトが進展して以降、地層処分は激しい議論の的に

なっている。このプロジェクトは長寿命高レベル放射性廃棄物の長期的な管理を

目的としたものであり、承認が得られれば、フランス東部のムーズ県ビュール地

区に深さ500メートルの地下地層処分場が建設され、最大8万立方メートルの廃

棄物を数千年にわたって保管できる見通しである。認可を受けたこの種の施設は

フィンランドのオルキルオト処分場しか存在しない。またフランスの法律は、よ

り優れた処理方法が発見された場合に備えて可逆性を確保しなければならないと

している（Cigéo.com 2013）。

　現在のところ、Cigéoプロジェクトはこのような廃棄物を処分する上で実行可

能な唯一の解決策であるものの、核のゴミ捨て場が近くにあることで環境や健康

への影響を懸念するムーズ県の住民をはじめ、極めて強い反対に遭っている（Le 

Monde 2015）。コストもまた論争を激しいものにしている。会計監査院の推計に

よると、Cigéoプロジェクトの費用は（廃棄物の増加も考慮に入れると）436億ユ

ーロに達する可能性があるという（Collet 2016）。原子力産業が廃棄物を適切に

処理できなければ、その政治的影響力はさらに弱まるだろう。

　チェルノブイリ原発事故の後も、メディアや広報活動を通じた偽り隠す努力の

結果、世論は安定を保ち続けた。しかし福島原発事故を受けて国民の意識は明ら

かに変わってきている。それでもなお、原子力産業は同国の電力市場随一の地位

を占める強い影響力を保っている。廃棄物の問題はすでに存在しているだけでな

22   うち再利用可能なプルトニウムはわずか8.5tHMで、残りは保管される。
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く、これからも膨らみ続ける長期的な安全問題であることから一層複雑であり、

現時点で巨額となった安全面への投資がさらに必要となる可能性もある。フラン

スは核のリスクに対応するため、原子炉を閉鎖する代わりに安全面への投資とい

う道を選んだが、それは決して終わることがなく、今後もそのコストは膨らみ続

けるだろう。

フランスにおける原子力エネルギーの経済学

　この最終節では、フランス原子力産業の生存を脅かしている財政リスクに焦点

を当てる。原子力発電の割合を削減するという政府の計画に原子力産業がどの程

度影響を与えられるか、あるいはどこまで抵抗できるかは、最終的に、営利事業

体として経済的に存続し得るか否かに左右される。これまでの各節では、原発の

更新、再生可能エネルギーの競争力向上、そして安全維持に関係する経済的問題

の一端に触れた。

　本節では原子力産業の財政状況を分析する。第1に、フランスの経済状況が原

子力産業弱体化の予兆となっていることを示す。第2に、原子力産業をそうした

経済状況に置いた要因を基に「原子力の請求書」を分析することで、その復活の

見通しを明らかにする。そして第3に、ヒンクリー・ポイントC原発にまつわる

論争が、将来的な原発建設の経済的不確実性を象徴している事実を示す。

　近年、フランス原子力産業が財政危機に見舞われている事実を世界は目の当た

りにした。2011年以来、アレヴァは巨額の負債に苦しみ、倒産の危機に見舞わ

れている。2014年11月、同社はスタンダード・アンド・プアーズ社の格付けに

おいてBB＋（「ジャンク債」）に格下げされた。原子炉エンジニアリングにおけ

るこの独占企業は2015年に負債が63億ユーロに達し（Areva 2016）、BB－へさら

に格下げとなった
23

。だがアレヴァは負債だけでなく技能面での格差の問題にも

直面している。フランスで最後に原子力発電所が建設されたのは1993年だが、

当時の労働力は1970年代の拡張時代を経験しており、原子力の分野で優れた知

23   アレヴァの2015年度売上高は42億ユーロであった（Areva 2016）。
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識と経験を有していた。しかしそれから14年後の2007年にフラマンヴィル欧州

加圧水型原子炉（EPR）の建設が始まった時、原子力に携わる現役の労働者は老

いて引退を間近に控えた者、あるいは若く経験が少ない者ばかりだった。こうし

た技能格差と運転費用の増加がアレヴァの負債をもたらしたのである。かくして

フランス政府の主導により、アレヴァの財政状況を救うための緊急計画が定めら

れた。

　まず2015年、EDFがアレヴァNPの株式の大半を27億ユーロで買収する。

EDFは今やフランスにおける原子力関連の投資リスクの一切を負う立場にあり、

同社自身の負債も2015年末の段階で374億ユーロと膨らむ一方である（EDF 

2016）。また2015年12月21日には、EDFが背負っているリスクのため、会計検

査院40（CAC40）から同社の名が抹消された
24

。CAC40に加えられた当時、同社

の株価は32ユーロだったが、それから10年間で70パーセント下落し、2017年1

月の株価は9.75ユーロとなっている（Bourser.com 2017）。

　加えて、EDFは2016年に初めて電力料金の自由化に直面した。ヨーロッパの

電力市場の自由化を目的としたEU指令92/96を遵守すべく、フランスは2007年

に法令を通過させているが、国内の電力市場はほとんど変化しなかった。市場の

完全自由化を達成する目的で2010年に制定された電力市場新組織法の条文には、

一般家庭向けか企業向けかを問わず、大口需要者（最低36キロボルトアンペア）

の電力料金につき、2016年以降は規制を一切設けないと記されている
25

。電力料

金はEDFの財政状況を基に国家によって決められるのでなく、1年ごとに電力規

制委員会によって定められることとなったのである。

　EDFは顧客と共に安定的な電力料金の恩恵をも失いつつある。特に運転費用

が増大している現在、競争の結果として電力の卸値が下落したことは、EDFの

収入源に大きな影響を与えている。政治的な支援と、事実上EDFに代表される

原子力業界との間に生じた溝が、徐々にではあるが確実に、業界の政治的影響力

24   CAC40はフランス株式市場インデックスの指標である。時価総額上位40社

がCAC40を構成し、通常はフランスで最も優れた業績を誇る企業が含まれる。
25    一般家庭向け電力料金の自由化は2019年に始まる予定。
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を奪いつつある
26

。

　電力市場における独占的地位をEDFが取り戻そうとするなら、財政面の安定

性を回復させることが必須だろう。本節ではこの見通しが実現可能か否かを理解

するため、財政面におけるEDFの現状と関連した将来の経済的リスクを分析す

る。こうした経済的リスクの大きさを象徴するのが「原子力の請求書」という言

葉だが、それは事業を続けるために原子力業界が支払うべき主な費用を表わして

いる。この分析を行なうにあたり、我々はいくつかの主な費用、すなわち（安全

基準に合致させるための）原発群の補修費用、廃炉費用、そして一番重要な点と

して、新型EPRの設計開発に関連する費用のみを扱うこととする。

原発群の補修

　原発群の寿命が迫る一方、フランスが短期的には脱原発でなく原子力発電の継

続を選んだかに見える現在、原子炉の寿命延長が必要となる。寿命の延長は、全

ての原子炉を対象とした新たな安全基準を満たすための補修と管理を含む。EDF

の推計によると、全原発の寿命を10年伸ばすには550億ユーロの費用を要する

という。これだけでも巨大な額だが、会計検査院はその倍となる可能性もあると

推計している。

廃　炉

　EDFの負債は廃炉費用によっても膨らみ得る。フランスは廃炉の初期段階に

関してさえほとんど経験を有していない。最初に廃炉工程が始められたのはブレ

ンニリス原子力発電所であり、稼働を停止した1985年以降、その廃炉費用は35

年間で5億ユーロに上る。「廃止された発電所」の定義が明確になっていないた

め、EDFはこの発電所が「民間による無制限の再活用」と同等の位置にあると

している。またEDFは全原発群の廃炉費用を300億ユーロ（発電所1箇所あたり5

億ユーロ）と見積もっているが、会計検査院によればこれは明らかに過少評価で

26   先に挙げた安全投資に関する費用など、その他の主要なコストも「原子力の

請求書」に大きな影響を与えるものと思われる。
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ある。会計検査院はその主な理由として、他国の廃炉費用の見積もりがはるかに

高いことを挙げている。一例を挙げると、イギリスは原子炉35基の廃炉費用を

1,030億ユーロと推計している
27

。

新型EPRの設計開発

　最後に原子力業界が背負う主なコストとして、既存の原子力発電所が閉鎖され

た後も現行の発電能力を維持すべく、原発群を更新するのにかかる費用がある。

この問題に対するアレヴァとEDFの解決策が欧州加圧水型原子炉（EPR）である。

建設に要する時間および費用の実例を分析することで、この技術への将来の投資

がどうなるかが判断される。アレヴァはEPRを「世界で最も強力な原子炉の一

つ」と評している。これは高性能と優れた安全構造を誇る第3世代モデルとされ

ており、発電能力も第2世代モデルの1,450MWから1,650MWに向上している。

また同社は、第2世代を擁する発電所と比べ発電費用が10パーセント低減され

るともしている。さらにこの新技術が誇る利点として、寿命の20年増加、より

容易な維持管理、そして建造期間の短さ（わずか57ヵ月）が挙げられる（Areva 

2017）。この最後の利点は、以前の原子炉よりも安い費用で建造できることを意

味している。

　アレヴァのEPRは、現在全世界で4基が建設されている。フラマンヴィル原発

3号機が2007年から建造中であり、本来であれば2012年の稼働開始を予定して

いた。EDFは建造費用を当初33億ユーロと見積もっていたが、ASNによる安全

評価の結果を受けて2007年より工事の遅れと費用の超過が発生しており、2008

年5月には鉄骨構造の「異常」のために建造が中断された。修理の結果、費用が

20パーセント増加し建造期間も1年延びている。また2011年に発生した福島原

発事故を受け、新たな安全基準の適用と追加検査の実施、および構造部材の強化

を余儀なくされた結果、建造期間がさらに延び、運用開始も2年延期された。ま

た物資の輸送遅延と、2015年4月にASNが発見した格納容器の異常の結果、発

27   イギリスの原子炉は1基あたり平均900MWの発電能力を有する（Goldberg 

2010）。
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電所の稼働開始は2018年にずれ込み、費用も105億ユーロに増加すると見込ま

れている（図2-1参照）。

　2010年、当時のEDF会長フランソワ・ルスリーは、原子力産業の将来的展望

を改善すべく、激しい議論の的となった一連の過激な勧告書を提出することで、

フラマンヴィルEPRにおける失敗の裏側にある理由を浮き彫りにした（Roussery 

2010）。その中でルスリーは、フランス独自の課題に光を当てている。EPR建造

の初期段階において、事業に関することが原因でEDFとアレヴァは疎遠な関係

にあった。戦略的な協調関係の欠如は両者の意思疎通を妨げ、事業面での効率性

が低下した。またルスリーは、建造中に問題が数多く発生した理由の一つにEPR

の設計自体の複雑さを挙げている。その分析によると、フランスの原子力産業が

民間投資を呼び込めず、国家支援に頼りきりだったことが、EPRプロジェクトの

経済的困難を説明するもう一つの要因だという―すなわち、両者は単純に経済

的な競争力を有していないのだ。現在、EDFとアレヴァはこれまでにないほど

緊密な関係を築いているが、EPRが直面している問題こそ、この設計開発の脆弱

さを明らかにするものである。

　今のところ、かくも巨額な費用を要し、技術的な危険性も高いテクノロジーに

図2-1　フラマンヴィル原発EPR型原子炉の予想建造費用および期間の推移
出典：Soleymieux（2015）に基づき、著者の許可を得て転載。
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投資することは実現不可能と思われる。EPRの新モデルが標準化されて初めて、

規模の経済による学習曲線の改善が達成されるだろう。EPRは現在フラマンヴィ

ル、オルキルオト、そして台山で建設中であり、それぞれ同じ技術が用いられて

いることから、学習曲線はすでに改善されているか、あるいは少なくとも、知識

の蓄積に伴い建造期間の短縮も見込めるはずだ。しかし実際にはそうなっておら

ず、各プロジェクトは「最初期」技術の特徴を帯びている。マウロ・マンチーニ

は、原発建設に内在する諸々の特徴が学習曲線の改善を不可能にしていると説明

する（Mancini 2015）。これには雇用可能な労働力の経験値および現地の政治状況

といった地域特有の問題が含まれる。その例として、フラマンヴィル原子力発電

所を他のEPRプロジェクトと比較すると、同じ技術が用いられているにもかか

わらず、フラマンヴィルでのみ大幅な費用超過と遅延問題が発生していることが

わかる。

　オルキルオト原子力発電所のEPRは当初の建設費用が30億ユーロで、2005年

の商用運転開始を目指していた。しかし2012年にアレヴァが再評価を行なった

結果、この数字は85億ユーロに上方修正され、2016年1月には稼働開始が2018

年に延期された。台山の原子炉2基はそれぞれ2009年と2010年に建設が開始さ

れ、2013年に稼働を開始する予定だった。だが現在、商用運転の開始は2018年

の第4四半期になると見込まれている（EDF 2017）。原子炉2基の最終建設費用

は80億ユーロに上ると予想され、その上建設も4年遅れているが、フランスと

フィンランドの事例に比べれば比較的成功を収めていると言えるだろう。

　しかしながら、特定の部品の品質と、発電所全体の設計の安全性に対し、いま

だ疑問の声がくすぶっている（Radio Free Asia 2016）。これらの懸念は、EPRの設

計で主格納容器に含まれる炭素の割合が多すぎることをASNが突き止めた2016

年4月以降に顕在化したものである。主格納容器の炭素の割合が多いと、原子炉

の機械的特性が最適ではないため、亀裂が発生した場合に深刻な危険を引き起こ

す可能性がある。この問題は結果的に建設費用を押し上げ、稼働開始を再び遅ら

せることになるだろう。EPRは新たな設計技術を確立させることができず、フラ

ンスにおける新規建設の見通しも立っていない。それゆえEPRの経験は、原子

力産業がEPRの発電事業および輸出事業から得られるであろう利益の見込みに
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深刻な影を落としている。

　原子力産業の不安定な財政状況を明らかにするため、最終節ではイギリスのヒ

ンクリー・ポイントC原子力発電所にまつわる論争を取り上げたい。EDFの評

判と将来的な成長が危険に晒されている一方、この投資は非常にコストがかかる

ものであり、プロジェクトが抱えるリスクは産業全体の衰退をもたらしかねない

ものである。EDFが大半を保有し、残る3分の1を中国企業（中国広核集団；

CGNPC）が保有しているヒンクリー・ポイントCプロジェクトには、サマセッ

ト州で建設中のEPR2基が含まれている。これら2基の原子炉は最終的にイギリ

スの電力需要の7パーセントを満たすことが予定されている。建造費用は2013

年の段階で160億ポンドと見積もられていたが、2015年10月には20億ポンド増

加し、竣工期日も2023年から2025年に延期されている。

　投資に関する最終決断を遅らせた最大の原因は費用の問題である。サイモン・

テイラーが指摘するように、ヒンクリー・ポイントCは「史上最も高価な発電

所」となるだろう（Taylor 2016: 3）。のみならず、それは地上で最も高価な構造

物になろうとしている。2016年3月、EDFの財務部門責任者を務めるトマス・

ピクマルは、ヒンクリー・ポイントCへの投資に含まれる財務リスクを理由とし

て辞表を提出した。労働者会議もこの投資に強く反対したが、政府はプロジェク

トを支持している（Schneider and Froggat 2015）。2016年1月の段階で建設費用は

250億ユーロに上ると見込まれていたものの、発電した電力をイギリスが35年間

にわたり1メガワット時あたり92.5ポンドで買い取ることに同意したため、フラ

ンスには十分な見返りがあるとEDFは主張した。最初の契約書が書き上げられ

た2012年当時、この価格は電力卸値の2倍であり、現在では3倍の価格となって

いる（Economist 2016）。EDFにとってヒンクリー・ポイントCは魅力溢れる取引

対象だった―ただし、それが実現すればの話である。ピクマルはプロジェクト

が実現不可能であると考えて辞任したのだった。

　それに加え、2016年7月28日に投資の決断が下される数時間前、EDFの意思

決定に責任を負う取締役18名のうちの一人、ゲラール・モンガンも辞表を提出

した（Cosnard 2016）。これら二つの辞任劇はプロジェクトにまつわるリスクを象

徴している。しかしモンガンがその場を去った後、ヒンクリー・ポイントCへの
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投資が承認された（Bernard and Cosnard 2016）。EDFのベルナール・レヴィCEO

は、今や全ての障害が取り除かれ、プロジェクトを進めることができると期待し

た。しかし翌日、驚くべき出来事が再び起きる。「政府はこのプロジェクトを構

成する全ての要素に慎重なる検討を加え、秋の初めに決定を下す」とグレッグ・

クラークが発表したのである（Financial Times 2016）。2016年9月15日、テレザ・

メイ英首相は当プロジェクトに「青信号」を出した。ヒンクリー・ポイントC原

発は、将来の原子力発電所が採算の取れるものでないことを如実に示している。

EDFが破綻を免れるには、この投資を支援する政府の決断が不可欠である。原

子力産業が財政面での安定を取り戻すためには、金銭的にも政治的にも国家の支

援が必要であると言っても過言ではないだろう。

　原子力業界の主役を演じるアレヴァとEDFが財政危機に陥っているのは明ら

かである。そうした状況の背後にある理由は、過去の費用と未来の費用にまつわ

るリスクが共に、すでに高止まりしている見積もりをもはるかに超過しているこ

ととつながっている。国策に反するという理由はもちろんのこと、原子力発電の

継続に伴う内部費用の増大を理由として、政府はEDFに対する財政支援を否定

しているが、原子力関連の高い輸出能力を維持することには賛成している。国内

における原子力の将来を最終的に決めるのは経済性となるだろう。しかし国外で

の繁栄を目指すならば、EPRを成功に導くことが不可欠である。だがEPRの設

計には経済的に見て実現不可能な要素があるため、その成否は政治次第であると

言えよう。

結　論

　フランスの原子力産業が今日のままであり続けることはない、というのが適切

なところだろう。それが置かれていたかつての例外的地位も、より妥協を要する

立場へと変容するかもしれない。原子力産業は強大な政治力と安定性を有してい

るが、エネルギー移行法と、安全に対するリスクを軽減する努力の結果、原子力

は競争面で不利な立場に置かれており、原子力産業の存続に必要なコストの上昇

は、業界全体が直面している危険度の高さを反映している。政府の支援を受けな
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い原子力への投資はほぼ不可能である。結局のところ問題は、原子力の経済性が

原子力業界の政治力を覆すか否かということだ。フランス国内の電力市場が自由

化された結果、再生可能エネルギーの価格が原子力のそれを下回ることが予想さ

れるため、原子力業界はこれ以上発電事業を支配することができなくなるだろう。

しかしそうした衰退傾向が急激に進むことはないと思われる。既存の原発群が発

電を続ける限り、その電力は販売されるからである。原子力業界が影響を及ぼせ

るのは移行の速度だけであり、それは経済的に不利な状況へと突き進んでいるの

である。また政府が原子力関連の輸出を支援しているにもかかわらず、国外にお

ける見通しも暗い。フランスは安全技術、廃棄物処理、そしておそらく新型EPR

から今後も収入を得られるだろうが、EPRについて言えば、その成否を左右する

のは経済性ではなく政治的支援の問題であり、そして何より、第3世代原子炉の

売り上げを決定するのは、その設計が本当に実現可能であることを外国政府に証

明できるか否かだろう。

　原子力発電の割合を減らして再生可能エネルギーに移行するという現在の政治

目標に対し、フランスの原子力業界は抵抗する力を十分に有しているだろうか？

　長期的に見れば答えは否である。しかし短期的に考えるならば、原子力業界は

新たな低炭素エネルギーの枠組みにおける原子力の衰退の規模と速度に影響を及

ぼせるだろう。原子力産業はそれ自体が移行の時を迎えており、経済性の問題が

原子力が今後も国家のエネルギー体制を支配するという見通しに暗い影を落とす

中、EPRをはじめとする輸出事業に力を入れている。フランスにおける新たなエ

ネルギーの枠組みは、原子力産業の成長や強みと矛盾するものでなく、再生可能

エネルギーの増加と原子力関連の輸出に支えられたより持続可能なシステムを実

現すべく、さらなる移行が進むはずだ。

〔参考文献〕

ADEME (Agence de lʼenvironnement et de la maîtrise de lʼénergie), 2015. Un mix electrique 100% 

renouvelable? Analyses et optimisations. October. Angers: ADEME. www.ademe.fr/sites/

default/files/assets/documents/rapport_final.pdf (accessed 1 February 2017). 

ANDRA (Agence nationale pour la gestion des déchets radioactifs), 2013. Les volumes de déchets. 



60　　第1部　原子力産業の現状

www.andra.fr/pages/fr/menu1/les-dechets-radioactifs/les-volumes-de-dechets-11.html 

(accessed 1 February 2017). 

Areva, 2016. 2015 annual results. Press release, 26 February. www.areva.com/EN/news-

10717/2015-annual-results.html (accessed 1 February 2017). 

Areva, 2017. EPRTM reactor: The very high power reactor (1,650 MWe). www.areva.com/EN/

global-offer-419/epr-reactor-one-of-the-most-powerful-in-the-world.html (accessed 9 

February 2017). 

ASN (Autorité de sûreté nucléaire), 2016. Note dʼinformation: LʼASN met à la disposition du 

public plusieurs courriers envoyés à AREVA depuis 2006 sur la fabrication de la cuve de lʼEPR 

de Flamanville. 20 April. www.asn.fr/Controler/Actualites-du-controle/Controle-du-reacteur- 

EPR-en-construction/Anomalies-de-la-cuve-de-l-EPR/Courriers-relatifs-a-la-fabrication-de-la-

cuve-de-l-EPR-de-Flamanville (accessed 1 February 2017). 

Bernard, Philippe, and Denis Cosnard, 2016. EDF décide de lancer Hinkley Point, Londres 

tergiverse. Le Monde, 28 July. 

Boursier.com, 2017. EDF. www.boursier.com/actions/cours/edf-FR00 10242511,FR.html (accessed 

9 February 2017). 

Brottes, François, and Denis Baupin, 2014. Rapport fait au nom de la commission dʼenquête 

relative aux coûts passés, présents et futurs de la filière nucléaire, à la durée dʼexploitation des 

réacteurs et à divers aspects économiques et financiers de la production et de la 

commercialisation de lʼélectricité nucléaire, dans le périmètre du mix électrique français et 

européen, ainsi quʼaux conséquences de la fermeture et du démantèlement de réacteurs 

nucléaires, notamment de la centrale de Fessenheim – Tome I. Assemblée nationale, July. 

Buffery, Vicky, 2011. Majority of French want to drop nuclear energy- poll. Reuters, 13 April. 

Canal+, 2015. Nucléaire, la politique du mensonge. Film documentary. 

Chantebout, Bernard, 1986. La dissuasion nucléaire et le pouvoir presidential. Pouvoirs 38, L’armée 

21–32. 

Cigéo.com, 2013. Operations at Cigéo. 30 August. www.cigéo.com/le- fonctionnement-du-centre 

(accessed 1 February 2017). 

Collet, Philippe, 2016. Cigeo: Segolene Royal fixe lʼobjectif de cout a 25 milliards dʼeuros pour le 

stockage des dechets radioactifs. Actu- environnement.com, 18 January. www.actu-

environnement.com/ae/news/dechets-radioactifs-cout-objectif-cigeo-arrete-26065.php4 

(accessed 1 February 2017). 

Cosnard, Denis, 2016. EDF: hostile au projet Hinkley Point, un administrateur du groupe claque 

la porte. Le Monde, 28 July. 

Crumley, Bruce, 2012. �e Fukushima effect: France starts to turn against its much vaunted nuclear 

industry. Time, 4 January. 

Dehousse, Franklin, with Didier Verhoeven, 2014. �e nuclear safety framework in the European 



第2章　フランスという例外　　61

Union after Fukushima. Egmont Paper 73. Brussels: Academia Press for Egmont, Royal 

Institute for International Relations. 

Diesendorf, Mark, 2014. Sustainable Energy Solutions for Climate Change. Sydney: UNSW Press. 

Economist, 2016. Whatʼs the (Hinkley) point? 25 February. 

EDF (Électricité de France), 2014. Investisseurs et analystes. www.edf. fr/groupe-edf/espaces-

dedies/finance/investisseurs-et-analystes/l- essentiel (accessed 1 February 2017). 

EDF (Électricité de France), 2016. Net financial debt and cash flow: Change in net financial debt. 

30 June. www.edf.fr/en/the-edf-group/ dedicated-sections/finance/investors-analysts/credits/

net-financial- debt-and-cash-flow (accessed 1 February 2017). 

EDF (Électricité de France), 2017. La centrale nucléaire de Flamanville: Une production dʼ
électricité au cœur de la Normandie. Dossier de Presse, January. www.edf.fr/sites/default/files/

contrib/groupe-edf/producteur- industriel/carte-des-implantations/centrale-flamanville%20

3%20 -%20epr/presentation/2017dpfla3.pdf (accessed 7 September 2017). 

Energiewende Team, 2015. So far, so good? �e French energy transition law in the starting blocks. 

Energy Transition, 29 July. energytransition. org/2015/07/french-energy-transition-law/ 

(accessed 1 February 2017). 

Feiveson, Harold, Zia Mian, M. V. Ramana, and Frank von Hippel, eds, 2011. Managing Spent Fuel 

from Nuclear Power Reactors: Experience and Lessons from Around the World. Princeton, NJ: 

International Panel on Fissile Materials, Program on Science and Global Security, Princeton 

University. 

Financial Times, 2016. UK under fire over fresh delay to Hinkley Point nuclear plant. 16 July. 

Gerbault, Alain, 2011. Les atomes crochus des politiques avec le nucléaire. Slate, 14 March. www.

slate.fr/story/35467/lobby-nucleaire (accessed 1 February 2017). 

Goldberg, 2010. Combien coûtera le démantèlement du nucléaire? L’expansion, 7 January. 

IAEA (International Atomic Energy Agency), 2014/2015. Energy, electricity and nuclear power 

estimates for the period up to 2050. Vienna: IAEA. 

IAEA (International Atomic Energy Agency) and OECD/NEA (Nuclear Energy Agency), 2013. 

INES: The International Nuclear and Radiological Event Scale User’s Manual: 2008 Edition. Vienna: 

IAEA. www.iaea.org/sites/default/files/ines.pdf (accessed 1 February 2017). 

IEA (International Energy Agency), 2015. Projected costs of generating electricity 2015 edition: 

Executive summary. Paris: IEA/Nuclear Energy Agency. 

INA (Institut national de lʼaudiovisual), 1975. Debat sur lʼimplantation des centrales nucléaires au 

conseil regional. 13 February. 

INA (Institut national de lʼaudiovisual), 2011. La France et le choix du nucléaire. 16 March. 

fresques.ina.fr/jalons/fiche-media/InaEdu05226 /la-france-et-le-choix-du-nucleaire.html 

(accessed 1 February 2017). 

International Panel on Fissile Materials, 2015. Global fissile material report 2015: Nuclear weapon 



62　　第1部　原子力産業の現状

and fissile material stockpiles and production. Princeton, NJ: International Panel on Fissile 

Materials, Program on Science and Global Security, Princeton University. 

Ipsos, 2011. Global citizen reaction to the Fukushima nuclear plant disaster. June. www.ipsos.com/

sites/default/files/migrations/en-uk/files/Assets/Docs/Polls/ipsos-global-advisor-nuclear-power- 

june-2011.pdf (accessed 7 September 2017). 

Le Monde, 2015. Un campement contre la poubelle nucleaire. 4 August. 

Le Monde, 2016. EDF refuse dʼenclencher la fermeture de la centrale nucléaire de Fessenheim. 15 

June. 

Macron, Emmanuel, 2017. Programme: En Marche! en-marche.fr/emmanuel-macron/le-

programme (accessed 26 June 2017). 

Mancini, Mauro, 2015. �e divergence between actual and estimated costs in large industrial and 

infrastructure projects: Is nuclear special? In Nuclear New Build: Insights into Financing and 

Project Management, 177–88. Paris: Organisation for Economic Co-operation and 

Development and Nuclear Energy Agency. 

Ministère du Developpement Durable, 2012. Résultat des stress tests concernant les installations 

nucléaires. Press release, 1 October. 

Morice, Louis, 2011. Tchernobyl: Quand le nuage sʼest (presque) arrete a la frontiere. Le Nouvel 

Observateur, 7 September. tempsreel. nouvelobs.com/planete/20110907.OBS9926/

tchernobyl-quand-le- nuage-s-est-presque-arrete-a-la-frontiere.html (accessed 7 September. 

PricewaterhouseCoopers Advisory, 2011. Le poids socio-économique de lʼélectronucléaire en 

France. May. 

Radio Free Asia, 2016. Safety fears cause concern amid delays to Chinaʼs Taishan nuclear plant. 7 

March. www.rfa.org/english/news/china/ safety-03072016114147.html (accessed 1 February 

2017). 

Reuss, Paul, 2007. Lʼépopée de lʼénergie nucléaire: une histoire scientifique et industrielle. Paris: 

EDP Sciences. 

Roussely, François, 2010. Avenir de la filiere française du nucleaire civil: Synthèse du rapport. 16 

June. 

RTE (Réseau de transport dʼélectricité), 2016. Bilan électrique 2015. Paris: RTE. 

Schlömer S., T. Bruckner, L. Fulton, E. Hertwich, A. McKinnon, D. Perczyk, J. Roy, R. Schaeffer, 

R. Sims, P. Smith, and R. Wiser, 2014. Annex III: Technology-specific cost and performance 

parameters. In Climate Change 2014: Mitigation of Climate Change. Contribution of Working Group 

III to the Fifth Assessment Report of the Intergovernmental Panel on Climate Change, edited by O. 

Edenhofer, R. Pichs-Madruga, Y. Sokona, E. Farahani, S. Kadner, K. Seyboth, A. Adler, I. 

Baum, S. Brunner, P. Eickemeier, B. Kriemann, J. Savolainen, S. Schlömer, C. von Stechow, T. 

Zwickel, and J. C. Minx, 1329–56. Cambridge: Cambridge University Press. 



第2章　フランスという例外　　63

Schneider, Mycle, and Antony Froggatt, with Julie Hazemann, Todahiro Katsuta, M. V. Ramana, 

and Steve �omas, 2015. The World Nuclear Industry Status Report 2015. Paris: Mycle Schneider 

Consulting Project. 

Schneider, Mycle, and Antony Froggatt, with Julie Hazemann, Ian Fairlie, Tadahiro Katsuta, 

Fulcieri Maltini, and M. V. Ramana, 2016. The World Nuclear Industry Status Report 2016. Paris: 

Mycle Schneider Consulting Project. 

Schneider, Mycle, and Yves Marignac, 2008. Spent fuel reprocesssing in France. Research Report 

No. 4. Princeton, NJ: International Panel on Fissile Materials, Program on Science and Global 

Security, Princeton University. 

Soleymieux, Loïc, 2015. EPR de Flamanville: De plus en plus en retard, de plus en plus coûteux. Le 

Monde, 21 April. 

Stothard, Michael, 2017. Green activist and minister Nicolas Hulot to test Macron over energy. 

Financial Times, 19 May. 

Taylor, Simon, 2016. The Fall and Rise of Nuclear Power in Britain: A History. Cambridge: UIT 

Cambridge. 

Topçu, Sezin, 2013. La France nucléaire: lʼart de gouverner une technologie contestée. Paris: Ed. du 

Seuil. doi.org/10.14375/NP.9782021052701 

Vie Publique, 2012. Débat télévisé entre MM. Nicolas Sarkozy, président la République et François 

Hololande, député PS, candidates à lʼélection présidentielle 2012, le 2 mai 2012, sur les projets 

et propositions des deux candidats et sur le bilan du président sortant. discours.vie-publique.

fr/notices/123000884.html (accessed 9 February 2017). 



64　　第1部　原子力産業の現状



第3章　エネルギー助成　　65

第3章

エネルギー助成
―世界的な推計、変動の原因、および核燃料 

サイクルに関するデータの欠落

ダグ・コプロウ

要　旨
　エネルギーへの公的助成は毎年数千億ドルに上り、市場の決定を

環境や社会福祉にとって不利な方向に歪めている。公的助成の改革

が実現すれば財政的にも環境的にも大きな利益がもたらされる一方、

その実現にはいまだ政治的困難がつきまとっている。また国際機関

などが集めたデータは、国際的な助成の面から捉えた各種燃料およ

び各国の現状をも対象とするようになっている。しかしながら、信

用供与、財政支援、天然資源リース、および国有企業（SOE）のそれ

ぞれには、いまだに重大なデータの欠落が存在する。加えて、核燃

料サイクルへの公的助成に関するデータはとりわけ乏しく、世界的

な推計は存在せず、国別の推計もごくわずかである。にもかかわら

ず、新規原子力発電所への投資額は2050年までに4兆4千億ドルに

上る見通しであり、その大半は政府が保証を行なうものと見込まれ

ている。さらに、核燃料サイクルの大半には政府が深く関わること

になる。これらの隠れた公的助成は、その他の代替手段を用いるこ

とで同じエネルギー事業をより低リスクかつ低コストで迅速に展開

できるにもかかわらず、原子力発電所および関連インフラの整備、

そして原子力による発電能力の増強を世界中で促しているのである。
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はじめに

　年間数千億ドルに上るエネルギーへの公的助成がよりクリーンなエネルギーへ

の移行を遅らせ、限られた公的資金を保健や教育などの社会政策から奪い取って

いる。こうした公的助成、とりわけ化石燃料部門に対する助成の改革は、気候変

動への対処に不可欠な戦略として広く受け入れられている。助成改革による財政

面・環境面の利益が広く認識されている今、データの収集対象と分析範囲も拡大

している。これは大きな進歩であるものの、助成改革は今なお政治的に困難であ

り、その速度も緩慢である。

　現在の助成受益者が改革の動きに抗おうと巨額の投資を続ける一方、公的助成

に関するデータの欠落はそうした投資行動に対する効果的な対抗策を妨げている。

世界的な公的助成の各推計値は大きく異なっているが、第1の要因は評価の違い

である。また対象とする地域の差異、補助金プログラムの性質、そして評価対象

となる燃料の種類も、違いを生み出す原因となっている。このうち地域の差異で

言えば、再生可能エネルギーや化石燃料よりも核燃料サイクルにおいて格差が甚

だしく、各燃料の比較を不可能にしている。また全ての部門において業界が行な

っている推計は、政策論争を低調なものにし、かつ複雑なものに歪めがちである。

　不完全なデータは今後何年にもわたって課題であり続けることが予想されるも

のの、それによって改革の遅れが正当化されるわけではない。広い分野で定義や

評価に関する同意がなされており、国際機関による低い見積もりさえも、深刻な

副作用を伴う大規模な問題が存在していることを指し示している。国際エネルギ

ー機関（IEA）が35ヵ国以上を対象として2011年に実施した化石燃料関連の公的

助成に関する調査の結果（IEA 2012）、およそ半数の国々で公的保健よりも化石

燃料助成の方に多額の予算が注ぎ込まれていることが判明した（Koplow 2015b）。

　先進国では再生可能エネルギーへの公的助成に対する注目が高まりつつあるも

のの、石油、ガス、石炭、原子力といった従来型燃料に対する助成のほうが確固

たる地位を築いており、一般的に金額も大きい。アメリカの石油・ガス産業では

1世紀近く前から減耗控除という形で税金の減免が認められており、1950年代に
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は原子炉の事故賠償上限額が設定されている。助成金は非効率で環境面で劣る石

炭火力発電所の寿命延長にも支払われており、また原子力発電の真のコストを覆

い隠すことで、原発を扱ったことのない国々への原子炉輸出を促進する一助とな

っている。また石油採掘業への公的助成は、採算が取れない採掘現場の多くを黒

字に転換させ、本来であれば必要のない数十年に及ぶ新たな炭素エネルギーの時

代を生み出した（Erickson et al. 2017）。低リスクかつよりクリーンなエネルギー

の選択を市場参加者に促したであろう重要な価格シグナルはすでに失われている。

　本章ではまず、エネルギー助成の各種形態とその集計方法、その他の社会的支

出を阻害している度合い、そして世界的な規模を簡単に紹介する。また原子力に

関する助成のデータ不足を理解する第一歩として、原子力を助成するにあたり世

界中で広く用いられている各種の方法について述べるものとする。

エネルギー助成とは何か

　助成金は政府から個人または企業に現金を支払う最も一般的な方法であると考

えられる。しかしそう単純であることは稀で、特定のエネルギー形態に価値を移

転しリスクを軽減するにあたっては、気の遠くなるような一連のメカニズムが展

開される（表3-1参照）。そうしたメカニズムには、税金の軽減、公的な信用供与

表3-1　政府によるエネルギー部門への価値移転の様々な方法

政府による
介入の種類 説明

世界的推計において捕捉可能か？
目録アプローチ 価格差アプローチ

資金の直接移転
直接的な資金投
入

エネルギー関連分野への直接的な
予算割り当て

捕捉可能 恐らく捕捉可能
（注2）

研究開発 エネルギー関連の研究開発に対す
る政府の全額・部分的出資

捕捉可能 恐らく捕捉可能
（注2）

課税を通じた価値移転
租税公課（注1） 生産および消費を含むエネルギー

関連活動への特別な課税、および
税の減免（加速償却の適用など）

報告通りに捕捉 恐らく捕捉可能
（注2）
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政府による
介入の種類 説明

世界的推計において捕捉可能か？
目録アプローチ 価格差アプローチ

その他の政府収入を通じた価値移転
アクセス権
（注1）

国内のオンショアおよびオフショ
ア資源へのアクセス条件に関わる
政策（リース権のオークション、特許
使用料、共同生産の取り決めなど）

捕捉不可能 恐らく捕捉可能
（注2）

情報 本来であれば民間の市場参加者が
購入しなければならない市場関連
情報の提供

捕捉可能 捕捉不可能

リスクの政府への移転
資金貸付および
信用供与

エネルギー関連活動に対し、市場
より有利な条件で貸付および保証
を行なう

捕捉不可能 捕捉不可能

国有化（注1） エネルギー企業もしくは支援事業
機関の全部ないし大部分を国有化
すること；燃料サイクルの危険ま
たは高額な部分（核廃棄物処分、石
油安全保障、および貯蔵など）で行
なわれることが多い

捕捉不可能 恐らく捕捉可能
（注2）

リスク移転 保険ないし賠償を、市場の水準を
下回る価格で政府が提供すること

捕捉不可能 捕捉不可能

価値移転の促進
部門間の公的助
成（注1）

他の顧客ないし地域の負担を重く
することによって、特定の顧客な
いし地域のコストを減少させる政
策

部分的に捕捉可能 恐らく捕捉可能
（注2）

輸出入制限
（注1）

エネルギー製品およびサービスの
市場を通じた国家間の自由な流れ
に制限を設けること

部分的に捕捉可能 捕捉可能

価格操作（注2） エネルギーの小売および卸料金を
直接規制すること

一部は捕捉可能 捕捉可能

購入命令（注1） 他の選択肢が経済的により魅力的
か否かにかかわらず、国内産石炭
といった特定のエネルギー製品を
強制的に購入させること

捕捉不可能 捕捉可能
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ならびに保証、輸入制限、価格操作、そして購入命令などが挙げられる。全ての

公的助成がどんな状況にも適合するわけではないが、現金の授受だけに注目して

しまうと、この問題の複雑さと大きさを過小評価することになる。同様に、ある

エネルギーにとっては重要だが他のエネルギーにとってはそうでもないという種

類の助成が存在するため、結果が歪められるのを避けるためにも完全な調査が必

要となる。

エネルギー生産者からリスクを移転させる数多くの助成金

　大まかに言って市場とは、投資家、生産者、消費者の間でリスクと報酬をどの

ように分配するかを決める場所である。公的助成の中には特定の集団の利益を直

接増やすものもあるが、一般的に言えば、特定の活動や投資におけるリスクと報

酬の構造を変化させることで、間接的に機能するものである。どちらのアプロー

政府による
介入の種類 説明

世界的推計において捕捉可能か？
目録アプローチ 価格差アプローチ

規制（注1） エネルギー市場参加者の権利およ
び義務を大きく変える、あるいは
そうした変化から特定の参加者を
除外するために政府が設ける規
制；規制が弱かったり、強い規制
であっても実行が緩かったり、あ
るいは規制が過剰（社会的利益を大
幅に超過するコストが発生するなど）
であった場合に歪みが生じる

捕捉不可能 捕捉不可能

外部費用
価格に反映されないエネルギー生
産もしくは消費に関する負の外部
費用；温室効果ガス排出、あるい
は水道への汚染物質の混入や温度
上昇など

捕捉不可能 一般的に捕捉不可
能

注1：プログラムの性質および受益者の市場における立場により、公的助成あるいは税金の形で作用する。
注2： 最終消費者が支払う国内価格に影響を及ぼす、あるいは（部門間の公的助成のように）価値移転が各種燃

料間で行なわれ、そのそれぞれが価格差分析によって測定される場合、これらの項目は価格差アプローチ
によって部分的に捕捉され得る。   

出典：Koplow(1998); Kojima and Koplow(2015); また各中項目の見出しはOECD(2011)による。  
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チも、特定の個人、企業、あるいは特定の製品にもたらされる利益を向上させる

一方、市場における競争者の立場を悪化させるものである。

　投資リスク、安全リスク、価格リスク、地質的リスク、そして規制リスクはエ

ネルギーの種類ごとに大きく異なっているが、いずれもエネルギー市場全体にお

ける重要な要素である。不確実な市場環境のもと、将来の経済的利益を正確に予

想するのは不可能なため、投資家は「予想される」リスクを見積もるにあたって、

自らが直面し得るリスクの規模と蓋然性について推測を行なうことになる。これ

は自らの資本リスク、リスクに耐える力、そして投資戦略と企業戦略の遂行にお

けるその他の事業目標を基に評価される。しかし、中核的リスクを民間部門から

移転させる介入行動はこれらの推定を覆し、エネルギー市場における選択肢を大

きく歪める可能性がある。

　鍵となる下方リスクの制限ないし除去を目指す政府の政策は、不採算プロジェ

クトを投資に適した採算性の高いものに転換するという点では極めて有益である。

下方リスクの分散は、技術の実用性や実現に至る見通しが不透明であったり、コ

ストが非常に不確実であったりする分野において特に欠かせない。その実例とし

て、確定的でない費用が長期間つきまとう事業（核廃棄物の処理など）や、長期

にわたる販売活動を通じて巨額の資本コストを回収しなければならない事業（集

塵装置や脱硫装置を備えた石炭火力発電所など）が挙げられる。こうしたリスクが

高いプロジェクトの開発・建設中に競争環境が劇的に変化する可能性もあり、投

資家にとってはとりわけ大きな不安要素となる。このような不安要素への対策と

して、資本コストを大幅に増加させる、あるいは資金そのものを引き揚げるとい

った選択肢が存在する。

　政策面における課題は二つの要素から構成される。第1に、リスクを土台とし

た公的助成が必ずしもリスクを除去するとは限らず、むしろ受益者から別の誰か

にそれを移転させているという点である。大半の場合、「別の誰か」とは政府

（したがって納税者）を指しているが、これとは異なる結果も生じ得る。たとえば

賠償金の上限設定は、事故による未賠償の損害にまつわるリスクを、施設の近隣

住民や、共通の資源に頼る複数の業界（石油流出事故後の漁業など）に移転させ

る。また購入命令は価格リスクを消費者に移転させる。第2に、同じ困難を伴わ
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ずに発展・実現できる代替策があるが、それは社会全体によるリスク吸収を政策

的に正当化し難いものにする点が挙げられる。

　個別のリスクを公共化する補償助成金プログラムは珍しいものでない。原発事

故、地震、洪水、ダム決壊がその一例である。こうした助成は経済面・経営面の

リスクを軽減することによって競争相手に害を及ぼすだけでなく、社会的なリス

クを悪化させる可能性もある。発電所や鉱山をどこに設立するか、あるいは安全

対策や従業員の教育にどれだけ投資するかといった、施設所有者による重大な決

定は、財政的損失への恐怖によって形作られる。だが政府の助成金によってこう

したリスクが個々の意思決定者から移転されることになれば、経営者は投資、立

地、あるいは経営に関する不可逆的な決断を下すことができ、将来問題が発生し

た場合の社会的リスクを増大させるのである。

交付金は始まりに過ぎない―公的助成の種類に関する概説

　表3-1は主なリスク移転のメカニズムを包括的に紹介するとともに、現在の国

際的推計が政府による各種介入をどの程度把握しているかを示している。また公

的助成に関する国際的な見積りは主として二つの手法に依拠している。すなわち、

国内のエネルギー価格が燃料の市場価格にどれほど遅れているかの測定（「価格

差」アプローチ）と、エネルギーを支援する数多くの各種政府プログラムによる

公的助成の集計（「目録」アプローチ）である。

　表3-1に記載された多数の項目は、市場の複雑性と、全体的な規模と影響を正

しく測定するにあたり複数の支援項目を辿ることの重要性を物語っている。全世

界で行なわれている公的助成の規模は年間数千億ドルと推定されているが、真の

額はこれをはるかに上回る可能性が高い。現在の各種推計値には、公的助成の種

類、助成対象となる燃料、そして地理的条件によって大きな差異が存在する。

　表3-1で着目すべきもう一つの点として、プログラムの詳細や関連市場の環境

に対応する形で、課税や助成金交付など、極めて多くの移転メカニズムが機能し

ていることが挙げられる。プログラムの規則や支払い条件が変化すれば、影響を

与える方向もまた異なってくる。たとえば石油やガスに課される賦課金は、その

業界に関係する現場の視察や整備の支援、もしくはインフラ建設や維持管理に対
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する助成金交付の指標とされてきた。こうした賦課金が他の費用を上回れば、そ

れは部分的に一種の税金として機能する。また賦課金が費用の一部しか賄わない

のであれば、残りの助成部分はそのまま残る。エネルギー消費者に対する公的助

成は時に生産者に対する税金として機能し、逆もまた真なりである。こうした相

互作用を探ることは、公的助成の計測における大きな課題である。

　受給者はしばしば可能な限り多くの公的助成に手を出し、政府の各部門から

様々な支援を受けている。こうした行動は「助成金の積み上げ」と呼ばれ、民間

企業や個人だけでなく国有企業（SOE）にも当てはまる。ちなみに国有企業は核

燃料サイクルを含む多くのエネルギー部門に多数存在する。

　資金不足の際に救済措置が行なわれるなど、国有企業に対する支援があからさ

まに実施されることもしばしばある。しかし公的支援が目につくのは、自由市場

の原則と比較した場合のみである。たとえば国有企業は資金借入時に利息を払っ

ているが、市場の利率とは異なっている。国有企業が黒字を計上することもある

が、投入された多額の税金に対して納得できる利益率を生み出すには到底足りる

ものではない。競争関係にある部門がさほど資本集約的でなく、しかも民間企業

の比率が大きい場合、投資に対して最低限必要な利益が生み出されていないこと

は、競争的なエネルギー市場にとって大きな妨げとなるだろう。国有企業は税金

を払わず、運営上の危険性に比べて保険の範囲も十分でなく、また国が保有する

鉱物資源を相場以下の価格で利用できるのである。

「投資」としてのエネルギー助成―現在の支援様式における機会費用

　近代的なエネルギー事業のもたらす利益は、それを享受する家庭の健康、生産

性、そして福祉の向上といった形で明確に現われる（World Bank 2010: 19）。しか

し、いまだに数十億の人間が近代的エネルギーにアクセスできずにいる。2013

年の時点で世界の総人口のうち17パーセントが電気を利用できず、限られた形

でのアクセス、ないし低水準のアクセスしか持たない人間の割合はこれよりさら

に大きくなる。また低公害の調理用燃料を入手できない人間の割合はほぼ40パ

ーセントに上る（IEA 2015: 101-6）。
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　意図的か否かを問わず、エネルギーに対する世界的な公的助成は、燃料部門に

対する巨額の投資という形で現われている。この出費が貧困層を減らし、世界中

の貧しい人々に低公害で高品質の燃料源を提供するために用いられているかどう

かを問うのは、適切と言えよう。研究によると、支援の中には明らかに有益なも

のもあるが、大半はエネルギー貧困層を減少させる上で効果がないということが

示されている。

　発展途上国における化石燃料への公的助成は、その大半が輸送用燃料と調理用

燃料の価格を市場の水準以下に抑えることを目的としている。貧困層を削減する

戦略と正当化されることもしばしばあるが、実際にはこうした支援の大半がより

豊かな市民に「流出」している。高所得者層が消費する一人あたりの燃料ははる

かに多く、設置費用の高さや地区全体の購買力の低さのために貧困地域に届いて

いない電力網やガス供給網によるエネルギーを享受しているのである。また受給

するには政治的なつながりに頼らざるを得ないことから、貧困層を素通りしてい

る公的助成もある。さらに、国内における低価格はしばしば闇市場が栄える原因

となり、公的助成によって供給された燃料が市場価格より高い値段で他の国に流

されたり、あるいは国内において違法販売されたりしている。 

　発展途上国を対象に実施された各種調査の結果、化石燃料への公的助成のうち

収入の下位20パーセントの貧困層に届いた割合は8パーセントに過ぎないこと

（IEA 2011）、および下位40パーセントに届いた割合は25パーセント未満である

こと（IEA, OPEC, OECD, and the World Bank 2010: 24）が判明している
1

。国際通

貨基金（IMF）によると、中でもガソリンの流出率が高く、収入の下位20パーセ

ントに1ドルの助成金が行き渡るには33ドルが必要であると推計している（Arze 

del Granado, Coady, and Gillingham 2010: 13）。

　また IEAは、電気および低公害の調理用燃料へのアクセスを改善する目的で

2013年に新規投資された金額を131億ドルと推計しており、この額は前年に比

べて増加している（IEA 2015: 105）。しかしそれでも、同年に消費者に対して助

1   調査対象国はアンゴラ、バングラデシュ、中国、インド、インドネシア、パ

キスタン、フィリピン、南アフリカ、スリランカ、タイ、およびベトナムである。
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成されたと見積もられている5,000億ドルのわずか2.5パーセントに過ぎない。

エネルギー貧困層に対する支出の大半は発電所と配電網の拡充に向けられており、

伝統的な調理用燃料を用いることによる健康への悪影響にもかかわらず、低公害

の調理用燃料の普及に対する助成は5パーセント未満なのである。

　事実、既存の公的助成による巨額の財政負担が利用可能な税収の大半を吸収し

てしまうため、その他の福祉分野に対する支出が脅かされている。表3-2は、化

石燃料関係の消費者向け公的助成の推計と、国内総生産（GDP）、政府の収入

（当該国の公的支出の上限額）、および保健部門に対する公的支出を比較したもの

である。世界のほぼ6分の1の国々がGDPの10パーセント以上を化石燃料の公

的助成に支出しており、半数以上の国々では政府の収入の10パーセントを超え

ている。また、さらに深刻な事態として、その他の重要な社会的目標が阻害され

ているという事実があり、IEAが調査対象とした国々のほぼ半数で化石燃料への

助成額が保健関係の支出を上回っている。

公的助成の政治経済―不透明性が受給者を助ける

　既存の公的助成プログラムの多くで高い流出率が発生していることについて、

公的助成の政治経済的分析がそれを説明する一助となる。公的助成にはある集団

表3-2　優先順位の高いその他の支出項目を排除する、化石燃料消費者への公的助成

国数 化石燃料への公的助成が占める割合（注1）

GDP比（注2） 税収比（注3） 保健関連支出比（注4）

国数合計 37 38 37

100パーセント以上 0 0 18

50パーセント以上 0 2 26

25パーセント以上 0 5 32

10パーセント以上 6 22 33

注1：2011年度の消費者に対する公的助成の価格差集計による（IEA 2012）。
注2：World Bank（2013a）による2011年のデータ。
注3：CIA（2013）より推定された2012年のデータ。
注4： Guardian（2012）が集計した世界保健機関のデータに基づく。また国民1人あたりの数字を作成するにあた

っては、World Bank（2013）記載の人口データを用いた。
出典：Koplow（2015）より抜粋の上、オックスフォード大学出版局の許可を得て掲載。
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から別の集団への富の移転が伴うため、これら集団間の対立が頻繁に発生する。

高い透明性は一般的に、財政面の支援を負担する者（主に納税者）、および競争

面の支援を負担する者（競合製品またはサービスの提供者）にとって利益となる。

対照的に、こうした透明性は支援を受ける側（公的助成の受給者および関係して

いる政治家）にとって望ましくない。評判の悪化（この会社の製品は助成金なしで

生き残れるほど優れていない、など）や経済的損失（競合相手がその助成プログラ

ムを縮小ないし廃止に追い込むべく力を合わせる、など）という、生産者にとって

のリスクが高まるからである。また仲介役の政治家にとっても、有権者や競合企

業の目が評判に関するリスクを生み出すだけでなく、政治献金や再選の見込みを

も危険に晒すことになる。

　助成受給者の利益が集中する傾向にある一方、それを負担する集団は拡散しが

ちなため、受給者の側は助成プログラムを創設・保護するためにより容易に力を

合わせることができる。複雑な助成メカニズムも、受給者や政治家に対する監視

を難しくすることで、この利点を一層大きいものにすることがしばしばある。関

係するデータも、主たる予算から切り離された難解極まりない報告書の中に記載

されるか、あるいは全く開示されないこともあり得る。たとえ開示がなされたと

しても、その説明は極めて曖昧で、特定の企業、産業、もしくは政治家と結びつ

けるのは難しい。リスクに基づく公的助成が悪い結果（公的資金の受給者が破産

した、あるいは政府の公的保障プログラムの受益者が自然災害に見舞われたなど）を

迎えた場合、注目を集めるのは避けられない。しかしこうした出来事は公的助成

の受給開始からずっと後に起こることが多いため、政治的影響は発生しにくい。

実際に、仲立ちした政治家がすでに現職でないこともあり得るのだ。

限られた報告

　中央政府が強大な権力を持っていたり、主要産業が国有企業によって占められ

ていたり、伝統的に透明性が低かったりする国家においては、公的助成が支給さ

れたか否かを突き止めることすら難しい場合がある。こうした国々では、政治的

な説明責任を求めるにあたって市民が振るうことができる潜在的能力も大きく制

限されているだろう。自由かつ公正な選挙、補償を求めて企業や政府を訴えるこ
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とができる権利、情報開示が義務化された秩序ある証券市場、あるいは法制化さ

れた情報閲覧の権利は、いずれも名ばかりの存在に過ぎないか、あるいは全く存

在しない。こうした状況のもとで、公的助成を具体的な数値で把握するのは極め

て難しい。また中央政府自体のイニシアティブがない限り、改革はほぼ不可能で

ある。

　開かれた政府に誇りを持つ西洋の民主主義国家もまた、この問題と無縁ではな

い。特定のエネルギー資源に対する規制機関や立法府の肩入れが、報告の有無に

かかわらず政策に微妙な影響を与えるのだ。さらに、各省庁の予算は定期的に公

開され、誰もが入手でき、独立した監査を受けているものの、情報公開が考えら

れているよりも不完全かつ不十分な場合もある。既存の規制を実施するにも政治

闘争が付きものであり、政治的圧力によって無力化ないし廃止される危険が常に

つきまとう。たとえばイギリスでは、新たに計画中のヒンクリー・ポイントC原

子力発電所プロジェクトにおいて核廃棄物の処理費用と廃炉費用に対する投資リ

スクに上限が設けられていたことが、最近になって公開を強いられた。この公的

助成が白日の下に晒されたのは、市民の請求によるデータの情報公開を定めた法

律があったからこそである（Doward 2016）。

　アメリカにおける現状も示唆に富んだ実例を提供している。連邦政府による支

出および助成金交付に関する情報が公開されるのは、法で定められているからに

過ぎない。さらに、公開される報告書は大まかに集計されたものに限られる。受

給者を特定するのは不可能であり、また助成の種類によっては各産業への配分を

突き止めることすら難しい。政府の各種公的保障プログラムもしばしば評価の対

象となるが、リスクに関する政府内の各種助成が確認のため集計されたり、特定

の受益者集団に結びついたりすることはほとんどない。連邦政府の損害保障制度

において、民間の損害負担額は政府が運営する保障プログラムでなく法令によっ

て上限が設定されているが、これも数値化されることはほとんどない。

　税金の減免と信用助成に関するデータも以前から不十分なままである。税金の

減免は過去の連邦政府の税収から推計されるが、減免措置が受益者に非課税の収

入をもたらし、それゆえ同額の助成金交付よりも有利になる場合がある。こうし

た二次的影響を測定することで、各種政府支援の価値比較はより正確になったも
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のの、2008年を最後に中止されている。アメリカの信用助成交付の計測基準に

は、二つの重要な不正確さが存在している。第1にプログラムの管理費用が除か

れている点が挙げられ、第2のより重要な点として、金利に関する公的助成が、

財務省の資金コスト（「無リスク金利」）ではなく、それよりはるかに高い借り手

の推定リスクを基に計測されていることが挙げられる。国家による信用・財務保

証の価格決定にリスクの要素が十分組み込まれていないことは、世界各国で問題

となっている（Lucas 2013）。特にリスクが高いエネルギー事業（新エネルギー技

術、原子力発電所、および炭素除去設備）に対する信用助成の供与は、政府の公的

資料において極めて過小に見積もられているのである。

　地方政府レベルの公的助成に関する報告は、国家レベルのそれに比べ一般的に

脆弱である。アメリカにおいては、国家レベルの課税減免ですら、政府会計基準

委員会が最近になって規則を定めるまで、報告は任意だった（Government 

Accounting Standards Board 2015）。地方政府による信用供与、公的保障、およびプ

ロジェクトに関係するインフラ整備はありふれたものであるが、追跡調査される

ことはほとんどない。中央政府ないし地方自治体が運営する公営企業、とりわけ

公営発電所もまた、多くの国々では珍しい存在でない。

評価の困難

　数多い公的助成メカニズムを評価するにあたっては、現在の慣行と比較するた

めの「反事実」の仮定が必要とされる。偏りのない課税制度、公的助成のない金

融・保険市場はいったいどのようなものか？　その検討は困難ながらも不可能で

はない。たとえば税軽減もしくは信用供与について、政府の作成した評価見積も

りが全て同じ仮定に基づいているとは限らず、比較と集計をより難しいものにし

ている。同様に、政府が公的助成の価値に関する推計を行なっていない場合、そ

れを独自に推計するには手間と時間を要し、政府だけが持っている関連データが

必要となるかもしれない。こうした障壁は、複雑な公的助成メカニズムの分析を、

交付金に関する分析と比べより散発的かつ不十分なものにする。経済協力開発機

構（OECD）が保有するデータに税支出のデータが加えられるのも、加盟国がそ

れを推計している場合に限られており、公的信用助成を組み入れる計画が進行中
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ではあるものの、この重要な分野はまだ実行されていない。

　事態を複雑なものにしている最後の要因として、産業自体が政府による基本的

仮定の適用を難しくすることで、改革を遅らせ得る、あるいは公的助成の延長や

拡大に反対する政治的な動きを封じ込め得るという点が挙げられる。実際、受益

者は既存の政策を保護するため、そして（より有利な）別の仮定に基づいて公的

助成のコストを算出するため、事あるごとに自らコンサルタントを雇っている。

これらの評価は政府機関および非政府組織（NGO）が行なう分析と比べ、現状

を維持した場合のコストをより低く見積もり、利益をより大きく算出する傾向に

ある。

　改革を妨げるもう一つの特筆すべき戦略として、公的助成が大きな妨げになっ

ていることそのものを単に否定する、というものがある。業界に対する公的助成

は基礎的な課税制度の一部であって、そこから逸脱したものではないと主張する

ことも、しばしばこれに含まれる。このアプローチについて格好の実例を提供し

ているのが、アメリカ最大の石油・ガス業界団体のアメリカ石油協会である。納

税・会計部門の責任者を務めるスティーヴン・コムストックはこう記す。「政治

家、マスメディア、および最近では大統領が一般教書演説で主張したのとは対照

的に、石油および天然ガス業界は現在、納税者の負担による『公的助成』、『課税

の抜け穴』、ないし税の減免を一切享受していない」（Comstock 2014）。

　これは客観的に見て根拠の薄い主張であり、こうした政策を石油およびガス業

界に対するあからさまな公的援助とみなしてきた連邦政府の諸機関
2

と真っ向か

ら対立するものである。政府による介入の中には特定の業界団体を対象とした公

的助成もあるという主張は、常にそう単純なものではないが、コムストックはそ

の最も基本的な主張さえ批判している。彼の手法は改革にまつわる政治的困難を

浮き彫りにするものである。有権者の大半は業界団体の主張をたとえ不正確でも

受け入れるだろうし、その業界団体は自らの見解を宣伝するにあたって、NGO

はもとより国際機関の研究スタッフよりも、はるかに大きな財源を有しているの

2   財務省、合同税務委員会、議会予算局、政府監査院、および議会調査局を含

む。
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である。

世界における公的助成―測定の方法と規模

　気候変動や原子力発電のコスト構造といった主要な政策問題に対する公的助成

の影響を評価するには、各種助成にまたがるデータ、および様々な政府機関が作

成したデータを集計し、公的支援の測定基準とすることが求められる。これまで

公的助成の測定は、特定のプログラムから市場参加者に移転した価値の計量化

（プログラム限定ないし目録アプローチ）、およびエネルギー商品の実態価格と

「自由市場」価格との差異（価格差アプローチ）を主な対象としてきた。前者は価

格効果を捉えているが、それを引き起こす特定の公的助成を識別するものではな

い。後者は個々の公的助成を追跡対象としているが、価格に与える影響を表わす

ものではない（Koplow 2015b）。

　価格差アプローチは目録アプローチよりも少ないデータで済み、政府のデータ

が容易に利用できない国々の比較研究において特に有益である。しかしこの測定

基準は、均衡価格に影響を及ぼすことはないものの、業界の利益率を押し上げた

り、あるいは弱小な競争相手を生き延びさせたりしている数多くの公的助成を見

逃している。ゆえに価格差による推計は一つの下限として見なければならない

（Koplow 2009）。

　OECDの総支援推計（TSE）基準は、価格の歪み（純市場移転）と、最終市場

価格に影響を与えない価値移転（純予算移転）の両方を捉えるものである。TSE

は市場の生産者および消費者それぞれに対する政策を追跡するものであり、その

相互作用を計測することができる。また特定の燃料市場を総合的に支援する政府

の各種プログラムも、特定の生産者ないし消費者を対象とするものでないにもか

かわらず、個別に追跡されることになる。OECDのアプローチは大量のデータ

から構成されるものであり、化石燃料への政府支援に関する最新の報告は、様々

な政府機関による800以上の公的助成を含んでいる―それでもなお、重大な欠

落をはらんでいるのだ（OECD 2015参照）。

　広く公開された世界的推計のそれぞれに差異を生じさせている最後の要因とし
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て、公的助成の価値測定に「標準化」の修正が加えられていることが挙げられる。

IMFは IEAの価格差と、OECDが算出した生産者向け公的助成を合計し、そこか

ら税金の減免分を差し引くことで年度ごとの公的助成を計量し、「税引前」の測

定値としている。加えて、IMFは「税引後」の推計も実施したが、それは税引き

前見積もりのおよそ16倍に達し、全世界のGDPのほぼ7パーセントに相当する

（Coady et al. 2015）。この巨額の見積もりの原因は、燃料消費税がそうした課税制

度のない国々についても計上されているため、IMFが不当に低いと判断した税金

も算入されているため、あるいはエネルギーと運輸の両方に対する負の外部性が

含まれているためである。こうした要因のせいで、IMFによる税金算入後の見積

もりは公的助成の実施者の間で今も論争の的となっている。

　表3-3は全世界におけるエネルギー関連助成の見積もりであるが、多くの重要

な事実を浮き彫りにしている。第1に、政策の種類ごと、および国ごとの差異が

評価アプローチの違いと結びついた結果、各機関ごとに大きな見積もりの差が生

じている。これらの要素は時に正反対の方向に作用する。OECDは公的助成政

策を IEAよりも幅広くカバーしているが、エネルギー消費者への大規模な助成が

表3-3　大規模かつ広範囲にわたる世界的なエネルギー助成の推計

燃料の種類

IEA OECD IMF（税引前） IMF（税引後）

推計方法および2015年における推定額（10億ドル）

価格差 総額の推計

IEAおよびOECD 
による推定額の合
計から税金減免額
を差し引いたもの

IMFの税引前推計
と税金減免額の合
計から外部費用を
差し引いたもの

化石燃料 506 170 333 5302

原子力 NE NE NE NE

再生可能電力 112 NE NE NE

輸送機関用バイオ燃料 23 NE NE NE

全燃料合計 641 170 333 5302

全世界のGDPに占め
る割合（パーセント） 0.8 0.2 0.4 6.8

注：NE=推定未実施。
　　IEAおよびOECDの数字は2014年度のものであり、IMFの各種数値はそれぞれの年度による。
出典： Earth Track によって図表化された IEA（2014, 2015）; OECD（2015）; Coady et al. （2015）より。GDPは

World Bank（2017）による。    
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行なわれているイラン、サウジアラビア、およびベネズエラといった国々は含ん

でいない。第2に、再生可能エネルギーに関するデータが欠けており、しかも原

子力に対する公的助成のデータは全く存在しない。これは埋めなければならない

重大な欠落である。第3に、最も低い見積もりにおいても、計量化された公的助

成は全世界のGDPのかなり大きな部分を占めている。再生可能エネルギー、原

子力、および欠落しているその他の公的助成の把握が改善されれば、政府がエネ

ルギー助成に費やしている金額の見積もりはさらに膨らむだろう。

核燃料サイクルに対する世界的な公的助成の概観

　化石燃料に対する公的助成が世界規模でより幅広く把握されているかかわらず、

原子力への支援に関する世界的な推計は存在せず、国家レベルでの見積もりも非

常に少ない。石油およびガスによる発電所に比べ原子力発電所の数ははるかに少

ないため、原子力への公的助成に関する見積もりは十分実現可能と思われるが、

それを難しくしている要素が多数存在する。化石燃料に対する公的助成について

は、気候変動に対する懸念、および公的助成改革による予算削減の可能性が、そ

の検証に必要な意識づけと資金をもたらしていたかもしれない。また再生可能エ

ネルギーへの公的助成における IEAの研究範囲はおそらく構造面のものであり、

購入命令（固定価格買取制度および再生可能エネルギーの組み入れの義務化）は再

生可能エネルギーに対する大規模な支援を形作り、価格差の計算においても明確

な形をとっている。

　それとは対照的に、核燃料サイクルの各種要素に対する政府の関与は、公的助

成の把握を難しくしている。原子炉、原発建設企業、燃料サイクル施設、研究プ

ログラム、そして（将来的に）廃棄物貯蔵施設の多くは、政府が全部ないし一部

を保有している。全世界を対象とした現在のデータ見積もりにおいて、国有企業

に対する公的助成は特に弱い分野であり、発電所や変電所に対する公的支援は頻

繁に取引されている燃料への公的助成よりも推計が困難である。

　さらに、原子力部門に関するデータの集計に、政府が関心を持っていない場合

もある。中国やロシアといった、原子炉建設の新たな波における主役たちは、原
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子力産業を戦略的能力や国際的影響力の源とみなしている
3

。利益の拡大も目標

に含まれるかもしれないが、決して唯一のものではなく、恐らくは主要な目標で

すらないかもしれない。原子炉を購入する国々は、軍事に転用可能な技術および

ノウハウ獲得の可能性など、様々な関心を抱いているものと思われる。事実、世

界中で核拡散が進むというシナリオが最近検討された中で、2030年以降に核保

有国となる6ヵ国のうち4ヵ国が自国の民間プログラムを軍事に転用すると予測

されている（Murdock et al. 2016: 16）。

　現在の核保有国も民間部門への投資継続を軍事能力の維持に必要な要素と考え

ている。イギリス政府は、生み出される電力の価値と比較して財政支出が非常に

大きなものとなっているにもかかわらず、新型原子炉への関与を強力に推し進め

ている。しかしその政策を見直した結果、「原子力潜水艦による軍事力の維持と

いうもう一つの目的が果たす役割を考えなければ、原子力に対するイギリス政府

の継続的かつ強力な関与を完全に理解するのは難しい」と結論づけられた（Cox, 

Johnstone and Stirling 2016: 3）。インドが増殖炉に対して行なっている継続的投資

もまた、「信頼に足る最低限の抑止力」を確保することに力点が置かれている

（Ramana 2016a）。民間の原子力部門に対する巨額の公的助成を透明化することは、

こうした関心に真っ向から反する行為だが、プロジェクトがトラブルに見舞われ

た場合、主導者の政治的リスクもまた大きくなるのである。

　データの欠落をもたらしていると考えられる最後の要因は複雑性である。核燃

料サイクルに対する最も重要な公的助成には、原子力業界から納税者および近隣

住民への複雑なリスクの転嫁が絡んでいる。すなわち、事故のリスク、廃炉にか

かる費用の超過、核廃棄物、および運転資金の調達である。これらはいずれも政

府による様々な関与、長期の時間的尺度、そして体系的な情報の欠如を伴ってい

る。また将来的な見通しにおける不確実性も大きく、原子力およびその関連業界

3   Thomas (2017) は中国の核関連輸出計画に関する概説を行ない、同国が直面

している課題のいくつかを紹介している。またReuters (2016) は、エネルギー政

策を国家の政治的諸目標を達成するために活用するというロシア政府の目的につ

いて記している。
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を支持する政府の人間が、それらプログラムについて思い思いに語ることを可能

にしている。

　原因が何であるかにかかわらず、原子力関連の公的助成について世界規模のデ

ータが欠落していることは重大な事実であり、納税者や競合するエネルギー源に

とって大きな負担となり得る。IEAと核エネルギー庁（NEA）は最近、地球温暖

化を摂氏2度以内の上昇にとどめるには2050年までに4兆4000億ドルを新規原

子炉の建設に投資する必要があると述べた（IEA/NEA 2015:23）。しかし、この金

額の大半は政府による直接・間接の支援（信用供与や電力価格の保証など）を含

むものである。

　原子力業界は核エネルギーを気候変動の主要な解決策として位置づけることに

も熱心であり、そうした考えは「原子力は気候変動に対処する唯一の
4 4 4

実現可能な

道筋である」（Hansen et al. 2015, 傍点著者）と記したジェイムズ・ハンセンら高名

な科学者によって支持されている。しかし発電部門やその他の分野において、

我々の経済から炭素を排除する様々な方法がある。原子力産業の支持者たちは、

他の方法を本当の意味で市場において試すことよりも、あらゆる気候変動対策に

おける核の重要性を公言することにはるかに熱心だった。長寿命の新規原子炉に

対する数兆ドル規模の公的助成は、温室効果ガス削減戦略を形作るにあたり、よ

り安価で低リスク、かつ早期に実現可能な解決策の可能性を摘み取ったのである。

　全世界における核関連の公的助成をここで完全に検討するのは不可能だが、核

燃料サイクルへの政府支援に共通して見られるパターンをより広く検討するのは

有益である（表3-4参照）。ここからは、次の5つの主要分野におけるリスク移転

と公的助成の問題を論じる。すなわち、原子炉建造費用の調達ならびに市場価格

リスクの吸収、超過費用の社会化および高レベル放射性廃棄物の長期的管理、施

設の廃炉に伴う財政的リスクの移転、損害額をはるかに下回る事故補償額の設定、

そして濃縮に関わる問題である。
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表3-4　核燃料サイクルにおける一般的な助成対象分野

介入のタイプ 説明
　生産開始前の公的助成
政府による研究
開発

IEA加盟国による各関連の研究開発に対する公的支出（1978-2012）は2,500
億ドルを超える（IEA 2013）。
核関連の研究開発に対する支出は全エネルギー源の51％を占め、次に支
出が多い燃料サイクルの4倍近くに達する。

原子炉の設計・
ライセンス化に
対する出資およ
び費用分担

ロシアと中国に関するデータは存在しないものの、国家による支出の割合
が最も大きいものと思われる。
アメリカでは研究開発費が新型原子炉の設計を支援しており、ライセンス
化における費用分担額を増加させている。

　抽出に関する公的助成
アメリカではウラン採掘に対して税金の減免など政府の支援が行なわれて
いるものの、容易に利用可能な国際的データは存在しない。
採掘費用は原子力を実現させる総費用の僅かな部分しか占めておらず、ゆ
えに経済面での重要度は相対的に低い。

　電力生産に関する公的助成
ウランの採掘
および濃縮

濃縮技術の開発、施設の建造および稼動に対し、政府は深く関与してお
り、現在全世界で稼働している濃縮施設の90パーセントは政府が保有し
ている。
またアメリカのウラン採掘場に投じられた改修費用は、採掘された鉱石の
価値を超えている（Koplow 2011: 61）。

発電所の費用調
達および建設

発電所の建設は巨額の資本を要する事業であり、遅延と費用超過がしばし
ば発生するため、政府の補助金がなければ資金借入費用は巨大なものにな
る。
信用供与、直接貸付、非課税債券、そして国営化を通じた国家の関与は、
今日原発を新規に建設している国家の大半で当然のこととなっている。

発電所の運営 原子炉の稼働寿命を伸ばすための直接的な助成がニューヨーク州で提案さ
れ、すでにいくつかの発電所を閉鎖から救っている（Matyi 2016）。
またアメリカでは電力税によって新規原発が建設されるとともに、原子炉
の冷却に用いる大量の水をほぼ無料で自由に利用できるが、これは大半の
原発保有国でも同様である。

事故リスク 世界の大半の原発保有国では、大事故が起きた場合の想定損害額をはるか
に下回る賠償上限額が設定されている。
また一定の補償金額を確保するのに事業者の資金でなく政府の資金が用い
られている場合、保険金額が不適切に低いことによる保険利用の低迷とい
う問題がそこに加わる。
さらに、アメリカにおけるように、定められた保険金を支払うために遡及
プレミアムを用いることは、契約先の保険料未払いリスクを大きくする。
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介入のタイプ 説明
　輸送および配電に関わる公的助成

使用済み燃料、および廃炉工程で発生する放射性を帯びた原発部材の輸送
は複雑であるものの、実施された例は数少ない。また大半の国において、
原子力関連の輸送業務には賠償額の上限が設けられている。
多くの国々において、電力の大半は配電網によって供給される。それに伴
い、電力網の拡大および維持整備にはそれだけの公的助成が行なわれる。

　電力消費に関わる公的助成
消費者が市場価格を上回る水準で原子力による電気を購入しなければなら
ないという、購入命令の形を主にとる。
アメリカでは建設仮勘定（CWIP）規則により、たとえ原子炉が稼働に至
らなかったとしても、超過費用の相当部分を顧客に転嫁することができ
る。資本コストも考慮に入れると、料金が規制されている地域において、
原子力発電所は歴史的に高コストの電力供給源だった。
イギリスでは「差額契約」制を通じた価格保証が行なわれており、新規に
建設された原発について、現在の卸料金を上回る長期の最低保証料金が設
定されている。

　生産終了後における公的助成
他種の燃料の場合、生産終了後の期間は数十年におよぶが、核燃料サイクルにおけるそ
れは数世紀となる可能性がある。技術的・経済的に検討すべき要素は全く異なってお
り、見積もりの間違いが発生する可能性もはるかに高い。
原子炉および
燃料サイクル
施設の廃止

積立金に対する課税の減免、および総費用ないし超過費用の国による肩代
わりという形で、直接的な公的助成がしばしば行なわれている。
廃炉後に発生する費用の積立資金が事業者から独立しておらず、経営改
革、不正行為、ないし倒産のせいでそれが失われた場合、事実上の公的助
成が発生する。

核廃棄物管理 核廃棄物貯蔵施設の立地、建設、および稼働については、世界中で国家に
よる深い関与が見られるものの、稼働に至った施設は一つもない。
大きな技術的リスクを伴う長期の事業であり、資金が現に積み立てられて
いたとしても、その水準は真の総費用を賄うことができない可能性が高い。 
核廃棄物の管理が公共事業によって行なわれるばあい、その料金はせいぜ
い採算分岐点を維持できる程度に設定され、投入された税金が利益を生み
出すことはない。またこうした公的助成は代替エネルギーの普及を妨げる
ことになる。

負の外部性 炭素排出がゼロに近づいたとしても、放射能、事故、および核兵器の拡散
ないし隠蔽につながる技術や施設の拡大といった負の外部性が存在する。
（注1）

注1： 核兵器拡散という負の外部性を軽減する有効な戦略として、ウラン濃縮・再処理を国際的な管理下に置く
というものがある。これによって違法な拡散ははるかに難しくなる（Diesendorf 2014）。 

出典：著者所有のデータに基づく。
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新規原子炉の資金調達、および電力に関する市場価格リスクの吸収

　原子力発電は、しばしば不確実な長期の建設期間を要する資本集約型の技術で

ある。こうした要素だけでもリスクの高さを後押ししており、資本提供者が求め

るリスクに対する保険料を高騰させている。また新規プロジェクトに要した費用

と建設期間に関する記録が不十分なことも、この問題を一層複雑なものにしてい

る。その上、新規に投下した資本を回収するまでの間、急速な技術革新が進み、

また中央集中型発電の仲介金融機関離れが起こり得るこの分野において、原子炉

が生活必需品（電力）を生み出しているという事実は、新規建設への投資をさら

に難しくしている
4

。

　新規原子炉によって生み出される電力の市場価値が、稼働を開始するまでの5

ないし10年間で当初の予想をはるかに下回り得ること、および建設開始から廃

4   原子力エネルギーは3つの主要な領域で他との差別化を図ってきた。すなわ

ち低炭素、高出力、そして迅速性であり、いずれも重要な要素である。しかし低

炭素を実現する他のエネルギー源は、すべての費用を含めた原子力よりもはるか

に安価である。さらに、先進国の大半では電力網が広く行き渡っており、また費

用の高さと統治機構の弱さにより電力網の拡大が限られ、中央集約的な電力も時

に信頼できない発展途上国では、小規模電力網ないし分散型エネルギー（いずれ

も原子力発電がメリットを持たない分野）が優位性を持つことから、高出力もさ

ほど意味を持たないかもしれない。一方、確実な発電能力を迅速に提供できる能

力は、断続的な発電を余儀なくされる再生可能エネルギーの割合が増加している

現在、ますます重要性を帯びている。しかし、確実な発電能力に割増価格を提供

しているアメリカ市場においても、既存原子炉の一部は不経済な存在になってい

る（World Nuclear News 2016b）。その状況は資本を回収するために価格設定しなく

てはならない新たな原子炉にとってはるかに難しいものになるだろう。その上、

たとえば原子力施設の構築に関わるNEAの工程表は2050年にまでわたるもので

ある。また、携帯型の機器や電気自動車の普及に由来する年間数億ユニットとい

う大きな市場圧力を受けて電池の研究が進むなど、蓄電市場は極めて急速に発展

しつつある。原子炉の費用削減は過去において実現しておらず、これからも蓄電

池の費用下落との競争に勝つとは考えられない。
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炉までの50年間における市場価値が全く予測不可能であることを、投資家は認

識している。こうした特性のため、資本提供者は民間原子力事業に対する投資か

らほぼ手を引いており、資金調達の対象は国家の支援を受けた非競争型資本へと

移っている
5

。ここで IEAおよびNEAによる次の見解を考えよう。「資本集約型の

プロジェクトを発展させ、すべての低炭素技術に十分な電力価格を長期間保証す

る、安定的かつ長期の投資枠組みを維持するにあたって、政府には果たすべき役

割がある」（IEA/NEA 2015: 5）。こうした「安定的」な枠組みを作り出す方法はい

くつもあるが、その何れもが中核となる金融リスクを投資家から国家へ移転させ

ることを含んでいる。その例として、国家に支援された与信パッケージ、長期に

わたり国家が保証する電力価格の下限、そして資金調達および費用超過のリスク

を料金支払い者に移転させる、広範囲にわたる交付金支給、が挙げられよう。ま

た原子力施設の国家による直接の所有も一般的である。

国家による与信パッケージ

　現在建設が進められている原子炉56基（IAEA PRIS 2016による）のうち
6

、7基

がロシアで、20基が中国で建造中である。ロシアの原子炉はいずれも国家が資

金を出しているか、あるいは国有である。また中国国内の原子炉に対する国家の

関与も広く浸透している。ロシアの国営原子炉開発企業であるロサトム社は、提

案中ないし一時停止中の原子炉輸出取引に数十億ドル規模の与信プログラムを組

み込んでおり、バングラデシュが127億ドル（World Nuclear News 2016b）、エジプ

トが250億ドル（Russia Times 2015）、フィンランドが50億ユーロ（Rosatom 2016）、

5   Moody’s Investors Service（2013: 20）は「原子力発電所の新規建設は一般的

に投資不適格」であり、原子力プロジェクトでは他の技術分野よりも費用超過が

頻繁に発生しており、「ヨーロッパの電力市場は現状において」原子炉の「新規

建設を支持していない」と述べている。
6   国際原子力機関（IAEA）の原子炉情報システム（PRIS）データベースは、

2016年11月1日時点で建設中の原子炉60基をリストアップしている。また2基

が1999年から、別の2基が1980年代後半から建設中であるが、これらは合計か

ら除いている。
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そしてハンガリーが100億ユーロ（Rosatom 2016）の信用供与を受けている。こ

れらプロジェクトの多くは実現に至らないと見込まれているが、信用供与が取引

の重要な位置を占めている事実は示唆に富むものである。また中国においても、

「中国政府が保有する巨額の外貨準備高は、販売者が設備とともに資金を提供で

きることを意味しており、大半の潜在的市場において大きな利点となっている」

（�omas 2017）。イギリスで建設中のヒンクリー・ポイントC原子力発電所でも、

フランス電力会社（EDF）と共に中国の国営事業体が180億ポンドに上るプロジ

ェクトの3分の1を所有している（Ruddick 2016）。

最低価格の保証

　新規原子炉がようやく稼働を開始しても、その時の電力料金が安すぎるという

重大なリスクに対処するため、電力会社はしばしば発電能力の相当部分に関し電

力購入契約を締結している。原子力発電の価格とタイミングには大きな不確実性

が伴うため、新規原子炉におけるこうした取引の相手は国家であることが多い。

イギリスのヒンクリー・ポイントC原子力発電所では政府が事業者に対し、現行

の電力卸値の最低3倍の価格を35年間にわたって保証している。こうした価格

面の支援がイギリスの納税者に背負わせる額は3,000億ポンドに上ると推計され

ている（The Week UK 2016; Ruddick 2016）。

　中国は「原子力発電の健全な発達を促し、この部門への投資を導くため」、国

内における全ての新規原子力プロジェクトで生み出された電力に関し、卸値の下

限を設けている（WNA 2016a）。しかし現在の最低価格が低すぎると考える向き

もあり、将来的には上方修正が必要となるだろう（WNA 2016a）。またチェコス

ロバキアでは、原子炉プロジェクトに対する150億ドルの資金援助が、電力価格

の下落、および電力価格の保証を政府が拒否したことにより、2014年に反故に

なっている（Lopatka 2014）。

料金支払い者によるゼロ金利の融資と費用超過の可能性

　アメリカで進められている4基の原子炉建設プロジェクト（ヴァージル・C・サ

マー原発2号機および3号機、ボーグル原発3号機および4号機 ）はどれも、建設仮
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勘定（CWIP）規則が有利な地域で進められている。原子炉の所有者は建設仮勘

定のおかげで新規プロジェクトの発電開始に先立って料金を値上げすることがで

き、料金支払い者をゼロ金利の資本源として用いることができる。加えて、建設

仮勘定は費用上昇リスクの大半を投資家および建設業者から利用者に転嫁するも

のである。料金を決定する地元の委員会が、発電所の費用増加をそのまま認めな

い場合もあるが、大半の場合、利用者が支払う結果となっている。

　いずれの要素も原子力に投資する者と発電所の所有者にとって大きな価値を持

っている。ボーグル原発3号機および4号機の建設はほぼ4年遅れており、60億

ドルの費用増加（これは当初の予想費用の43パーセントに上り、総費用を200億ド

ル強に押し上げる）に直面している。それでもなお、工事の遅れによる資金調達

コストの上昇分を含めた全ての費用は問題なしとみなされ、料金支払い者に負担

させることが許された（SACE 2016）。2016年10月の時点で、ボーグル原発の原

子炉建設のためにゼロ金利で事前に調達された金額は180億ドルを超えている

（SACE 2016）。また最低価格を設けない一方、投資家はそれと同じ効果を持つ

「どんな事が起ころうと」（hell or high water）条項を卸電力購入契約の中に含める

ことで事業者側と同意している。その条項はたとえ当該地域で必要とされていな

くとも電力を購入することを契約者に求め、その価格が他の電力事業者の販売価

格を上回っていたとしても、それとは無関係に決定される（MEAG Power 2016: 

10-12）。一方、サマー原発で建設中の2基は当初の費用見積もりを40億ドル（40

パーセント）超過しており、当プロジェクトのためゼロ金利で事前に調達された

資金は、利用者に毎月送られる料金請求書の16パーセント以上を占めている

（Wren 2016）。

高レベル放射性廃棄物管理の社会化

　高レベル放射性廃棄物は数千年にわたる隔離と管理を必要とするが、現在進行

中の危険要素としては事故、盗難（アクセス可能な貯蔵施設にある場合）、そして

環境汚染が挙げられる。こうした長期かつ未知のリスクにいつまでも晒されるこ

とは、投資家にとって大きな問題である。この廃棄物を安全に保管できる施設の

設計・建築・運用は技術的に難しく、また政治的にも評判が悪い。核エネルギー
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の民間利用が始まってから60年、放射性廃棄物を永久に貯蔵できる施設は世界

に1ヵ所も存在しない（表3-5参照）。運用開始は延期を重ね、費用が大幅に増加

するリスクも相変わらずである。国内の高レベル放射性廃棄物管理を担うフラン

表3-5　大部分が未解決のままで、経済的・技術的リスクが政府によって 

もたらされている核廃棄物管理の状況

国名

全世界の原
子力発電量
に占める割
合（2015）

高レベル放
射性廃棄物
処理施設の
稼働開始年

用地選定状況 外部保有の積
立金の有無 運営主体

アメリカ 25.6 2048
選定されたものの
後に取り消し 有 国

フランス 16.2 2025
選定されたものの
反対運動が続く 無 国

日本 10.4 2035年以降 未選定 有 電力会社

中国（注1） 7.8 2050年以降 「優先候補地」が
選定済み 有（注2） 国

ロシア 7 未定 未選定 有 国
韓国 5.9 未定 未選定 有 国
カナダ 3.5 2035 未選定 有 国（注3）

ドイツ 2.7 2025年以降 候補地に対する
反対が強い 無 国

イギリス 2.3 未定 未選定 有 国
スウェーデン 2.3 2028 選定済み 有 電力会社
スペイン 1.8 未定 未選定 有 国

インド 1.6 未定 未選定 国家による資
金供給（注4）

国

ベルギー 1.5 2035年以降 未選定 無 国
スイス 0.9 未定 未選定 有 国
フィンランド 0.7 2023 選定済み 有 電力会社
注1：公表済みデータを基に、フイ・チャンから著者へ2016年12月1日に提供された情報を追加したもの。
注2： 使用済み燃料の貯蔵および再処理費用を賄うために政府が保有している資金。認可された資金使途の中に

永久貯蔵は現在含まれていない。     
注3： 核廃棄物を扱う事業共同体だが、各事業体は国営企業である。
注4： 大半の使用済み燃料は資源とみなされ、国家が建設した再処理施設へ輸送された上、無料で発電所に提供

される。軽水炉からの廃棄物は暗に国家の責任となるようだ。
出典： WNA（2016b; 2016d）; NEA（2011a: 36, 37; 2011b: 4; 2011c; 2013a; 2013b: 5; 2014a: 1, 15; 2014b: 15-17; 

2015: 13, 14; 2016a）; US DOE（2013: 2）; Russia Times（2016）; Wang（2014）; IAEA（2016: 16）; 
Feiveson et al.（2011）; Zhang and Bai（2015: 59）; Zhou（2013）; Ramana（2013, 2016b）。  
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スの機関、アンドラは、貯蔵施設の建設費用見積を2005年の180億ユーロから

2014年には350億ユーロに増額させている（World Nuclear News 2016a）。原子力業

界からの不満の声に対し、アンドラは「これらコストを算出するには、今後100

年以上にわたる労務費、租税公課、資材費および燃料費について仮説を立てるこ

とが必要なため、極めて慎重な検討を要する」と答えている（World Nuclear News 

2016a）。

　アメリカの核廃棄物処分施設（現在運用停止中）のライフサイクル費用は評価

期間100年以上で1,080億ドル（2015年度の通貨価値）に固定されている（Cawley 

2015）。プロジェクト自体の複雑さ、および極めて長期の時間的枠組みによって

引き起こされる推計上の困難は深刻なものになると予想される。大半の国々は核

廃棄物処理にまつわる経済的・技術的リスクを単に社会化している。つまり（予

想可能な）少額の費用を負担する代わりに、長期にわたる核廃棄物管理責任―

実現可能な技術的解決策の開発および貯蔵施設の建設・運営を含む―を国家に

移転したのである。中には、こうした責務にかかる費用の全額ないし一部をすで

に国家が負担した例も存在する。また環境汚染に対する汚染者負担原則が定めら

れている場合でも、引当金不足が常態化している。さらに、廃棄物の一部は企業

が所有するままであり、ゆえに破産した際のリスクなどに晒されている。しかし

大半の国々において、積み立てられた引当金は企業の管轄外に移されている。

　核廃棄物を生み出す原子炉の多くは、処分費用の積立不足が現実のものとなる

はるか以前に廃止されるだろう。だが廃炉後の費用調整は不可能と思われる。積

立不足は外部の保有する廃棄物処理資金においても発生する可能性があり、いわ

ゆる「メガプロジェクト」で50パーセント以上の費用超過が発生するのが当然

である（Flyvbjerg 2014: 9）。原子力のメガプロジェクトにおける費用超過は当初

予算の2.5倍に達し、算出対象となった他のどの分野よりも多い（Locatelli 2015: 

11）。現在の費用を推計する際に用いるコスト見通しが正しいと仮定しても、廃

棄物処理施設の損益をゼロと見積もる場合がしばしばあり、原子力に対する重要

な公的助成を生み出す基となっている。アメリカの各種施設（核廃棄物処理施設

よりも単純かつリスクが少ない事業）に対する投資の平均収益を当てはめれば、

各原子炉に課される年間の廃棄物処理費用は倍増することになる（Koplow 2011: 

97）。
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廃炉費用に対する公的助成

　原子力事業における閉鎖費用は、他の技術におけるそれよりもはるかに大きい。

寿命を迎えた原子力発電所や核燃料サイクル施設の廃止は巨額の費用を要する事

業である。何らかの廃炉計画の下、発電所を数十年にわたり稼働停止状態に置く

ことで廃止を遅らせるという考えは、問題が消え去ったかのように見せかける金

融上の巧みな工作を生み出した。つまり、インフレ率や割引率に関する様々な仮

定を駆使することによって、巨額の費用を遠い将来へ先延ばしにし、そこで現在

価値に割り引くのである。その結果、対処可能な現在価値費用が算出され、それ

をキロワット時あたりの費用に修正すれば、発電所の資金計画における廃炉費用

の割合を無視できる水準に見せかけることができるのだ。

　しかし現実の結果がこうも予測可能であるとは考えにくい。廃炉プロセスの複

雑さ、期間、そして流動性は、納税者による巨額の費用負担が発生し得ることを

示唆している。現在までに廃止された原子炉の数はわずかで、よって費用負担の

経験も少ない。だが各種の規制や物理的状況の変化が費用の大きな変動を招くた

め、今までの経験が将来の費用を予測できるものとはならないかもしれない。

　廃炉費用の引当に対する公的助成をすでに行なっている国も存在する。一例を

挙げると、アメリカにおける廃炉費用引当金に対する税金面の優遇措置は、政府

の推計によるとすでに年間10億ドルに上っている（Koplow 2011: 95）。さらに、

原子炉の稼働期間中に廃炉費用の引当が十分になされるよう、各国はしばしば力

を注いでいるが、核廃棄物の処分および管理については現実面での困難が浮き彫

りになっている。つまり実際の費用に対して引当率があまりに低い事態、発電所

が閉鎖されてこれ以上の資金負担が不可能になるまで引当不足が顕在化しない事

態、市場環境などの要因により当初の想定よりも早期に閉鎖されることで廃炉費

用の不足が直ちに生じる事態、そして収益見込みや資金増加期間の想定が現実と

食い違い、それに伴って資金目標の未達が発生する事態が生じ得るのである。

　中には、引当率がそもそも費用負担の健全な予想に基づいていない場合もある。

たとえばインドの会計検査院長官は、廃炉費用の引当金に関する調整が最後に行

なわれたのは20年前であること、および原子力規制委員会は「どの文書におい
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ても廃炉費用の算出規定を定めていない」ことを明らかにしている（Comptroller 

and Auditor General of India 2012: 66）。

　いかなる規模であれ、積み立てられた資金は外部の基金が所有すること、およ

び本来の目的にのみ用いることを法令で定めることにより、少なくとも流用や事

業者の破産からこれを守ることができる。アメリカの原子力発電所ではこれが義

務化されているが、ヨーロッパの現状を見ると、こうした基本的な保護策が確立

されている国は全体の半数に過ぎない。さらにウラン鉱山や濃縮施設、あるいは

再処理工場といった欧州におけるその他の核燃料サイクル施設では、外部資金に

対する規制がなされていない状況である（Wuppertal Institute for Climate, 

Environment and Energy and its Partners and Subcontractors 2007: 37）。

　これらの差異は重要である。1990年から96年にかけて化石燃料賦課金として

イギリスの公共料金支払い者から集められた60億ポンドは老朽化し安全性が低

下した発電所の閉鎖を目的とする、と議会で説明された。しかし資金の規制と分

離に不備があり、賦課金のおよそ半分が原子力発電の運転資金に用いられるとい

う結果になった。残りの大半は、イギリス核燃料会社が保有する原子力施設の閉

鎖費用を国へ移行させたことに伴い、最終的にイギリス財務省によって充当され

ている（�omas 2007: 21-8）。2007年の時点で、「25年以上にわたる出資」にもか

かわらず、「750億ポンド以上の将来的な費用負担に対し、所在の明らかな資金

はおよそ8億ポンドしか存在しない」のである（�omas 2007: 1）。

損害可能性に比べて低水準の事故賠償金設定

　原子炉事故によって発生した事業所外の損害に対する賠償は法令で定められ、

最低保証水準の標準化を目的とする一連の国際会議によって補強されている。し

かし既存のあらゆる枠組みにおいて、賠償金の水準は軽度の事故であっても予想

される損害額をはるかに下回っている。世界最大の事故発生源であるアメリカに

おいても、総補償額は140億ドルに満たないが、日本の納税者が福島原発事故に

関して負担した金額はすでに1180億ドルに達しており（Harding 2016）、今後も

巨額の費用が発生する。

　賠償金の支払い規則は数種類の保険から構成されていることが多い。その第1
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形態は通常の保険に最も近いもので、各原発事業者が事故リスクの初期段階をカ

バーする保険をそれぞれ購入するというものである。NEAが作成した要約文書

（2016b）には「事業者負担分」と記載されているが、他の原子炉の負担分や政府

による支援分も混入している。事業者によって直接支払われた負担分は、そのリ

スク水準を示す最も直接的な価格シグナルとなっており、ゆえに特定の負担分に

関するより明確なデータを見るのが有益である。直接購入された保険は用地選定

に大きな影響を与えると共に、施設および事業者リスクの軽減により多くの資金

を投じるインセンティブともなり得る。

　第2は全原発事業者のプール資金ないし国家による追加支援分を含むものであ

り、アメリカの保険プールの大半を占めるのがこの方法である。つまり、事故に

よる賠償額が事業者の主たる保険金の上限（4億5,000万ドル）を突破した場合に

備えて国内の全原子炉に賦課されている遡及保険料が、利用可能な資金の95パ

ーセント以上を占めているのである。しかしこの方法にはいくつかの構造的課題

がある。事故後6年以上にわたり1年毎の分割で支払われるため、保険金の現在

価値はその額面よりもずっと低い。加えて、プールされた資金は原子炉の閉鎖に

伴って減少し、また残る原子炉が財政的な困難に見舞われた場合（大事故の後は

そうなる可能性が高い）、その支払いは契約者のリスクに左右される。また原子力

発電が少数の事業者に集中していることも、複数の遡及保険料の支払いが同時に

期限を迎えることから、契約者のリスクを増大させている。たとえばエクセロン

社は単体で、アメリカが擁する原発のほぼ4分の1にあたる23基の原子炉を所有

している（Exelon Generation 2016）。

　協定による合意の下、他の国々ではその他の保険を用いることができる。しか

しその総額は比較的小規模（1億ドル未満）であり、信用に足る全ての保険金を

合計しても、その金額は驚くほど低い。NEA（2016b）によると、ロシアで公式

に定められている事故賠償の保険金額は5億ドルに過ぎない。追加の保険も存在

しているものと思われるが、他の多くの国々と同様に、政府ないし立法府の恣意

的判断に任されている。またフランスのような原子力大国においても、現行の事

故保険金は10億ドル未満であるとNEAは示唆している。
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ウラン濃縮

　ウラン濃縮技術は軍事目的にも利用できるという懸念から、長らく燃料サイク

ルにおける不安要素だった。現在では大幅に規模を縮小しているものの、アメリ

カ政府による民間濃縮技術への介入はかねてより大規模であり、巨額の公的助成

がなされてきた（Koplow 1993）。世界的に見ても国有企業がこの部門を支配して

おり、濃縮能力全体のほぼ90パーセントを占めている（表3-6参照）。多くの場

合、こうした構造はこの分野に対する過剰投資（過剰能力および低価格という結

果を事業者にもたらす）、税の減免、そして市場水準を下回る利率ないし保険料率

の適用といったことに結びつく。

表3-6　世界的にウラン濃縮は国家に支配されている

企業名
2015年における
濃縮容量

全世界の濃縮容
量に占める割合 所有者

全世界の濃縮容
量に占める国家
保有の割合（単位：1,000分離作業量〔SWU〕）

アレヴァ 7,000 11.9

フ ラ ン ス 政 府
（85%）、クウェー
ト政府（5%）、そ
の他（10%）

10.8

ウレンコ 19,100 32.6

イギリス政府（3

分の1）、オランダ
政 府（3分 の1）、
ドイツの各電力会
社（3分の1）

21.7

日本原燃 75 0.1
日本の電力会社が
大半を保有 0.0

テネックス 26,578 45.4
ロシア政府（ロス
アトム社の1部門）

45.4

中国核工業集団 5,760 9.8 中国政府 9.8

その他 87 0.1 0.0

合計 58,600 100（注1） 87.7

注1：端数処理により合計が100パーセントにならない場合もある。    
出典：Areva（2016）; JNFL（2016）; Tenex（2017）; Urenco（2017）; WNA（2016c）; Zhang（2015）。 
   



96　　第1部　原子力産業の現状

まとめ

　公的助成はいまだ大規模であり、世界のエネルギー市場に広く浸透している。

改革による政治的・経済的利益がより認識されるようになっているにもかかわら

ず、政治的な障壁は高いままであり、実効性ある改革の速度も遅い。化石燃料に

対する公的助成を大幅に削減すれば、価格シグナルを気候変動や環境問題に関す

る諸目標と正しく一致させることができ、より環境に優しい燃料への移行を世界

中で促進することになるだろう。

　原子力エネルギーに対する公的助成の世界的な推計は存在しない。投資家や政

府、および市民が、原子力発電がもたらす低炭素化の利益とそれにかかる実質的

な財政負担を正しく比較し、原子力とその他の炭素削減方法とを公正に評価しよ

うとするなら、こうした広範囲に渡るデータの欠落を埋めることは一層重要なも

のとなる。核燃料サイクルに対する主な公的助成には低コスト融資、市場リスク

の顧客への転嫁、そして濃縮、廃炉、事故賠償、および核廃棄物管理など燃料サ

イクルにおける複雑な部分の社会化が挙げられる。その他の代替エネルギー源が

同種のエネルギー事業を低リスクかつ低コストでより速く提供できる現在も、こ

うした隠れた公的助成によって原子力施設、インフラ、および関連技術が世界中

で拡大しているのである。
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第4章

新標準？ 中国における核エネルギーの 
将来性の変化

M・V・ラマナ、エイミー・キング

要　旨
　中国は近年になって原子力発電の拡大目標を下方修正しており、

2020年度までに70ギガワット（GW）の発電能力を確保するとい

う2009年当時の目標が2016年に58GWに変更された。本章では、

この目標修正が3つの主な要因から生じたものであることを論じる。

第1の要因は低成長型経済への移行であり、それに伴いエネルギー

および電力需要の成長も鈍化した。低成長経済という中国が現在置

かれている状況を考えるならば、原子力発電能力を急速に拡大させ

る必要性は過去のものになったと言えよう。第2の要因は、2011年

3月に日本で発生した福島原発事故の後、中国政府が行なった一連

の政策変更である。福島原発事故の発生以来、中国国務院は内陸部

における原子炉建設計画を中断し、より近代的な（第3世代）原子

炉の建造に限定した。第3の要因は、人口集中地域の近郊に原子力

施設を建設することへの反対運動に対する、中国政府の反応である。

総合的に見て、これらの要因は中国における原子力発電の成長率鈍

化をもたらすものと思われる。
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序　論

　2016年3月、中国全国人民代表大会（全人代）は13次5ヵ年計画（2016-2020）

を採択し、2020年までに既存の原子力発電所の発電能力を58ギガワット（GW）

に、建設中の原子力発電所の発電能力を30GWに増強する国家目標を設定した。

29GWという現在の発電能力（2016年5月現在。国際原子力機関〔IAEA〕原子炉情

報システム〔PRIS〕データベースによる）を倍増させるというこの目標は、一見

野心的に思える。にもかかわらず、それをより仔細に検討し、背後にある経緯を

考察することで、いくぶん違った話が見えてくる。時は遡って2002年、当時作

成された原子力拡張に関する中短期計画書の草案によると、中国は2020年まで

に発電能力を40GWに増強することになっていた。2009年にはこの目標数値が

劇的に増加し、同じ期間で70GWへの増強と定められる。高いハードルではあ

るものの、70GWという目標値は容易に達成できると見込まれていた。たとえば

原子力発電所の建設・運営を担う主要な国有企業（SOE）の一つ、中国核工業集

団公司（CNNC）の科学・技術部門責任者も、「2020年までに70GWを達成する

のはさしたる問題ではないだろう」（Stanway 2009）と述べている。それでは、

70GWの能力増強をうたった計画書草案が発表された2009年から、5ヵ年計画の

中でそれが58GWに引き下げられた2016年までの間にいったい何があったのだ

ろうか？　本章ではこの下方修正の要因として、2011年3月に発生した福島原発

事故を受けて政府が政策を変更するとともに、国民の懸念に対して敏感になって

いること、および低成長経済への移行に伴いエネルギーと電力に対する需要の伸

びが停滞していることを指摘する。

　原子力発電の数値目標に影響を与える第1の要因は電力需要の増加率である。

中国における電力需要は、工業製品の輸出を主体とする経済からサービス部門お

よび国内消費を指向する経済への移行という構造変化が始まったことを受け、横

ばいが続いている。この移行はいわゆる「新標準」（Green and Stern 2016; Hu 

2015; Levi, Economy, and Rediker 2016）をもたらし、それに伴いエネルギーと電力

の需要も減少した。また様々な形態の発電所が生み出す平均電力量も減少してい
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る。全体を見ると、2015年度における発電所の稼働時間は前年と比べ349時間

短くなっており、とりわけ地熱発電所は410時間の短縮となっている。その一方

で各原子力発電所の電力供給時間は平均437時間短くなり、これはあらゆる発電

形態の中で最大の短縮幅で（Wong 2016a）、中にはこうした時間短縮を長期的傾

向と見る者もいる（Ying 2016）。こうした状況の下、原子力発電の数値目標を急

激に増加させる必要性は過去のものとなるだろう。

　中国における原子力の目標設定を変化させた第2の要因は福島原発事故であり、

中国政府による急速な原子力発電増強計画を即座に押さえ込む効果をもたらした。

福島の事故からわずか5日後、中国の最高行政機関である国務院は次のように発

表している。

原子力の安全規制が認可されるまで、すでに試運転中のものを含む新規原子

力発電プロジェクトの認可を一時見合わせる……原子力発電所を建造するに

あたり、安全性こそが我々の最優先事項である（Bristow 2011）。

　以来、中国政府は安全性の確保に文字通り力を注いでおり、事故リスクの軽減

を目的とする運用規則を数多く導入した（その詳細はKing and Ramana 2015に記さ

れている）。さらに、国務院は二つの重要な決定を下している。（1）内陸部にお

ける原子炉建造の制限および、（2）新規に建造される原子炉を「第3世代型」に

限定したことである。また本章の執筆時点で、国務省は原子力発電の拡充をさら

に制限する第3の草案をすでに発表している。つまり全ての原発事業者に対し、

新規プロジェクトの推進に先立って地元住民の意見を聴取し、その地域の「社会

的安定性」に与える影響についての報告書を提出することを義務づける、という

ものである。

　別の機会（King and Ramana 2015）に論じたが、これらの決定、とりわけ内陸

部における新規建設を中止する決定は、中国の経済計画、大気汚染削減計画、企

業の経済的関心、原子力に対する国民の反対、そして地方政府の官僚的圧力によ

って形作られ、かつ異議を唱えられている。より一般的に言えば、原子力に関す

る中国の選択は、地方政府、および原子力部門を牛耳る国有企業に対する政治権



108　　第2部　国別研究

力が比較的強い同国の統治システムによって形作られているのである（Xu 2008, 

2014; Ramana and Saikawa 2011）。福島原発事故を受け、原子力の安全性をより一

層確保するという中央政府の決定が将来にわたって維持されるか否かは、これら

様々な関係者の相互作用、およびそれぞれの優先順位に左右されるだろう。にも

かかわらず、2011年から12年にかけて下された二つの決定こそが、2020年度に

おける原子力増強目標の削減をもたらしたものであると、我々は考える。経済構

造の変化が存在しなければ、福島原発事故後に下された決定は一時的な政策変更

しかもたらさなかったはずだ。しかし中国のエネルギー需要が根本的に変化した

こと、および原子力への国民の反対に政府がますます懸念を抱いていることと合

わせ、こうした政策面の変化が中国における原子力発電の将来像を大きく決定づ

けるものと、我々は予想する。

　本章では、まずエネルギー需要増加率の低下と、それが原子力発電の増強目標

に与える影響について詳述する。次いで内陸部における原子炉建設の禁止、今後

建設される原子炉の種類について国務院が設定した制限、そして江蘇省連雲港市

で建設が進められていた核再処理工場が住民の反対を受けて2016年に建設中止

を余儀なくされたように、国民の原子力への否定的態度に対する政府の反応が何

を意味するかを論じる。そして最後に、我々の主張に関する全般的な結論と、中

国における原子力の将来像を形作るであろう政治的闘争を述べて本章を締めくく

る。

中国におけるエネルギー需要の本質的変化

　中国の経済成長率と成長戦略はここ数年で大きく変化している。2000年から

2013年にかけてエネルギー集約型の重工業部門が急速な成長を遂げた後、中国

経済はサービスや先端テクノロジーといったエネルギー集約度がより低い部門へ

の移行を始めている（Green and Stern 2016）。これは意図的なものであり、指導層

は輸出部門に対する過度の注力をやめ、国内需要を利用する方向に舵を切ってい

る。そうした移行によって、大規模重工業が環境面にもたらす影響を和らげるこ

とができるという期待も、その背景にある。またそれに加え、エネルギー効率の
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改善も強調されている。一例を挙げると、中国国家能源局（CNEA）は2016年度

のエネルギー消費削減目標を国内総生産（GDP）1単位あたり少なくとも3.4パ

ーセントと設定した（Xinhua 2016）。これらの要素はいずれも「新標準」に寄与

するものであり、エネルギー消費増加率の低下をもたらしている。2000年から

2013年にかけてのエネルギー消費増加率が年平均およそ8パーセントだったのに

比べ、2014年のエネルギー総消費は2.2パーセントの増加にとどまっており、

2015年はわずか0.5パーセントであった（Green and Stern 2016: 5; China Electricity 

Council 2016）。さらに、中国経済が鉄鋼およびセメントに代表される重工業部門

からますます脱却するのに合わせ、2025年までのエネルギー消費増加率も年あ

たりわずか1.8パーセントにとどまるものと推計されている（Green and Stern 

2016: 10）。また石油・天然ガス企業のエクソンも独自に推計を行なっているが、

2025年までの年間エネルギー需要は2.2パーセントの増加にとどまり、「中国の

エネルギー需要は2030年頃に頭打ちとなる」と予測している（Groden 2016）。当

然、これらの推計はエネルギー需要の増加に関するものであって、都市化の進行

といった傾向のために電力需要は高水準を維持する可能性がある。とは言うもの

の、エネルギー需要の成長率が4分の1に減少したならば、電力需要の成長率も

そこまで急激にではないにせよ、それに合わせて低下するのは避けられない。

　そうした経済的変化が発電計画に影響を与えるという認識も、徐々にではある

が広まりつつある。国家発展改革委員会（NDRC）の上級リサーチフェローであ

る周大地はこう記す。

中国の電力部門で拡大を続ける「新標準」は、産業構造の再編成から生じた

需要の低下および出力の縮小によって象徴されている。かつては年間8パー

セントもしくはそれ以上の割合で電力消費が増加していたが、現在の状況は

大きく異なっている。（Ying 2016にて引用）

　アナリストのジャン・リン、カン・フー、そしてアレクサンドリア・ユアン

（2016）は20年間にわたるGDPおよび電力消費の地域別データを用い、電力需

要の飽和、経済の発展、そしてサービス型経済への移行が進んでいる最も豊かな
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地域において、電力消費の頭打ちが顕著であると推測した。3人が用いた各種資

料は、電力利用における「新標準的関係」の出現を示唆しており、ゆえに彼らは

こう警告する。

電力システムの計画策定がこうした新たな傾向に対応するものでなければ、

発電能力の過剰な保有に至る可能性が極めて高く、数千億ドルもの投資が座

礁資産となるだろう。（Lin, He, and Yuan 2016: 52）

　事実、「環境影響評価（EIA）の結果を待つ全ての石炭火力発電プロジェクトが

2020年までに操業を開始すれば」、発電能力が電力需要を200GW以上も上回る

事態となる（Yuan et al. 2016: 136）。中国では他の分野においても供給過剰が発生

しており、これは驚くべきことではない。「ゴーストシティー」と呼ばれるもの

がその一例である（Chinadialogue 2015）。

　能力の余剰は均一に分布しているわけでなく、地域ごとにミスマッチの程度が

異なっている（電力需給の地域的差異が理由の一部）。そのため特定の地方では原

子力発電所による発電量の削減を余儀なくされており、原発事業者が発電量削減

を求められた地域として、福建省、海南省、そして最も顕著な例として「中国広

核集団の赤鉛江原子力発電所が大幅縮小の危機に直面している」遼寧省が挙げら

れる（Wong 2016b: 4）。また将来に目を向けると、現在計画中の石炭火力発電所

の一部が実際に稼働を開始しただけで、原子力発電所のさらなる拡充に歯止めが

かかる状況となり得る。石炭火力発電所と原子力発電所はベースロード電源とし

て競合関係にあると考えられるからである。

　中国経済の変容と、低成長・低エネルギー消費型経済への移行は、2002年か

ら11年にかけて打ち出された野心的な原子力発電の増加率目標を達成すべく新

規原発の建設を急速に進めなければならない、という中央政府への圧力が大きく

緩和されたことを意味しており、その影響はすでに現われている。次節で見る通

り、内陸部における原子力発電所の建設再開を求めるにあたり、地方政府と原子

力業界が振るうことができる影響力は小さくなっているようだ。
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内陸部における原子力発電所の建設禁止と、結果として生じた用地不足

　中国の原子力拡大を制限している重要な要素の一つとして用地の選択が挙げら

れる。福島原発事故の前、中国は広範囲にわたる原子力発電所の建設計画を有し

ており、以前から原子炉が存在していた沿岸部だけでなく、内陸部も新たな建設

予定地としていた（Du 2010）。しかし福島原発事故の後、国務院が第12次5ヵ年

計画の期間中（2011-15）に内陸部で原子炉を建設することを禁ずるなど、中国

政府は内陸部における原子力発電所の建設を禁止している。そして中国政府によ

るこの決定は安全面からの理由によるものであった。原子炉は炉心を冷却するた

めに大量の水を必要とし、冷却水が十分でないと深刻な事故につながる。原子力

発電所の建設予定地が内陸にある場合、水源は川や湖だけとなるが、いずれも灌

漑や一般家庭用など様々な目的に使われている。ゆえに内陸部の原子力発電所は

海岸部に比べ、近くの水源やそれに頼って生きる近隣住民に極めて大きな危険を

及ぼす。これから述べるように、2012年に決定がなされて以来、様々な既得権

益を持つ者から制限解除の圧力がかけられている。しかし今のところ、中央政府

はこうした圧力に耐えており、第13次5ヵ年計画でも内陸部での原子炉建設を少

なくとも2020年まで延期することが示されている（Yu 2016b）。

　こうした安全面の懸念は、中国の研究者によって以前から指摘されていた。内

陸部における原子炉建設の反対者として名高い何祚庥（He Zuoxiu）は、中国初

の原子爆弾開発に関わった経歴を持つ、同国を代表する理論物理学者である。何

は水供給問題に対する懸念と、2030年までに中国国内で原発事故の起きる可能

性が「極めて高い」（He 2013; Xuyang 2012）という自らの分析結果から、「内陸地

方における一切の原子力発電所」の建造に反対している。もう一人の主要人物と

して、国務院傘下の研究所で政策研究員を務め、安全面の見地から内陸部におけ

る原発建設に異議を唱えてきた王亦楠（Wang Yinan）の名が挙げられる（Yu 

2016b）。また高名な批判者の中には、原発プロジェクト予定地に接する地方の政

府職員も含まれる。それを最もよく表わしているのが江西省で進められている彭

沢原子力発電所プロジェクトであり、当初はAP1000原子炉2基の建造が予定さ
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れていた（Wang 2009）。

　湖北省咸寧および湖南省桃花江で進められているプロジェクトと合わせ、彭沢

原発プロジェクトは2000年代後半に提案された内陸部初の原発建設プロジェク

トの一つである。2010年、中国政府の原子力関係者は、これらの場所で年末に

も「建設開始の準備が整う」と予測していた（Zheng and Wu 2010）。しかし福島

原発事故によって彭沢原発に対する激しい反対運動が起き、隣接する安徽省では

とりわけ反対の声が強かった（Cui 2012）。彭沢原発の建設予定地は、安徽省の

農民に不可欠な水を供給している揚子江沿いに存在していたのである（Hook 

2012）。2011年7月、安徽省の元政府職員4人が地元政府と中央政府の関連機関

に請願を行ない、プロジェクトの認可に関する様々な問題点を挙げて工事の中止

を求めた。最終的にこの請願は、建設予定地の下流に位置する安徽省望江県の行

政当局に届いた。その結果、望江県はプロジェクトに反対の立場をとり、同プロ

ジェクトが「EIA報告書を改ざんした」と公の場で非難するとともに、人口密度

の高さと地震の可能性に関する懸念を表明した。また建設予定地の選定に先立ち

隣接する各地域に相談がなかったとして江西省を批判している（Wen 2014）。

　この事例は、原子力発電所の建設予定地を決定する際に利害の対立が発生し得

るという、より一般的な問題を指し示している（Aldrich 2008）。つまり、原子力

発電所による経済的利益は全てそれが立地している省（江西省）のものとなるが、

事故による影響は隣接する各省（安徽省など）にも及ぶ構造になっているのであ

る（Zhu 2014）。

　また中国には、内陸部における建設再開を目指して活発に動く非常に強い勢力

が存在している。将来的に原子力発電所が立地する内陸部の省および県政府、そ

して原発を建設・運営する国有企業などがそれである。こうした勢力を理解する

ために、福島原発事故以前から原子力発電所の建設が計画されていた内陸部の3

ヵ所―湖南省桃花江、湖北省咸寧、そして江西省彭江―における状況を検討

してみよう。

　湖南、湖北、江西の各省政府が内陸部における原子力発電所の計画および建設

を再開するという意気込みは経済的利益に起因するものである。各省政府はそれ

ぞれのプロジェクトに利害関係を有しており、たとえば湖南省政府が桃花江プロ
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ジェクトの5パーセントを直接投資する一方、江西省政府はプロジェクトに投資

した地元エネルギー企業を金融支援することで、間接的にプロジェクトの40パ

ーセントを握っている（Yu 2015）。

　また省政府は原子炉の稼働開始によって経済的利益を得る立場にあり、地元国

営企業はこのことを必死にアピールしている。一例を挙げると、2014年9月、湖

南桃花江原子力発電公司の総経理（社長）を務めるチョン・ヤンクオは記者らに

対し、桃花江原発に対する700億元（110億ドル）の投資は湖南省のGDPを

1,000億元以上押し上げ、年間150億元もの税収をもたらすだろうと述べている

（Zhongguo Jinggong Bao 2014）。こうした主張は、湖南桃花江原子力発電公司、湖南

省政府、そして（桃花江原発の建設予定地である）地元の桃江県政府が、内陸部

における原子力発電所を容認するよう北京の中央政府に共同で圧力をかけ、また

マスメディアなど公の媒体を用い、内陸部の原発がすぐにも完成するという期待

を高めることにつながった（Xu 2014:24; Securities Daily 2015）。たとえば2014年9

月、桃花江原子力発電公司の総経理は報道陣に対し、「桃花江原子力発電所の予

備的作業は予定通り2016年に始まる見込みである」と語っている（Zhongguo 

Jinggong Bao 2014）。同様に、2015年3月に開催された全人代において、湖南省お

よび湖北省選出の代議員は中央政府に対し、第13次5ヵ年計画の開始に合わせて

内陸部における原子力発電所の建設を再開するよう求めるとともに、桃花江、咸

寧、彭江の各プロジェクトはすでに建設準備が整っていると主張した（Zhongguo 

Hedian Wang 2015）。さらに、建設禁止が解かれることを見通して、内陸部で新た

な原発予定地が計画されるという予兆もあった。2014年7月には、中国広核集団

（CGNPC）が「中国南西部の貴州省で建設が予定されている2ヵ所の原子力発電

所に対し、380億元（61億ドル）を投資することに同意した」と報道されている

（Xinhua 2014）。だが福島原発事故の発生前に、同省における原発建設計画は存

在していない（WNA 2010）。

　省政府と原子力業界はまた、内陸部における原発建設の禁止を解除するよう中

央政府に圧力をかける手段として、国務院の発展目標をも利用しようと試みてい

る。これは原発を新規に建設できる場所が沿岸部にほとんどないことを名目とし

ており、ゆえに中国の原子力発電能力を向上させるには内陸部に新たな場所を求
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めるしかない、というわけである。商業専門誌のNuclear Intelligence Weeklyは2015

年に次のように分析している。

2012年に国務院が裁可した中長期核開発計画（2011-2020）は、2020年末の

時点で稼働中の原子力発電所による発電容量が5万8,000メガワット（MW）、

建設中の発電所による発電容量が3万MW、計8万8,000MWの発電容量を

有することを打ち出している。これを達成するには、今後6年間で出力

1,000MW規模の原子炉を年平均6ないし7基建造する必要があり、その合計

はおよそ4万MWになる。沿岸部の建設可能用地がますます少なくなってい

るため、内陸部の用地も候補に入れなければこれは達成不可能である。事実、

2007年に公表された国務院のデータには、原子力発電所の建設用地として

40ヵ所がリストアップされているものの、そのうち少なくとも31ヵ所は内

陸部に存在しているのである。（Yu 2015）
1

　結果として、省政府と原子力業界はロビー活動を行なうにあたりこれらの古い

目標値を使っている。湖南桃花江原子力発電公司が実施した実現可能性調査の報

告書にも、建設可能な場所が限られているため、中央政府の原子力発電目標と、

既存および建設中の原子力発電所による発電能力との間に「大きな隔たり」が存

在すると記載されている（Zhongguo Jinggong Bao 2014）。同様に、2016年3月に開催

された中国人民政治協商会議の期間中、CGNPCのトップを務める賀禹は報道陣

に対し、中国の経済発展目標を達成するにあたり、既存の原子力発電能力は「い

まだに低すぎる」と述べている（L. Wang 2016）。

　こうした強大な圧力と沿岸部における原発建設用地の不足にもかかわらず、中

央政府は現在に至るまで内陸部での原発建設禁止を解除していない。2014年12

月、国務院はエネルギー開発戦略行動計画（2014-20；以後「行動計画」と記す）

1   同様の原子力エネルギー目標は、2014年5月にNDRC、能源局、および環境

保護部が共同で作成した「大気汚染の防止・抑制を強化するためのエネルギー産

業行動計画」に記述されている。
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を公表した。この行動計画に関する内部文書は、内陸部での原発建設にはさらな

る調査と安全性の証明が必要だとしている（CNEA 2014b）。また行動計画の公表

前後になされた各種報道も「中国内陸部の原発建設にはなお多くの議論が存在し

ている」とする一方、CNEA幹部は報道機関に対し、内陸部の原発建設を進める

にあたっては「何度も繰り返し安全性を立証せねばならない」と述べている

（CNEA 2014a）。

　さらに2016年3月、ヌル・べクリCNEA局長は天然資源防護協議会（NRDC）

副議長と共同で発表を行ない、内陸部における原発建設を促進する目的で中央政

府の数値目標を使ったとして、各省政府と原子力業界をあからさまに非難した。

その中でべクリは、「第13次5ヵ年計画に取り入れられた原子力発電の増強目標

（58GW）を達成するには、沿岸部の原子力発電所で十分だ」と述べている（Xie 

2016）。その上で、内陸部における原発建設を「再開する予定はない」と語り、

CNEAとしては安全性が「絶対的に保証される」場合にのみ内陸部のプロジェク

ト再開を勧告するとした（Xie 2016）。こうした異例の厳しい発言―厳密に言え

ば、安全性の絶対的保証は不可能である―は二つのことを示唆している。第1

に、沿岸部以外で原子力発電所を建設するにはいまだ大きな政治的障壁が立ちは

だかっていること、そして第2に、NDRCと国務院は低調なエネルギー需要のお

かげで、内陸部の建設再開を求める省政府および原子力業界の圧力に、より耐え

られること、である。第2の点は、先に論じた石炭火力発電能力の余剰分の地域

分布を検討することで裏付けられる。内陸部に位置する二つの地域送電網―北

西部送電網と中央部送電網―において、提案中の石炭火力発電所が全て稼働を

開始したならば、その合計発電量は4万1,010MWとなり、発電能力の余剰は4

万7,300MWとなる（Yuan et al. 2016: 142）。

新型原子炉の設計に関する問題点

　国務院が2011年から12年にかけての検討を経て布告した政策変更による第2

の制限は、「新規に建設される原子力発電設備は、第3世代技術の安全基準を満

たさなければならない」という規制である（Wen 2012）。これが原子力の急速な
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拡張に突きつける問題は、第3世代型つまり最新型の原子炉が、中国だけでなく

世界各国においてより高額なものとなり、しかも建造により多くの年月を要する

ようになっているという事実である（Schneider et al. 2015）。

　福島原発事故の発生以前、中国政府の原子力部門担当者と政策決定者は、第3

世代型原子炉の開発を、中国の原子力部門における主要な技術目標と認識してい

た。また政府が2005年に公表した「国家中長期科学技術計画（2006-2020）」で

も、研究開発が優先的に行なわれる分野として「最先端大規模加圧水型原子炉」

の国産化が挙げられている（Mu 2010: 380）。だがこうした目標にもかかわらず、

福島原発事故当時、中国は第3世代型原子炉技術の国産化をまだ進めている最中

だった。2011年当時、中国で建設中だった27基の原子炉は、CNP-600、CPR-

1000、AP1000、および欧州加圧水型原子炉（EPR）の各タイプで構成されてい

た（WNA 2011）。これらの中で中国製のCNP-600とCPR-1000は第2世代に分類

されており、ヨーロッパ製およびアメリカ製のモデルに比べ安全性が低いと考え

られていた
2

。中央政府はこれを受け、西洋型モデル（この場合はAP1000）の改

良型を基に国産の第3世代原子炉を開発すべく、「原子力発電自立プログラム」

の策定を命じた。しかし福島原発事故のわずか1年前である2010年、清華大学

の科学者2名は「中国は第2世代原子炉の技術を基本的に修得したが、第3世代
4 4 4 4

型の開発に必要とされる研究開発
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

はいまだ不十分である」とした（Zhou and 

Zhang 2010; 4283、傍点著者）。ゆえに福島原発事故当時、中国に独自の第3世代

原子炉を建造できる能力がなかったことは明らかである。

　にもかかわらず、中国の原子力業界は国民を安心させるべくすぐさま行動に移

り、第3世代型原子炉を土台とする原子力発電の拡大は引き続き安全に行なわれ

ると強調した。一例を挙げると、中国電力投資集団公司の総経理を務めるルー・

チーチョウは「大地震に襲われた日本の原子力発電所で用いられている原子炉は

2   2010年の時点で第3世代原子炉に分類されているのは、AP1000、改良型沸

騰水型軽水炉（ABWR）、高経済性単純化沸騰水型原子炉（ESBWR）、欧州加圧

水型原子炉（EPR）、そしてロシア型加圧水型原子炉（VVER）のみである。この

うちESBWRは2010年当時まだ認証を受けていなかった。
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第2世代型であり、緊急時に冷却システムを作動させるには予備電源に頼らなけ

ればならない」とし、その一方「中国沿岸部で建設中であり、また広大な内陸部

でも導入が予定されているAP1000原子炉は第3世代型なので、こうした問題を

克服する安全策を備えている」と指摘している（Xinhua 2011）。

　こうした発言は、競争力強化を目指す中国原子力業界による一連の行動につな

がった
3

。中国は第3世代原子炉を独自に建造できる能力をまだ有していないた

め、第3世代の技術を活用するには、AP1000をはじめとする西洋型のモデルに

頼る必要があった。しかし「第3世代型原子炉技術を……受領するにあたり、外

国組織と契約書を交わす」ために必要な政府の許可を得ているのは、国家核電技

術有限公司（SNPTC）ただ1社だった（SNPTC 2011）。福島原発事故後の新規原

子力発電所では第3世代原子炉のみが稼働を許されると中国国内で予測されたこ

とを受け、SNPTCは2011年5月―事故からわずか2ヵ月後―にウェスティ

ングハウス・エレクトリック社の幹部と会合を持ち、同社製の原子炉が中国の原

子力市場を独占することになるだろうと述べた（Li and Tranum 2011）。

　中国の原子力業界におけるライバルたちが、自らの市場シェアを脅かしかねな

いこうした動きに反応するまで、それほど時間はかからなかった。同国の原子力

部門を構成する他の有力2社、すなわちCNNCとCGNPCはただちに独自の原

子炉開発を始めることでこれに対処した。両社によると、その原子炉は第3世代

型の技術的な要求を満たすものだという。

　2011年11月、CGNPCはACPR1000新型原子炉の「完全な知的財産権」―

輸出に必要不可欠な条件―を取得したと発表する。ACPR1000は「第3世代型

原子炉テクノロジーの国際標準を満たす」にあたり福島原発事故の教訓を取り入

れたと、同社は述べている（Pan 2011）。それから数ヵ月後の2012年1月に開催

された第3回アジア原子力サミットでは、CNNCも独自のACP1000原子炉を発

3   各種報道も「中国が原子力技術の安全性により焦点を当てる中、アメリカの

ウェスティングハウス・エレクトリック社が開発したAP1000第3世代原子炉の

技術を、将来建造する原子力発電所に導入する可能性が高い」という印象を広め

ている（Liu 2011）。
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表した（Zhou 2012）。それらに加え、CNNCとCGNPCは華龍1号という第3世

代型原子炉を共同で開発し、2014年に国家原子力安全局の認証を受けている

（Hore-Lacy 2014）。華龍1号が単一の原子炉なのか、あるいはCNNCとCGNPC

がそれぞれ別に設計した2種類の原子炉を同じ名前で呼んでいるのかについては、

今も議論が分かれている（Yu 2016a; �omas 2017）。

　こうした問題にもかかわらず、華龍1号は中国が誇る最先端の原子炉として国

外への売り込みが熱心に行なわれており、2015年2月にはCNNCとアルゼンチ

ンとの間で輸出契約が結ばれている（World Nuclear News 2015）。また2016年3月、

CGNPCとCNNCは海外市場における華龍型原子炉の販売を促進すべく、対等

出資で新会社を設立した（World Nuclear News 2016）。中国の原子力業界は華龍1号

の海外展開をさらに拡大する手段として、習近平国家主席が打ち出した「一帯一

路構想」の活用も始めている。2016年3月、CNNCの孫勤総経理は、原子力発

電の開発を目指す「一帯一路」地域の40ヵ国以上において、華龍1号が20ない

し30パーセントの市場シェアを獲得するという野心的な期待について語った

（CNNC 2016）。

　CNNCとCGNPCがこれらの新型原子炉を開発するのに要した時間は、第3世

代原子炉の安全基準を本当に満たせるかどうかに関する深刻な問題を提起してい

る。両社が原子炉輸出市場への参入を目指し、福島原発事故以前から第3世代型

原子炉の開発を公にしていたのは確かだが、ACPR1000、ACP1000、そして華龍

1号の開発に対する真の原動力は、2011年の原発事故後に初めて生じたものであ

る（World Nuclear News 2010）。なおウェスティングハウス社のAP1000原子炉は

2012年2月にアメリカ国内での建設を認められた（Hargreaves 2012）が、アメリ

カ原子力規制委員会（NRC）が検査を行なった原設計の修正箇所は19しかない。

さらに、AP1000自体がAP600原子炉の修正型であり、NRCはその13年前の

1999年に「NRC職員、エネルギー省、電力研究所および支援機関、ウェスティ

ングハウス社およびその下請け企業ならびにパートナー企業による、10年間に

わたる数百万ドル規模の努力」を経てAP600に認可を与えていた（Westinghouse 

Electric Company 2000）。

　中国企業が第3世代型原子炉の開発に比較的短い期間しか要しなかったことは、
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これらの中国製モデルが第3世代型と呼ばれているのは名目に過ぎないことを示

唆している。事実、これら新型原子炉の開発を追い続けたアナリストたちは、そ

のいずれも福島原発事故以前から中国で数多く建造されている第2世代原子炉

「CPR-1000の拡張版」に過ぎないとしている（Hinze and Zhou）。華龍1号はすで

に認可されているが、その設計は「初期段階」にとどまっているという
4

。

　中国ではより進化した原子炉（フランスおよびアメリカからの輸入）の建造が

行なわれているものの、それに伴い巨額のコスト超過と長期の遅延に悩まされて

いる。台山で建設が進められているEPR1号機と2号機は元来それぞれ「2013年

末および2014年秋の稼働開始」を予定しており、フランスのアレヴァ社も「そ

の時点でさらに多くの原子炉建設に取り掛かっている」ものと期待していた

（�ibault 2010）が、どちらの望みも叶えられることはなかった。しかし2016年1

月、台山1号機で冷態機能試験が実施される（Taishan Nuclear Power Joint Venture 

Co. 2016）。これは原子炉への燃料装荷前に完了することを義務づけられた使用

前検査の一つである。そして同年3月、CGNPCの幹部は台山1号機の稼働開始

を2017年と予測した（Chaffee 2016）。

　中国は三門および海陽の両原子力発電所で第3世代原子炉AP1000を建造して

いるが、そのいずれも長期の遅延、巨額のコスト上昇、そして安全に関する問題

の発覚など深刻なトラブルに見舞われている（Stanway 2014; Yap and Spegele 2015; 

Lok-to 2016）。これら原子炉の主たる問題の発生源は、アメリカのカーチス・ラ

イト社が製造した冷却ポンプである。冷却ポンプは原子炉内で水を循環させ、炉

心内の核分裂によって生じた熱を運ぶ役割を果たしているが、原子炉冷却ポンプ

に異常があると安全上重大な結果を引き起こしかねず、中国の原子力関係者も以

前から懸念を表明していた。たとえば2013年には、CNNCの元副総経理がこう

不満を漏らしている。「我が国の国家指導者は（原子力の安全性に）重点を置いて

いるが、プロジェクトを遂行する各企業は同じ程度の認識を持っていないように

思われる」（Ng 2013）。その結果が度重なる遅延だった。2017年1月の時点で4

基のAP1000原子炉が年末までの稼働開始を予定していた（World Nuclear News 

4   2015年3月9日に送られたC・F・Yuの私信より。
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2017）が、その通りになったとしても、AP1000による電力供給は当初の計画か

ら4年も遅れているのである。

　緩慢な建設ペースは原子力発電の目標値を押し下げただけでなく、コストの上

昇という結果ももたらした。中国原子力エネルギー局が行なった推計によると、

第3世代型原子炉の建造費用（AP1000の場合、1キロワット（kW）あたり2,300

ドル）は第2世代型原子炉の建造費用（CPR1000の場合、1kWあたり1,750ドル）

に比べてはるかに高いとされる（IEA/NEA 2010: 48）。また最近では、華龍1号の

開発副責任者が「華龍1号の建造費目標は……建造数が大規模になった時点で」

1kWあたり2,500ドルに上ると予想している。「建造数が大規模になった時点で」

という但し書きを入れたのは、初期の建造費用はそれよりはるかに高額で、キロ

ワットあたり2,500ドルという水準があくまで将来の努力目標に過ぎないことを

ほのめかしている。さらに、他国における原子力発電所の建設を特徴づけている

コスト上昇と消極的学習のパターン（Boccard 2014; Grubler 2010; Koomey and 

Hultman 2007）が中国でも繰り返されれば、キロワットあたり2,500ドルという

目標は永遠に達成されないだろう。また別の新聞記事も、華龍1号の建造費用が

キロワットあたり3,000ドルに達すると暗にほのめかすことで、第3世代型原子

炉のコスト上昇の見通しをさらに裏付けている（Abe 2016）。

　こうした高額の建造費がもたらす影響として、需要の鈍化に直面した中国政府

が原子力に代わるより安価なエネルギー源の採用を決める可能性が挙げられる。

とりわけ風力および太陽光エネルギーの発電能力は急速な高まりを見せており、

コスト低減も顕著である。ゆえに、2000年以降の10年間と比べ、原子力発電の

拡大目標はより控えめなものになると予想される。

原子力政策を形作る世論

　中国において原子力発電所の新規建設を妨げている第3の要因は、原発立地に

反対する世論の声に対し、政府がますます敏感になっていることである。福島原

発事故以降、中国国民は原子力関連施設がもたらすリスクを強く認識するように

なった。福島原子力発電所に最も近い江蘇省連雲港市の田湾原子力発電所の近隣
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住民を対象に、2008年8月と2011年3月～4月の2度にわたって実施された調査

の結果、原子力発電所に対する支持は劇的に減少した（Huang et al. 2013）。「我が

国は原子力発電を活用すべきである」という設問に賛成だった回答者の割合は

68パーセントから32パーセントへ減少しており、「原子力発電所の数を直ちに増

やすべきである」という設問についても、賛成した回答者の割合は40パーセン

トから17パーセントに減少していた。また「我が町」に原子力発電所を建設す

ることに賛成だった回答者の割合が23パーセントから8パーセントに減る一方、

「どちらとも言えない」と答えた者の割合も64パーセントから38パーセントに

減っている。それとは対照的に、反対する者の割合は13パーセントから54パー

セントに増加した。また調査の結果、原子力発電がもたらす利益への理解と、政

府に対する国民の信頼が大きく減少する一方、原子力発電に関する知識が大幅に

増えたことも判明している。

　他の地域で行なわれた同様の調査も、原子力の安全性と原発事故に対する国民

の懸念が高い水準にあることを示している（Sun, Zhu, and Meng 2016）。また中国

は、福島原発事故の前後における原発容認度の差異が世界で5番目に大きい国と

なっている（Kim, Kim and Kim 2013）。ある世論調査では回答者のうちの半数以

上が、自宅と原子力発電所との距離が80キロメートル以上あれば安全だと答え

た（He et al. 2014）。

　福島原発事故以降、中国における原発反対の声はますます高まりを見せている

（Buckley 2015; Lok-to 2016）。とりわけ2016年8月には、連雲港市で市民による大

規模な反対運動が発生した。連雲港は他の5ヵ所とともに、CNNCが1,000億元

（150億ドル）の資金を投じ、フランス企業アレヴァの技術を用いて核再処理施設

を建造する候補地とされていた（Green 2016）。週末にあたる2016年8月6日から

7日にかけ、建設計画に反対する数千の市民が集まり、彼らはより大きな国民の

支持を得ようとWeChatといった中国版ソーシャルメディアを広範囲に活用した

（Liu 2016）。参加者は原子力全般に反対するだけでなく、福島原発事故と連雲港

市を関連づけ、「地震活動が活発な地域」に放射性物質を貯蔵することは不適切

で危険だと主張した（Green 2016: 4）。さらに、我が町に再処理施設を建設する政

府の決定には透明性が欠けていると、彼らは苛立ちを募らせている。サウス・チ
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ャイナ・モーニング・ポスト紙の記事によると、地元住民が再処理施設の立地を

知ったのは、国家国防科技工業局が新聞発表を行なった後のことだという（Li 

2016）。ある住民はこう語る。「政府はこのプロジェクトを秘密にした。国民がそ

れを知ったのはつい最近のことだ。だからほとんどの人が心配しているんだよ」

（Hornby and Lin 2016）。

　再処理施設の立地に関する最終決定はまだ下されていないと、連雲港市当局が

市民を安心させようとしたにもかかわらず、抗議運動は8月8日から9日にかけ

て続いた。そして翌10日、市当局は劇的な政策転換を行ない、「核燃料リサイク

ルプロジェクトの用地選定に関わる予備作業を延期する」と発表する（Li 2016）。

それと同時に当局は反核運動のさらなる拡大を押しとどめる措置を強化した。連

雲港市で予定されていた抗議運動の「噂を撒き散らした容疑」で少なくとも一人

を逮捕すると同時に、港を運営する連雲港港口有限集団公司の労働者に対し、

「噂を信じない」「噂を広めない」および「違法な集会に参加しない」ことを誓約

する文書に署名させた（Henochowicz 2016）。

　中央政府も連雲港の動静に注目した。8月11日、政府当局は検閲指示を発令し、

「連雲港核廃棄物プロジェクトの延期決定を注意深く歓迎する」と題した捜狐メ

ディアグループの記事を削除し、かつ転載しないよう、各報道機関に命じた。捜

狐の記事は原子力プロジェクトにまつわる政府の透明性の欠如を批判し、プロジ

ェクトの延期決定を「正しい反応」と評価するとともに、「核廃棄物に反対する

国民の声を過小評価」しないよう政府に警告する内容だった（Wade 2016）。

　連雲港プロジェクトの停止決定は、計画中の原子力関連施設が国民の反対を受

けて中断に追い込まれた最初の例というわけではない。それ以前にも、山東省乳

山の紅石頂原子力発電所、広東省江門市の核燃料サイクル工場、そして福建省の

恵安原子力発電所プロジェクトが中止されている（Sheng 2014）。

　中国におけるこれら将来の原子力プロジェクトが中止された以上に大きな意味

を持つ出来事として、国務院法制弁公室が2016年9月に「原子力発電管理規則

（原電管理条例）」の改正案を発表し、新規原子力プロジェクトの用地選定にあた

り世論を考慮に入れるよう初めて事業者に求めたことが挙げられる。この改正案

が発表されたのは連雲港における抗議運動の直後であり、「日本の福島で発生し
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た原発事故は、原子力の安全性に関する疑問を再び国民の間に引き起こし、また

不安と反対の感情が時々生じる原因ともなった」と法制弁公室は記している

（Stanway 2016）。NDRCとCNEAによって起草された改正案は事業者に対し、全

ての新規原子力プロジェクトについてそれが「社会安定性」に与える影響を省政

府と共同で評価するとともに、公聴会を通じて広く世論を吸い上げるよう命じて

いる。それに加え、改正案は国民が原子力発電に関する政府の情報を閲覧できる

権利を有しているとした（J. Wang 2016; Stanway）。そしてこの改正案は最終的に

「原子力プロジェクトの建設および監視に国民がより深く関与できる」ことが目

的であると、国務院は主張したのである（Stanway 2016）。

　この規則改正案は、再処理施設計画を中断させた連雲港市当局の決断と合わせ、

中国における将来の原子力発電所計画において世論が第3の重要な制約要因にな

ったことを示している。原子力発電に対する国民的な反対の高まりが全国規模の

反体制運動を引き起こすのではないかと、中央政府と地方政府は懸念を募らせて

いる。こうした懸念に対し、中央および地方政府の当局者たちは検閲、拘束、労

働者の弾圧といった従来の方法を用いる一方、国民の懸念に一定の譲歩を示した。

連雲港再処理施設プロジェクトの延期、原子力政策の意思決定における透明性の

確保と国民参加の強化を目的とした規則改正がその例である。本章を執筆してい

る時点で、実際に中国国民が意思決定過程により深く関われるかどうかを判断す

るのは時期尚早である。しかし連雲港市当局と国務院が見せた素早い対応は、政

府が世論に敏感になっていることを如実に物語っている。福島原発事故後におけ

る中国国内の反核感情の高まりから判断して、世論はこれからも原子力発電の拡

充を妨げる要因となるだろう。

結　論

　中国における原子力発電の将来像は、もはやこれまでのものとは異なっている。

10年前、中国は原子力発電に関する極めて野心的な目標を設定し、それを達成

した上、さらに野心的な目標を定めるという評判を得ていた。しかしそれは今や

過去のものである。経済が本質的に変化した結果、エネルギー需要の増加率は著
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しく減少した。それがあまりに急激だったため、中国は現在過剰な発電能力を抱

えている。その結果、多くの発電所において稼働時間が以前よりも短縮された

（前述の通り）。にもかかわらず、体制が抱える惰性的な性質により、原子力発電

所を含むさらに多くの発電所が今後数年間で稼働を開始する。ゆえに、電力需要

と発電能力の不一致はこれからさらに深刻さを増すと予想される。結果として、

原子力発電の成長率も下がることが予想されるのである。

　中国国内におけるこうした変化は、原子力事業者や製造業者を原子炉の輸出へ

と突き動かす役割を果たした。とりわけこれら事業者が目標としているのは西ヨ

ーロッパ市場への参入―イギリスのヒンクリー・ポイントC原発がその一例
―であり、巨額の投資をもってそれを行なおうとしている。ある面から見れば、

これは中国原子力産業の成熟と技術的能力の向上を示すものと言えよう。しかし

それとは異なる点から見てみると、国内市場の成長率鈍化に対する反応であると

も考えられる。ゆえに原子炉の輸出は、さらなる建造を続ける手段となったので

ある。しかし輸出市場への参入は容易なことでなく、とりわけ安全面で問題なく

稼働する原子炉を中国が供給できるか否かについて数多くの疑問が残っている

（�omas 2017）。また中国は国外で原子力事業を行なった経験がほとんどない。

ヒンクリー・ポイントC原発に対する投資はこうした懸念の一掃が目的であり、

その実行には中国の経済的影響力が行使されている。その結果、イギリスは見返

りとしてブラッドウェル原発における中国製原子炉の導入を認めるのではないか

という観測がなされた。

　それに対する第1の反論として、中国は化石燃料とりわけ石炭への依存を減ら

す途上にあり、その手段として老朽化した石炭火力発電所を閉鎖し、再生可能エ

ネルギーや原子力など、化石燃料を使わない新たな発電所の需要を生み出してい

る、というものが挙げられよう。それは確かに間違いないが、本章の前半の記述

は、原子力発電所に内在する制約―長期の建設期間、巨額の費用、原子炉設計

の輸入にまつわる諸問題、そして何より、沿岸部における原発用地の不足―の

ため、化石燃料発電所は原子炉でなく再生可能エネルギー―風力および太陽光

発電―の施設によって置き換えられる可能性が高いことを示唆している。

　第2の反論として、原子力エネルギーはベースロード電源とみなされているが、
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太陽光や風力ではこのような機能を果たすことができない、というものがある。

再生可能な電力源と原子力との間には重要な違いがいくつもあるが、中国経済の

構造変化、およびエネルギーを大量に消費する製造業―鉄鋼業およびセメント

業など
5

―からの脱却が進んだ結果、こうした主張は説得力を失いつつある。

中国における電力需要のパターンを支配しているのは、産業面のエネルギー需要

なのである。

　本論は示唆的なものであって断定的なものではないと、ここに改めて強調する。

内陸部における原発建設を支持する勢力と、そうした動きに反対する勢力との間

の政治的な権力バランスが変化し、新規原発の立地に関する制約が取り払われる

可能性も当然ながら存在する。しかし現状を見ると、そうなる可能性は低い。内

陸部での原発建設を支持する勢力が、エネルギー需要の低成長時代を迎える前に

反対派を屈服させることができないとすれば、エネルギー需要の成長率がますま

す低くなり、かつ原発建設に地元住民が反対の声を上げるという状況の下、彼ら

の勝利の可能性はますます低くなる。

　こうした事態の推移や変化が意味するのは、中国が原子力から脱却しつつある

ということではない。しかしこれまでの想定とは対照的に、中国が世界的な原子

力拡充の推進力となる可能性もまた低いのである。

〔献辞〕

　本章は先行研究（King and Ramana 2015）の一部を土台にしているが、構成と論旨は完
全に変えている。また2014年8月12日から14日にかけてキャンベラのオーストラリア国
立大学で開催されたワークショップ「東アジアにおける原子力：費用と効用」に筆者らを
招待し、本書の草稿に貴重な論評を加えたピーター・ヴァン・ネスに感謝したい。さらに、

5   ベースロード電源の重要性が失われつつある事実は、各国で実施された様々

な研究調査によって実証されている。イギリスの例を挙げると、「英国における

現在の電力需要パターンの下、同国の電力システムが、風力によって生み出され
4 4 4 4 4

る電力の
4 4 4 4

平均およそ30パーセント、および太陽電池による電力の平均10パーセ

ントを確保すれば、ベースロード電源の必要性は消滅する」ということが研究に

よって明らかにされている（Smith and Grubb 2016: 3、傍点は原文より）。
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価値ある意見を送ってくれたウェイ・ペン、ビル・スウィート、スティーヴン・トーマス、
C・F・イー、そしてデレク・アボットの各氏にも深い感謝の気持ちを捧げたい。
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第5章

韓国原子力産業の政策と慣行への反対運動

ローレン・リチャードソン

要　旨
　2011年3月（3.11）に日本を襲った一大危機は、反核運動が世界

中で再燃する契機となった。それは日本に最も近く、福島からの放

射性降下物が観測された韓国も例外ではない。本章では、3.11後に

政府が下した原子力エネルギー生産の拡大決定に対し、韓国の反原

発運動が一見無力だった理由を検証する。韓国における反原発運動

の限界は、エネルギー政策の意思決定が高度に不透明化されている

こと、政府の掲げる「グリーン成長戦略」に原子力が組み込まれて

いること、そして反原発運動の戦略に不十分な点があることに起因

する。こうした阻害要因にもかかわらず、反原発運動は原子力業界

に最近及んだ国内的な衝撃を見事に利用し、韓国政府の原子力エネ

ルギー目標をわずかではあるが削減させるという、大きな結果を生

み出したのである。
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序　論

　2011年3月（3.11）に日本の北東部を襲った大地震と、その後福島第1原子力

発電所で発生したメルトダウンは、世界の原子力業界に大きな影響を与えた。震

災直後、ドイツやスイスなど遠く離れた諸国さえも、原子力エネルギー計画の完

全な停止を選択した。被災地により近い台湾では政府主導で段階的な脱原発が進

められており、同国で4番目となる原子力発電所の建設計画も中断された。これ

らの政策転換は、福島の危機を受けて発生した全国的な反原発運動によって引き

起こされたものである。しかし、いささか意外なことに、日本に最も近い韓国は

全く逆の反応を見せた。福島からの放射性降下物が自国の領域にまで達したにも

かかわらず（Hong et al. 2012参照）、韓国政府は3.11以降も原子力エネルギー計

画を加速させ、原子力技術の輸出大国となる計画を推し進めたのである。事実、

李明博大統領は震災からわずか数ヵ月後、国内の原子炉を倍増させるという政権

がそれまで掲げてきた目標を繰り返すとともに、原子力技術は引き続き重要な輸

出分野であると強調した。

　この反応はいくつもの点で不可解であった。はじめに、ドイツやスイス、台湾

と同じく、韓国の反原発運動も福島原発事故を受けて前例のない規模に拡大した

が、表向きはまったく成果を挙げていない。反原発運動の高まりは原子炉の安全

性に対する国民の信頼が揺らいだためであることは明白であり、運動家たちは原

子力エネルギー政策に大きな課題を突きつけている。さらに、長きにわたって国

家を支配した独裁政権が1980年代後半に終焉を迎えた後、韓国の市民社会は

様々な政策分野に強い影響力を及ぼすようになっているが、原子力の発電能力を

増強するという政府の決定の前に、運動家たちは無力に思われる。福島原発事故

が起きた年、韓国の市民団体が日韓で検討されていた防衛協定を中止に追い込ん

だこと、および「元慰安婦」らが外交部に対し、より強い姿勢で日本政府との外

交交渉に臨むよう圧力をかけたこと―いずれも政治的影響力をふるった多くの

例のうちの二つに過ぎない―を考えれば、これはやや不可思議に思える。

　ならば、韓国の反原発運動が原子力政策に関する政府の決定を覆せなかったの
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はなぜなのか？　表向き成果を挙げていないのは、韓国の原子力エネルギー政策

に運動が影響力を有していないからなのか？　その力を妨げている要因は一体何

か？　本章では、韓国の原子力エネルギー産業が1980年台後半から2016年にか

けて維持してきた政策および慣行を変えようとする反原発運動の分析を通じ、こ

れらの疑問に対する解答を求める。反原発運動が直面している課題の一部は、韓

国における原子力エネルギーの構造的発展から生じたものであり、本章ではまず

このプロセスの進行過程を概説する。次いで福島原発事故前後における反原発運

動の実効性を検証し、その目標と戦術について言及する。そして反原発運動に対

して政府が無関心を装った理由の検証を行ない、最後に原子力エネルギー政策に

対する二つの差し迫った阻害要因を検討して本章を締めくくる。

　ここで本章における3つの主要な論点を提示する。第1に、核廃棄物処理施設

の建設を防ぐにあたり、反原発運動は新規原子力発電所の建設を阻止する戦略よ

りもかなり多くの成果を挙げた。第2に、反原発運動が原子力発電を廃止に追い

込めなかったのは、韓国におけるエネルギー政策の意思決定が高度に不透明化さ

れていること、政府の掲げる「グリーン成長戦略」に原子力が組み込まれている

こと、そして反原発運動の戦略に不十分な点があることに起因している。第3に、

こうした制約にもかかわらず、反原発運動は原子力産業に最近及んだ国内的な衝

撃を見事に活用し、政府の原子力発電目標を縮小させるという結果をもたらした。

韓国における原子力エネルギー政策の発展

　朝鮮戦争（1950～53）後に始められた韓国のエネルギー政策は、経済成長を実

現し、輸入への依存を最小化し、長期にわたるエネルギー安全保障を確保する必

要性によって進められてきた。1950年台後半、韓国政府は戦争によって壊滅状

態となった経済を復興させるべく、その手段として原子力発電計画の推進を決定

する。原発はエネルギーの安定供給をもたらし、輸出主体の経済成長を容易にす

るとともに、価格の高い石油、石炭、ガスの輸入に対する依存を軽減するものと、

政府幹部は想定していた。この目標に向け、韓国は1957年に国際原子力機関

（IAEA）に加盟、その後1958年に核エネルギーに関する法律第483号を施行する
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とともに、翌1959年には原子力院を新設した。

　1960年代から1980年台後半まで続いた独裁政権による強権の下、原子力政策

の遂行が国民の反対運動に妨害されることはほぼなかった。事実、朴正煕政権

（1961-79）は反共産主義法および国家安全保障法を盾にデモ参加予定者の弾圧に

乗り出し、催涙ガスや戒厳令といった手段で彼らを制圧した。その裏では1962

年に同国初の原子炉となる小型研究炉が臨界に達している。それからおよそ10

年後、朴政権は港湾都市釜山に古里原子力発電所を建設するよう指示し、1978

年に運転が開始された（Hwang and Kim 2013: 196）。

　独裁政権が続いたことに加え、アメリカ合衆国との同盟関係も原子力エネルギ

ー発展のさらなる原動力となった。韓国政府が原子力エネルギー計画に乗り出し

た結果、アメリカの原子力業界、韓国の複合企業（財閥）、そして韓国政府の間

で利害の一致が生じたのである。アメリカの各原子力関連企業は反共諸国に原子

力技術の導入を進めるという明確な目標を掲げており、韓国を魅力ある潜在的市

場とみなした。事実、1978年に韓国初の原子炉―古里1号―を建造したのは

コンバッション・エンジニアリング（後にウェスティングハウス・エレクトリック

社に吸収）というアメリカ企業であり、黎明期にあった韓国原子力産業に技術的

ノウハウをもたらす結果となった。

　一方、アメリカ政府は同盟国の原子力エネルギー政策に対し一定の影響力を確

保したいと望んでいたが、このことは韓国に独自の核兵器開発を諦めさせた事実

によって裏づけられている。北朝鮮による軍事的圧力の増大と、1971年に実施

された米軍数千名規模の一部撤退は、朴大統領に核兵器の開発とその拡大という

野望を抱かせた（Hayes and Moon 2011）。1972年に締結された「核エネルギーの

民間利用に関するアメリカ合衆国政府と韓国政府との間の協力合意」を通じ、韓

国に対する核物質および原子力技術の提供は発電目的に限ると宣言することで、

アメリカ政府はこうした野望を抑え込もうと試みる。またこの合意文書は、ウラ

ン濃縮を禁じるとともに、燃料サイクル計画および原材料の供給を制限すること

で、韓国の核兵器保有能力を一層低くした。1970年代中盤、韓国原子力研究所

はベルギーから再処理施設を購入することで合意内容の抜け道を見つけようとし

たが、アメリカ・カナダ両政府は韓国に金融面で圧力をかけて取引を潰し、さら
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にアメリカ政府は原子力エネルギー計画に対する支援打ち切りをほのめかした

（Hayes and Moon 2011: 51-3）。こうした圧力の結果、朴大統領は1970年代末に核

兵器の開発・拡大計画を断念している。

　1980年代初頭から中盤にかけ、韓国における原子力発電の拡大は市民の反対

にほとんど妨害されることなく進められた。これは民主化の達成が国民の意識の

大半を占めていたことが大きい（Leem 2006）。こうした状況の下、韓国電力公社

（KEPCO）はアメリカ原子力企業の支援を受け、新たに原子炉8基の建造を監督

した。その結果、1980年代末の時点で韓国の原子力業界は電力総需要の45パー

セントを供給するまでに発展し、技術面でも事実上の独立を果たした。かくして

原子力発電は、韓国の急速な工業化と経済発展に深く結びつくようになったので

ある。

原子力に反対する草の根運動

　しかし1980年代後半に民主化運動が始まる中、原子力産業は大きな社会的抵

抗運動に直面する。独裁政権に対する市民の暴動が10年にわたって続いた後、

韓国国民は朴政権下の発展モデル、とりわけ原子力への傾倒に疑問の声を上げ始

めた。この声は政治的自由の拡大とともに一層大きくなり、初期の反核運動を

徐々に引き起こしていった。初めの頃、こうした運動は原子力発電所の周辺地域

にとどまっていたが、福島原発事故に刺激されて全国的に拡大する。韓国から原

子力を一掃するという反核運動の最大目標は結局実を結ばなかったものの、核廃

棄物処理施設の建設を各地で中止に追い込むことには成功した。本節では3.11

の前後それぞれで反核運動が用いた戦術を検証する。

第1段階：福島以前

　韓国の反核運動は様々な環境保護団体やその他市民団体の融合体として生まれ

た。1980年代末に多数発生したチェルノブイリを含む原発関連の事故に刺激さ

れ、さらなる環境破壊を防ぎ、着実に悪化している国内の公害を食い止めるべく、

国民は力を集め始めた。その第1段階として原子力廃絶国民本部が設立され、原
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子力発電に反対する草の根運動が始められる。こうした運動が初めて大きな成果

を挙げたのは、放射性廃棄物の処理問題においてである。国内電力の50パーセ

ント近くが原子力によって賄われていた1980年代当時、使用済み燃料の保管施

設は満杯に近づきつつあり、放射性廃棄物の保管が重要な課題として現われつつ

あった。運動家たちはこうした状況を、環境面の一大危機と認識する。1986年

に政府が核廃棄物処理施設の候補地を初めて公表したところ、激しい反対運動が

起きた―こうした例はその後幾度も繰り返される。市民は放射性物質の危険性

を叫びつつ、政府機関や処分場の候補地で大規模な反対運動を繰り広げた。この

ような初期の草の根運動は大成功を収め、8年間で12の核廃棄物処理施設を建設

中止に追い込んでいる（Sayvetz 2012）。

　国民によるさらなる反対を乗り越えるべく、韓国政府は処理施設の候補地とし

て遠く離れた場所に注目し始めた。1990年代中盤、政府は同国西岸の堀業島と

いう小島を候補地に選定する。しかしこの計画は秘密裏に進められたため、計画

の存在が明らかになった結果、怒りの抗議運動が展開された。この時、建設反対

運動の中核となったのが韓国環境運動連合（KFEM）である。会員数1万3,000名

以上を誇るKFEMは様々な市民団体と共同で運動を進め、住まいの近くで放射

性廃棄物が処理されることに強く反対する堀業島の住民を支援した（Sayvetz 

2012）。また建設反対が広範囲にわたっていることを示すため、KFEMは市民集

会を主催するとともに、数千名が署名した嘆願書を提出している。

　政府が遅ればせながら候補地に関する公聴会の開催に同意した際、市民団体の

代表者らは堀業島に活断層が存在していると懸念の声を上げた。しかし彼らの不

安は表向きには聞き入れられなかった。結果的に世論の圧力はますます強まり、

1995年春、堀業島に程近い徳積島の住民―同じく処理施設の将来的影響を恐

れていた― 300名がソウルの科学技術部庁舎前で抗議運動を行なう。激しい反

対に直面した政府は IAEAから専門家を招き、候補地の調査を行なうことを余儀

なくされた。その結果、活断層の存在が確認され、核廃棄物の保存に適さないと

いう住民の声が正しいことが立証された。こうした事態の進展を受け、政府は

1995年11月に堀業島への建設計画を断念している。

　1990年代から21世紀初頭にかけ、こうした運動はその後も放射性廃棄物処理
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場の建設に反対し続けた。しかしその試みは本質的に一地域内にとどまる傾向が

強く、計画を中止に追い込んだ後は解散してしまうのが常だった。

第2段階：福島以降

　福島で発生した原子炉3基のメルトダウンを受け、韓国の反原発運動は一種の

復活を遂げた。今回の運動はより多様な団体および個人の参加と、活動範囲の広

がりによって特徴づけられる。三重のメルトダウンに至った福島第1原発の映像

がメディアを通じて韓国全土に流れる中、様々な宗教団体、労働組合、生活協同

組合、職業団体、非政府組織、学会、そしてPTAが結集し、核のない未来を訴

えた。さらに3.11危機は、同じ志を持つ周辺諸国の活動家と協力することで、

反原発運動が多国籍化する原動力となった。その推進役は韓国のカトリック団体

であり、日中の反原発運動家とともに東アジア市民社会ネットワークを形成する

と宣言している。このネットワークの目的は、現在これら三国間で高まっている

緊張状態にかかわらず、原子力産業に対抗すべく統一戦線を形成するというもの

である。その設立趣意書には次のように謳われている。「原子力の危険性に関す

る知識を共有し、自然エネルギーについての技術と英知を広めることで、東アジ

アは対立でなく平和の中心に、破壊でなく生命の中心になるだろう」（East Coast 

Solidarity for Anti-Nuke Group 2012）。東海岸反核団体共同体と命名されたこのグル

ープは福島原発事故のちょうど1年後に結成され、311名の市民が参加したと発

表されている。この事実は韓国の反原発運動がもはや原発周辺にとどまる国内現

象ではないことを物語っている。

　参加者の拡大に伴い、福島事故以降の反原発運動はその活動対象を広げている。

運動家たちは廃棄物処理施設や発電所の建設阻止という当初の枠にとどまらず、

原子力発電の廃止に向けてより広範な活動を行ない、既存の原子力発電所をも対

象とするようになった。福島以降の反原発運動を支える論理は、本質的に次の4

点から成る。（1）ウランは最終的に枯渇するため、原子力が恒久的なエネルギー

源となることはない。（2）先進国の大半はもはや原子炉を新規に建造しておらず、

また福島原発事故を受けて原子力政策を真剣に見直している。（3）社会的なコス

トを考慮すれば、原子力が経済的であるとは考えられない。（4）ウランの採掘・
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精製段階で二酸化炭素（CO２）が放出されるため、原子力が環境に優しいエネル

ギー源であるとはみなせない。以上の4点に加え、反原発運動を特徴づける最も

重要な論理は「3.11事故により原子力発電所は安全でないと立証された」という

ものである（Nagata 2012）。

　3.11後における反原発運動の最初の目標は、韓国で最も古い原子炉2基―古

里1号機および月城1号機―の寿命延長を阻止することだった。このうち古里

1号機は技術的な寿命をすでに超えており、2011年春に多数の問題が発生した結

果、一時停止状態に置かれた。しかしその直後、原子力当局は運転に問題はない

と宣言し、発電再開を許可した。また1983年に慶尚北道の原子力発電所で稼働

を開始した月城1号機も、長期にわたる補修管理のため2009年6月に運転を一時

停止した。運転免許の期限が2012年だったため、韓国水力原子力（KHNP）は

その寿命を延ばすべく、5,600億ウォン（5億900万ドル）を投じて原子炉の改修

を行なった。その結果、2011年6月に再稼働の許可が下りている。

　当局によるこれらの決定はいずれも福島原発事故の直後になされたものであり、

同様の事故が近くで起きるのではないかという不安を地元住民の間に引き起こし

た。「原子力のない社会に向けた集団運動」というグループが掲げる旗印の下、

地元住民は原子炉の寿命延長を取り消すよう求めた。この目標を実現すべく、参

加者は原子炉の命運を握る原子力安全保安委員会（NSSC）の前で抗議活動を行

ない、反原子力のスローガンを謳い上げた。だがこうした反対の声にもかかわら

ず、当局は古里1号の運転継続を認める。さらに、2012年11月に寿命を迎える

月城1号の廃炉を一旦は決定したものの、後にそれを覆し、2015年2月から10

年間の運転継続を許可した。これら二つの決定は、反原発運動にとって大きな痛

手となった。

　反原発運動は老朽化した原子炉の糾弾に加え、新規原子力発電所の建設阻止と

いうこれまでの任務も続けている。その対象とされたのが韓国東岸の三陟および

盈徳という2ヵ所の原発建設予定地であり、政府は計8基（各4基）の原子炉建造

を計画していた。三陟市当局はもともと2010年に原子力発電所の建設を認めて

いた。しかし福島原発事故を受けて同市でも原発反対の市民感情が高まり、「三

陟原子力発電所の建設中止を求める汎市民連合」が結成されるに至る。原子力発
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電所を巡り中央政府に対する市民の態度が変わったことを裏づける事実として、

反原発を公約に掲げて市長選に立候補した金良鎬が当選したことが挙げられる。

当選後、金は反原発の声を集めるべく2014年に住民投票を行なう。そして予想

通り、市民の大半は原発建設に反対の姿勢を見せた。有権者の69.8パーセント

が投票を行なったこの住民投票において、85パーセントが建設計画に反対した

のである。しかし法的な根拠がないことから、政府は住民投票に拘束力はないと

宣言し、その結果を無視した。

　第2の建設候補地・盈徳でも同様の事態が発生している。海沿いの地方郡であ

る盈徳は過疎化が進み、経済的にも苦境に立たされていたため、住民は当初、原

子力発電所がもたらすであろう経済効果を熱烈に歓迎していた。原発が建設され

ることになれば待望の雇用機会が生まれるだけでなく、将来的な危険性に対する

補償として60年にわたり総額1兆5,000億ウォン（13億5,000万ドル）が支払われ

ると政府から約束されていた。2005年に低レベル放射性廃棄物保管場の誘致に

失敗した経験を持つ盈徳の住民は、原子力発電所のもたらす恩恵にとりわけ敏感

だった。しかし日本で発生した原発事故を受け、そうした熱意は一瞬で消え去る。

事実、建設候補地に名乗り出た当時、発電所が津波に襲われる事態を住民は予想

していなかった。福島原発事故の後、地域住民は計画を中止に追い込むべく住民

投票を求める。しかし郡当局が支援に消極的だったため、住民は独自に投票を組

織した。だが当局の支援が得られなかったためか、法的拘束力を有するのに必要

な有権者の3分の1の投票を得ることはできなかった（Kim 2015）。いずれにせよ、

中央政府のプロジェクトが地方の住民投票の結果に左右されることはないという

立場から、韓国政府は三陟と盈徳いずれの結果も無視している。

　韓国の反原発運動における圧力による戦術が一長一短の結果を生み出したこと

は明らかである。初期の反対運動は、核廃棄物処理施設や少数の原子力発電所を

建設中止に追い込んだという点で一定の成果を挙げた。しかし福島事故以降の反

原発運動は、老朽化した原子炉の寿命延長を阻止し、新規原子力発電所の用地決

定を覆すという目標をほとんど達成できなかったのである。
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限定的な政策転換

　福島原発事故の衝撃と、それに続く反原発運動の巨大な圧力にもかかわらず、

韓国の原子力政策は減速の兆しを見せていない―少なくとも表面上は。福島原

発事故を受けた政府の対応は、日本で発生したメルトダウンによる将来的な汚染

に対処し、また国内原発の安全性を高めるという、限定的なものに過ぎなかった。

3.11以降の2ヵ月間、日本から海路および空路で韓国に入国した3万人は全て放

射能検査を受けたが、除染が必要だと判断されたのはわずか2名だった（Korean 

Government 2012）。また同じ期間、韓国政府は原子力関係機関に対し、国内の全

原発に対する特別保安検査を実施するよう命じたものの、異常は発見されなかっ

た。そして2011年6月、国会は国民の健康と安全の維持を任務とする規制機関

NSSCを創設する法案を通過させた。

　これらの方策が3.11後における韓国政府の対応を形作っており、また結果的

に反原発運動を生じさせることとなった。韓国は今なお世界第6位の原子力エネ

ルギー消費国であり、アジアでは日本に続き第2位である。国内で24基の原子

炉が稼働しており、他に5基が建設中である。政府は現在も原子力の安全性と費

用対効果の高さを強調しており、その一方で再生可能エネルギー源の開発に消極

的である。原子力産業の拡大は今日においても韓国の重要な国家戦略であり、そ

のことは科学技術部が2006年に策定した原子力開発に関する第3次包括的計画

（2007-11）によって裏づけられている。政府はこの報告書の中で、2030年までに

国内総発電量の59パーセントが原子力によって生み出されると予測した。

　こうした国内的な野心に加え、原子力技術は韓国の主要な輸出産業へと進化を

遂げている。知識経済部（訳注：現・産業通商資源部）は2030年までに原子炉80

基の輸出を目指しており、その総額は4,000億ドルに上る。外国との大規模な取

引に初めて成功したのは2009年のことであり、原子炉4基を400億ドルで建設す

る契約がKEPCOとアラブ首長国連邦（UAE）との間で結ばれた。福島原発事故

にもかかわらず、李明博大統領は2011年3月13日―日本の危機が表面化した

わずか2日後―にUAEを公式訪問し、エネルギーにおける将来的な協力関係
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を再確認した。また韓国はUAEとの取引に加え、1億7,300万ドルで研究炉を建

設する契約をヨルダンとの間で、総額20億ドルで原子炉数基を建設する契約を

サウジアラビアとの間で締結している。さらに韓国の原子力産業が輸出を目指し

ている国として中国、フィンランド、ハンガリー、インドネシア、マレーシア、

トルコ、そしてベトナムが挙げられる。

　韓国の反原発運動が原子力の発展を止められなかったのはなぜか？　政策転換

が限定的なものにとどまったのは、圧力戦術だけでは説明できない。むしろ以下

に挙げる3つの要因が複合的に作用し、原子力に関する実質的な改革を妨げたの

である。（1）原子力政策の立案・決定における高度な不透明性とトップダウン的

性質―これによって運動家たちは政策決定に影響を与えるために動員できる法

的手段を制限された。（2）韓国政府が打ち出した「グリーン成長戦略」における

原子力の優位性。これは原子力のさらなる発展を許している要因である。（3）反

原発運動の圧力戦術に内在する欠陥。具体的には、原子力に代わる実現可能な代

替エネルギー戦略を打ち出せなかったことである。

原子力政策の立案・決定における不透明性

　反原発運動が直面している第1の障壁は、エリート主導で行なわれる原子力政

策の立案・決定である。市民の実質的な参加が認められている他の政策分野と異

なり、原子力に関する意思決定は今も高度に隔離された環境の中、政府幹部と技

術官僚が独占的に行なっている。このプロセスに関わる主要な機関として、産業

通商資源部、未来創造科学部、NSSC、および財閥各社や各種行政機関が挙げら

れる。これらの機関は原発賛成派の政治家や技術官僚から構成されており、国民

を排除した意思決定における鉄のトライアングルを形作っている。このトライア

ングル構造は2008年に李明博―かつての財閥幹部（現代）―が大統領に就

任したことで一層強化された。

　こうしたエリート主導型プロセスによる当然の結果として、原子力政策はトッ

プダウン型の力学を通じて実行されている。これを特徴づけるのが「決定－発表

－弁明」という一連の流れ（Norman and Nagtzaam 2016: 250）であり、政府はま

ず政策を実行に移し、次いで地方自治体や住民にそれを課し、そして経済的補償
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などの見返りによって反対を鎮めようとするのである。こうした流れは堀業島の

一件で如実に表われている。しかしこの戦略は過去幾度となく有効ではないこと

が証明されたため、政府は2004年以降、市民の声を取り入れる方向へとわずかで

はあるが舵を切った。とはいえ、原子力政策が形作られる中で、運動家は今も巨大

な障壁に直面している。エリートが主導するトップダウン型の政策決定過程のた

め、反原発運動の圧力戦術が政府へのロビー活動の形をとることはなく、実際に

は政策の実行を妨害するという、より実効性の高い戦略を採用しているのである。

「グリーンエネルギー」としての原子力

　反原発運動を妨げているもう一つの要因として、韓国政府が打ち出したグリー

ン成長戦略に原子力も組み込まれていることが挙げられる。これは本質的に、韓

国における原子力政策の立案・決定にさらなる不透明性を加えるものである。

　過去数十年間の急速な工業化の結果、韓国における温室効果ガスの排出量は

1990年から2005年にかけてほぼ倍増した―これは経済協力開発機構（OECD）

加盟国の大半を上回る増加量である。それに伴い、ソウルの年間平均気温も摂氏

1.5度上昇しており、0.7度という世界平均を超えている（von Hippel, Yun, and Cho 

2011）。こうした事態は、気候変動への速やかな対処が必要であるという世界的

潮流と合わせ、CO２排出削減策の立案を韓国政府に迫ることとなった。そして

韓国政府にとっては、低炭素と経済性を同時に達成できる原子力こそが国内の環

境・気候問題を解決する便利な手段であり、かつ増大するエネルギー需要を満た

す手段としても魅力的に映った。かくして2009年、李明博政権は3つの主要な

目標から成るグリーン成長戦略を発表した。それらは、化石燃料消費の削減、温

室効果ガスの追跡、そして新規原子力発電所の建設である。再生可能エネルギー

はごくわずかな地位しか与えられなかった。

　国家の環境・気候戦略に原子力を組み入れることは政府の「グリーン成長5ヵ

年計画」（2009-13）と「低炭素のグリーン成長に向けた枠組み条例」（2010）に

よって制度化された。こうした流れの末、原子力を巡る政治構造は運動家にとっ

て不利なものとなっている。炭素排出量の削減とエネルギー面の独立を両立させ

る手段として原子力が幅広く組み入れられたことは、国内における原子力発電を
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拡大させ、原子力技術の輸出を促進するという政府の計画を法制化することを可

能にした。事実、李明博大統領も支持者に対し、UAEに対する原子炉4基の輸出

は「炭素排出量の4,000万トン削減」に匹敵すると述べている（Lee 2010: 11-12）。

　政府のこうした姿勢に対抗すべく、反原発運動家は原子力を環境に優しくない

エネルギー源と位置付けようとした。前述の通り、ウランの採掘・精製によって

CO２が放出されると運動家らは主張している。さらに、使用済み燃料の再処理

を禁じ、結果として環境に悪影響を及ぼす放射性廃棄物処理場の必要性を生み出

すこととなる米韓核エネルギー合意の条文を強調した。また韓国の原子力発電所

の多くはたびたび地震に襲われる沿岸部に立地していることから、運動家はフク

シマ型の事故が起きる可能性も指摘した。しかしこうした異論は、より多くの国

民に原子力の損益分析を浸透させるに至っていない。事実、政府が主張するよう

に、原子力こそ気候変動を解決する鍵であるという信仰は、韓国社会にいまだ強

く根付いているのである。

反原発運動における戦術的欠陥

　原子力エネルギー開発政策の転換が限定的なものにとどまったのは、反原発運

動の戦術面における欠陥も原因の一つだったと考えられる。運動家らは原発反対

運動を行なう中で、現実的な代替エネルギー源を提示することがなかった。つま

り新たな政策を求めるのでなく（Hermanns 2015: 276）、終始政策の実行を妨害し、

原子力に内在する危険性を強調するという反動的戦術になりがちだったのである。

韓国には天然資源が少なく、製造業を中心に経済が構成されていることを考えれ

ば、こうした手法は脱原発を進める上で問題が多かった。原子力に頼らず国家の

エネルギー需要を―エネルギー安全保障とさらなる工業化の見通しを両立させ

つつ―どう満たせるか、それを説明する戦略がない以上、韓国政府が原子力を

主要なエネルギー源から外すことは考えられない。韓国の高い人口密度、比較的

狭い国土、そして山の多い地形はいずれも、集合型風力発電所をはじめとする再

生可能エネルギーの活用を他国と比較して難しいものにしており、これらの点に

照らした戦略を形成することがさらに必要となるのである。

　また福島原発事故以降、反原発運動の活動領域は大きく広がったものの、その
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圧力戦術は原子力に対する国民の意見に目立った影響を与えていない。韓国原子

力庁が毎年行なっている世論調査によると、韓国国民はここ数年にわたって原子

力発電に関して一貫した見方を保っており、福島原発事故以降も原子力発電所に

対する支持率は80ないし90パーセントを維持している。これが原子力プログラ

ムの拡充を謳う政府の方針をさらに後押しした。しかし3.11事故が韓国におけ

る原子炉の安全性や放射性廃棄物の処理問題についての印象を悪くしたのは確か

であり、これらの問題について信頼を示した者の割合はそれぞれ39パーセント

および24パーセントという結果にとどまっている。加えて、福島原発事故の1

年前と1年後に実施された世論調査を比較すると、原子力発電所を地元に受け入

れてもよいと答えた者の割合は28パーセントから20パーセントへと8ポイント

下落している（Dalton and Cha 2016）。これらの数字は、発電所や廃棄物処理場の

立地する地方など原子力への反対が極めて地域的なものにとどまる一方で、電力

関係者が大勢住み原子力発電所が存在しないソウルなどの大都市では原子力への

支持が高水準を維持していることを指し示すものである。

　実際、原子炉の安全性に対する地域的な支持と自信が失われたことは、韓国政

府の政策実行を難しくしている。だがそれと同時に、原子力発電に対する広範な

支持が保たれていることは、反原発運動の圧力戦術を弱体化させる要因となった

のである。

韓国の原子力業界が直面する新たな課題

　韓国のエネルギー政策を形作る上で反原発運動が限られた役割しか果たせなか

ったにもかかわらず、近年になって政府の原子力戦略に対し二つの新たな課題が

浮上した。これらは原子力産業の内外に衝撃を与え、政府が原子力発電の拡大目

標を引き下げることを余儀なくさせた。一方、反原発運動の側はこの衝撃を好機

と捉え、原子力に対する反対の声を国民の中でさらに盛り上げようとしている。

不祥事

　これら課題の第1は原発関係者が関わった一連の不祥事と、これに伴う原子力
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規制に対する国民の信頼喪失である。原子力発電能力を拡大させる政府の取り組

みの一環として、2012年から2021年にかけて11基の新規原子炉が建設される予

定になっていた。しかしこの計画は、古里原子力発電所において運転管理者によ

る原子炉故障の隠蔽が通常監査で明らかにされたために頓挫した（KHNP 2012）。

問題の原子炉が電力を失った際、緊急用ディーゼル発電機が作動せず、重大な事

態に陥る危険がいくつも生じた。しかし運転管理者は国民の反発を招くことを恐

れ、また「発電所の信用を悪化させ」たくなかったため、この故障を故意に報告

しなかったのである（IAEA-NSNI 2012: 3）。

　古里原発は韓国第2の都市釜山の近郊に位置しており、この隠蔽工作は規則遵

守に関する国民の不安をかき立てるというまたとない機会を、反原発運動に与え

ることとなった。そして論争が巻き起こる中、KFEMと反核釜山市民対策委員会

は予想される影響を突き止めるべく、原発敷地内でチェルノブイリ級の放射能漏

れが発生した場合のシミュレーションを行なった。その結果は報告書の形で公表

され、こうした事故が起きた場合、釜山市内でおよそ90万名の死者が発生し、

損害は628兆ウォン（5,330億ドル）に上ると推計された（Yi 2012）。福島第1原

子力発電所における安全規制の失敗を想起させるこのシナリオは、広く市民の間

に強い不安を与えた。IAEAから派遣された複数の専門家が2基の原子炉を安全

と宣言したものの、原子力関係者に対する信頼を失った地元住民の懸念を和らげ

ることはできなかった（IAEA 2012）。

　この直後に二つめの不祥事が発生し、韓国の原子力発電所における規制面の不

透明さがさらに浮き彫りとなる。2012年11月、霊光原子力発電所の原子炉で用

いられている部品のうち少なくとも5,000点が適切な認証を受けておらず、また

少なくとも60点の品質保証証明が偽造されたものであることが、監査によって

発覚した。KHNPは公式調査を行ない、2003年から2012年にかけて納入された

部品のうち7,682点に偽の品質証明が添付されていたと発表する（LaForge 2013-

2014）。この結果を受け、KHNPは問題となった部品の交換が終わるまで、原子

炉6基のうち2基の運転停止を余儀なくされた。市民の反対運動が起こる中、当

局は全国で稼働中の原子炉23基全てで用いられている部品の検査を実施した。

その結果、古里および月城両発電所で大量の偽造証明書が発見される。そのため
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古里2号機と新月城1号機は2013年6月に運転を停止し、古里1号機と新月城2

号機についても無認可の部品がすべて交換されるまで運転の一時中止を命じられ

た。これら不祥事により贈収賄容疑で起訴された者は100名に上ったが、その中

にはKHNP元社長とKEPCO副社長も含まれていた（LaForge 2013-14）。

　いずれの出来事も、韓国における反原発のうねりを引き起こすことになった。

国民は安全証明の偽造問題を原子力産業を覆う秘密主義によるものと考えた。そ

れは霊光原発の一時停止を受けて発生した2,500名規模の反対集会で明らかにな

った。原発の安全性の全体的見直しを求める集会参加者はKHNPを模した人形

を燃やし、「我々は不安だ！」と記したプラカードを振りかざした。大衆の怒り

を鎮めるため、チョ・ソクKHNP社長は2013年9月公式に謝罪し、これら不祥

事は原子力業界が直面している「最大の試練」であることを認め、企業文化の改

革を約束した。

　これらの不祥事はいずれも、原子力発電事業の規制役である政府の能力に対す

る国民の信頼を失う事態をもたらした。さらに、福島第1原発における規制面の

欠陥と、自国の原子力発電所におけるそれとが比較されることで、より大きな影

響が出ることは必至であった。

原子力発電所に対するサイバー攻撃

　韓国の原子力産業が直面している第2の課題は、サイバー攻撃の形をとって現

われた。2014年12月、国内で稼働する原子炉3基の一部の設計図と運転マニュ

アル、さらにKHNP職員1万名の個人データがハッカーによって流出する

（Baylon, Livingstone, and Brunt 2015）。情報はまずブログで、次にツイッターで暴

露され、アカウントのプロフィール欄には「反原発グループ総裁」と記されてい

た。正体不明のハッカー（韓国政府は北朝鮮の犯行と疑っている）は、3基の原子

炉―古里1号機、同3号機、および月城2号機―をクリスマスまでに閉鎖し

なければ、いずれも組織的に破壊され、またさらなる情報がネットに流出するだ

ろうと脅迫した。「こうした設計図、据付図表やプログラムが、それらを喉から

手が出るほど欲しがっている国々に公開されたら、お前たちは責任を取るの

か？」と、ハッカーは韓国語で脅迫している。問題の原子炉3基はいずれも人口
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密集地域に近いことから、かねてより反原発運動の標的にされてきた。

　だがハッカーは原子炉の設計図とマニュアルを入手したにもかかわらず、施設

に関する重要な技術データを盗むことはできなかった。事実、こうしたデータは、

社内のネットワークから切り離されたKHNPの制御監視システムに安全に保管

されている。にもかかわらず、政府はサイバー危機レベルを「注意」― 5段階

の2番目―に引き上げ、各原子力発電所でサイバー攻撃の模擬演習を実施した。

政府や原子力関係者にとってさらなる悩みの種は、サイバー攻撃とそれに伴う脅

迫が反原発運動に油を注ぎ、古里および月城の近隣住民の間にさらなる社会不安

をもたらしたことである。地元住民から見れば、KHNPの社内サーバーがサイ

バー攻撃に晒されたことは、原子力発電にまつわるさらなる危険の一つと映る。

近隣住民は直ちに避難すべきとハッカーが言明したことで、こうした不安はます

ます高まった（McCurry 2014）。

　こうした課題は韓国の原子力エネルギー計画にどのような影響を及ぼしたか？

一言で言えば、不祥事による反原発感情の高まりは、本質的に政府の原子力に対

する野心を抑制する役割を果たした。国内原子力発電所の安全基準や規制遵守に

対するかつてない批判に直面した産業通商資源部は、原子力発電目標の大幅な引

き下げを余儀なくされた。当初の目標は2030年までに総発電量の59パーセント

を達成するというものだったが、不祥事を受けて（2035年までに）22～29パーセ

ントと控えめな数字になっている（Ministry of Trade, Industry, and Energy 2014: 40）。

この下方修正の理由として原子力の「過度の拡大」を避ける必要性が挙げられて

いるものの、国民の懸念の高まりが背景にあることは間違いない。さらに

KHNPも、政府の勧告に従い古里1号機を2017年6月に停止すると発表した。そ

れが実現すれば、古里1号機は同国で廃炉段階に入った初の原子炉となる。また

これらの問題はKHNPに巨額の財政負担を強いる結果をもたらした。2013年10

月に開かれた議会公聴会では、古里1号機の廃炉費用が28億ドルに上ると推計

されている（Cho 2013）。

　不祥事がもたらした最も重要な影響は、国民に対するより一層の説明責任が韓

国の原子力業界に課せられたことである。こうした趨勢は、朴槿恵政権に対する

最近の汚職容疑と、それに続く大統領弾劾手続きによってさらに明確なものとな
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った。朴大統領―朴正煕の娘―が友人と共謀して多額の税金を着服したとい

う疑惑を受け、100万人以上の国民が抗議集会に参加した。国民が大統領の謝罪

を受け入れずあくまで辞任を求めたことは、政府の不正行為に対する社会的許容

度が低下したことを示す何よりの証拠である。

結論―韓国の反原発運動が福島原発事故以降にもたらしたもの

　2011年3月に発生した福島原発事故は、原子力発電所が壊滅的被害をもたらす

可能性があることを全世界に明確に思い起こさせた。原子力発電所の安全性に対

する懸念が国民の間に広がる中、各国政府は原子力エネルギー計画を中止するか、

大幅にその速度を落とした。しかしこれまで見たように、韓国は3.11後も原子

力大国になるという野望に向かって突き進んでいる。その一方で、反原発運動は

かなりの勢いを獲得し、これまでの政策や慣行を改めさせようと力を合わせてい

る。本章の目的は、福島事故前後における反原発活動の検証を通じ、運動が限ら

れた成果しか挙げられなかった理由を説明することだった。

　その結果、原子力が反原発運動の発生以前から韓国政府のエネルギー政策に深

く根を下ろしていたため、運動は初期段階から巨大な構造的障壁に直面していた

ことが明らかになった。原子力の優位性は、数十年にわたる独裁政権、米韓同盟、

そして朴正煕元大統領によって進められた輸出志向型の経済発展の結果として生

じたものである。原子力に反対する運動家同士の初期における協力関係は、主に

二つの要因によって妨げられた。それは独裁政権が強権的支配を続けたこと、そ

して国民の関心が民主化運動に集中したことである。

　1980年代後半に産声を上げた反原発運動は、さまざまな原子力政策と戦う中

で成果を挙げることもあればそうでないこともあった。活動の初期段階、運動家

たちは新規原子力発電所や放射性廃棄物処理施設の建設を中止に追い込むなど、

一定の成功を収めた。しかし廃炉が予定されている原子炉の寿命延長を阻止し、

新規原発の立地を認める地方レベルの協定（3.11以前に発効されたもの）を覆す

という福島原発事故以降の運動目的は、その大半を果たすことができなかった。

　本章では、政策転換が限定的なものに終わったことは反原発運動に内在する欠
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陥だけでは説明できないと論じた。むしろ原子力政策の立案・決定に内在する不

透明さとトップダウン的性質、および政府のグリーン成長戦略に原子力が組み込

まれたことなど、様々な要因が重なり合い、反原発運動にとっての機会を制限し

たのである。一方の運動側は、長らく韓国の経済成長を支えてきた原子力に代わ

る現実的な代替案を提示しようとしなかった。

　反原発運動は韓国における脱原発の実現にこそ失敗したものの、その努力がな

んら実を結ばなかったという結論は正しくないだろう。事実、運動は原子力を政

治問題化した上、国民的な支持基盤を弱めることに成功している。この過程は、

近年多数が明るみに出た業界内部（さらに言えば政府内部）の不祥事と、より悪

名高き原子炉を標的とするサイバー攻撃によって一層促進された。反原発運動は

これらの不祥事を好機と捉え、反原子力の感情をさらに盛り上げ、規制に対する

国民の不信を煽ることに成功した。結果として、原子力発電を拡大させるという

韓国政府の政策は、独裁政権時代とは対照的に、ますます敵対的な国内情勢に直

面している。さらに反原発運動は、業界に透明性の拡大、既存原子炉の安全性の

改善、そして国民による監視を課すことによって、原子力にまつわる政府の独占

に楔を打った。しかしおそらく反原発運動がこれまでに残した最大の成果は、政

府が原子力発電の目標値を30パーセントも引き下げる素地を作り出したことで

ある。

　にもかかわらず、韓国は今なお原子力大国への道を歩み続けている。反原発運

動がこうした現状を変えるには、フクシマの教訓を例に挙げるなど常に圧力をか

け続けるとともに、原子力に代わる現実的な代替案を提示する必要があるだろう。

そのことはまた、経済成長とCO２削減を両立させるため原子力に依存している

ことと、有権者の間で反原発の声が高まっていることとのジレンマを韓国政府が

解決する一助ともなるはずだ。

　国民の声を十分取り入れる制度を持たないまま韓国政府がこれからも原子力の

開発を続けようとすれば、反原発運動はさらに激しさを増すに違いない。KFEM

のヨン・ヒョンチョルはこう述べている。

原子力発電所は住民の生命に直接結びついているにもかかわらず、政府は市
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民の意見を無視し、原発拡大政策にこだわり続けてきた。市民のこうした

（反原発の）考えを確認できた今、我々は老朽化した原子力発電所の閉鎖を

求め、全国の新規原子力発電所の建設を阻止する活動に、より積極的に関与

するつもりだ。（Choi 2014）
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第6章

統制か操作か？ 台湾における原子力発電

グロリア・クアン＝ジュン・スー

要　旨
　過去30年にわたり、台湾における原子力エネルギー開発は秘密

の兵器開発プログラムから民間利用、原子力発電の拡大から核のな

い将来へと移行した。しかしかつての台湾と同じく、民間プログラ

ムを通じて核兵器を保有しようと望む国は今も存在する。軍が関与

する時代はとうに過ぎ去ったが、その過去は原子力の分野にいまな

お長い影を落としている。昔からの原子力文化は今も消えず、安全

規制よりも原子力発電の発展のほうが優先されているのだ。安全性

が正当な地位を与えられることなく現在の慣習をこれからも続けれ

ば、運転上の安全は脅かされ、廃棄物処理も混乱に陥るだろう。台

湾では多数の原子力関連事故が長年にわたって発生しており、内外

の透明性を通じて厳密に運用される抑制と均衡の仕組みを持つこと

の重要性を示している。
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序　論

　台湾の金山原子力発電所1号機は2014年12月から稼働を停止しており、運転

再開は燃料部品の取っ手破損に関する公聴会の結果次第である。台湾で稼働中の

原子炉6基のうち、4基の使用済み燃料プールはすでに満杯であり、緊急時に炉

心全体を抜き取る余地がない。にもかかわらず、これらの原子炉は現在も運転を

続けている。また使用済み燃料の乾式貯蔵プログラムも、基本的な安全措置を欠

いていると非難されたため、地方政府によって保留状態に置かれている。

　2016年5月20日、民主進歩党（民進党；DPP）の蔡英文が台湾総統に就任した。

総統選挙に先立ち、蔡は2025年までに台湾の脱原発を完了させると公約した。

2016年1月の総統選から2日後、台湾電力公司（台電；Taipower）はすぐさま電

力不足の将来見通しを改定し、台湾で脱原発が実施された場合のリスク水準を高

から低に引き下げた（Lin 2016a）。その2ヵ月後、台電の黄重球会長はこうした

電力見通しの変更を否定した上で、原子力に頼ることなく十分な電力供給を行な

う保証はできないと述べた（Huang 2016）。当時、台電が一見矛盾する発表を行

なったことは、専門的な判断力を欠いた政治的な対応だと批判された。

　2016年5月、台電はあたかも黄の言葉を証明するかのように、電力不足が起こ

り得るという警告を発した（Lin 2016b）。台電の働きかけを受けてのことと思わ

れるが、林全行政院長（首相）も蔡英文の総統就任からわずか2週間後、何かと

問題の多かった金山原発1号機を電力不足を解消するために再稼働させる意向を

表明する。これによって市民だけでなく、蔡総統の脱原発公約が反故にされたと

激怒した民進党議員からも激しい反発を招いた。林行政院長は翌日にこの発言を

撤回している。

　これらの出来事は、台電と原子能委員会（原能会；AEC）との複雑な関係、お

よび過去40年間にわたり両者が台湾の電力政策に果たした役割について、行政

府が限られた知識しか持ち合わせていないことを明らかにした。政府が体制の外

部から助言を求めようとしない限り、危険かつ急を要する原子力関連の問題は多

くが未解決のまま残されるだろう。そして「脱原発」も単なるスローガンに終わ
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るだろう。

　本章ではまず、電力配分とその裏側で働いた心理的要素を理解するため、初期

に行なわれた秘密の核兵器開発プログラムについて記述する。次いで平和利用へ

の段階的移行、近年増大した台電の影響力、第4の原子力発電所（龍門原発）を

巡る論争と現状、そして将来的課題について述べた後、核廃棄物問題、多数の建

物で放射能汚染が判明した問題、蘭嶼の低レベル放射性廃棄物処理施設、そして

使用済み燃料再処理に関する最近の問題を検討する。そして最後に、一連の不幸

な出来事が起きた理由と、台湾の新たな政策決定者が歴史の繰り返しを防ぐため

に多大な努力をしなければならない理由について論ずる。

台湾における初期の核兵器開発プログラム

イスラエルとの結びつき、そしてアメリカによる反対

　物語は台湾を支配する国民党（KMT）と中華人民共和国との軍拡競争から始

まる。1962年3月、中国が北西部で核兵器開発を行なっている事実をアメリカ情

報機関から知らされた蒋介石総統は、共産主義者に遅れを取るまいと独自の核兵

器開発プログラムを決定した。唐君鉑将軍の招きを受けたイスラエル原子力委員

会委員長のエルンスト・バーグマン博士が1963年に台湾を秘密訪問し、蒋総統

および唐将軍とリゾート地の日月潭で3日間を過ごした（Wang 2010）。

　1964年春、原子力、ロケット、および電子工学の研究を目的とし、軍が運営

する中山科学研究院（CSSI）の設立が正式に発表される。唐将軍が準備室長に就

任、バーグマン博士は外国人顧問の座に就いた。また国防省も核兵器開発プログ

ラムを推進すべく、最先端の科学および技術分野の学位取得を目指して有能な軍

人を海外に派遣し始めた。

　1964年10月、中国が初の核爆発に成功する。新竹計画と名付けられた台湾の

核兵器開発プログラムはバーグマンの支援を受ける形で始められ、重水炉、重水

生産工場、および再処理工場が開発対象となった。中山科学研究院は1969年7

月に業務を開始し、核能研究所（INER）を含む3つの研究部署が設けられた。
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1967年、蒋介石総統は高名な物理学者である呉大猷を行政院国家科学委員会の

主任委員に指名し、核兵器開発プログラムを支援させようとした。しかし呉博士

は1万字に上る文書を提出し、その考えを断固拒否している。一方、西側情報機

関はなんらかの企みが行なわれているのではないかと疑い始めた。イスラエルの

ハアレツ紙も、1965年12月に台湾の原子力物理学者が訪れたことを初めて報道

する
1

。そして彼らの接触先こそがバーグマン博士だったことが、後に判明した。

　1966年初頭、台湾政府はシーメンス社から50メガワット（MW）規模の重水

炉を購入すべく、西ドイツに接近する。西ドイツにとってはこれが同国初となる

原子力設備の輸出だったことから、政府は重要部品を国際原子力機関（IAEA）

の安全装置によって保護するという条件のもと、取引に積極的な姿勢を見せた。

台湾政府の公式発表によると、原子炉は経済的な実現可能性を調査するのが目的

であり、政府企業の台電ではなく経済部傘下の聯合工業研究所が運転を担当する

こととされた
2

。原子炉購入と核兵器研究との間になんら関係はないと、台湾代

表は繰り返し主張している。だがアメリカ政府は容易に納得せず、ドイツ製原子

炉の台湾への販売に強く反対した。

　同じ1966年、IAEAの専門家4名が台湾を訪れ、450MW級原子力発電所の用

地選定に関わった。候補地の一つは本島の北部に、もう一つは南部に所在してい

た。用地選定の間、台電代表はさらに1ヶ所、200MW級試験炉の用地として新

竹または石門ダム近隣のどちらかを許可するよう求めた。台電によると、この試

験炉は大学およびその他政府機関の「共同事業体」が資金援助を行なうという。

しかしアメリカ大使館はすぐに軍の関与を疑った
3

。在台湾アメリカ大使館への

1   在テルアビブ・アメリカ大使館「中華民国の核専門家がイスラエルを訪問」

無線電報793号、1966年3月19日（Burr 1999より）。
2   在台北アメリカ大使館「中華民国政府が50メガワット（MW）級重水炉の

購入を検討中」無線電報第566号、1966年4月30日（Burr 1999より）。
3   在台北アメリカ大使館「中華民国政府が IAEAの専門家に対し、軍事研究機

関が用いる可能性のある原子炉の場所選定について助言を求める」無線電報第

813号、1966年4月8日（Burr 1999より）。
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電文でも、核兵器開発を進める台湾の意図が確かめられる
4

。

　新竹計画は1969年に中止された。内外の圧力が重なり合った結果だと思われ

る（Albright and Gay 1998）。呉博士も費用があまりに高くつくこと、および人口

密集地域に近すぎることを理由に、核兵器プログラムに強く反対していた。また

台湾当局は、核資源の入手が国際社会の圧力によって阻まれ、さらにはアメリカ

と直接対立する事態になることを恐れた。

欺瞞に満ちた方向転換

　新竹計画が中止された後、バーグマンは蒋介石総統に対し、原子力の民間利用

を考えることで台湾の核戦略を修正するよう説得した。その軍事的色合いを薄め

るべく、INERは呉博士の提案を受けて軍傘下の中山科学研究院から離れ、原能

会の関係機関に転換する。また中山科学研究院のトップには国立台湾大学の総長

が指名された。その直後に純粋な民間プログラムが開始され、行政院は1969年8

月に同国初の原子力発電所プロジェクトを認可する。それを受け、ゼネラル・エ

レクトリック社（GE）製の軽水炉（LWR）2基が1970年に導入される。また

1974年には沸騰水型原子炉2基の導入が検討された。これらの民用原子力開発は、

台湾が方向を転換したと一部のアメリカ情報関係者に納得させた。「この種の原

子炉は、兵器目的のプルトニウムを製造するにあたり最適な選択ではあり得な

い」と、アメリカ大使館職員は記している
5

。

　同じ頃、台湾は「桃園」というコードネームの新たな秘密プロジェクトを開始

する。しかしアメリカから再処理施設を購入するという台湾のこの試みは、リチ

ャード・ニクソン政権によって1969年に拒否された。INERは代わりに40MW

級の重水炉をカナダから購入し、こちらは1973年4月に臨界に達した。また台

湾はアメリカ、フランス、およびドイツなどから購入した装置を組み合わせ、小

4   在台北アメリカ大使館「中華民国政府が核兵器開発を継続する予兆あり」無

線電報第1037号、1966年6月20日（Burr 1999より）。
5   在台北アメリカ大使館「中華民国の核に関する意向について」国務省への電

文第2354号、1973年4月20日（Burr 1999より）。
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規模再処理施設、プルトニウム化学実験室、そして天然ウラン燃料の製造工場を

作り上げた（Albright and Gay 1998）。フランスから再処理工場を購入する計画は、

費用が天文学的数字に上ること、または中国政府の圧力、もしくはその両方が理

由で頓挫した
6

。1972年、台湾政府が再処理工場の部品購入先として西ドイツの

企業に目を付けたことを、アメリカ政府は察知する。しかし当時は米中関係正常

化が実現されようとしており、中国も台湾も刺激したくなかったことから、アメ

リカは何の行動も起こさなかった。

　しかしアメリカ政府は台湾への圧力を着実に強め、核兵器プログラムを放棄さ

せようとした。また台湾が天然資源を節約できるよう、アメリカなど他国で使用

済み燃料の再処理を行なうならば支援すると申し出ている
7

。しかし1973年、台

湾はアメリカの反対にも関わらず西ドイツ企業UHDE社と契約を結び、使用済

み燃料再処理施設を購入する。マーチン・J・ヒレンブランド駐西独アメリカ大

使と沈昌煥外交部長（外相）との間で激しいやり取りが行なわれ、その中で沈外

交部長は、台湾は再処理問題に関する決定を下していないと主張し、核兵器開発

プログラムの存在を否定した。しかし西ドイツ外務省とアメリカ政府の圧力を受

け、UHDEは2月に契約を破棄する。そして翌日、台湾外交部はアメリカ大使に

再処理工場の購入中止を通知した。

　1973年3月、原能会のヴィクター・チョン事務局長はアメリカのリチャード・

スネイダー極東問題担当国務次官補代理に対し、台湾政府は「友人に対して原子

力の秘密を隠す」ことはしないと語り、INERで建設が進められている実験室規

模の再処理施設に関する進捗報告書を提示した。この再処理施設は年間およそ

300グラムのプルトニウム抽出能力を有することになっていた
8

。しかしアメリカ

の見積もりはそれと異なり、台湾が購入したカナダ製研究炉を最大限に稼働させ

6   アメリカ国務省「中華民国の再処理工場向け部品輸出における安全対策につ

いてドイツが照会を行なう」1972年11月22日の会話メモ（Burr 1999より）。
7   アメリカ国務省「中華民国向け再処理工場の提案について」在ボン、ブリュ

ッセル、台北大使館向け電文第2051号、1973年1月4日（Burr 1999より）。
8   アメリカ国務省「中華民国の原子力研究について」在台北および在東京アメ

リカ大使館向け電文第51747号、1973年3月21日（Burr 1999より）。
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れば、核実験に充分な量のプルトニウムを1年で抽出できるとした。また1976

年に IAEAの監察チームが訪台したことは、INERが再処理目的で使用済み燃料

の一部を秘密裏に確保していたのではないかという疑惑を生んだ。同年9月、ア

メリカはレオナルド・S・アンジャー大使を通じて正式な外交要求を行ない、台

湾に核兵器の開発中止を求める。そして17日、蒋経国行政院長は公式声明を発

表し、台湾は「核兵器開発に人的資源および天然資源を用いる意図はない」、そ

して使用済み燃料の再処理技術を獲得するつもりもないと厳粛に宣言した（United 

Daily News 1976）。

　1977年4月、INERが再処理技術を巡ってオランダ企業と接触していたことを

アメリカは突き止める。アメリカの主たる懸念は重水生産と INERの「ホットラ

ボ」（訳注：放射能の強い物質を安全に取り扱える施設を有する実験室）だった。3

月、燃料タンクに安全装置のない排出口が設けられているのを IAEAの査察官が

発見する。しかし使用済み燃料が流用された事実は見つけられなかった。それを

受けアメリカは台湾に対し、核燃料サイクル活動の全面的中止、諸施設の平和的

利用への転換、そして同国が保有するプルトニウムのアメリカへの移送を要求し

た。アメリカから専門家チームが到着し、疑惑の施設を残らず解体した上で桃園

計画を廃止に追いやった。同時に原能会のチョン事務局長はワシントンを訪れ、

同国初となる発電用原子炉のライセンス契約について話し合った。アメリカの度

重なる干渉にもかかわらず、疑惑は一掃されなかった。1978年9月、サイラス・

バンス国務長官は蒋経国総統に書簡を送り、CSSIでの疑わしい活動に懸念を表

明する。蒋総統は明らかに困惑し、「台湾は脆弱な立場にあり、またアメリカと

独特な関係にある。それでアメリカは、他の国々なら我慢ならないようなやり方

でROC（中華民国）を扱っているのだ」と述べた（United Daily News 1976）。

　1988年1月12日、INERの張憲義副所長が大量の機密資料とともにアメリカへ

亡命する。数日後、張はワシントンで開かれた非公開の公聴会に姿を見せた。こ

れを取り仕切ったのは中央情報局（CIA）だが、台湾当局はこの時まで張の亡命

を知らなかった。一方、1月13日に蒋経国総統が死去する。そして2日後、アメ

リカの専門家チームが INERを訪れ、全ての重水を抜き取るとともに核兵器関連

施設を残らず破壊した。張は事件の20年前からCIAに雇われアメリカのために
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活動していた疑いがあり、その亡命劇は台湾の核兵器開発プログラムを中止に追

い込み、CIAが成功を収めた数少ない秘密工作活動の一つとして賞賛された

（Weiner 2007）。しかし台湾人の多くは張を裏切り者とみなしている。

民間利用

原子力発電所の新設

　核開発の組織的な枠組みが確立されたのは1955年のことであり、国立清華大

学原子科学研究所が人材の供給源となった。原子科学研究所は本土中国から新た

に移転した清華大学が擁する唯一の研究所だった。また同年7月18日、台湾は

アメリカとの間で「原子力の民間利用に関するアメリカ合衆国政府と中華民国政

府との協力合意」を締結し、原子力技術および物資の移転を図った。さらに同じ

年、暫定組織という形ながら国の規制機関として原能会が新設され、他省庁出身

の人物がその大半を占めた。1964年には国立清華大学に原子力科学部を新設、

学生の募集が始まった。これは新竹計画の開始およびCSSIの設立と時期が一致

している。

　先に触れた通り、原子力発電所の用地選定は1964年に始められた。そして

1969年、IAEAの専門家チームによる支援によって、候補地が金山と鹽寮の2ヵ

所に絞り込まれ、最終的に前者に決定した（CEPD 1979）。また建設用地の選定

と機械設備の導入に加え、技術的・経済的な実現可能性調査について支援を受け

るべく、ベクテル社との間で契約が結ばれた。その結果、金山原子力発電所に導

入する原子炉として出力636MWのGE製軽水炉2基が推奨され、1969年8月に

行政院の正式認可を受けた。これは「台湾十大インフラプロジェクト」の一つと

なり、後に父の跡を継いで総統となる蒋経国行政院長の功績とされた（Small and 

Medium Enterprise Administration, Ministry of Economic Affairs n.d.）。

　第2（国聖）、第3（馬鞍）の原子力発電所も議論を引き起こすことなく建設が

進められた。馬鞍発電所が本格稼働を開始した1985年、台湾の原子力発電所の

総出力は5,144MWに上った。第4の原子力発電所プロジェクトとなる龍門発電
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所は1980年9月に認可され、1994年の発電開始を目指すものとされた。

　原子力発電所には核兵器開発から注意を逸らす役割があり、そのため台湾当局

は電力需要の実勢にほとんど注意を払わなかった。その結果、馬鞍発電所が電力

供給を開始した1985年、供給予備率―電力需要がピークに達している時期で

あっても余剰となっている発電出力の比率―が55パーセント急上昇している

（Control Yuan 2012）。またこの年の大半において発電能力の70パーセント以上が

待機状態だったと推計されている。2基の巨大な原子炉の追加は完全に不必要だ

った。事実、国民党所属の議員55名が龍門発電所計画の中止を求める緊急動議

を提出している（Legislative Yuan, Atomic Energy Council 1985）。運転上のリスク、

核廃棄物の処理問題、そしてエネルギー安全保障といった国民党議員の懸念は、

今日の反原発運動が用いるレトリックを先取りするものだった。行政院長はこの

動議に従い「全ての疑いが晴れるまで運転を開始する必要はない」と述べ、かく

して龍門プロジェクトは頓挫した（Legislative Yuan, Atomic Energy Council 1985）。

指揮系統のぶれと党派対立的な政治問題

　INER副所長の亡命、蒋経国総統の死、そして核兵器開発プログラムの全面的

放棄は1988年初頭の1週間以内に発生した。これらは台湾の核兵器推進論者に

思いもよらぬ衝撃を与えたのみならず、大きな政治的変化をもたらすものと予想

された。あまりに当惑したのか、あるいは原子力の将来に意を払っていられない

ほど権力闘争に明け暮れていたのか、軍関係者はこの時以来原子力への関与を打

ち切っている。かくして他の勢力からの掣肘がなくなった今、巨大な資産を有す

る台電が都合よく意思決定の役割を引き継いだのである。

　それから数年間、発電設備容量はなぜか減少に転じ、1986年から91年にかけ

て推計3.8ギガワット（GW）もの発電容量が失われた（台湾電力の公開情報に基

づく計算）。結果として供給予備率も55パーセントから4.8パーセントに急減す

る。突然の停電が日常茶飯事となり、その頻度も時が経つにつれますます高くな

っていった（Central News Agency 1991a, 1991b, 1992a, 1992b）。そのため、台湾を

電力不足から救う最も現実的な選択肢として龍門発電所が息を吹き返す。しかし

中華経済研究院が行なった分析（Wang 1991）は、こうした思考の誤謬を明らか
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にしている―大部分の停電は原子力発電所の不具合が原因だった。台電は原子

力発電拡大への支持を得るべく故意に電力不足を引き起こしたと非難された

（Central News Agency 1994, 1995）。にもかかわらず、当局は2020年までに龍門の2

基を含めて8基の原子炉を導入しようと計画した（Gi 1998）。

　1986年に発生したチェルノブイリ原発事故を受け、人々は原子力に伴うリス

クを認識し始めた。龍門原子力発電所計画が1990年に復活した際も、大衆の間

から疑問の声が沸き起こっている。多くの人々が原子力の安全問題について声を

上げるようになったのだ。1986年9月に台湾初の本格的野党として誕生した民進

党も、「原子力発電所のいかなる新規建設計画にも反対し、代替エネルギー源の

開発を促進する。また国内原発の完全廃止に向けた工程表を策定する」ことを党

是に掲げている（Democratic Progressive Party Principles and Guidelines n.d.: 13）。1992

年6月、立法院（議会）の多数を占める国民党が原子力プロジェクトに対する8

年間の予算案を打ち出すと、民進党が強く反対する龍門発電所計画は政党対立の

火種となった。2000年5月の総統選挙では民進党の陳水扁が勝利し、龍門発電所

建設予定地の近隣住民に約束した通り、10月27日に建設計画を中止した。

　この中止決定は、陳が国民党の連戦主席と会談した後に発表された。連は陳の

決断を事前に知らされておらず、大衆の面前で侮辱されたと感じる。かくして国

民党は中止決定に対して全面的な反対運動を展開するのみならず、国民党が多数

を占める立法院において罷免決議案を主導する。結局陳総統は圧力に屈し、龍門

発電所計画は2001年2月に再開された
9

。計画中止の試みが失敗に終わったこと

は与党民進党にとって大きな痛手となり、その後主要な政治家は龍門計画に関す

る問題への関与を避けるようになった。

9   張俊雄行政院長と王金平立法院長が建設再開の合意文書に署名し、その決定

は翌日に発表された。
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問題に満ちた龍門原子力発電所の歴史

建設上の欠陥

　龍門原子力発電所の建設は規制機関である行政院の原能会と事業者である台電

との緊張関係を浮き彫りにした。既存の3つの原子力発電所はアメリカのコンサ

ルタント企業エバスコおよびベクテルの監督下で完成したが、経験に乏しい台電

はGE社の設計図を用いて龍門原発の建設を行なった。また同じく経験の少ない

原能会は1997年1月に規制委員会を設置、龍門原発の品質および進捗の監督に

あたらせるとともに、実際の工事が始まった2002年からは短い月次監督報告書

を公開している。建設の初期段階で発覚した欠陥の多くはすぐに修正された。な

お最初の大きな欠陥は、原子炉の基礎に施された溶接が必要強度に達していない

という、匿名の情報がきっかけで発覚している（AEC 2002）。原能会が2002年4

月に追跡調査を行ない問題を確認した結果、基礎は作り直された。

　その後も建設が進むにつれてますます多くの欠陥が突き止められた。原能会の

報告書に記載された主要な問題として、格納容器のアンカー部の強化鋼材が誤っ

て切断された事故（AEC 2007）、および建築業者の不注意によって設置済み配管

の上に直接足場が組まれた結果、錆や凹みが生じ、さらには穴が空いたという事

故が挙げられる（AEC 2008a, 2008b, 2010）。また工事日報には、1日で終えるの

は不可能なほど多くの作業が記載されていた（AEC 2009）。さらに、原子炉建屋

内の接合部がテフロンテープで密閉されるという不十分な施工事例も数多くあっ

た（AEC 2011）。

　しかし内部関係者によって指摘されたより深刻な問題の中には、原能会によっ

て「安全性に関連はない」と分類されたものがある（AEC 2008c）。ニュースの見

出しを飾った設計の変更や、組織的に資材の角を落としていたというのがその一

例である（Wang and Wei 2008）。台電は龍門原子力発電所の設計に395もの変更

を加えていたが、その中には原能会もしくはGE社に相談することなく緊急冷却

システムの支持構造を修正した事実も含まれる。加えて、台電は仕様書の指示に
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反し、プルボックスや金属管取付具に炭素繊維ではなく合成ゴムのガスケットを

用いていた。炭素繊維は最大1,000度の熱に耐えられるが、合成ゴムはライター

の火で燃え上がってしまう。また溶融亜鉛メッキの施された鋼材が電気亜鉛メッ

キの鋼材に置き換えられたことも判明している。溶融亜鉛メッキの皮膜は電気亜

鉛メッキのそれより25倍厚く、沿岸部であっても50年以上もつ。台電の龍門工

事責任者はジャーナリストの質問に対し、原子力発電所は湿気の多い環境ではな

いので電気亜鉛メッキで十分だと答え、また炭素繊維は燃える時に有毒な煙を放

出すると述べた。しかしこれほどの高温に耐えられる人間はいないので、そうし

た懸念は的外れと考えられた（Wang and Wei 2008）。

　2008年4月、原能会は台電に50万元（約1万6,700ドル）の罰金を課した上で、

変更箇所の安全性を見直し、原能会の同意なくこれ以上の変更を行なわないよう

求めた
10

。だが数ヵ月後、台電が原能会に通知せずおよそ700の変更を新たに加

えていたことを、原能会は突き止める。これで罰金の総額は350万元（約11万

7,000ドル）に上った
11

。しかし2011年中盤にもさらなる未認可の変更が発覚して

いる（Lee 2011）。今度は原能会も1,500万元（50万ドル）という、より高額の罰

金を課すだけでなく、責任者の台電幹部を刑事告訴すると発表した
12

。台電が原

能会を軽視しているのは明らかである。

責任逃れの連鎖

　台電は電力事業を独占する政府企業だが、経営を管理する省庁はないに等しい。

2008年6月に行なわれた雑誌の取材の中で、台電幹部数名が龍門原子力発電所に

おける設計変更の理論的根拠を明らかにした（Lee 2008）。それによると「過度に

保守的なGEの設計」が全ての問題の原因だという
13

。幹部らによれば、GE社の

10   原能会のウェブサイトには、原発の運転および建設に関する確認済みの違反

行為や異常事態について、その処分内容と罰金額が記載されている。
11   2008年11月19日発行、違反番号0970020065号および0970020065号。
12   2012年1月16日発行、違反番号1010001075号。
13   インタビューに応じたのは馬鞍山原発総経理（所長）シー・フンギー、龍門

原発の技術主任、および台電副議長。シーは2009年の定年後も龍門原発のアド



第6章　統制か操作か？ 台湾における原子力発電　　167

設計は「プロジェクトが本当に必要とする数十倍から数千倍（の資材）」を要求

するものだと述べ、そのため「工事が難しくなり」「コストを押し上げている」

とした
14

。またアメリカがここ30年間で新規原発を一つも建設しておらず、その

間に「GE社は原子力技術の大半を失ってしまった」ことを理由に挙げ、GEの

設計は信頼性に欠けるとも語った。その上で、建築中に「数多くの矛盾点」が突

き止められたことで「プロジェクト全体に遅延が発生しないよう、即座に変更を

行なうより他になかった」と主張した（Lee 2008）。

　原能会はいくつかの重要な問題を見逃していた。たとえば2007年5月および8

月に公表された監査報告書は、両原子炉の格納容器におけるセメント作業の不備

にしか触れていない。それによると、格納容器の強化コンクリートの壁から鉄く

ず、煙草の吸殻、そしてペットボトルが発見されたとしているが、写真は添付さ

れていない。また一部の場所では鉄筋が部分的に露出していた。さらに1号機の

内部では、使用済み燃料プールの空間を確保するために、作業員が強化鋼材40

本を切断するなど、新たに建造された格納容器の一部が削り取られていた。しか

し格納容器の壁に埋め込まれたペットボトルの写真が2013年4月に公開されて

初めて、これが将来的にどのような厄災をもたらすか、人々は認識し始めた。

　原能会によると、台電には40万元（約1万3,000ドル）の罰金が科され、また

格納容器の壁はペットボトルを取り除いた上で、同等の強度を持つコンクリート

で穴は塞がれたという。こうした補修を行なった後も格納容器の強度が損なわれ

ることはないと、原能会は説明している（AEC 2014）。しかしそれから2週間も

経たずして、2014年2月26日から3月5日にかけて実施された1号機の集中漏洩

率試験および総合構造試験の結果が不合格だったと報告書で明らかにされた

（Tang and Chien 2014）。漏洩は相当な量であったが、場所の特定は困難を極めた。

格納容器の壁の中に残るペットボトル、中古のバルブ、そして原子炉施設内部の

浸透防止シールにおける施工不良など、様々な原因が疑われた。加えて、恐らく

バイザーを務めていた（Lee 2008）。
14   台電社内の龍門原子力発電所進捗監視部を率いるリン・チュンロンによる説

明（Lee 2008）。
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不適切な取り扱いのせいで壊れた部品を置き換えるために、197点もの部品が2

号機から1号機へ移されたことも、記録から明らかになっている。

　龍門発電所の建設が始まってからというもの、不祥事が時おり明るみに出るも

のの、国民の反応は概して穏やかだった。2008年、原発建設を推進する国民党

の馬英九が総統選挙に当選、龍門原子力発電所の稼働に向けて熱心な取り組みを

始める。原子力は気候変動対策プログラムになくてはならない要素と位置付けら

れ、原子力発電のさらなる拡大が示唆された（Ho 2008）。稼働開始は幾度となく

遅延しているが（Central News Agency 2014）、それでも工事は続けられた。

龍門原子力発電所の死

　2011年3月に発生した福島原発事故がこうした状況を一変させる。とりわけ地

震が多発するなど、大衆は突如として台湾と日本に数多くの共通点があることを

悟り、こうした先進技術を持つ理性的な社会がかくも無力となり、同じ状況に置

かれたら台湾はどうなるのだろうと、多くの人々が困惑した。原能会の直後の対

応はそうした不安を鎮めるものではなかった。福島事故からわずか2日後、なん

ら検証が行なわれていないにもかかわらず、原能会副委員長は「台湾における全

ての原子力発電所は、壇に座す仏陀の如く安定している」と宣言した（Now 

News 2011）。またフィリピン、ベトナム、中国など近隣諸国はいずれも福島から

の放射性物質を検知したが、原能会は3月31日に至るまで何も検知されていな

いと主張している
15

。その結果、原能会の観測機器の感度に人々から疑問符がつ

けられた（Yen et al. 2011）。

　2013年2月、国民党は龍門原子力発電所の将来を決定すべく人民投票の実施を

提案する。台湾の「公民投票法」によると、人民投票が法的拘束力を持つには

50パーセント以上の投票率に加え絶対過半数の賛成が必要である。2006年に公

15   放射性物質が台湾に飛来するかどうかという議員の質問に対し、原能会副委

員長のファン・チントンはこう答えた。「放射性物質が台湾に届くとは考えられ

ません。当の日本でもさほど観測されていないのですから」（Tung Sen News 

2011）。
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民投票法が通過して以降、6度の人民投票が行なわれたものの、投票率が26～45

パーセントにとどまりいずれも否決された。現行の法律では、設問をどのように

するかが結果の鍵を握る。国民党は次のように提案した。「台湾第4の（龍門）

原子力発電所の建設を止め、稼働させないことにあなたは賛成しますか？」行政

府は投票日を2013年末とすることで、多くの人々はわざわざ投票に来ないだろ

うから、プロジェクトは合法化されるはずだと目論んでいた。

　その一方で原能会はヨーロッパ連合（EU）に対し、台湾の「圧力試験」を投

票予定日の1ヵ月前までに完了させるよう要請した。権威ある国際評価は国民の

支持を増やすに違いなかった。中には、圧力試験は安全性の検証でなくプロパガ

ンダが目的だと考える者もいた。事実、原能会が作成した圧力試験報告書で用い

られている地理的情報は、すでに知られているものを大幅に短くしたものである

ことが、非政府機関の代理人らによって突き止められている。近くの断層と原子

炉との距離は見逃されたか、あるいは報告書に全く記載されていなかった（AEC 

2013; Tsai 2013; Hsu 2013）。その結果、原能会は丁重ながら玉虫色の評価報告書を

受け取った（ENSREG 2013）。しかし抗議デモが全国規模で繰り広げられた。そ

の中には20万人以上が参加した2013年3月9日の反原発抗議集会も含まれてい

る。

　有権者の圧力を受け、国民党政府は人民投票の提案を取り下げた（Shih 2013）。

だが国民党が直後に中国と締結したサービス業に関する協定が大きな議論を呼び、

2014年3月の大規模デモにつながった。4月22日、元民進党主席で長年反原発運

動に携わった経歴を持つ林義雄が龍門原子力発電所の建設中止を求めてハンガー

ストライキを行なう。こうした圧力を受け、馬英九総統はプロジェクトに関する

譲歩を余儀なくされ、1号機の建設および密閉を一時中断するとともに、2号機

の建造を完全に中止した（M.-S. Huang 2014）。なお2号機の決定は、稼働の可能

性が非常に低いと判断されたためだと思われる。林はこれを受けて4月30日に

ハンガーストライキを終了した。
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建物の放射能汚染

　商品が放射能に汚染されているか否かを確かめることは世界各地で行なわれて

いるわけではないが、台湾では不動産業者が日常的に提供しているサービスであ

る。1992年以降、1,600戸の住居を含む300以上の建物で高水準の放射能汚染が

確認された。住居にまで蔓延する放射能汚染の原因は、原能会が10年以上にわ

たり無視と隠蔽を繰り返したことだった。原能会が鉄筋の放射能汚染を最初に確

認したのは1983年1月のことである。金山原子力発電所向けに購入された棒鋼

が高レベルの放射能に汚染されており、その数値は70マイクロシーベルト毎時

（μSv/h、環境放射線の平均水準およそ0.1μSv/hの約700倍）に上った
16

。製造者の

金山鉄鋼は桃園にある製鉄所から鋳塊を購入しており、原能会による調査の結果、

棒鋼2トンを金山原子力発電所に、29.9トンをチェン・カン建設に販売したこと

が判明、後者は中国国際商業銀行の職員寮建設に使われていた。1983年3月時点

において、建設現場で未使用のまま保管されていた棒鋼の放射線量は50μSv/h

であり、工事中の寮で用いられていた棒鋼のそれは1～5μSv/hだった。

　原能会は建設会社に対し、放射能に汚染された鉄骨を取り除くよう直ちに求め、

3月26日にはチェン・カン建設と金山鉄鋼に対し、使用済みの棒鋼17.2トンと未

使用の棒鋼12.7トンを金山鉄鋼の倉庫に保管、また輸送の際にはかならず原能会

の許可を得ることを約束させた。しかし翌年5月24日に原能会の監査官が金山

鉄鋼の倉庫を訪れたところ、未使用の棒鋼が残らず消えていた。原能会の同意を

得ることなく販売したものと思われるが、金山鉄鋼の経営者は原能会の追及に対

し、棒鋼は全て実用に適さないほど錆びついてしまったので、敷地内に埋めたと

述べた。原能会はこれに納得したらしく、追跡調査が行なわれることはなかった。

　1992年8月15日、国民は自由時報紙の記事を通じて「放射能住宅」の存在を

初めて知る（Chang, Chan, and Wang 1997）。組織に不満を抱く原能会職員から情

16   台湾における原発作業員の上限許容量は5年間で100ミリシーベルト（mSv）

であり、600μSv/hは年間5.26シーベルト（Sv、5,260mSv/year）に相当する。
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報提供を受けた記者がミンシャン荘という名の建物に赴いてみると、骨組みから

放出される放射線量は600μSv/hに上った。これは原子力施設で働く労働者の許

容量のおよそ300倍である。この後すぐ、原能会の委託を受けた業者が新規に開

業する歯科医院のレントゲン装置を検査した1985年3月から、原能会がこの事

実を把握していたことが判明する（Wang 1996）。レントゲン装置のスイッチを切

ったところ、放射線量は280μSv/hだった。検査官は直ちに、建物がその放出源

だと認識する。そして歯科医には何も言わぬまま、放射能の簡単な分布図ととも

に原能会へ戻った。放射能に汚染された鉄骨が、1年前に金山鉄鋼から消えた棒

鋼ではないかと恐れた原能会は事実の隠蔽を行なった
17

。歯科医に対しては通常

のレントゲン装置許可証を発行するとともに、この建物でのサンプリングは今後

行わないと決定する。また委託業者やレントゲン装置の販売業者を含む関係者全

員に対し、これらの測定結果を口外しないよう約束させた。その後この歯科医に

対する原能会の許可証は何度か更新されている。

　自由時報の記事を読んだ原能会は、ミンシャン荘で確認された放射線量は「環

境放射線量をわずかに上回る程度」と発表することでその深刻さを覆い隠そうと

した (Central News Agency 1992c)。しかし主要メディアにさらなる情報がもたら

され、原能会は渋々ながら、確認された線量は半減期5.2年のコバルト60から放

出される環境放射線量の1,000倍に上ると認めた（Central News Agency 1992d）。

かくして半狂乱とも言える全国規模の放射線測定が始まった。放射能汚染が確認

された建物には、オフィスビル、幼稚園、学校、そして住宅が含まれる。およそ

1万3,300人が被曝していた。さらに、建て直しにあたって原能会がさしたる支

援を行なわず、かつ複数の基準を設定した結果
18

、建て直された建物の割合は現

17   中国国際商業銀行に比べてミンシャン荘の数値の方がはるかに高かったため、

多くの人間がこれに異議を唱えている。
18   年間25mSvを超える線量が確認された住居は政府が買い取っており、5～

25mSvの線量が確認された住居で暮らす住人には20万元（およそ6,667ドル）の

補償金が支払われる。また5mSv未満の場合補償金は支払われない。さらに、線

量5mSvシーベルト以上の住居が20パーセントを占める建物に限り、建て替えの

際より有利な容積率が認められる。
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時点で7パーセントに過ぎず、鉛遮蔽体を設置したり鉄骨を交換するなどした建

物の割合もわずか15パーセントである。放射能に汚染された建物の80パーセン

トが今もそのままで、ミンシャン荘もその一つである。報道から20年後の現在

も、3,600人が放射能に汚染された住宅で暮らしている
19

。この面倒な悲劇の解決

は自然に任せようと、原能会は望んでいるかのようだ。

放射能に汚染された物資の出所

　これら放射能に汚染された物質の出所はどこだったのか？　棒鋼の大半は

1982年から83年にかけて桃園郡のシンチュン製鉄が屑鉄から生産したものであ

る。シンチュン製鉄の主張によると、その期間海外から輸入した屑鉄は使用して

いないという。また原能会の調査報告書はシンチュン製鉄に程近い陸軍化学歩兵

学校が疑わしいとしている（Lee 1984）。この学校では1982年9月に放射能23.8

キュリー相当のコバルト60を1個紛失しており、放射能に汚染された棒鋼が初

めて市場で見つかったのはその1ヵ月後だった。ゆえに原能会は都合のよいこと

に、化学歩兵学校から消えたコバルト60は1個だけでないのではないかと疑い、

シンチュン製鉄にさらに近い核能研究所が放射能汚染の源である可能性を強く否

定した。一方の陸軍も疑惑を否定している（Lin 1984）。

　この公式報告書に異議を唱えたのが、放射能安全改善機関という非政府組織で

ある
20

。同機関の試算によると、2個の放射性物質で放射能に汚染される鉄材はせ

いぜい数百トンであり、これは原能会がすでに確認していた7,000トンよりもは

るかに少ない。また外部に流出した原能会の秘密資料の中には、1985年に発生

したミンシャン荘事件の内部調査で押収した、1982年から83年にかけてのシン

チュン製鉄の在庫記録も含まれており、それによってシンチュン製鉄が1982年

10月29日に台電から屑鉄604トンを購入していたことが明らかになった。同社

19   半減期が5.2年ならば、線量は当初（20年前）の6.7パーセントに減少する。

したがって当初の放射線量は、原能会が初めて問題を把握した7年前の線量の

2.54倍になる。
20   放射能安全改善機関の現議長はワン・イーリン。



第6章　統制か操作か？ 台湾における原子力発電　　173

は11月にその屑鉄から製造した棒鋼を様々な取引先に販売しているが、そのい

ずれも放射能に汚染されていたことがのちに判明している。3ヵ所の原子力発電

所で毎年実施される補修管理の後、集められた屑鉄の量はおよそ6,000トンに上

る。売却された屑鉄は放射能に汚染された配管ではないと台電は主張したが、そ

の行方については説明がなかった。

　ミンシャン荘の住民は政府監察院と共同で原能会に対して訴訟を起こした。

1994年6月、監察院は原能会幹部の弾劾を決定する（Control Yuan 1994）。被告は

公務員懲戒委員会に送られ、最高検察庁が行政責任ないし刑事責任、あるいはそ

の両方の捜査を実施するよう要請された。しかし裁判所は、「当該棒鋼は原能会

の管理下になく、また放射能に汚染された鋼材でもない」ことを理由として、原

能会幹部に無罪の判決を下した（Control Yuan 1994）。

蘭嶼の低レベル放射性廃棄物

　原住民のタオ族が暮らす蘭嶼は台湾の南東部に位置している。1978年、魚の

缶詰工場を装った低レベル放射性廃棄物
21

一時貯蔵施設が同島に建設され、82年

5月に稼働を開始した。当初は蘭嶼に隣接する深い海溝に廃棄物を捨てる予定だ

った。しかし「廃棄物その他の物質の投棄による海洋汚染の防止に関する条約」

の1993年改訂版に低レベル放射性廃棄物が追加され、海洋投棄計画は中止され

た（Lan Yu BiWeekly 1996）
22

。

　ところが、低レベル放射性廃棄物はその後も蘭嶼に送られ続け、液体状の廃棄

物が労働者によって周辺に撒き散らされたのではないかと疑われた。当初の計画

では廃棄物を深海に沈めることになっていたため、使われていたドラム缶は普通

21   原能会の定義によると、使用済み燃料を除く全ての放射性物質は、燃料に直

接触れた器具や物資を含め低レベル放射性廃棄物に分類される。
22   この条約は1972年に採択され、75年8月30日に発効した。また1993年の改

定以前、ソビエト連邦が日本海に低レベル放射性廃棄物900トンを遺棄しており、

それを知ったアメリカと日本は低レベル放射性廃棄物の海洋投棄の禁止に合意し

ている。あらゆる放射性廃棄物の海洋投棄禁止は1994年に発効した。
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の鉄製だった。温暖湿潤かつ海に近いこの環境で、1995年初頭までにドラム缶

のおよそ3分の1が明らかに錆びついていた。地元住民からは癌による死亡者数

と学習障害を持つ子供の数の増加に不満の声が上がった。また台湾の公式保健統

計でも、蘭嶼の癌による死亡率は同国で最も高いことが示されている（Chiu, 

Wang, and Liu 2013）。政府に騙され見放されたと感じたタオ族は1988年に抗議運

動を始め、それはすぐに勢いを得た。そして1996年4月27日、台電の低レベル

放射性廃棄物を載せた船の着岸阻止に成功する。それ以降、蘭嶼への廃棄物輸送

は行なわれていない。その時点で放射性廃棄物が詰まったドラム缶の総数は9万

7,672個に上っていた。

　台電は当初、低レベル放射性廃棄物の永久処分地を1996年に決定し、2002年

までに蘭嶼の放射性廃棄物を完全に撤去すると約束していた。この目標は龍門原

子力発電所の環境影響評価（EIA）をクリアする条件の一つでもあった。しかし

台電は2001年7月に提出したEIAの見直し文書の中で、低レベル放射性廃棄物の

永久処分は龍門原発の稼働にも、その周辺の環境にも関係がないと主張し、上記

の条件は取り消されるに至った。この見直しは、50年間政権の座にあった国民

党が総統選挙で敗れた直後に行なわれたもので、その後の政治的混乱の中で台電

のEIA見直しはほとんど注目されなかった。

　台湾当局は低レベル放射性廃棄物の永久処分地を決定すべく数多くの試みを行

なった。1998年、台電の調査団はまず金門県烏坵郷を最適な候補地として選定

する。しかし2000年に民進党が総統選挙で勝利を収めた後、新任の原能会委員

長は、中国に近く不要な緊張を引き起こしかねないとしてこれに反対した（Liu 

2002）。議員の中には蘭嶼の先住民に金を払って同島から退去するよう求め、そ

こを永久処分地として使ったらどうかと提案する者もいた。当局はこうした計画

の存在をすぐさま否定している（Lo 2002）。また廃棄物の輸出も真剣に検討され

た。1997年、台電は北朝鮮と協定を結び、台湾からドラム缶6,000個の低レベル

放射性廃棄物を輸送、同国内で貯蔵することを取り決めた。しかしこの協定は効

力を発揮しなかった。北朝鮮の施設は完成しておらず、また韓国から激しく抗議

されたためである。

　低レベル放射性廃棄物の貯蔵に中国が支援を申し出るのではないか、あるいは
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ソロモン諸島かマーシャル諸島に輸送されるのではないかという推測もあったが、

具体的な解決策が提示されることはなかった。なお台電は2000年から廃棄物貯

蔵施設の土地賃貸料として3年ごとに2億2,000万元（730万ドル）の支払いを始

めている（Taipower n.d.b）。また2002年5月には行政院の下部組織として蘭嶼貯

蔵施設移転委員会が設置された。その一方、蘭嶼で保管されているドラム缶の状

態は悪化の一途を辿っていた。

　かくして2008年に再封入プログラムが始まる。大半の容器は錆びるか穴が空

いており、中には粉々に壊れていたものもあった。廃棄物はいずれも10年以上

にわたり蘭嶼で保管されていたが、サンプルとして抽出されたドラム缶の放射線

量は毎時2～4ミリシーベルト（mSv/h）だった。数時間の被曝で、原発作業員の

年間被曝量の上限を超える水準である。しかし再封入作業に携わった者の多くは

未熟練の臨時作業員であり、放射線防護服でなく簡素な防塵服しか与えられなか

った。また減圧室が用いられることもなく、全ての作業は露天で行なわれた。再

封入済みの容器に新たな塗料を塗る時も、作業員は通常の衣服を着て行なってい

る。現場の周辺に「塵」はないというのが台電の言い分だった。労働環境がかく

も劣悪だったことは行政院の公聴会で明らかになっている。原能会委員長は当初、

古い情報に基づいているとして議員たちを嘲笑していた（CTI 2012）が、十分な

証拠が突きつけられると自らが間違っていたことを認めるに至った（AEC 2012）。

　原能会が怠慢かつ無能だったため劣悪な労働環境に気づかなかったのか、ある

いはこの件を故意に隠蔽しようと試みていたのかは明らかでない。いずれにせよ、

蘭嶼では深刻な無関心がはびこっていたのである。再封入されたドラム缶の数は

10万277個に上った。また13年が経過した今も完了期日は先延ばしを繰り返さ

れ、タオ族は低レベル放射性廃棄物に囲まれながら暮らしている。彼らの体験は、

放射性廃棄物が地域に保管された際に生じ得る問題をまざまざと映し出した。

高レベル放射性廃棄物―利益相反

　過去30年間にわたり、原子力発電所で生み出された全ての使用済み燃料は、

原子炉に隣接する使用済み燃料プールに貯蔵されてきた。現在のところ、原子炉
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4基の使用済燃料プールはそれぞれ9、7、34、146個の燃料部品しか受け入れら

れる容量がない（AEC 2016）。ゆえに、緊急事態が発生した際に原子炉から炉心

を完全に抜き取るのは不可能である。福島原発事故を受け、原能会と台電はいず

れも4基の燃料プールが満杯であるという深刻な状況を十分認識している。その

一方で、原子炉の稼働はなぜか続けているのだ。

　台電は20年前から使用済み燃料の貯蔵容量が不足する事態を予測していた。

1995年3月に提出された「金山および国聖原子力発電所における使用済み燃料の

乾式中間貯蔵に関するEIA報告書」には、使用済み燃料を内部保存する4種類の

乾式キャスクが記載されており、1995年6月に認可を受けた。台電によると、乾

式キャスクの契約にあたって1995年から4度にわたる国際入札が行われている

という。しかし「合理的な」価格を提示した入札者はいなかった。従って契約は

INERが勝ち取ることとなり、原能会はこの契約を合法だと主張している。INER

は台湾唯一の原子力研究所であって、規制に従って活動しているわけではない。

乾式キャスクプロジェクトに関わる INER職員はEIAの過程から排除されており、

利益相反は発生していないと原能会が主張する根拠となっている（INER 2015）。

　2005年、台電は先に作成したEIAを再検討する形で
23

、環境変化ならびにその

対策に関する報告書を提出し、金山および国聖原子力発電所でコンクリートキャ

スクを導入することとした（Taipower 2005）。この報告書は2008年9月に認可を

受けている。改定された計画では、今後生み出される使用済み燃料を全て貯蔵で

きる数の乾式キャスクを用意するどころか、全体の5分の1も貯蔵できない
24

。こ

の変更は、乾式キャスク計画の目的は原子炉の廃炉でなく寿命延長ではないかと

いう疑いをさらに強めた（Wei 2005）。なお金山原子力発電所の寿命延長の申請

23   法律の定めによると、EIAを通過してから3年以内に開始されなかったプロ

ジェクトを再開するには、環境変化ならびにその対策に関する報告書を提出して

再評価されなければならない。
24   今後貯蔵される使用済み燃料の本数は8,448から1,680に減少した

（Environmental Protection Administration, Taiwan 2008）。翌年にはその本数が1万

3,840から2,400に減少している（Environmental Protection Administration, Taiwan 

2009）。
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は2009年に行なわれている（Chung 2009）。

　台電が採用したコンクリートキャスクは厚さ1.59センチ容量304リットルのス

テンレス製容器と、2層の強化コンクリートで構成されている。台電によると、

この乾式キャスクは海沿いの露天でも40年以上無傷のままだという。そのため、

各キャスクに温度計を設置し、30ユニットの全保管スペース1箇所に一つの放射

線検出器しか設けないというほど、台電の自信は大きかった。全ての過程はコン

ピュータによるシミュレーションで検証され、実証実験は不要だとして却下され

た。また予備計画やそれに関する施設も必要ないとされた。地元住民は、こうし

た中間貯蔵施設がいつの間にか高レベル放射性廃棄物の永久処分場にされてしま

うのではないかと不安視している。新台北市は市民の懸念を受け、乾式キャスク

貯蔵施設に対し、土壌および水質の維持に関する許可証の発行を2013年以来保

留している（Lai 2013）
25

。その一方、金山および国聖両原発の使用済み燃料プー

ルは今も埋まり続けている。

　また近年、アメリカが1955年の原子力協力協定を利用する形で台電に別の選

択肢を提供するという予想外の出来事が起きた。この協定はアメリカ原子力法の

第123節に基づくもので、核拡散防止に関する9つの基準が記載されている。そ

こでは、台湾は機密の核関連施設の運用、および機密の核関連技術に関する活動

を禁じられていた
26

。この合意は2014年1月6日に改定され、6月22日に発効し

ている
27

。その結果、照射済み（使用済み）燃料物質や特殊な核分裂性物質を貯蔵

25   法律の定めによると、乾式キャスク貯蔵施設の用地選定にあたっては、地元

自治体が定める土壌ならびに水質の保護に関する規定を全て満たさなければなら

ない。2013年7月、台電は金山原発における乾式キャスク貯蔵施設の土地整備を

行なった後、新台北市に免許の申請書を提出した（Lai 2013）。
26   1955年に締結された協定において、機密を要する原子力技術は、「主として

ウラニウム濃縮、核燃料の再処理、重水の生産、あるいはプルトニウムを含む核

燃料の製造のために開発・利用される」情報ないし施設と定義されている。これら

のプロセスは民間の発電事業だけでなく核兵器の製造にも活用し得るものである。
27   この協定は、大使館が置かれていない台湾においてアメリカの利益を代表す

る米国在台湾協会と、駐米国台北経済文化代表処（TECRO）との間で締結され
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ないし再処理目的で台湾からフランスなどの国々へ輸送することが初めて可能に

なった。またアメリカ原子力法第123節にも同種の条文が最近になって追加され、

アメリカ合衆国とアラブ首長国連邦との協定文書にも記載された。

　いわゆる「新・米台123協定」の下、台電は春節（旧正月、2015年2月17日）

前最後の平日に核燃料再処理事業に関する競争入札の案内を行なった。このプロ

ジェクトに予算が割り当てられていないのを認識した上で、である。こうした台

電の動きは立法院の両派から反発を招いた。その結果、予算の見直しが済むまで

入札を禁じる決議がなされる。しかし公共調達サイトには、再処理プロジェクト

の公募入札案内が2015年4月9日を期限日として掲載され続けた。結局国民によ

る反発の高まりを受け、台電と経済部は2015年4月1日に公募を取り消した。

　総合的に見れば、原子力協力協定に記載された法的拘束力のある価値基準が、

民間の原子力プログラムに濃縮および再処理は必要ないという国際的前例を確立

する一助となるだろう。しかし再処理を経てもなお相当量の高レベル放射性廃棄

物が残るため、慎重な対処が必要である。再処理は高レベル放射性廃棄物にまつ

わる現在のジレンマを解消するものでなく、世界的に見れば分裂性核物質の量を

さらに積み上げ、テロリストの標的になったり、国際情勢をさらに緊張化させた

りするリスクを増大させるに過ぎない。再処理が持つ唯一の利点は、高レベル放

射性廃棄物に関する問題を20ないし30年ほど先延ばしにできることだけである。

不愉快な問題はそのようにして将来の世代へと引き継がれるのだ。

結　論

　これまでに述べた意思決定における不合理さと滑稽さ―規制機関は責任を放

棄し、原発事業者は原子力を過度に追求しているかのようである―は、失敗に

終わった核兵器開発プログラムの遺物である。1960年代初頭、原子力工学は栄

光に満ちた名誉ある地位を占めており、最も優秀な学生だけがそこに加わること

たものである。1979年に制定された台湾関係法によって、アメリカは第123節協

定のような行政合意文書をTECROとの間で締結している。
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ができた。研究機関、政府組織、あるいは電力事業者など、数多くの就職先が彼

らを待っていた。やがて政府は原子力の軍事利用を諦め、その結果就業機会が減

少する。チェルノブイリとスリーマイル島で発生した原発事故によって、数多く

の有望な学生がこの分野から離れていった。国立清華大学の原子力科学部は学生

を確保するために1995年と97年の2度にわたって名前を変え、現在ではエンジ

ニア・システム科学部と呼ばれている。

　原能会や台電の幹部職員はいずれも最優秀の学生であり、キャリアの最初から

原子力への熱意に満ちていた。しかし彼らのキャリアは国内外の情勢によって不

幸にも妨げられてしまう。中には、自分たちは犠牲者であると感じ、世を拗
す

ねる

者もいた。また秘密兵器開発プログラムという長年にわたる努力を打ち砕いた

「傲慢なる」アメリカ人に敵意を抱く者もいた。さらには、龍門原子力発電所の

建設でGEの設計書を変更した人物のように、自信と熱意が有り余り、自分たち

はアメリカ人の能力を超えることができると証明しようとする者もいた。総体的

に見て、これらの人々は「義和団心理」にやや取り憑かれていたように思われ

る
28

。その一方、有能な人材の確保がますます困難になるにつれ、能力的に劣る

より少数の人間が、複雑さを増す運転管理や規制の全てに対処しなければならな

くなった。蘭嶼の低レベル放射性廃棄物再封入プログラムで見られたように、未

熟な労働者が原発の維持管理や廃棄物の処理といったことを日常的に請け負わさ

れている。プロジェクトが契約に至ると、台電は作業員の資格、現場の安全性、

あるいは労働環境といったことをほとんど把握しようとしなかった。原子力にま

つわる安全性の確認は全て少数の原能会監査官に委ねられたのである。

　台湾の規制機関である原能会は、基本的に対外的な連絡機関として1955年に

28   「義和団心理」とは、装備の劣った人々ないし集団が、長期にわたる搾取、

侮辱、あるいは抑圧と対決するにあたり、非合理的かつ原始的な行動に頼ること

をいう。西洋の帝国主義とキリスト教に対抗すべく1898年から1901年にかけて

発生した義和団の乱を由来とするこの表現は、中国語を話す人々の間で広く使わ

れている。義和団の武器は貧弱だったが、銃弾を跳ね返す超能力があると主張し

ていた。しかし彼らは、外国勢力との開戦を望む清王朝の皇后（訳注：西太后）

に利用されていたのである。
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設立された。名目上は、原子力の研究開発促進や原子炉および核燃料の評価から、

放射能の測定や免許発行まで、原発の運転を除くあらゆることを担うものとされ

ている。だが実際には軍がCSSIを運営しており、上層部から直接命令を受け取

った上で原子力の研究開発に関する主要な決定を下していた。CSSIから INERを

引き継いだ原能会も補助的な役割しか果たしていない。

　張 INER副所長の亡命、蒋経国総統の死、そして核兵器開発プログラムの全面

的廃止という1988年初頭に起きた事態のため、軍の関与は終わりを迎えた。そ

の後原子力の推進は台電が主導する。「原子力だけが台湾を電力不足から救う」

というレトリックが、これまで龍門原子力発電所プロジェクトの復活劇、原子力

論争の最中（Lin 2011）、そして総選挙前の数ヵ月間（Huang 2015）で繰り返され

た。2015年には、夏の初めに深刻な電力不足が生じ得るという警告が台電から

発せられている（Chen 2015）。だがこうした警告は、需要がピークを迎える5月

から9月にかけ、2.9GWもの電力供給容量を有する発電所群が定例整備に入る予

定だと発覚したことで、説得力を失った（Wang 2015）
29

。

　民進党が政権を奪取した2000年以降、8基の原子炉を新規建設するというかつ

ての望みは消え去った。原子力の支持者にとっては、龍門発電所の稼働開始と既

存原子炉の寿命延長が次善の策だった。しかし2014年4月、馬英九総統が龍門

発電所の計画中止を渋々決断したため、原発支持者にとって「原子力の発展」の

選択肢は既存原子炉の寿命延長に絞り込まれた。原能会委員長さえも、電力の安

定供給には原子炉の寿命延長が必要だと述べている（Tang 2014）。

　2025年までに台湾の脱原発を完了させるという蔡英文総統の公約は、原子炉

の寿命延長がもはやあり得ないことを意味している（C.-W. Huang 2014）
30

。しか

し原子力産業からの完全撤退と見なされることを恐れたためか、使用済み核燃料

プールが満杯であるにもかかわらず、台電は寿命を迎えていない原子炉の閉鎖に

消極的である。おそらく原子力支持者にとって状況があまりに耐え難いものとな

29   発電に関する最新情報はTaiwan Power Company（n.d.）を参照のこと。
30   張家祝経済部長は、台湾が脱原発を完了させた場合国民は停電の事態を受け

入れるのかと疑問を発している。
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ったため、そうした事態を防ぐべく社会全体を危険に晒しているのだ。

　秘密主義はもう一つの問題である。それは核兵器開発プログラムを前進させ、

また外国の干渉を排除する上で極めて重要な要素だった。外部の人間に何も漏ら

してはならず、真の意図を隠すために、さらには外国勢力を欺くために、過去に

は偽情報作戦までもが用いられた。否定することが習慣となり、国民の健康、安

全性、信頼性、およびその他の社会的問題ははるかに優先順位の低い位置に置か

れた。ある程度の犠牲が必要とみなされ、政策の遂行に必要ならば原能会はいか

なることもしたのである。

　核兵器開発プログラムは30年近く前に息の根を止められたが、秘密、否定、

そして欺瞞の文化は今なお盛んである。これまで挙げた例でも見られたように、

原能会幹部の大半はいまだ古い習慣にしがみついている―原能会の権限を独自

に振るうよりも、深く根づいた習慣に固執するほうを好んでいるのだ。かくして

原能会は圧力試験報告書に古い情報を記載し、蘭嶼の再封入プロジェクトにおけ

る実情を無視し、龍門の放射能汚染を過小に発表し、ミンシャン荘の記録などを

隠蔽したのである。一般市民の福祉は、過去においてもまた現在も高い優先順位

を与えられていない。現状維持が最優先なのだ。だが結果として、政府に対する

不信が募り、政策実行への障壁をさらに作り上げたのである。

　現実において、この種の秘密主義は現場環境に対する無関心を招き、安全規則

を弱め、事故を誘発し、社会全体を危険に晒す。数多くの危険な事態がおそらく

は辛うじて間に合って明るみに出たのは、状況が悪化するのを事前に防ごうと、

何百もの関係者や有志たちが違法行為の証拠を提供したためである。しかし過ち

を正すにあたってもっぱら内部告発者や有志に頼るのは、台湾にとって政治的に

も社会的にも好ましいものではない。さらに、それらは偽情報や怠慢に対する監

視機能としては不十分であり、これを人々の安全を保証する存在とみなすのはあ

まりに危険である。

　現在、原子力業界は大きな曲がり角を迎えている。一方では、一部の先進国が

福島原発事故を受けて脱原発を決断した。また他方では、技術力と透明性に劣る

多くの国が民間原子力プログラムを導入、あるいは拡大させようとしている。原

子力の管理は他の電力源のそれに比べはるかに複雑である。あらゆる局面で不断
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の注意と用心深さが要求され、優秀な人材を多数揃えて初めて維持することがで

きる。すでに多くの原発先進国では、十分な訓練を受けた人材が急速に減少しつ

つあるという事態に直面しており、核廃棄物処理や廃炉だけでなく、通常運転の

維持までもが困難になっている。新たに原子力を持とうとする国家に原発建設や

安全管理を監督するだけの技術的能力があるのか、という不安はますます大きく

なっている。そしてさらに大きな問題として、抑制と均衡の機能が国家の枠組み

の中にしっかり確立されているか、というものがある。原発新興国の中には、数

十年前の台湾と同様の政治体制を持つ国もある。規制機関に十分な権限が与えら

れず、事業者の意のままになるようであれば、台湾の経験がそこでも繰り返され、

場合によってはそれより悪い事態も生じ得るだろう。

　原子力エネルギー計画に携わる全ての者が絶えず警戒を怠らず、かつ責任感を

持つようにさせるには、台湾を含めた全ての政府が意思決定過程に透明性を組み

込み、あらゆる文書を全て公開し、外部の人間に自分たちの作業を検証させるこ

とが必要不可欠だと、過去に幾度も指摘されている。また原子力の透明性に関す

る国際的な枠組みの策定は、国家間の協力関係や情報交換を促進させるだけでな

く、将来的な核兵器保有の野望を封じ込める一助にもなるはずだ。
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第7章

ASEANにおける原子力協力関係の拡大
―地域的な規範および課題

メリー・カバレロ＝アンソニー、 
ジュリウス・セザール・I・トラヤーノ

要　旨
　安全面の懸念にかかわらず、2011年に発生した福島の核惨事が

東南アジア諸国の原子力発電所建設計画の勢いを止めることはなか

った。多くの国々が原子力をエネルギー安全保障と気候変動緩和と

いう二重の目的を達成させる代替エネルギー源とみなしている状況

にあって、原子力開発への飽くなき関心は戦略的思考によって突き

動かされている。本章では、原子力の安全と保安を推進し、同時に

核兵器の拡散を防ぐために東南アジア諸国連合（ASEAN）が打ち出

した、より強固な地域的規範の枠組み構築の構想を検証する。政治

面および安全保障面での共同体を築こうとするASEANの構想につ

いて、原子力の活用を計画している加盟国は、法制面と規制面の枠

組み、人材育成、放射性廃棄物の処理、核の安全性、緊急時の行動

計画、そして保安および物理的防護策といった重要な問題に取り組

む必要があると、我々は論じるものである。また2015年にASEAN

経済共同体が発足したことを受け、「原子力規制機関のASEANネ

ットワーク」（ASEANTOM）に代表されるような、原子力に関する

2015年以降の地域的枠組み強化の展望について検証を加える。



188　　第2部　国別研究

はじめに

　2011年3月に福島原発事故が発生した時、アジアの原子力産業は成長段階を迎

えていた（IAEA PRIS 2014）
1

。しかし当初の「成り行きを見守る」時期が過ぎた

後も、東南アジアにおける原子力開発計画は、安全面の懸念にもかかわらず、大

半がそのまま継続された。10ヵ国から成る東南アジア諸国連合（ASEAN）の一

部加盟国は長期エネルギー計画に原子力を組み込もうとしているが、これは各国

政府が原子力発電を、エネルギー安全保障および気候変動緩和という二重の目標

を達成する一助となる代替エネルギー源とみなしていることの表われである

（Nian and Chou 2014）。

　自国のエネルギー供給を安定的かつ安価なものにし、その上で環境的な持続可

能性を確保すべく、ASEAN各国は電源構成の分散化を進めており、化石燃料へ

の過度の依存を軽減しつつ、長期エネルギー計画に原子力を徐々に組み込んでい

る（表7-1参照）。

1   2014年時点で、31ヵ国計439基の原子炉が稼働していた。また建設中の原子

炉69基のうち3分の2がアジアのもので、中国を筆頭にインド、韓国と続く

（IAEA PRIS 2014）。

表7-1　ASEANの電源構成

燃料
割合

2013（%） 2040（%）

石炭 32 50

石油 6 1

ガス 44 26

原子力 0 1

再生可能エネルギー（水力、地熱、バイオ燃料など） 18 22

合計 100 100

出典：IAEA（2015: 39）。
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ASEANにおける原子力エネルギー計画

　東南アジアの数ヵ国は電源構成の分散化によってエネルギー安全保障の強化を

図る中で、原子力への関心を明らかにしている。ベトナムは同国初となる原子力

発電所の建設を決定した2009年から、主にコスト上昇のため計画中止を決断し

た2016年11月まで、ASEANにおける原子力開発の急先鋒だった。計画中止以

前、出力2,400メガワット（MW）のニントゥアン第1原子力発電所が（数度の遅

れを経て）2028年ないし29年の稼働開始を、出力2,000MWのニントゥアン第2

原子力発電所が2030年の稼働開始を予定していた。ロシアの国有原子力企業ロ

スアトム社が第1原発の建設を受注する一方、第2原発の建設は日本原子力発電

が主導する日本の原発企業連合が請け負うものとされた（Pascaline 2016）。とこ

ろが、政府は原発プロジェクトの中止を決定したにもかかわらず、原子力発電の

「促進」を継続しようとしている（Kyodo News 2016）。ベトナムはそのために、

原子力科学技術センターという名の新たな研究炉を建設しようと計画しており、

原子力専門家や学生のスキル向上と技術的ノウハウの蓄積を図っている。

　インドネシアはかなり以前から将来的な原子力の活用に取り組んでおり、3基

の研究炉を建設した。1965年にバンドンで建造したトリガ2000原子炉を皮切り

に、1979年には出力250キロワット（kW）のカルティニ原子炉をジョグジャカ

ルタに、1987年には出力30MWのRSG-GASをセルポンに建造している。国際原

子力機関（IAEA）が2006年に発表したところによると、インドネシアは原子力

プログラムの本格化を進める知識基盤がすでに整っているものの、原子力発電所

の建設に進むか否か政府はなんら決断を下していないという。またエネルギー鉱

物資源省は「2014年から2024年にかけてバンカ・ブリトゥン州で建設が予定さ

れている5,000MW級NPP（原子力発電所）に関する白書」を作成し、国内電力

消費の急増に対処すべく原子力発電の導入を求めた。なおインドネシアの電力需

要は2025年の時点で150ギガワット（GW）に増大するものと見込まれており、

原子力という新たなエネルギー源は、同国の電力供給能力を押し上げる主要な代

替エネルギーとみなされたのである（Taryo 2015）。
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　インドネシア原子力庁（BATAN）は2027年までに原子力発電所を建造すべき

と以前から勧告しており、バンカ・ブリトゥン島、西カリマンタン、そしてジャ

ワ島のムリアおよびバンテンといった場所で原発立地の実現可能性調査を実施し

た。そのうちスマトラ島に程近いバンカ・ブリトゥン島が、同国の地震帯と火山

帯のいずれにも含まれていないことから、同国初となる原子力発電所の建設地と

された。原子力の活用に関する公式決定はなされていないものの、BATANが

2014年に行なった全国規模の世論調査によると、72パーセントのインドネシア

国民が国内における原子力発電所の建設に賛成したという
2

。

　マレーシアでは増加する電力需要が原子力開発を正当化する理由とされており、

ナジブ・ラザク首相は2009年に小規模原子炉の建造計画を公表した。なお2010

年度における同国半島部の電源構成はガス54.2パーセント、石炭40.2パーセン

ト、水力5.2パーセント、石油0.4パーセントである（Ramli 2013）。原子力発電

は第11次マレーシア計画2016-2020の中で触れられてはいるものの、電源構成

に占める割合の見通しは記されていない（Economic Planning Unit 2015参照）。

　マレーシアにおいて原子力発電は常に国民の強い反発を受け
3

、政府主催のも

のを含む多数のフォーラムで市民グループから反対の声が上がっている
4

。こう

した情勢にもかかわらず、マレーシア政府は原子力という選択肢を完全には捨て

ていない。2014年、マー・シウ・コン首相府長官は、今後10年以内の原発建設

に向けた実現可能性調査と、国民の反応を含む包括的調査の実施を発表し、専門

家や非政府組織（NGO）の意見も取り入れると述べた（Bernama 2014）。政府は

すでに総合的な実現可能性調査を始めているものの、それがいつまでに完了し国

民に公表されるかは定かでない。

　2016年11月、フィリピンのロドリゴ・ドゥテルテ大統領はエネルギー省に対

2   2015年10月30日、シンガポールで行なわれたBATAN職員へのインタビュ

ーより。
3   詳細についてはConsumers Association of Penang（n.d.）およびマレーシア反

核連合に支持されているCare2 Petitions（n.d.）を参照のこと。
4   2014年9月10日、ペナン消費者組合職員との電子メールでのやり取りより。
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し、出力621MWのバターン原子力発電所の再稼働に向けた実現可能性調査の許

可を与え、任期中は原子力の活用を行なわないとする以前の立場を翻した。しか

し建設から30年を過ぎたこの原発を稼働させるにあたり、安全と保安の確保に

特別な注意を払うよう明確な指示を出している（Lucas 2016）。

　2016年5月、カンボジアとロシアは原子力情報センターの設立と、核エネルギ

ーの平和的利用に関する合同ワーキンググループの結成という二つの協定に署名

した。ロスアトム社によると、原子力情報センターは学生をはじめとするカンボ

ジア国民が原子力発電の原理をよりよく理解し、原子力発電事業ならびに関連業

界の重要な発展状況を詳しく知る一助となるという。また核エネルギーの平和利

用に関する合同ワーキンググループの覚書には、共同プロジェクトを明確化し実

行すべく両国の専門家による定期的な会合を実施することが明記されている。ま

たロシアは協定文書の条件の下で、技術、研究、および教育訓練を提供すること

になっている。カンボジアのフン・セン首相は以前、同国が原子力発電を推し進

めることはないと述べたものの、政府内には周辺諸国の関心や行動に突き動かさ

れる形で、原子力発電の推進を求める声が存在している。合同ワーキンググルー

プの覚書と情報センターの設置は、カンボジアが原子力発電の推進を決めた場合、

将来的なプロジェクトの土台となるだろう（Tan 2016）。

　こうした事態の進展に対し、本章では、安全と保安の促進、および地域内にお

ける核兵器拡散の防止に向けた、より強力な地域的規範の枠組みが形作られる見

込みを検証する。ASEANはすでに原子力の安全（safety）、保安（security）、および

防護措置（safeguards）の3Sに関する相互協力の規範を確立させているが、こう

した規範の枠組みが地域内でどの程度まで維持・拡大されるかは、原子力の活用

に関心を持つ加盟国がそれぞれの原子力発電プロジェクトを進める準備段階にお

いて、インフラ整備の問題をいかに解決するかが依然として鍵を握っていると、

我々は論じるものである。既存の原発インフラ問題が解決されなければ、これら

ASEANの規範はいくつもの課題に直面するだろう。我々はASEANの3ヵ国―

ベトナム、インドネシア、マレーシア―に的を絞り、これら各国の主な原発イ

ンフラ問題を説明する。これらの問題は法制面および規制面の枠組み、人材育成、

放射性廃棄物の処理、核の安全性、緊急時の行動計画、そして保安および物理的
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防護策に関するものである。また2015年にASEAN経済共同体が発足したことを受

け、「原子力規制機関のASEANネットワーク」（ASEANTOM）に代表されるような、

原子力に関する2015年以降の地域的枠組み強化の展望について検証を加える。

核エネルギーの安全かつ平和的な利用に関するASEANの枠組みの拡大

　ASEAN加盟国が遵守しなければならない核エネルギーの平和的利用に関する

規範とはどのようなものか？　ASEANが核の安全性と拡散防止に関する地域的

な規範を最初に構築したのは、東南アジア非核兵器地帯条約（バンコク条約）が

調印された1995年のことである。この条約は主に、核兵器の開発、製造、およ

び所有を加盟国に禁じることを目的としているが、とりわけ経済発展や社会的発

展といった平和目的で原子力エネルギーを活用する権利を各加盟国に認める条項

も存在している。また原子力の活用を決めた加盟国の道しるべとなる地域的な規

範の枠組みも、条約の中で確立されている。

　バンコク条約によって確立された主な地域的規範は以下の通りである。すなわ

ち、原子力エネルギーを活用しようとする国は、（1）国内における核関連物資お

よび施設の利用を平和目的に制限しなければならない。（2）健康を保護し、生

命・財産に対する脅威を最小化すべく、IAEAが勧告した各種ガイドラインおよ

び基準に沿う形で、自国の原子力開発プログラムを厳格な安全性評価の対象とし

なければならない。（3）他の加盟国に求められた場合、安全性評価の結果を伝え

なければならない。（4）核不拡散条約および IAEAの安全防護システムに厳格に

従うことで、国際的な不拡散体制を維持しなければならない。（5）放射性廃棄物

その他の放射性物質を処分する際には、IAEAの基準と手続きに従わなければな

らない（ASEAN 1995）。

　ASEAN加盟国は年1度の首脳会議でこれら規範の遵守をうたっているが、中

でも重要なのがエネルギー閣僚会合であり、そこでは民間の原子力利用における

能力向上と安全性確保に関する地域的な協力関係の拡充が重要課題として強調さ

れている。「ASEANプノンペン宣言：一つの共同体、一つの運命」（ASEAN 

2012b）において、ASEAN首脳は以下のことに合意した。
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IAEAなど適切な関係機関と協力して原子力の安全性を高め、また平和利用

目的の原子力エネルギー開発における安全と保安について IAEAが定めた各

種基準を維持・促進する国際的な取り組みに関し、それに貢献し得る

ASEANの統一的アプローチを構築する。（ASEAN 2012a）

　また「ASEAN政治・安全保障共同体に向けた青写真2025」（B.5.2節）におい

ても、IAEAなどの関連国際機関と共同で原子力の安全性を強化すべく、地域的

アプローチの構築が謳われている。しかしそれより重要なのは、この青写真が

ASEANTOMの強化を促していることであり、そうすることでASEANTOMが原

子力の安全性に向けた地域的アプローチ構築を効果的に主導できるとしているこ

とである（ASEAN Secretariat 2016参照）。

地域的協力関係の強化におけるASEANTOMの新たな役割

　またASEAN首脳は次のように宣言した。

東南アジア各国の原子力規制機関から成るネットワークを構築し、それによ

って各国規制機関が原子力に関する情報や過去の体験を交換し、また原子力

の安全、保安、および防護措置に関する協力関係を拡大させ、かつ能力を向

上させることを可能にする。（ASEAN 2012a）

　この点に関し、タイ原子力平和利用事務局（OAP）は2011年に非公式会合の

場でASEANTOMの創設を提案し、ASEAN各国の規制機関から好意的な反応を

得た。この提案は同年のASEAN首脳会議で提案され、加盟国から高い評価を得

ている（ASEANTOM 2014a）。そして2015年、ASEAN憲章補足第1条に定められ

たASEAN政治安全保障共同体要綱の下、ASEANTOMはASEANの分野別傘下機

関に指定される（ASEAN 2015）。現在、その活動は加盟各国の外務大臣に報告さ

れ、ASEAN首脳会議の議長声明にも含まれている（Biramontri 2016）。福島の惨
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事を受け、原子力の安全性を個別に維持するのは不可能だと認識したASEAN各

国は、原子力の安全・保安維持の文化を制度化する地域的枠組みの構築の一環と

して、ASEANTOMを通じた協力および情報共有の必要性を認めたのである。

　ASEANTOMは相互利益に関する4つの問題に焦点を合わせている。すなわち

緊急事態への対策および対応、環境放射線の監視、原子力の保安、そして原子力

の安全である（Biramontri 2016）。2012年、ASEAN各国の規制機関による予備会

合がOAPを議長として開催され、原子力の平和利用における3S（安全、保安、防

護措置）の実現を目指して知識および資源の拡充を図るべく、ASEANTOMの付

託条項を取り決めた。なおASEANTOMはすでに3度の年次会合を開いている。

最初の会合（2013年プーケット）では、原子力の3Sに関する加盟国同士の情報交

換と相互協力が促進されるとともに、ネットワーク作りの作業計画が定められた。

2回目の会合（2014年チェンマイ）においては、過去1年間の活動が見直される

と同時に、2015年から16年にかけての活動計画が話し合われた。これらの活動

には、緊急事態への対策および対応、原子力発電の保安体制、安全性、および管

理について行なわれた多数の地域内ワークショップや教育訓練課程が含まれる

（ASEANTOM 2014a）。3回目の会合（2015年ケダ）では、ASEANTOMがASEAN

政治安全保障共同体傘下の分野別機関に指定され、また原子力の3Sに関する協

力体制と共同事業をさらに強化すべく、IAEAとの主要連絡機関とすることが定

められた（Biramontri 2016）。

　2014年、地域内早期警報ネットワークおよびデータセンターの構築に向けた

情報交換を促進し、かつその機会を探るべく、タイとベトナムは環境放射線の共

同監視に関する地域会合を主催した。マレーシアは原子力の規制確立と、現在お

よび将来における規制面・法制面の国家的枠組みに関するワークショップを主催

し、またシンガポールはヨーロッパ原子力共同体（Euratom）とASEANTOM の

会合を主催しており、その中でEuratomは原子力に関係する自らの体験を共有し

た（ASEANTOM 2014a）。ASEANTOMという枠組みの下、マレーシアとタイは

2015年から国境を越えた原子力の保安訓練を実施しており、机上演習と実地訓

練が行なわれている。その訓練には両国の原子力規制機関、税関、警察、そして

緊急対策チームが参加している。さらに、放射性物質の違法取引を共同で防ぐ能
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力を試すべく、全てのASEAN加盟国がこの訓練に招待されている。それらに加

え、ASEAN内部における緊急時の対策および対応を共同で強化する目的で、

ASEANTOMは IAEAとヨーロッパ連合（EU）による支援を受けながら二つのプ

ロジェクトを進めている。一つは IAEAの支援を受けて進められている「地域内

環境放射線データベースの構築および緊急事態への対策・対応を支援するための、

東南アジアにおける地域協力プロジェクト共同理念」であり、もう一つはEUの

支援を受けている「ASEANにおける緊急時への対策・対応の強化：意思決定に

対する技術的支援」である（Biramontri 2016）。

　ASEANTOMはまたASEANとEUの地域間協力も推進しており、とりわけ原子

力の安全性と緊急時対策の分野に力を入れている。2016年初頭、欧州委員会は

放射線および原子力にまつわる緊急事態への対策・対応についてASEANとの協

力関係を構築すべく、その実現可能性調査を完了させた。調査を行なったのは欧

州委員会共同調査センターであり、ASEAN6ヵ国の原子力規制機関がそれを支援

した
5

。またこの調査はEUの「原子力の安全協力に向けた事業の一環として行な

われた。この事業は実現のための行動計画を含む地域戦略で構成されており、

ASEANTOMは特にEUと IAEAの支援を受けながら行動計画を実行に移すべき

であると勧告している。とりわけASEANの近隣諸国で原子力発電所が建設され
6

、

また一部のASEAN加盟国が原子力の活用を計画している今、地域における緊急

事態への共同対策および対応の必要性は緊急度を増している。しかし2016年2

月にクアラルンプールで開催された「原子力緊急事態への対策・対応に関する地

域的協力の拡大を目指す国際普及ワークショップ」において一部の規制機関が述

べたように、地域的戦略の実現にあたってASEANTOMが直面している主要な課

題の一つに、各国規制機関が十分な物流および財政的資源を有していないという

5   6つのASEAN規制機関は以下の通り。インドネシア原子力規制局

（BAPETEN）、原子力ライセンス委員会（AELB、マレーシア）、フィリピン原子

力研究所、国家環境局（シンガポール）、OAP（タイ）、ベトナム放射能原子力安

全局（VARANS）。
6   中国はベトナムとの国境近くで3ヵ所の原子力発電所を稼働させている。
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現状がある。

　ここに概略を記した原子力の3Sに関するASEANの枠組みと取り組みは、各加

盟国が地域内協力を通じ、原子力の平和的活用に関する地域的な規範を維持する

重要性を認識していることを示している。しかし原子力の活用に関する地域的な

規範の枠組みは、原子力の活用を検討している各加盟国の基礎インフラに構造的

課題が残っているならば、それだけでは十分でない。特に大きな課題として、人

材の確保、規制面・法制面の優れた枠組みの構築、そして放射性廃棄物処理に関

する制度化された国家戦略の策定が挙げられる。一例を挙げると、ある加盟国が

規制に関する包括的な枠組みを制度化できなければ、原子力の安全および保安に

関するASEANの規範だけでなく、国際的な核不拡散体制の遵守も達成されない

だろう。大抵の場合、優れた原子力規制機関は、核物資の管理と記録、情報の保

護、廃棄物処理、緊急事態への対策、火災防止策、放射能の安全対策、そして物

理的防護策に関する安全・保安基準を免許申請者が全て満たしているかどうかを

審査・確認することで、核拡散問題に対処している（US NRC 2015）。規制機関

が核関連施設を完全な形で監視できなければ、核物資の悪用という事態が生じか

ねず、安全面・保安面の問題が発生するだけでなく、核拡散のリスクも生じるだ

ろう。次節ではASEANの原子力計画を概説した後、とりわけ原子力の安全と保

安に関する重要な問題のいくつかを論じる。

法制面および規制面の枠組み

　原子力技術の輸出企業を含む原子力業界の事業者たちは、2011年に発生した

福島原発事故以降、世界中の原子力発電所において安全面で必要不可欠な改善は

すでになされたと主張している。しかし東南アジアの原発新興国は、原子力発電

所の安全稼働を確実なものにするにあたり、原子力プログラムを有する国々から

価値ある教訓を今なお引き出すことができる。

　ベトナムはかつて東南アジアにおいて最も先進的な原子力発電所計画を有して

いたが、規制機関の独立性を保つ法制面の枠組みは存在しない。現在同国の原子

力規制機関として機能しているのはベトナム放射能原子力安全局（VARANS）で
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ある。2012年以降、ベトナムはより独立性の高い規制機関の新設を段階的に目

指してきた。同国の科学技術省と日本の経済産業省は、ベトナム原子力規制機関

の技術面・安全面における能力を向上させる合意文書に署名した。またベトナム

の原子力法の改正案には、VARANSを事実上の独立機関とすることが謳われて

いる。なおVARANSは現在、ベトナムにおける原子力開発の主務機関、科学技

術省の下で「部分的に独立」しているに過ぎない
7

。VARANSの独立性は放射線

発生源や放射性物質の規制に限られており、その大半は工業、教育、医療の分野

で用いられているものである。ゆえに原子力発電所の安全・保安を規制する権限

は持っていない。VARANSに関する法律の改正案はまだ通過しておらず、原子

力の発展を目指す省庁から完全に独立した規制機関がベトナムに生まれるかどう

かは予断を許さない状況である
8

。ベトナム政府は原子力発電所プロジェクトの

達成を目指すにあたり、現時点では全ての関係省庁とVARANSの協力関係の方

がはるかに重要だと信じていることから、VARANSを独立機関とすることに熱

心ではない
9

。

　また、原子力発電所プログラムの進捗状況を監督する国家委員会が、ベトナム

政府によって設立された。この委員会を構成しているのは、通商産業省およびそ

の付属機関としてのベトナム電力、科学技術省およびその付属機関としての

VARANS、ベトナム原子力研究所（VINATOM）、ベトナム原子力庁、そして教

7   IAEAの天野之弥事務局長は、規制機関の独立性こそが透明性の強化と大衆

の理解をもたらすものであると、再三にわたって強調している（Amano 2015）。

福島原発事故がもたらした最大の教訓の一つとして、独立した原子力安全規制機

関を持つことの必要性が挙げられる。1994年締結の原子力安全条約と IAEAの一

般的安全要件も規制機関の設置を求め、政府省庁といった原子力技術の推進勢力

から分離ないし独立していることの必要性を謳っている（IAEA 1994）。独立し

た規制機関を持つ第1の理由は、安全および保安と対立しかねない利害関係から

圧力を受けることなく、判断を下し実行に移せるようにする、というものである。
8   2014年8月8日、ハノイで行なわれたVARANS職員へのインタビューより。
9   2015年10月30日、シンガポールで行なわれたVINATOM職員へのインタビ

ューより。
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育訓練省である。しかし委員会の運営は十分なものと言えず、議長である副首相

が他の仕事で極めて多忙であることから、メンバーが定期的に会合を持つには至

っていない。

　インドネシアにおいては、IAEAの規定に反し、原子力発電所プログラムを検

討・促進するにあたってその主導と管理を担う原子力エネルギー計画実行機関

（NEPIO）が存在しない
10

。原発建設の計画策定にあたっては、BATAN、インドネ

シア原子力規制局（BAPETEN）、エネルギー鉱山資源省、環境省、そして研究技

術省といったいくつかの機関が、それぞれ独自の役割を担っている（IAEA 2013）。

こうした体制によって、複数の省庁による原子力発電所建設プロジェクトの一翼

を担い原発の稼働に向けた諸々の活動にも関わるものと思われるBAPETENの規

制に関する一貫性が損なわれる恐れがある。理想的には、こうした原発計画に関

わる予備的活動の客観的な規制・監督権をBAPETENが持つべきだろう。

　またインドネシアにおけるもう一つの問題点として、原子力発電所に関する

様々な責任が異なる諸機関に分散され、そのため機関同士の調整を必要としてい

ることが挙げられる。専門の運営委員会が存在しないことは、原発建設に対する

熱意の欠如を象徴している。なぜなら、BATANは首相に直属していることから

原子力に関する主務機関ではあるものの、他の機関に対する権限を一切持ってい

ないからである。また原子力発電所プログラムをさらに推し進める省庁間の協力

関係も依然として弱い。原子力を推進する立場の機関から完全に独立した規制機

関の設立が強く求められる一方で、規制能力を発揮するにあたりBAPETENはい

まだBATANの強力な後ろ盾を必要としている（Taryo 2015）。より重要なことは、

インドネシアの法制面における枠組みが IAEAの基準に全て従っているわけでは

ないと、BAPETEN自身が認めていることである（Sunaryo 2015）。さらに、既存

の法的枠組みが将来における原子力の活動を規制する一方、「使用済み燃料管理

および放射性廃棄物管理の安全に関する条約」（1997）といった国際協定を組み

10   NEPIOは「決定事項の実行を待つ原子力プログラムについて、その実行に

あたって他機関と調整を行なう、あるいは単独で実行する」機関とされている

（IAEA 2008:1）。
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込むには、法律の改正が必要なのである。

　マレーシアにおいては、原子力発電所に関する主要な法律は1984年制定原子

力ライセンス法（法律304号）であり、条文には放射性物質に関する詳細な条項

も含まれている（Bidin 2013）。2011年、マレーシア原子力社（MNPC）が同国に

おけるNEPIOとして設立される。MNPCは首相府の監督下に置かれ、原子力開

発促進委員会としての役割を担うものとされる（Markandu 2013）。

　マレーシアで原子力規制機関に指定されているのは、原子力ライセンス委員会

（AELB）である。しかし同委員会はMNPCの主宰する原子力開発促進委員会の

一員でもあり、原発建設の予備的取り組みに関わっていることから、規制面の独

立性が損なわれるおそれがある。AELBはまた、原子力の活用を熱心に進めてい

る科学技術革新省の付属機関であり、MNPC理事会のメンバーでもある。IAEA

の勧告に従うならば、原子力発電所の建設および稼働に利害関係を有する全ての

政府機関から、規制委員会は完全に独立していなければならない。

原子力の安全・保安対策

　原子力の安全・保安対策の制度化に関し、ベトナム、インドネシア、そしてマ

レーシアは核の3Sに対する自国の関与を強化し得るいくつかの取り組みを始め

ているが、外部の有識者だけでなく国の機関さえも複数の課題を認識している。

一例を挙げると、ベトナムは原子力の危機管理だけでなく科学的・技術的知識の

点においても、原子力の活用に関する経験を有していない。また安全文化に対す

る国民の意識がいまだ低いことから、安全文化の概念は規制機関の内部において

さえ明確に定義されていない。さらに、ベトナムの利害関係者―政府機関、科

学者、および地域社会―の間では、原子力プロジェクトの安全に関する問題へ

の理解が現在においても非常に限られている（Vuong 2015）。ベトナムの原子力

専門家の中には、核の安全性について警鐘を鳴らし、また独立した規制機関の欠

如、汚職の蔓延と低い透明性、そして貧弱な安全基準について警告する者もいる

（Ninh 2013）。

　福島原発事故は、原子力に関するベトナムの管理・規制能力についての懸念を
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引き起こした。種々の気候モデルによると、ベトナムはしばしば海面上昇やより

強い台風といった気候変動に対し最も脆弱な国の一つとされ、ニントゥアン原子

力発電所の近辺はとりわけ顕著である。沿岸部に位置するニントゥアン省は災害

に弱い地域であり（Mulder 2006）、南シナ海で強い地震が発生した場合、津波に

襲われる可能性が高い。しかしこうしたリスクにもかかわらず、政府は今なおニ

ントゥアンにおける原発建設を決意している。

　ベトナムは国際的な安全基準や規制慣行を全て満たすべく、IAEAと緊密に協

力している。2012年、IAEAはベトナムの緊急時対策評価を実施し、緊急事態へ

の対策・対応能力を検証するとともに、いくつかの勧告を行なった（�iep 2013）。

その結論を受けてベトナムの国家的対策・対応計画が策定されている。また

VARANSは緊急時の具体的な対策・対応計画を作成すべく、中央政府および地

方政府の関係機関と作業を始めた。しかし IAEAによるその他の勧告については、

いまだ実行に移す上で課題が残っている。ベトナム原子力庁の長官も、原子力の

インフラ整備に直接携わる主要機関でさえも体系的な訓練がまだ行なわれていな

いと述べた（Hoang 2013）。

　IAEAの勧告に従い、ベトナムは安全対策の策定と実行を開始したが、その中

には核物質および放射能源の輸送に関するVARANSによる許可制度が含まれて

いる。また IAEAは、ホーチミン市の南東を流れるカイメップ川沿いに所在する

3つの港、すなわちチーバイ、バリア、そしてブンタウに設置された12個の携帯

式放射線測定器および関連システムの大半を提供している。

　インドネシアの原子力発電所建設計画は、火山の噴火、地震、津波、洪水、そ

して地滑りといった国内で頻発する自然災害のため、国内外で懸念を引き起こし

ている（National Agency for Disaster Response 2012）。BATANはこうした地理的脆弱

性が持つ意味を認識しており、用地選定の手続きを進めるにあたってIAEAのガイ

ドライン（BCR no.5/2007 on the Safety Provision for Site Evaluation for a Nuclear Reactor）

と他国の最善の慣行（Suntoko and Ismail 2013）を基準とした。ムリア（中部ジャ

ワ州）やバンテン（西ジャワ州）をはじめとするいくつかの候補地は、地震活動

が活発な地域に位置している。そのためスマトラ島の東に位置するバンカ・ブリ

トゥン島が現在のところ同国初の原子力発電所建設地として有力視されている。
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バンカ・ブリトゥン島は環太平洋火山帯の外側に位置しており、自然災害の危険

性は低い
11

。しかしBAPETENはいまだBATANから正式な申請書を受け取ってお

らず、バンカ・ブリトゥン島における原子力発電所建設計画がいまだ実現可能性

調査の段階であることを示唆している。

　インドネシアは原発事故に備えて緊急時の訓練や演習を数多く実施しており、

ジャカルタ南部のファトマワティ病院が非常時の搬送先に指定されている。だが

インドネシア災害管理国家委員会が最近実施した自然災害対応訓練の結果、権限

の細分化、指揮系統、そして資源の動員といった省庁間の連絡調整における問題

によって、緊急時の対応が標準以下になっていることが判明した。BAPETENは

こうした課題に対応するため、2014年8月に「原子力保安および緊急時対応に関

する中核センター」を創設している（Hadi 2014）。これはBAPETEN、BATAN、

警察、税関、外務省、そして情報機関で構成される特別組織であり、原子力保安

と緊急時対応に関する上記諸機関の取り組みを調整するのが目的である

（Haditjahyano 2014）。また原子力保安を強化しつつ核拡散のリスクを減少させる

ため、いくつかの港に放射線測定器を設置している（Sinaga 2012）。

　マレーシアは環太平洋火山帯と台風多発地帯の外側に位置することから、地震

や火山噴火、台風といった自然災害に襲われることは少ない（Disaster 

Management Division of Prime Minister’s Department 2011）。マレーシアを襲う自然災

害は洪水や地滑りといったものである（Asian Disaster Reduction Center 2011）。

2009年、マレーシアは原子力発電所用地選定ガイドラインを完成させ、2011年

には候補地を5ヵ所に絞り込んだ。しかし用地選定がコンピュータ上の数値デー

タによる電子地図を基に行なわれ、実地調査がまだ実施されていないことから、

マレーシアにおける原発建設はいまだにごく初期の段階にある（Malaysian Insider 

2012; AELB 2012）。緊急事態への対策および対応を強化すべく、AELBは原子力

緊急事態チームを組織し、マレーシア北部、南部、東部、そしてサバ・サラワク

地方に最初の対応担当者を配置した（Teng 2014）。AELBは核物質の輸送時にお

11   2014年8月14日、ジャカルタで行なわれたBAPETEN職員へのインタビュ

ーより。
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ける事故に備え、放射能緊急時国家演習といった国家規模の緊急対応訓練を定期

的に実施している。また2007年には研究炉の異常時に備えた野外訓練と机上演

習を行なった。

　原子力関連施設を保護しつつ核拡散防止に関する諸規範を遵守するため、マレ

ーシアは「地球規模脅威削減イニシアティブ」を通じてアメリカとの密接な協力

関係を構築している
12

。2012年2月には、同国に所在する4ヵ所の放射能源区分1

施設が、当イニシアティブの枠組みの下で評価された（Nuclear Security Summit 

2014）。またマレーシアは核テロリズムに対抗するためのグローバル・イニシア

ティブにも参加しており
13

、その取り組みの一環として2014年にオーストラリア、

ニュージーランド、そしてアメリカとの共同机上演習を主催した（European 

Leadership Network 2014）。

　マレーシアは「1984年制定原子力ライセンス法」（法律第304号）の改正を進

めており、それが完了すれば、IAEA策定の「核物質の防護に関する条約」およ

び2005年改正条約の諸条項、「核によるテロリズムの行為の防止に関する国際条

約」、そして IAEAとの「包括的保障措置協定」の追加条項が同法に組み込まれ

る（Nuclear Security Summit 2016）。

人材育成

　とりわけ安全と保安の分野において、若者に原子力関係の教育を施し、また専

門家の技術を向上させることが、いまも強く求められている。原発推進を計画し

12   これは世界規模での民間による放射性物質の過度の利用を削減し、またそう

した事態からの保護を目的としたアメリカ主導の取り組みであり、特に高濃縮ウ

ランが対象とされている。
13   「核テロリズムに対抗するためのグローバル・イニシアティブ」は核テロリ

ズムの防止、探知、および対応における集合的な能力を向上させることが目的の

国際的な協力体制であり、マレーシア、シンガポール、ベトナムを含む85ヵ国が

参加している。またオブザーバーとしてEU、IAEA、国際刑事警察機構（インタ

ーポル）、そして国連薬物犯罪事務所が名を連ねている。
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ている一部のASEAN加盟国が、原子力産業に携わった経験を持つ自国の専門家

を多数育て維持することの必要性は、過去に何度も強調されてきた。さらに、高

度な知識と豊かな経験を兼ね備えた専門家の存在は、有能かつ独立性の高い規制

機関を創設する上でも必要不可欠である。しかしASEAN地域に、将来の原子力

発電所を安全に稼働し得る十分な人材は存在していない。 

　ベトナムにおいても人材育成が最大の課題であり、とりわけ原子力工学のスペ

シャリストおよびエキスパートが不足している。既存のインフラや技術的基盤の

水準次第で、国家が原子力技術を所有するまでには数年ないし数十年かかること

から、ベトナムが同国初となる原子力発電所の建設を中止したのは驚くべきこと

ではない。プロジェクトが継続中だった2016年まで、政府は原子力分野の人材

育成を促進するためいくつかの取り組みを行なった。2009年、統合原子力基盤

レビュー事業に基づく IAEAの勧告を受け、ベトナム政府は「原子力分野の人材

育成を目指す国家推進委員会」を創設する。2度目の検討事業が実施された2012

年には、原子力プログラムのための人材育成統合計画を支えるべく、IAEAと共

同で専門家育成事業を開始している（Hoang 2014）。またこれに先立つ2010年、

グエン・タン・ズン首相は「原子力分野の人材教育ならびに育成を目指す国家プ

ロジェクト」またの名を「計画第1558号」を認可し、2013年から2020年までの

予算として1億5,000万ドルを割り当てた（Dung 2010; �iep 2013）。後に中止さ

れたこの計画では、3,000名の大学生、500名の大学院生、そして1,000名の教員

に原子力関係の教育が施されるはずだった。またこの棚上げされた計画の下、ベ

トナムは原子力の知識を吸収させるために多くの学生たちを海外に送り込んだ

（World Nuclear Association 2015）。

　ベトナム教育訓練省は2015年から2020年にかけて学生1,000名に対する教育

訓練を目指し、一方海外で学ぶ学生はロシアや日本で3ないし5年にわたる教育

を受けている
14

。しかしながら、原子力発電所の建設や稼働に携わる有能な人材

の不足が、同国の原子力プログラムの課題となっている。ベトナムは現在、人材

育成や能力構築に資金を投じてはいるものの、実践よりも理論に重点が置かれて

14   2014年8月8日、ハノイで行なわれた教育訓練省職員へのインタビューより。
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いるという批判が以前から存在する（Ninh 2013）。またニントゥアン原子力発電

所の建設が中止されたことで、人材育成に対する影響も強く懸念されている。ロ

シアで教育を受けている学生30名は2016年に帰国することになっており、その

後も2018年から19年にかけてさらに多くの学生が海外から戻ってくる。現在ロ

シアで学ぶ学生は300名ほど、日本で学ぶ学生は15名であり、そのいずれも同

国の原子力発電所の運営を担うはずだったベトナム電力に就職する予定である。

しかしニントゥアン原発が完成することはもはやなく、これらの学生が海外で獲

得した原子力発電所の運営に関する知識も、活用される見込みはないのである
15

。

　ベトナムの教育制度は、若き原子力専門家を生み出せるほどには整っていない。

原子力工学課程は、ハノイ（ベトナム国家大学、工科大学、電力大学）、ホーチミ

ン市（ベトナム国家大学科学大学）、そしてダラット（ダラット大学）に所在する

いくつかの大学で新設されたばかりである。しかしこれらの大学には原子力工学

の分野で経験豊富な教授がおらず、特に必要とされている原子力工学よりもむし

ろ主として原子力物理学、原子力技術、そして放射線技術に重点が置かれている

（Tran 2015）。

　原子力に関する海外教育プログラムは、IAEA、日本、ロシア、韓国、その他

原発保有国が提供する短期コースが主体となっている。ベトナムの研究開発はい

まだ十分に進歩していない。原子力の研究は何年も前から行なわれているが、適

切な重点が置かれることも、正しく組織化されることもなかった。また原子力の

分野を率いる科学者や技術者がいないことから、原子力の研究および応用におけ

る国内の指導者も存在しない。研究開発基盤もまた、原子力研究を支えるには不

十分である（Tran 2015）。

　ベトナム政府は、人材育成こそが原子力発電事業を成功に導く鍵であると考え

ている。ベトナムが自国の原子力技術を十分発展させるまでは、国際協力が人材

育成を図る上で必要不可欠な役割を担うだろう。2011年の原子力科学技術セン

ター創設にあたってはロシアが支援を行なっている。また最近では原子力エネル

ギー専門家教育プログラムが開始され、ベトナムの原子力プログラムを担う若き

15   同上。
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リーダーを育成している。その目的は40名のスペシャリストおよびエキスパー

ト候補に対し、原子力発電所の設計・建設、運営と資金計画、原子炉の安全性、

経済性、そして核燃料サイクルといった戦略的領域の教育を施すことである。受

講生は原子力関連の課程をベトナム国内で9ヵ月にわたり学習する。それからア

メリカ、ヨーロッパ、日本、韓国などで厳しい訓練を受け、帰国後は

VINATOM、原子力科学技術センター、ベトナム電力、あるいはVARANSなど

の原子力関連機関で勤務することになる（Tran 2015）。

　一方、インドネシアにはBATANなどの原子力研究機関で30年以上勤務してい

る専門家が数多く存在する（Ministry of Energy and Mineral Resources, Republic of 

Indonesia 2008）。しかしこれらベテランはまもなく引退の時期を迎えるため、イ

ンドネシアは彼らに代わる人材を確保・育成する必要に迫られている（Antara 

News 2013）。2001年、BATANは原子力の化学技術および物理技術を教育する4

年間の学士課程を原子力技術大学に新設したが、これは原子力発電所の稼働に必

要な専門家や技術者の養成を目的としたものではない。

　BATANは工学・科学分野の原子力専門家を育成すべく、新卒の大学生を韓国、

日本、ロシアの原発関連企業に送り込んでいる（IAEA 2013）。またインドネシア

は人材育成を担う国家チームを創設し、原子力訓練センターの創設を含む行動計

画を策定した（National Team of HRD for NPP 2013）。センターの新設は2010年に

始まっているが、現在もまだ作業の途中である。

　人材育成プログラムと原発運転技術をさらに充実させる必要性が高まっている

ことを受け、BATANは実験炉の建設を計画しており、2021年ないし22年に稼働

を開始させる予定である。このプロジェクトの主な目的は、小型原子炉を安全に

運転できることを立証し、将来の原発稼働に向けて原子力の活用技術を同国の専

門家が手に入れる機会を作り出し、そして原発およびその関連施設の研究開発と

人材育成を促進し、かつ原発に対する国民の理解をさらに得ることである。また

BATANは各地方自治体の指導者たちを対象とした実験炉の見学会を主催するだ

けでなく、原子力の安全性を地元住民に納得させるべく、公開討論会も開催して

いる（Taryo 2015）。

　マレーシアにおいて核科学の人材育成は大学から始まっている。核科学科を有
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する高等教育機関はマレーシア国家大学が唯一（Adnan, Ngadiron, and Ali 2012）

だが、他の大学も核関連の課程を用意している。しかし核に関する知識と技能は、

医療、健康、農業、工業、および製造業といった原子力発電以外の部門に重点が

置かれている（Khair and Hayati 2009）。

　原子力発電所を運営するには、原子炉の設計、原子力安全工学、そして核燃料

および核物資などを対象とするより専門的な課程が必要とされる。だが現在のと

ころ、原子力工学分野の経験豊かな教員が不足している。マレーシアは原子力発

電所に関する専門的な人材育成プログラムを持っておらず、同国初の原子力発電

所を建設する前に必要な人材を揃えられるかどうかは依然として不透明である

（Khair and Hayati 2009）。

　長期的に見れば、ASEAN諸国は高度な技能を持つ原子力技師や専門家の人材

を維持するにあたり、フランスおよびアメリカ式の能力構築プログラムを採用す

るかもしれない。こうした教育訓練プログラムは、去りゆく熟練労働者から次世

代の労働者への知識移転を確実にするものである。

核廃棄物管理政策

　原子力の活用を模索し始めた日から今日に至るまで、原発保有国が高レベル放

射性廃棄物（すなわち使用済み燃料）の処理問題を解決できずにいることは、原

発導入を検討している東南アジア諸国にとって大きなマイナス要因に違いない。

現在のところ、過去60年間で蓄積された高レベル放射性廃棄物を保管する最終

貯蔵施設は世界に一つも存在しない。にもかかわらず、フランス、スウェーデン、

フィンランドでは深地層処分の分野で大きな進歩が見られ、2020年以降の運用

開始を予定している（Amano 2015）。

　その一方で IAEAはアジアの原発導入予定国に対し、原子力発電所を稼働させ

る前にまず、放射性廃棄物処理に関する国家政策および関連インフラを整備する

ことで廃棄物問題を解決するよう強く勧告している（Amano 2015）。しかしベト

ナムはまだ恒久的な処分戦略を打ち出すに至っていない。ロシア政府との合意の

一環として、将来生み出される使用済み燃料はロシアで再処理されることが決ま
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っているものの、処理後の廃棄物はその後ベトナムに戻されるため貯蔵施設が必

要となる。使用済み燃料の処理に関する包括的な計画が存在しないことは、ベト

ナムが解決しなければならない主要な課題の一つとされている（Vi 2004）。だが

原発計画の中止は、使用済み燃料の処理という困難な課題からベトナムを解放す

ることになるだろう。

　インドネシアは「使用済み燃料管理及び放射性廃棄物管理の安全に関する条

約」を批准しており、同国の核研究施設では、教育、医療、製造業の各部門で生

み出された低レベルおよび中レベルの放射性廃棄物を管理・処分することが可能

である。しかし、原子力発電所の稼働開始とともに生み出される高レベル放射性

廃棄物の最終処分に関し、インドネシアは包括的な計画をまだ策定していない。

　マレーシアでは、核廃棄物の安全な処理について深刻な能力上の懸念が存在す

る。原子力発電所の開発と、将来にわたる核廃棄物の安全な処理が持つ意味は大

きい。マレーシアは「使用済み燃料管理及び放射性廃棄物管理の安全に関する条

約」をまだ批准していないが、放射性廃棄物の取り扱い能力がマレーシア当局に

欠けている実例として、国内の反原発勢力はパハン州のリナス・レアアース採掘

場にまつわる論争を挙げている。ドイツの環境調査グループ、応用生態学研究所

が作成した報告書によると、リナスの放射性廃棄物貯蔵施設では、許容できる条

件下で放射性廃棄物を長期間貯蔵する持続可能な計画が存在しない上、有害な廃

棄物が周辺環境に漏れ出している恐れもあるという。また報告書の中では、原子

力規制機関は申請書類を審査する中で、重大な欠陥があることをすでに突き止め

ていたはずだともしている（Schmidt 2013）。

原子力の安全および保安を向上させるASEAN諸国の政策方針

　我々はこれまで、ASEAN3ヵ国の原子力発電所計画について、それらの国々が

直面している安全面、保安面、そして防護措置面の課題から評価してきた。これ

ら3つの課題は制度と人材育成にまつわる問題点を浮き彫りにし、原子力の安全、

保安、そして防護措置に対して統制のとれた取り組みが必要であることを明らか

にした。当然ながら、原子力発電所の導入は周辺諸国に一定程度の懸念を引き起
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こし、緊張が高まる原因ともなり得る。ゆえに我々は、原子力関連の施設、物資、

および廃棄物の管理を確実なものとすべく、また地域的な災害対策メカニズムを

導入すべく、ASEAN加盟国は協力することが急務であると論ずるものである。

　原子力の安全と保安を維持することは、事故の可能性を最小化する上で極めて

重要である。とりわけ原子力の事故は局地的な放射能汚染から大規模な核テロリ

ズム、あるいは国境を超えた原子力災害まで様々な範囲に及ぶため、核の安全と

保安は実に地域的な問題なのである（Heinonen 2016）。

　福島原発事故からもたらされた重要な教訓の一つとして、「想定外」の事象や

予測不可能な状況に対して幅広い視点（およびその対策）を持つ必要性が挙げら

れる（Suzuki 2016）。この点に関しては原子力の緊急時対策が極めて重要であり、

その目標は現場だけでなく地域、国家、そして国際レベルに至るまで十分な対応

能力を確保することにある。緊急事態における効果的な対応に必要なのがまさに

こうした能力である。その対応能力は、テロ行為が予想される地域（ないしその

近辺）で放射性物資を輸送する際の危機も考慮に入れなければならない。またサ

イバー攻撃など新たな種類の危機を防ぎ、あるいは素早く対応するために十分な

備えも必要不可欠である（Heinonen 2016）。

　福島原発事故がもたらしたもう一つの重要な教訓として、危機管理における責

任の明確化の必要性が挙げられる。これまで見てきたように、利害関係者（事業

者、地元自治体、中央政府、および規制機関など）の間で責任が曖昧であったり重

複したりしていると、危機管理の効率性は失われる。定期的な緊急事態訓練によ

って事故対応における協力・協調体制は改善するはずであり、原子力業界、規制

機関、地元および中央の危機対策チーム、警察、軍、税関、沿岸警備隊、地方自

治体、NGO、そしてメディアなどが参加する形で実施すべきである。また緊急

事態訓練は、予期しない様々なシナリオに対する既存の対策および対応能力をテ

ストできるよう構成されなければならない（Heinonen 2016）。

　地域的な取り組みが緩慢かつ実効性に欠けるという批判にもかかわらず、地域

レベルの政策と枠組みを構築するにあたってASEANは今なお最もふさわしい基

盤である。能力構築、情報共有、緊急時対応および対策の各分野において、

ASEANは地域的協力を容易にする。また放射能汚染の危険性は国境を越えるこ
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とから、ASEAN各国は原子力事業と廃棄物を明確に管理し透明性を高めること

によって、国際的問題を解決すべく近隣諸国と連絡体制を整えなければならない。

ASEAN加盟国はASEAN共同体の創設を目指していることから、原子力関連の諸

問題に対するASEAN内部の合意形成も不可能ではないはずだ。

　しかし協力関係を阻害する大きな要素に、他国の国内問題への不干渉という

ASEANの基本原則がある。多くの国はエネルギー安全保障をいまだ国家の安全

保障問題と認識しており、自国の原子力プログラムを地域レベルで話し合うこと

に消極的である。各国の安全保障問題と認識されている核の安全保障には絶えず

秘密性が伴うことから、国家の主権と地域の協力関係との間で均衡点を見出すこ

とは困難な場合が多い。原子力事故が発生した際の人道支援や災害対策といった、

非伝統的な安全保障問題を解決するにあたり、ASEANは地域協力の場として力

を発揮し得る。現在のところ、ASEAN傘下にある二つの組織、すなわち

ASEANTOMと原子力協力サブセクター・ネットワーク（NEC-SSN）が地域協力

の推進役を担っている。なお後者はエネルギー政策および貿易を担当する政府高

官で組織されている。これら傘下組織による活動の有効性は、多数の国際的・地

域的取り組みによって一層強化されるだろう。

　1995年のバンコク条約でうたわれた原子力の規範枠組みを実現するために、

ASEANは原子力の3Sに関する青写真の策定を目指す可能性がある。その目的は、

ASEAN加盟国の原子力計画が実行に移される（2026年を予定しているベトナムが

最初だと思われる）前に原子力の3Sを確立すべく、ASEAN内部に強固な原子力

管理機構を創設することだと考えられる。その青写真は、他地域の慣行を土台と

した実践的かつ実現可能なメカニズムが含まれ、能力構築、情報共有および拡散、

規制枠組みの拡大、そして緊急時対応および対策の体制作りに関し、地域内の協

力関係を推進することができる。これらの諸目標は、国内問題への不干渉という

ASEANの基本原則の内部にとどまる。またこの青写真に含まれる重要な要素と

して、使用済み燃料の管理に関する地域的枠組み、人材育成における協力関係、

そして地域の原子力危機センターや合同原子力緊急事態訓練の実現可能性調査が

挙げられる。

　使用済み燃料の管理に関する地域的枠組みを策定するにあたり、ASEANは
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Euratomの地域的な法制枠組みから適切な教訓を引き出すことができる。2011年、

EUは使用済み燃料と放射性廃棄物の管理に関して法的拘束力のある規制を採択

し、放射性廃棄物取り扱いについての国家的プログラムを策定するとともに廃棄

物処理施設の明確な建設計画を作り上げるよう各加盟国に求めた（European 

Commission 2014）。ASEANの枠組みは、核廃棄物処理の問題への持続可能な方法

を模索する国際的努力に向けて各加盟国がいかに協力し合えるかを示すとともに、

原子力に関心を持つ国々に対して高レベル放射性廃棄物の管理に関する包括的な

国家計画を策定するよう促すものになるはずだ。

　人々と環境を守るべく、原子力危機への対応能力を強化する必要性に鑑み、

ASEANは地域的な原子力危機センターを設立し、それを通じて第1対応担当者、

医療関係者、税関職員、法曹関係者、そして災害センター職員をワークショップ、

講習、あるいは合同訓練に参加させることもできる。こうした協力関係は情報と

知識の共有を促すとともに、加盟国が放射能汚染に晒された際、合同で対応する

能力を高めるものである。また実際の危機にあたり、このセンターは各地域・各

省庁の災害対応を調整する特別機関としても機能する。こうしたセンターは、災

害対策におけるASEAN人道支援調整センター内の特殊部隊として組織されるか

もしれない。この特殊部隊は、ASEAN調整センターのように現時点で自然災害

のみを対象としている地域的メカニズムが、原子力事故を含む技術的災害にも対

応できるよう拡大するにあたり、その改善への一助となるだろう。技術的災害も

また、自然災害と同じ対応を必要とするからである。

　それとの関連で言えば、ASEAN各国の防衛閣僚は、「拡大ASEAN国防相会議
―人道支援および災害対応／軍事医療演習」に、原子力災害を対象とした合同

訓練を組み込むことができる。この目標に向け、ASEAN調整センター内の緊急

事態評価チームに似た、特別な訓練を受けた災害対応担当者で構成される地域的

な派遣団を組織することも考えられる。

　そして最後に、人材育成は原子力に関心を持つ加盟国が解決しなければならな

い主要な原発インフラの問題であることから、この問題に関する地域協力もまた、

原子力の3Sに関するASEANの枠組みの一部となり得る。それについては、地域

的な人材教育プログラムといったEuratomの取り組みが貴重な前例となる。
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Euratom合同教育計画の下では、人数、技能の範囲、そして高水準の教育および

経験の面で十分な人材を将来的に確保できるよう、2006年より様々な教育訓練

活動が実施されたのである（European Commission 2013）。

　またASEAN内部には原子力における協力関係を担当する二つの特別機関、つ

まりASEANTOMとNEC-SSNがあり、二重の管理体制を敷いていることも留意

しなければならない。なおASEANTOMがASEAN政治安全保障委員会の管轄下

にある一方、NEC-SSNはASEANエネルギー大臣会議の傘下に置かれている

（Hashim 2016）。2016年のNEC-SSN会議における主要な目標は、民間原子力活用

に関する能力構築活動の拡大と、ASEAN対話パートナーとの原子力に関する地

域的な安全協力の遂行だった（ASEAN Centre for Energy 2016）。同様にNEC-SSNは

原子力の安全と保安に関する加盟国間の情報共有の仲立ちもしている。こうした

二重の管理体制は、原子力の3Sを維持しつつ原子力エネルギー管理における地域

協力を促進するという、ASEANの強い姿勢を浮き彫りにしている（Hashim 2016）。

　2012年、ASEANエネルギー大臣会議はNEC-SSNに対し、原子力の安全基準、

開発状況、そして技術に関する最新情報をより多く入手することを目的として、

IAEAなどの関連機関と共同で能力構築活動を推進・強化するよう指示した

（ASEAN 2012a）。かくして、NEC-SSNは原子力発電に対する大衆の理解と賛意

をさらに得るために、「原子力に対する国民教育およびクリーンエネルギー代替

策としての原子力に関するASEAN行動計画」に基づく各種プログラムを加速・

増強する必要に迫られている。

　またASEAN加盟国は IAEAの支援を受け、評価方法に関する原子力安全専門

家向けの合同教育ワークショップを組織し、建設用地の評価およびその結果の分

析を支援することも可能である。ASEAN各国はすでに2014年のASEANTOM会

合で決定された諸活動の確実な実施を求められているが、それらの活動には緊急

事態への対策・対応に加え安全文化および管理に関する多数の地域ワークショッ

プや訓練課程が含まれている（ASEANTOM 2014b）。

　結論として、原子力エネルギープログラムは計画策定および建設開始から、稼

働、廃棄物管理、そして能力構築に至るまで、数十年の年月を見込むべき長期的

な取り組みであることを、我々はここに繰り返す。原子力は先端を行きながらも、
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独自の危険性があり、かつ核拡散という問題を抱えた技術であって、入念な計画

を要する。ベトナム、マレーシア、そしてインドネシアは、核エネルギーの平和

的活用に関する地域の規範枠組みに準じたいくつかの方策をすでに制度化してい

る。しかし東南アジアにおける原子力の安全な発展は、核不拡散を含む原子力の

3Sを確実に遵守するという障害を乗り越えなければならない。その鍵となるの

が地域協力であり、ASEAN共同体が発足した今、原子力関連の課題に関する合

意形成は不可能ではない。しかし各加盟国は国内問題への不干渉から生じる懸念

を解消しつつ、原子力の安全と、核兵器のないASEANに向けた共通の懸念と関

心を最優先に考えなければならない。

〔献辞〕

　本章はCaballero-Anthony and Trajano（2015）の改訂版である。
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第8章

電離放射線が健康に与える影響

ティルマン・A・ラフ

要　旨
　電離放射線の生物学的影響は、原子力発電など核技術の分析にお

いて最も激しい議論が行なわれ、かつ政治化された問題の一つであ

る。本章の第1節ではまず電離放射線の性質および発生源、そして

それが生態系や人間の健康に与える影響を述べ、そうした影響が以

前の予測を上回っていることを示す新たな重要な証拠を示す。放射

線と健康は歴史的に極めて政治化された分野であり、既得権益の側

による議論や干渉が数多く行なわれた。そのため本章の第2節では、

誰が、どういった理由で、何を言っているのか、その裏側にある経

緯、動機、そして利益に関するいくつかの重要な疑問を理解し考え

る上での道しるべとなるよう、放射線と健康の分野における主要人

物を簡潔に紹介する。そして第3節において、人間が引き起こす大

規模な放射線被曝が生じる原因について検討する。
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電離放射線の性質、発生源、および影響

電離放射線とは何か？

　電離放射線には様々な種類の伝達されたエネルギーが含まれる。波長が長く低

エネルギーの電波、マイクロ波、および赤外線から始まり、可視光線と紫外線を

経て、波長が短く高エネルギーのX線およびガンマ線に至る電磁スペクトルを構

成するものもあれば、亜原子粒子や核子から構成される電離放射線もある。高エ

ネルギーの電磁放射線および粒子放射線には様々な種類があり、そのうち原子か

ら一つ以上の電子を引き剥がし（電離）、化学的な束縛を無力化するのに十分な

エネルギーを持っているもの（表8-1参照）は、いずれも「電離放射線」と呼ば

れる。本章で「放射線」という場合、それは別に特記しない限り電離放射線を意

味する。

表8-1　各種電離放射線

電離放射線の種類

放射線加重係数 
（ガンマ線と比較し
た生物学的影響の大
きさ）（注1）

透過能力

電磁放射線
（光子）

ガンマ線（エックス線
と類似）

1

透過能力は高く（エックス線撮影
に用いられるのはそのため）、遮蔽
するには鉛やコンクリートなど
密度の高い物質が必要となる
（衣服では遮蔽不可能）。

亜原子粒子

アルファ線（ヘリウム
核）、および原子核な
ど核分裂性の高い粒子

20
外皮および紙で遮蔽可能（呼吸
や経口摂取といった内部被曝によっ
て害がなされる）

ベータ線（電子） 1
衣服1枚で遮蔽可能。一部は皮
膚の基底部まで浸透する。

中性子 中性子エネルギー
により5～20

透過能力は高く、遮蔽にはコン
クリートや地層が最も有効。

注1： この加重係数は、ある特定の放射線が、同じエネルギーのエックス線ないしガンマ線に比べどの程度生物
学的損傷を与えるかを表わす。つまり加重係数が2になると、その放射線は同じエネルギーのエックス線
ないしガンマ線に比べ、2倍の生物学的損傷を与えることになる。   

出典：Centers for Disease Control and Prevention（2015）; European Nuclear Society（n.d.）。
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　電離放射線は放射性元素の自発的な崩壊によって放出される。その過程で放射

性元素はより小さな原子へと何度も変化し、大抵の場合、変化のたびに電離放射

線という形でエネルギーを放出する。こうした放射性崩壊の連鎖反応は、同じく

放射性の中間段階を複数経て、最後に安定的な元素に変化する。放射性崩壊の連

鎖、各段階の生じる頻度、そして放出される放射線の種類は、それぞれの放射性

元素に固有の物理学的特性である。放射性崩壊の頻度は半減期、すなわち放射性

元素を構成する原子のうち半分が崩壊するのにかかる時間で表される。半減期が

長い元素は長期にわたって残存するが、その放射能は急速に崩壊が進む元素に比

べて弱い。多くの元素は様々な異なる原子構成（原子核内部の陽子の数は同じだ

が、中性子の数が異なるものであり、同位体と呼ばれる）を有しているが、その一

部ないし全部が放射性である場合もあり、その時は放射性同位体と呼ばれる。

　電離放射線はまた、X線装置におけるように、急速に動く荷電粒子を別の物質

にぶつけることでも発生する。核爆発によって放出される中性子線は、通常では

放射能を持たない物質の放射性崩壊を誘発する。大気中の窒素を半減期5,730年

の炭素14に変化させるのがその一例である。

　放射線が物体を透過する力は、その種類によって大きく異なる。アルファ粒子

は薄い紙や布によってせき止められるため、通常人間の皮膚、それも細胞が死ん

だ表面ですら透過できない。しかしエネルギーが大きいため、肺や消化器官など

人体内部に取り込まれると深刻な損傷を引き起こす。一方、ベータ粒子（電子）

の一部は、新たな細胞が生み出される皮膚の基底部を透過する。またガンマ線や

X線は透過力が高く、医療画像の分野でエックス線が用いられるのもそれが理由

である。それらをせき止めるには厚いコンクリートや鉛が用いられる。

放射能の発生源と被曝の要因

　人間は様々な要因を通じて放射線に晒されており、それは内部被曝と外部被曝

に分かれる。宇宙を発生源とし、大気を通過して降り注ぐ放射線、地表ないし地

中、建物の内部、あるいは空中の放射性物質から発せられた放射線は、いずれも

外部被曝の要因である。放射線の放出源に直接触れることは、最も近い部分に最

も大きな被曝を生じさせる。呼吸、消化（食料、水、あるいは環境中の土や埃など
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が要因であり、とりわけ子どもに影響する）、ないし傷口や皮膚の裂け目の汚染は、

人体に入った放射性物質からの放射線に曝される原因となり得る。こうした場合、

ごく短い距離しか透過しない放射線であっても危険であり、放射性の粒子が人体

に長期間留まればその危険性は特に高まる。また透過力の高い放射線を放出しな

い物質（プルトニウム、ストロンチウム、トリチウムなど）による内部被曝は、測

定がより難しく、放射線被曝の評価において無視されることもある。

　生物学的に重要な放射性同位体の多くは化学的に振る舞うため、我々が必要と

する他の物質と同じように人体内部で処理される（表8-2参照）。それらの一部は

生物の体内、および食物連鎖の過程で蓄積し、生物圏の中でリサイクルされる。

一例を挙げると、淡水魚の体内に蓄積されたセシウム137の濃度は、その魚が住

表8-2　原子力発電所から放出され、人間の健康に大きな影響を与える放射性同位体の代表例

放射性同位体 放出する主な放射線 半減期 健康への影響および主な被曝経路

ヨウ素131 ベータ線、ガンマ線 8日

経口摂取。食物連鎖の途中（特に乳）で蓄
積され、甲状腺に集中し、がんを含む甲
状腺疾患を引き起こす。とりわけ子ども
が大きな影響を受ける。

セシウム137 ベータ線、ガンマ線 30年

外部被曝および経口摂取。体内に入る
と、細胞内部の主な荷電イオンであるカ
リウムと同じように振舞う。生体濃縮し
多くのがんを引き起こす。現在のとこ
ろ、大気中の核実験および原発事故によ
る放射線被曝の圧倒的原因である。

ストロンチウム90 ベータ線 28年

経口摂取。体内ではカルシウムと同じよ
うに扱われ、骨や歯に蓄積する。生体濃
縮し体内に残留する。白血病および骨肉
腫を引き起こす。

プルトニウム239 アルファ線 24,400年

呼吸によって被曝し、体内に残留する。
内部疾患を引き起こし、とくに呼吸によ
って被曝した場合、肺がんの原因とな
る。ウラン原子が中性子を吸収すること
で、原子炉内で必然的に生成される。

トリチウム
（三重水素）

ベータ線 12.3年
経口摂取によって被曝し、内部疾患を引
き起こす。水溶性であり、生体濃縮を起
こさない。

出典：UNSCEAR（1993: Annex B, 128-9）を基に作成。
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む水中における濃度の1万倍に達することもある。

　放射性物質は固体、液体、気体いずれの形もとり得る。放射性物質を含む、あ

るいはそれによって表面が汚染された物質、物体、および有機体は放射線を放出

するが、放射線に被曝したものの放射性物質を含んでいない物体ないし有機体は、

他の物体を被曝させたり害を及ぼしたりすることはない。たとえば、医療目的で

放射性の薬品を投与された人間は一定期間放射能を放出するが、X線装置による

診断を受けたり、がん治療のために放射線療法を受けたりした人間は放射線の放

出源とはならない。

　自然放射線に被曝する要因の大半は、希ガス類で最も重いラドン、そして土壌

に含まれるウラニウム235および238、トリウム232の崩壊によって生み出され

る発がん性物質である。ラドンはポロニウム、ビスマス、テルリウムなど多数の

中間段階を通じて崩壊するが、それらはより反応性が高く、また空気中の微粒子

や塵に付着するため、呼吸の際に肺へ取り込まれる可能性がある。これらラドン

の生成物はラドンに関係する放射線の大半を生み出しており、またラドンは世界

中で喫煙に次ぐ肺がんの原因となっている。

　ここ数十年、放射線治療が世界各地で急速に普及しており、いくつかの国では

自然放射線と同程度（オーストラリアおよびアメリカなど）、あるいはそれ以上

（日本など）の放射線被曝の要因となっている。こうした状況をもたらした原因

としてCTスキャン（X線診療の進化版とも言えるコンピュータによる断層写真撮

影）の普及が挙げられる。

　現代の核兵器の大半は高濃縮ウランおよびプルトニウムから製造される。ウラ

ンとプルトニウムの核分裂反応はおよそ40通りあり、合わせて300もの放射性

核種が生成される。またそれらの半減期は数分の1秒から数百万年まで様々であ

る。原子炉内部でもウランとプルトニウムの核分裂が行なわれているものの、原

子炉内部における連鎖反応を制御・増殖させる中性子は、核兵器の爆発に関わる

「高速」中性子よりも速度が遅い。加えて、最初の分裂反応で生じた核種は短命

ながら原子炉内部で分散しないため、より長寿命の崩壊生成物が蓄積されてゆく。

ゆえに、原子炉内部に蓄積される長寿命の放射性同位体は、核爆弾によって生み

出されるそれに比べて相対的に量が多くなる。
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　核爆発と原子炉は、以前には存在しなかった数百もの放射性元素を新たに生み

出すだけでなく（表8-3参照）、当初の物質の放射能量を百万倍もしくはそれ以上

に増加させるのである。

電離放射線はなぜ生物学的に重要なのか

　電離放射線が生物学的に極めて危険なのは、大量のエネルギーを含んでいるか

らではなく、そのエネルギーが束になって細胞を襲うからである。たとえば医療

用X線のエネルギーは、化学結合エネルギーのおよそ1万5,000倍に上る。また

人間の場合、4グレイ（Gy）の電離放射線を全身に浴びると重篤な放射線障害が

引き起こされ、死に至る可能性もある。しかしながら、4Gyの放射線が体重70

キロの成人に及ぼすエネルギーはわずか280ジュールに過ぎず、これは摂氏60

度の茶またはコーヒーを3ミリリットル飲んだ時の熱量と同じである。

　我々が誰であるかを決め、数多くの生物学的プロセスを制御しているのは、

DNAに代表される大規模かつ複雑な分子鎖であり、それは我々の最も貴重な相

続財産であると同時に子孫へ伝える最も大切な遺産である。我々の細胞に存在す

表8-3　原子力発電所から日常的に放出される放射性同位体

種類 主な同位体（質量数）
大気中への放出
核分裂および放射化で
発生する気体

クリプトン（85, 85m, 87, 88）、キセノン（131, 131m, 133, 133m, 135, 

135m, 138）、アルゴン（41）

ハロゲン元素 ヨウ素（131, 132, 133, 134, 135）、臭素（82）

微粒子 コバルト（58, 60）、セシウム（134, 137）、クロミウム（51）、マンガ
ン（54）、ニオビウム（95）

トリチウム 水素（3）

液体として流出

核分裂および放射化
による生成物

鉄（55）、コバルト（58, 60）、セシウム（134, 137）、クロミウム
（51）、マンガン（54）、ジルコニウム（95）、ニオビウム（95）、ヨウ
素（131, 133, 135）

トリチウム 水素（3）

水溶性の希ガス クリプトン（85, 85m, 87, 88）、キセノン（131, 133, 133m, 135, 135m）

出典：National Research Council（2012: 37-8）より転載。
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るDNA二重らせんの鎖のうち1本は母親から、もう1本は父親から受け継いだ

ものだが、それら大型の分子は電離放射線の影響を特に強く受ける。放射線は

DNAに直接損害を与えるだけでなく、フリーラジカルイオンなど極めて反応性

が高い化学物質を生み出し、それらがDNAと反応することで、間接的にも損害

を与える。それは一本鎖および二本鎖DNAの破壊、DNAを形作るヌクレオチド

塩基の酸化、DNAの一部欠損、そしてその結果生じる遺伝子および染色体の損

傷など様々である。血液中のリンパ球における染色体異常、とりわけ二動原体染

色体異常の頻度は、数週間以内に全身に被曝した放射線量を推計する際に使われ

る。また日本の被爆者やニュージーランドの原爆実験要員の間では、被曝してか

ら50年以上経った今もなお、転座（染色体の一部が位置を変えること）など、細

胞を殺さない安定的かつ永続的な染色体変化の頻度が上昇している（Wahab et al. 

2008）。

　放射線によるDNAへの損害は、効果的に修復することもある一方、細胞の死

（特に線量が高い場合）、機能不全、がんの誘発、そして次世代に伝達し得るDNA

の変化など、様々な結果をもたらす。細胞にはDNAの損害を修復する機能があ

るが、それらは完全でなく、またエラーが発生する余地もある。細胞分裂の際、

DNAは放射線の害を最も受けやすい。そのため骨髄中の血液細胞、卵巣および

精巣内の生殖細胞、消化器官を形作る細胞、そして毛嚢など、急速に分裂・成長

する組織が放射線に対して最も脆弱である。子宮が被曝すると胎児に知能障害や

奇形などの悪影響を及ぼす恐れがある。乳児や胎児は放射線の影響をとりわけ受

けやすく、胎児期の初期に発生する発がん性の突然変異は、後に生じる突然変異

に比べ、より多くの娘細胞（訳注：細胞分裂の結果生じる2つ以上の細胞のこと）

に転移する可能性が高い。後期の突然変異では、その細胞から生み出される娘細

胞の数がより少なくなるためである。

　放射線と健康に関する科学は今なお発展途上である。急激な被曝は、長い時間

をかけて同じ量の放射線に被曝した時と比べ1.5ないし2倍有害であると、しば

しば考えられてきた。だが後に論じるように、最近の研究ではそうでないことが

示されている。また多くの放射線に見られるのが「傍観者効果」である。つまり

DNAに対する最初の損傷が発現しなくとも、ある細胞への放射線の損傷が近く
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の細胞にも損傷を与えるのである。そこには炎症反応も関わっているものと思わ

れる。さらに放射線による遺伝子への損傷として「ゲノム不安定性」というもの

があり、それはさらなる損傷への耐性を弱めるとともに、親細胞から娘細胞にも

伝達し得る。だが傍観者効果とゲノム不安定性はいずれも遅らせることができる。

放射線レベルとその影響

　放射線は様々な方法で測定される。放射能の最も基本的な測定単位は原子が崩

壊する頻度であり、1秒あたりの放射性崩壊回数がベクレル（Bq）である。また

吸収した放射線の量はグレイ（Gy）で表され、物体（通常は細胞組織）1キログ

ラムにつき1ジュールのエネルギーが与えられた時の線量を1Gyとする。

　「等価線量」は特定の器官ないし細胞組織に吸収されたエネルギーの生物学的

な影響を測定するものであり、吸収線量と当該細胞組織の荷重係数をかけ合わせ

ることで求められる。荷重係数は、その細胞組織が放射線の影響をどれだけ受け

やすいかによって決められる。放射線感受性には荷重係数によって40倍もの差

が生じるため、以下の5つに分類される。最も影響を受けやすいのは生殖器官

（子宮および精巣）であり、それに続くのが赤色骨髄（血液細胞が作られるところ）、

胃、結腸、そして肺である。また「実効線量」は、被曝した器官および細胞組織

の各等価線量を、器官ごとに異なる放射線感受性で調整した後の合計値であり、

全体的なリスクの指標である。その合計値は科学的に厳密なものでなく、被曝が

様々な細胞組織に及んでいる場合は意味が薄い。一例を挙げると、CTスキャン

を受けた脳は40～50ミリグレイ（mGy）の放射線を吸収するが、これは脳がん

のリスクを高める水準である。ところが、これを全身の実効線量に換算すると約

4.5ミリシーベルト (mSv）になる（Mathews et al. 2013）。なお等価線量と実効線量

はいずれもシーベルト（Sv）で表される。またX線やガンマ線のように透過力の

ある放射線について、GyとSvは等価である。

　土壌や宇宙線に含まれるウランの崩壊で生じたラドンを吸い込んだり、自然発

生した低レベル放射性物質を消化したりすることで、我々はみな自然放射線に被

曝しているが、その全世界における平均値は1年間につきおよそ2.4mSvである。

また胸部レントゲン1回あたりの線量は通常0.01mSvであり、CTスキャンにな
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ると3～12mSv以上になる。なお線量100mSv以上の被曝を一度に受けると、実

験室で検出可能な染色体への影響が生じる。ちなみに「低線量」と定義されるの

は通常100mSv未満である。

　線量100～250mSvの電離放射線は一般的な血液検査で検出できる深刻な影響

を引き起こし、線量がさらに上がると放射線障害の急性症状が現われる。また線

量100mSv以上の放射線は、体内の様々な器官に可逆的・不可逆的両方の影響を

与える。一度に被曝した線量が数百mSvになると急性症状の可能性が高まり、

集中治療を受けなければ約4Sv（4,000mSv）で被曝した人間の多くは死亡する。

なおがん治療においては、それよりはるかに高い線量の放射線が身体の特定の器

官に照射される（がん細胞は通常の細胞に比べて分裂が速い）。皮膚の火傷、脱毛、

不妊といった放射能による影響、そして頭痛や吐き気、嘔吐といった急性症状は、

一定水準以上の放射線を被曝しなければ起こらない。優れた治療が行なわれれば、

深刻な放射線障害からの回復は可能である。

　それとは対照的に、短期的な影響や急性症状を引き起こすに至らない線量であ

っても、電離放射線の被曝はその線量に比例する形で、長期にわたる遺伝子障害

や慢性病のリスクを増大させ、ほぼあらゆる種類のがん発生率を増やすと考えら

れている
1

。放射線はがんの発生リスクを増大させるだけでなく、その発症も早

める。こうした過度のリスクは、被曝した人間の生涯にわたってつきまとう。ま

た、これを下回れば健康リスクが増す恐れはないという水準はない、という結論

がすでに確立している―いかなる放射線被曝であっても、長期的な健康リスク

を増大させるのだ。これは自然放射線にもあてはまる。自然放射線の線量が高い

地域では、突然変異率の増加、免疫学的変化、身体の肉体的変化、そして人間を

含む多様な動植物におけるがん発生率の増加といった現象が確認されている

（Møller and Mousseau 2013）。CTスキャンを受診した子どものがん発生率が予想以

上に高く、また早期に発生していることが最近のデータで明らかになっているが、

それ以前から、年間2.5mSvの自然放射線を骨髄が被曝した場合、小児白血病の

1   がんは多くの場合広く二つに分類される―造血器から発生する血液がん

（白血病）と固形がんである。
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発症率が30パーセント上昇すると推計されていた（Wakeford, Kendall, and Little 

2009）。

　放射線による健康リスクについて、最も権威があり、かつ厳密な定期的評価と

されているのが、全米科学アカデミーによる「電離放射線による生物学的影響の

報告書」（BEIR）である。しかし最新版であるBEIR VII（Committee to Assess 

Health Risks from Exposure to Low Levels of Ionizing Radiation 2006）が公表されたのは

2006年のことであり、それ以降に積み上げられた新たな証拠はかなりの量に上

る。BEIR VII報告書の推計によると、人口全体における固形がんの発症率は、

被曝した線量が1mSv増加するごとに、人口1万人あたり1人の割合で増えると

いう。また白血病の発症率増加はこの10パーセント程度である。全てのがんの

うち死に至るのはおよそ半数であることから、がんによる死亡率の増加は上記の

半分、すなわち自然放射線が1mSv上昇するごとに、人口2万人につき1人の割

合で増加するものと推定される。

　国際放射線防護委員会（ICRP）および各国の放射線防護機関の大半が勧告す

る、医療行為以外における放射線被曝の年間上限は1mSvである（放射線被曝の

一般的な測定単位に換算すると、0.11マイクロシーベルト毎時となる）（ICRP 2009）。

放射線防護機関の一部はこれよりも厳しい基準を採用しており、たとえばアメリ

カ環境保護庁は年間0.12mSvをもって放射能汚染地域の除染水準としている（US 

EPA 2014）。

　放射能の影響について知るにつれて、データで示されるそうした影響の程度が

大きくなることは、一貫して変わらない傾向である。一方で放射線被曝の許容上

限が引き上げられたことは1度もなく、常に引き下げられている。一例を挙げる

と、1950年から1991年にかけ、放射能取扱業務における全身被曝の年間許容線

量は、およそ250mSvから20mSvに引き下げられた。これらの許容上限は、それ

を下回れば健康上のリスクがないことを意味するものではない。それはむしろ、

安全性および人々の最善な防護と、商業上の利益およびコストをはかりにかけた、

最も新しい妥協の産物なのである。

　また電離放射線は心疾患や呼吸器疾患など、がん以外の病気を発症し、それに

よって死に至るリスクも上昇させる。これは中・高水準の被曝において明確に立
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証されており、また最近の研究結果によると、循環器疾患の死亡率は、原子力産

業に従事する労働者の多くが常に晒されている低水準の線量および被曝率でも上

昇するという。心臓などの循環器系疾患による死亡リスクの増大は、放射能に由

来するがん発生リスクと相関関係にあると見られており、そうすると被曝による

死亡リスクの増大は、がん単体による死亡リスクのおよそ2倍になることを示唆

している（Little et al. 2012）。

　放射線が健康に与える影響を理解する上で重要な要素の一つとして、たとえ低

線量の放射線であっても多くの人々が被曝すれば、重大な結果を招きかねない、

ということが挙げられる。イギリスで行なわれた研究によると、同国においてラ

ドン由来の肺がんで死亡した人の大半（85パーセント以上）は、空中のラドン濃

度が1立方メートルあたり100ベクレル（Bq/m3）の家屋に住んでいたという。

これは治療行為が必要な水準として勧告されている200 Bq/m3をはるかに下回る

ものである（Gray et al. 2009）。人口1億人中の平均被曝線量がわずか1mSv増加し

ただけで、がんの発生数は1万件増加するものと推測されている。

放射線の健康被害を受けやすい年齢集団

　放射線のリスクは年齢集団ごとに一様でなく、幼い子どもが最も高い水準にあ

り、年齢とともに徐々に減少する。乳幼児は中高年に比べ、放射線によってがん

を発症する可能性が4倍高い（Committee to Assess Health Risks from Exposure to Low 

Levels of Ionizing Radiation 2006）。またイギリスのアリス・スチュワートが1950年

代に行なった先駆的研究によると、妊娠中の女性がX線の放射を腹部に1度受け

ただけで、胎児の被曝線量はおよそ10mSvに上り、その子の小児期のがん発症リ

スクを40パーセント上昇させるという結果が出ている（Doll and Wakeford 1997）。

　またBEIR VII報告書では、全身均一に被曝した場合、成人女性および少女が

成人男性および少年に比べがんの発症リスクが52パーセント高く、またがんに

よる死亡リスクも38パーセント高いことが示されている。この差異は若年層で

最も大きく、0歳児から5歳児の場合、女児ががんを発症する可能性は男児に比

べて86パーセント高いという結果が出ている（Makhaijani, Smith, and �orne 

2006:35-40）。
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　子どもは大人に比べ、放射能のもたらす害に極めて弱い。男性乳児（1歳未満）

が30歳の成年男性と同じ線量の放射線を被曝した場合、がんを発症する確率は

3.7倍に達する。また女性乳児と30歳の成年女性を比べると、その差は4.5倍と

なる（Committee to Assess Health Risks from Exposure to Low Levels of Ionizing Radiation 

2006:470-99）。このような差異は、放射線の影響が顕在化するにあたり、若くて

余命が長ければ長いほどそれを受けやすいことと関係がある。がんのリスク全体

と年齢との関係を図8-1に示す。

　若年層ほど放射線の影響を受けやすいという事実は、被曝がもたらすがん以外

の健康リスクにもあてはまる。イギリス人を対象に最近行なわれた研究では、放

射線を被曝した若者の心疾患リスクも同じように増大するという結果が出た。被

曝による循環器系疾患の死亡リスクは、10歳未満の子供のほうが70歳以上の老

人よりも約10倍大きくなる。同様に、子どものうちに被曝した人間が固形がん

で死亡する確率は、70歳以降に被曝した人間のそれに比べ20倍高く、また30～

39歳の間に被曝した人間のおよそ2倍に達する（Little et al. 2012）。

　幼少期の被曝と、放射線に対する女性の脆弱性が重なると、その影響は劇的な
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図8-1　10mSvの放射線を追加被曝した場合のがん発症リスクの増加（年齢別、男女別）
出典：NAIIC（2012）低レベル電離放射線の被曝による健康リスクの評価委員会のデータ（2006）を基に作成。
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ものになる。たとえばストロンチウム90という放射性同位体を含んだ液体を口

にした場合、女性乳児は30歳の成人女性に比べて乳がんを発症する確率が20.6

倍高い。また摂取したのがヨウ素131だと、その値は32.8倍に達する。つまり放

射能汚染の水準が同じであるならば、人生の最初の5年間で放射性物質を摂取し

た少女は、大人になってからそれを摂取した成人女性と比べ、乳がんないし甲状

腺がんの累積リスクがより大きいのである（Makhijani, Smith, and �orne 2006:40）。

　だがこうした脆弱性の差は、年齢集団全体でリスクが平均化されることによっ

て曖昧にされてしまう。

放射線の健康被害に関する証拠の蓄積

　広島および長崎の被爆者を対象に実施された長期の追跡調査によって大量の歴

史的データがもたらされ、それを基に放射線の健康リスクが推計されている。原

子力産業その他の放射線関連業務に携わる人間、あるいは一般国民の被曝上限許

容値も、そのデータを土台として策定・勧告されてきたのである。広島および長

崎の被爆者調査は現在も継続中だが、公表済みの最新データは、被曝線量とがん

全体のリスクとがしきい値のない直線的な比例関係にあることを示している

（Ozasa et al. 2012）。それはまた、低水準の放射線被曝におけるほうが、線量1単

位あたりのリスクが大きいことを示唆している。さらに、ICRPなどの機関がい

まだに仮定しているように、同じ線量でも被曝が長期に渡った場合のほうががん

のリスクは低いということを、追跡調査のデータは否定している。その上、日本

の公的機関や学生・教師向けの教育資料は、線量100mSv未満でがんのリスクが

増大する証拠は存在しないとしているが、追跡調査はこれも明確に否定している

（Cabinet Office et al. 2016）。日本国内においても、こうした極端かつ根拠のない公

式説明は否定されており、日本政府は最近になって、福島第1原発で14ヵ月にわ

たり除染作業に従事した後白血病を発症した男性に対し、労働災害補償を給付し

ている（Soble 2015）。なお日本では、労災と認められる放射線被曝の線量は年あ

たり5mSvとされている。

　しかし日本の被爆者追跡調査には、放射線のリスクを過小評価させる方法上の

欠陥がいくつも存在する（表8-4参照）（Richardson, Wing, and Cole 2013; Mathews et 
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表8-4　放射線の健康リスクを過小評価する傾向にある、
日本の被爆者を対象とした長期追跡調査の特徴

頑健な人間が選ばれる
傾向

原爆投下からの生存者は、苦痛、栄養失調、および戦争による欠乏状態
から生き残った選ばれた人たちである。そこに原爆によるストレスが
加わることは、より頑健で栄養状態もよく、以前からある健康問題に
よって傷ついたり苦しんだりすることが少なく、ゆえに原爆の健康へ
の悪影響に対してより耐性を持つ人々の生存を有利にすると言えよう。

がんによる初期の死者
が見逃されている事実

がんによる死者数が記録されたのは1950年以降であり、1945年から
50年までは計上されていない。

初期の白血病およびが
ん発症が見逃されてい
る事実

白血病の発症数は1950年から、その他のがんの発症数は戦後13年が
経過した1958年から計上が始まった。その一方、発症数の増加は
1947年から48年にかけて始まったものと見られている。

放射線に被曝していな
がら、被曝していない
として計上されたケー
スの存在

爆心から2.5ないし10キロメートルの範囲にいた人々は「被曝してい
ない」ものとみなされているが、その多くは被曝している可能性が
高い。原爆投下から1週間以内に広島ないし長崎に立ち入った人々
も、中性子によって誘発された放射線（爆撃翌日の広島の場合、結腸に
対する内部被曝の平均線量は82mSvと推定されている）に被曝している。
広島近辺に住み、「黒い雨」の形で放射性降下物に晒された人々も、
1950年から62年にかけて高い死亡率を示しているが、これらの人々
は対照群の中で計上されている。彼らの被曝はすべて無視されてお
り、放射線被曝による被害者への影響を軽視することにつながる。
さらに、さまざまな分析において線量10mGy未満の被曝は「被曝し
ていない」ものとして計上されている。

線量推計の不確かさ 被爆者の被曝線量は注意深く何度も推計されているが、個々のケー
スではいまだかなりの不確実性が残っている。

低線量の放射線を被曝
した人が比較的少ない
という事実

低線量（100mSv未満）を被曝したと推測される生存者は7万名だが、労
働者およびCTスキャン受診者を対象とし、より統計検出力が高く、
かつ正確度も高い最近の研究で計上された人数よりもかなり少ない。

より高線量の放射線を
被曝した人々におい
て、被曝線量の不明が
多すぎる問題

広島・長崎両市において、爆心に近いところにおり、それゆえ高線
量の放射線を被曝した生存者のうち、およそ3,500名が「被曝線量不
明」とされている。その多くは後に両市を離れた若者で、結果を歪
めるほど多数が調査対象から除外されたのである。

時間差の問題

生存者の長期追跡調査が始まったのは1950年だが、対象者の被曝線
量推定とがん発症数の計上が完了したのは1965年のことだった。ゆ
えに対象者の中には、がんの発症が最大15年にわたって計上されな
いまま調査対象となっていた人もいるのである。

放射線関連のがん発症が
今なお続いている事実

リスクが最も高い青少年期に被曝した人々において、彼らが生きて
いる限りがんの発症は続く。

汚名と差別の問題 被爆者の多くは村八分や差別、あるいは結婚の機会を減少させる社会
的孤立に苦しんでおり、自分が被爆者であることを隠しがちである。

出典：著者 ; Richardson, Wing and Cole（2013）; Mathews et al.（2013）。
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al. 2013）。中でも重大な点として、追跡調査は身体の頑健な被爆者集団を対象と

している、一部の被曝を誤って分類している、被曝線量の少ない調査対象者が比

較的少数である、そして最初の5年間でがんにより死亡した人数と、最初の13

年間でがんを発症した人数が欠けている、という点が挙げられる。

　しかし過去10年間にわたって新たな疫学的調査が実施され、より正確な推定

結果をもたらすとともに、放射線関連のリスクが以前の推定より大きいことを示

している（Kitahara et al. 2015）。これらの調査研究は、特に低レベルの放射線被

曝に関するデータと、多数の国民を対象とした健康に関するデータとを、電子的

に結びつけることで可能になったものである。なお後者の例として、国民健康保

険でCTスキャンを受診し、その後がんを発症して地域のがんセンターに登録さ

れた子どもなどが挙げられる。こうした新たな調査研究の中でとりわけ重要なも

のにつき、以下に概略を示す。

原子力発電所の近くに住む子どもの小児白血病

　原子力発電所の近辺で暮らす子どもたちの間で白血病の発症数が明らかに多い

事実は、過去数十年にわたって懸念と論争を引き起こしてきた。中でも有名なも

のとして、1980年代にイギリスのセラフィールド原発近くで白血病とリンパ肉

腫の発症数が高水準に上った事例が挙げられる。ちなみにその場所は、1957年

に発生したウィンズケール原発事故の現場であり、1986年にチェルノブイリ原

発事故が起きるまで、ヨーロッパで最も放射能に汚染された原子力施設だった。

政府の委託を受けた委員会が設立され、その勧告によって捜査が行なわれた。そ

の結果、セラフィールドから5キロ以内に住み、原発で働く労働者を父に持つ子

どもたちの間で、白血病とリンパ肉腫の発症リスクがとりわけ高いことが偶然明

らかになった。この現象は、子どもの出生前に父親が高水準の被曝を経験してい

た場合、さらに顕著だった（Gardner et al. 1990）。また米エネルギー省の支援を受

けて2007年に行なわれたメタ分析では、世界中の信頼可能なデータが残らず集

められた。その結果、原子力発電所の近くで暮らす子どもたちの白血病発症数が、

統計的に有意な増加を示している。

　だが最も決定的なのはドイツ政府が実施した大規模調査の結果である。国内
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16の原子力発電所の近くで暮らす子どもたちを対象に、過去25年間にわたる白

血病の統計データが調べられた。それによると、原発の5キロ以内で暮らす子ど

もたちが白血病を罹患するリスクは2倍以上に達し、原発から50キロ以上離れ

ていてもリスクの上昇が見られるという（Kaatsch et al. 2008）。この結果は統計的

に極めて有意だった。後にフランスで行われた調査も、これほど有力ではないも

のの、同様の結果を示している。一般的な放射線被曝推計と、その予想される影

響を基に考えれば説明不可能であるという理由から、これらの結果にはこれまで

疑問符がつけられているが、原因が何であれ両者の強い関連性に変わりはなく、

また放射線以外の要因は見つかっていないのである。現実世界における実際のデ

ータは、常にあらゆる理論モデルをひっくり返してしまうのだ。

CTスキャン後の小児がん

　世界中で医療用放射線の被曝が増えている主要な要因はCTスキャンである。

CTスキャンはエックス線を用いて渦巻き状の画像を撮影し、臓器が密に詰まっ

た身体の断面を映しているが、その際に全身が被曝する実効線量は1～10mSv、

あるいはそれ以上（最大20mSv以上）になる。多数の調査研究が行なわれた結果、

CTスキャンを受診した子どものがん発症リスクは、以前の推計よりもかなり大

きいことが明らかになっている。現時点で最大規模の調査はオーストラリアで実

施されたものであり、CTスキャンを受診した若者（20歳以下）68万人のがん発

症リスクと、CTスキャンを受診していない若者1,030万人のそれとを、20年間

にわたって比較したものである（Mathews et al. 2013）。この調査の対象となった

被曝人数は、日本の低線量被曝者データ（線量100mSv未満の被曝者約7万人）に

比べ10倍多く、また被曝線量の合計は4倍多いものとなっている。

　このCTスキャン受診者調査の結果、平均実効線量がわずか4.5mSvのCTスキ

ャンであっても、1度目の受診から10年以内にがんを発症する確率は24パーセ

ント上昇し、またその後受診するたびに16パーセント上昇することが明らかに

なった（Mathews et al. 2013）。また受診からがんを発症するまでの期間はわずか2

年だった。最初のCTスキャン受診後の追跡調査期間は平均およそ10年なので、

被曝した人間は生涯にわたって新たながんを発症する可能性がある。調査対象者
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の年齢層と追跡調査の期間が類似していることから、CTスキャンによる白血病

のリスクは、日本の被爆者におけるそれとほぼ同じである。しかしより大規模な

CTスキャン調査においては固形がんのリスクがはるかに大きく現われており、

日本の調査と比べ、脳がんのリスクは12.5倍（Smoll et al. 2016）、固形がん全体

のリスクは9倍となる（Mathews et al. 2013）。白血病と脳がんに関するこうした発

見は、オーストラリアで行なわれたこの調査と、イギリスで実施されたより小規

模な調査（他の固形がんは調査対象にしていない）とで極めて似通っている

（Pearce et al. 2012）。

　オーストラリアの調査研究は、低線量放射線に関して行なわれた集団調査の中

で最大規模であり、また放射線の影響を最も受けやすい年齢集団である子どもが

調査対象であることから、その結果はより重要性を帯びている。これらの調査研

究は、低線量放射線、早い時期のがん発症、そして子どもという年齢集団につい

て日本の被爆者調査に存在していた重大な溝を埋めるものである。これらの子ど

もを対象とするより長期の追跡調査と、放射線医療に伴うリスクの検証は今も行

なわれており、今後数年間で重要な新発見がなされるものと期待されている。そ

うした調査研究の結果、すでに放射線リスクの見積りが上方修正され、また放射

線の影響を最も受けやすい人々を確実に守るべく、被曝線量の許容上限も引き下

げられている。さらに、放射線に関係するがんのリスクに関し、被曝線量と発症

可能性の相関関係を示すグラフはこれまで想定されていたように直線ではなく、

とりわけ子どもの場合、低線量において勾配が急である、つまり1mSvあたりの

影響は低線量におけるほうが大きい、と結論づけられる可能性が高い（Smoll et 

al. 2016）。また被曝後すぐに発症するがんの増加が放射線の影響を受けやすい

人々の間で最大となる、ということも示されようとしている。

原子力産業に携わる労働者のがんリスク

　原子力産業労働者の白血病リスク（Leuraud et al. 2015）およびがんリスク

（Richardson et al. 2015）に関し、国際がん研究機関のもとで実施された数十万人

規模に上る長期調査の最新結果が2015年に公表された。この調査はフランス、

イギリス、アメリカの労働者30万8,000人を対象とするものであり、その一部は
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1944年から追跡調査の対象とされている。また平均追跡調査期間は26年、調査

対象の平均年齢は58歳である。その結果、直腸の放射線被曝（臓器への被曝を測

定する最も一般的な方法である）の総計は、低線量を被曝した日本の被爆者の総

計と比べ5倍以上に上った。原子力労働者の平均被曝線量率はわずか1.1mGy/年

に過ぎず、これは世界の大半の場所における自然放射線よりも少ない。また累積

線量も、原子力産業に携わる労働者の最も一般的な許容上限値である年あたり平

均20mSvを下回っている（調査対象となった労働者の平均勤務年数は12年であり、

その間に被曝した累積線量は平均20mSv弱だった）。

　固形がんのリスクは、日本の男性被爆者（20歳から60歳まで）のそれと統計的

に比較可能だが、原子力労働者のほうが50パーセント高く、加齢が進む中でま

すます増大するものと思われる。また白血病のリスクに関しても、日本の男性被

爆者（20歳から60歳まで）とほぼ同様である。なお調査対象の平均年齢が58歳

であることから、がんおよび慢性病の発症が加速しつつあることに留意する必要

がある。

　これらの大規模調査は、被曝した線量がかなり低く、職業上の許容上限を下回

っていたとしても、リスクがあることを示している。同じ線量を長期間にわたっ

て被曝する（つまり線量率が低い）ことがリスクの縮小につながるものでないこ

とは、この結果から明らかである。BEIR VII報告書は低線量の被曝線量率割引

係数を1.5と設定しており、ICRPをはじめとする放射線防護機関の多くは係数

として2を用いている。しかしこうした係数は、世界保健機関（WHO）が2013

年に公表した福島原発事故による健康への影響に関する報告書の中では用いられ

ておらず、原子放射線の影響に関する国連科学委員会（UNSCEAR）も2013年に

この係数の使用を取りやめた（UNSCEAR 2014）。CTスキャンおよび原子力産業

労働者に関する調査研究から、電離放射線によるがんのリスクにしきい値は存在

しないと結論づけられる。

チェルノブイリおよび福島原発事故で被曝した人々における、がんなどの 

健康に対する影響

　1986年に発生したチェルノブイリ原発事故による影響が、最近になって自主



第8章　電離放射線が健康に与える影響　　237

的に見直されている（Fairlie 2016）。以下に主要な研究結果を示す。

・2065年までにヨーロッパで4万人が、チェルノブイリ原発事故に由来するがん

のため死亡すると推定される。

・甲状腺がんの発症件数がすでに6,000件増えており、2065年までにさらに1万

件増えるものと予想される。当初は子どもにほぼ限られていたが、近年では年

長者も発症している。甲状腺がんの増加は、オーストリア、スロバキア、チェ

コ共和国、およびポーランドなど他の多くの国々でも確認されており、少なく

ともその一部はチェルノブイリが原因であると思われる。

・推定60万ないし80万人に上る除染作業員の間で白血病と甲状腺がんの発生率

が高まっており、また以前に考えられていたよりも低いしきい値（100～

250mGy）での白内障の増加が見られる。

・チェルノブイリ事故によって汚染された地域で先天的奇形の増加が確認される

ことはないと、各国際機関が予測しているにもかかわらず、放射能汚染が著し

いウクライナのリウネ・ポリーシャ地方で神経系統の先天性異常の増加が確認

された。これには二分脊椎、無脳症、小頭症、眼球の未成熟もしくは欠落とい

った神経管欠損の諸症状も含まれる（Dancause et al. 2010）。

・ベラルーシおよびウクライナの汚染が最も激しい地域における乳がん発生率が

増加している。

・放射能汚染による生活の混乱、および放射能リスクに対する長期の心労も、健

康に悪影響を及ぼし得る―事故後数十年経った今もなお、除染作業員の間で

鬱病や心的外傷後ストレス障害（PTSD）の発生率が増加しており、また被曝

した子どもの母親も鬱病や不安障害といった精神障害のリスクに晒されている。

　日本および世界の様々な機関は、福島原発事故の結果として放射能による健康

への悪影響が見られる可能性は低いと述べているが、こうしたにわかに信じ難い

見通しは誤りであることがすでに立証されている。日本の復興庁は福島県におけ

る2016年初頭までの原発関連死者数を3,407名と推計している（不十分な避難に

よる死者、放射能汚染地域における慢性病患者の治療継続困難、そして自殺も含まれ
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る）。被曝した住民に対する包括的な集団検診や継続管理が行なわれていないこ

と、および関連する地域の多くでがん患者の登録が十分行なわれていないことは、

健康問題を突き止め対応する能力が限られていることを意味する。

　福島県で行なわれようとしているより効果的な方策の一つが、震災当時18歳

未満だった少年少女を対象とする、超音波を用いた甲状腺の定期検査（スクリー

ニング）である（ただし放射能の影響を受けた他の県では実施されていない）。対象

者の24ないし29パーセントがいまだ検査を受けていない（2016年9月現在）も

のの、甲状腺異常を発見しようとするこうした意欲的な取り組みは、集団検診の

計画がない場合に比べてより多くの嚢胞や結節の発見につながるものと期待され

ており、現時点までに突き止められた事実によると、福島県における甲状腺の被

曝線量はチェルノブイリ事故後の水準よりもはるかに低いと推定されたにもかか

わらず、甲状腺がんの大量発生を示す初期の証拠が現われつつあるという。

2015年末までに福島県の子ども113人が甲状腺がんと診断されており、うち51

人は2度目の超音波スクリーニングで発見されたが（Tsuda et al. 2016a, 2016b）、

それを基に次の事実が導き出せる。

・福島県で当初突き止められた甲状腺がんの発生率は、日本人平均の20倍から

50倍に上った。

・初回の2年後に行なわれた2度目の超音波スクリーニングにおいても、がん発

生率は日本人平均の20倍から38倍に上っており、スクリーニングの強化だけ

ではこの差異を説明できない。

・福島県内で最も汚染が著しい地域の甲状腺がん発生率は、最も汚染されていな

い地域のそれに比べて2.6倍に上っている。

・診断されたがんは主に良性であったという事実はない―手術に至った症例の

うち92パーセントにおいて、がんはリンパ節や他の器官など甲状腺の外に転

移していた。

　なお2016年9月の時点で、スクリーニングを受けた福島県の子どものうち、

甲状腺がんと診断された人数は145名に上る。
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汚染地域に住む人間以外の生物に対する放射線の影響

　ティモシー・ムソーとアンダース・モラーは本書の中で、チェルノブイリと福

島の汚染地域で暮らす人間以外の生物に対する放射線の影響について驚くべき証

拠の数々―その大半は二人によって集められたものである―を概説している。

事実上全ての生物および生態学的共同体について調査された結果―土壌中のバ

クテリアや木々に生息する菌類から、様々な昆虫、蜘蛛、鳥類、そして大小の哺

乳類に至るまで―生物学的な悪影響が突き止められた。それは放射能汚染の度

合いに比例し、明確なしきい値は存在せず、また悪影響の大半は年あたり1～

10mGyの範囲で出現している。

　人間が同様の影響を受けないというのは生物学的に考え難い。近年集められた

人間に関するデータでも、放射能の生物学的影響が以前の予測よりも大きいとい

う、人間以外の生物と同様の傾向が示されている。ムソーとモラーによる研究結

果は、生物が暮らす現実の生態学的環境および条件において放射線の影響を評価

すること、そして生殖細胞や胎芽など、最も脆弱な発達段階、組織、および器官

をそこに含めて考えることの重要性を示している。

放射線と健康に関する歴史の概説

証拠が政策や実践に反映されるまでの遅れ、既得権益の 

不当な影響力、科学界・医学界の腐敗

　歴史的に見て、国民の健康に関する事実の証拠が政策や実践に反映されるまで

に数十年を要することは珍しくなく、時には100年近くかかることもあった。と

りわけそのリスクが、被曝から結果の出現までの長い期間に及んでいる場合、そ

して強力な既得権益が存在する場合はなおさらである。その例として喫煙、アス

ベスト、アルコール、不健康な「ジャンクフード」、化石燃料、そして低線量の

放射線が挙げられる。特に放射線と化石燃料については、大半の被害者は顔も名

前もわからないという匿名性にまつわる問題があり、そのことが否定、無関心、
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そして怠慢を一層甚だしいものにしている。放射能によって引き起こされたがん

（ないし心臓発作）を、喫煙や化学物質など他の要因によって引き起こされたも

のと区別するのは一般的に不可能であり、またがんの大半は数多くの複合的な要

因によるものである。従って放射線による犠牲者の多くは個人的に原因を識別で

きず、その他多くの事例の中に埋没することとなる。放射線は目に見えず、存在

を感じられず、臭わず、また味もしない。高線量を被曝した際の急性放射線障害

を除き、放射線が自分に害を及ぼしていることは実感できない。長期の遺伝子障

害やがんは、発現するまでに通常で数年、時には数十年を要する。こうした要因

のため、放射線の影響はしばしば十分認識されていないか、あるいは過小評価さ

れている。しかしそうだとしても、被害を受けた人々やその家族は現実の存在で

あり、苦痛や早すぎる死を防ぐ努力はされなければならない。その例が大気圏内

核実験によって世界中に降り注いだ放射性物質であり、そのために全人類が体内

に放射性物質を抱え、最終的に200万人のがんによる死者と、それと同じ数の死

に至らないがん患者を生み出すものと予想される（Ruff 2015）。しかし核実験関

係者やその風下で暮らしていた人々の一部を除き、これら核実験によるがんで苦

しみ、あるいは命を絶たれた個人の大半は、個人的に認識されることはないので

ある。

　放射能による健康への影響について、それに関する力学、制度、そして対立を

理解するにあたっては、より幅広い歴史的状況を把握することが重要である。核

兵器はあらゆる武器の中で最も破壊力が大きく、地球上の生物にとって現存する

最大の脅威である。しかし一部の国家ではそれが政治や政策の中心にあり、大国

といえども例外ではない。核保有国が核兵器の廃絶を目指し、法的拘束力のある

核不拡散条約を締結しておよそ半世紀、世界にはいまだ1万4,930発もの核兵器

が存在しており（Kristensen and Norris 2017）、軍縮条約交渉も行なわれておらず、

また核兵器を保有する9ヵ国は大規模な投資を行い（アメリカだけでも続く30年

で1兆ドル）、その近代化と配備を将来にわたって進めようとしている（Kristensen 

and McKinzie 2015）。化学兵器、生物兵器、地雷、そしてクラスター爆弾の禁止

条約は、すでに大部分が効力を発揮しつつある。また2017年7月7日、史上初と

なる包括的な核兵器禁止条約が、122ヵ国の賛成により国際連合（UN）でついに
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採択された。この条約は、全ての兵器の中で最も無差別的かつ非人道的な核兵器

が正当な目的に資することはなく、地球を破壊する自爆の爆弾に他ならないとい

う明確な論拠に基づいている。しかし核兵器保有国やそれに頼っている国々はこ

の条約に反対しており、いまも核兵器の廃絶を拒否し続けている。

　過去70年以上にわたり、核兵器が国力を誇示する強力な手段として見られて

いたことが、その拡散だけでなく、核兵器の開発・製造に必要なウラン濃縮工場、

原子炉、および使用済み燃料再処理工場の原動力となっていた。1953年にアメ

リカのドワイト・アイゼンハワー大統領が国連において「平和のための原子力」

演説を行うと、研究炉および同位体製造用原子炉、そして原子力発電所の導入が

世界各地で活発に行なわれた。アメリカ国防総省の顧問を務めたステファン・ポ

ソニーは1953年に心理的戦略委員会でこう述べている。「原子力エネルギーが同

時に建設的な目的で用いられるなら、原子爆弾ははるかにたやすく受け入れられ

るはずだ」（Kuznick 2011において引用）。またアメリカ原子力委員会のトーマ

ス・マレーは日本への原子力導入を念頭にこう語っている。

広島と長崎の記憶は今もなお鮮明に残っているが、日本のような国でこうし

た発電所を建設することは、両都市における惨劇の記憶から我々全てを高み

へと引き上げる、劇的かつキリスト教的な行為と言うことができよう。

（Kuznick 2011において引用）

　マンハッタン計画に始まり、冷戦時代には核兵器の軍拡競争に巨額の資金が投

じられ、米ソによって100ヵ国以上に研究炉が供与されるとともに、原子力の開

発に公的支援が行なわれた。それからというもの、放射線による健康リスクの大

きさについて、証拠の操作、歪曲、過小評価、そして隠蔽に力が注がれ、それは

今も続いている。これには官民の大組織、巨額の資金、さらには核兵器および原

子炉にまつわる人的、制度的、政治的、経済的な既得権益が絡んでいる。好まし

からぬ研究はしばしば妨害され、中止に追い込まれた。また歓迎されざる証拠を

集めた在野の研究者も抑圧の対象となり、研究費を削減されたり、職を失ったり、

あるいは信用を傷つけられたりした。ここで放射線の健康リスクに関する詳細な
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歴史を全て記すことはできないが、アリス・スチュワート、ジョージ・ニール、

トーマス・マンクーゾ、エドワード・マーテル、そしてカール・ジョンソンをは

じめとする科学者や医師の勇気と科学的貢献を認識し、敬意を表することの重要

性を強調しておきたい。放射線による健康リスクの大きさに関する彼らの重要な

科学的研究は、原子力分野の巨大な既得権益にとって好ましからざるものであり、

そのために迫害の対象となったのだ（Quigley, Louman, and Wing 2012）。

　タバコ業界のある幹部は1969年にこう述べている。「懐疑は我々の武器である。

それこそが一般大衆の脳裏にある『事実の集合体』と対決する最良の方法であり、

また反論の余地があると示す手段でもあるからだ」（Brown and Williamson, 

Minnesota Lawsuit 1969）。こうしたリスクの否定および過小評価、ならびに反論の

余地があるという認識を植えつけることは、放射線による健康リスクの分野でも

広く行なわれている。ここでこの分野の主要機関に関する懸念の一部を簡単に記

しておく。

世界保健機関（WHO）

　保健分野における世界最高峰の技術組織であり、世界の全ての国家が加入して

いるWHOは、強大な権威と権力を有しており、その報告書、勧告、技術基準、

そしてガイドラインは注目の的であり、かつ高く評価されている。しかしWHO

の活動は慢性的な資金不足に足枷をはめられている。放射線と健康の分野では能

力だけでなく指導力の欠如にも苦しんでおり、国際原子力機関（IAEA）に比べ

て過度に従順であり独立性も不十分であることがそれに拍車をかけている、と広

く認識されている。両機関が1959年に結んだ協定ではこう謳われている。「一方

の機関が計画ないし活動を提案したとき、もう一方の機関がそこに実質的な利害

関係を有している、あるいは有していると思われる場合、前者は後者に助言を求

め、相互の合意によってその件の調整を図るものとする」（IAEA 1959: Article 1.3）。

　IAEAは利益相反的な構造を有しており、原子力産業の基準および安全策を全

世界で規制しつつ、同時に発電を含む原子力技術を推進している― IAEAは本

来核兵器の廃絶を目指しているが（IAEA 1957）、実質的にはその拡散手段を促進

しているのだ。2006年に国連の複数の機関が作成したチェルノブイリ原発事故
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の結果に関する報告書において、IAEAは結論、配布、および広報対応で主導的

な役割を果たしているが、事故による健康被害の扱いは不当なまでに控えめであ

る（IAEA 2006）。この報告書では事故関連の死者をわずか4,000と見積もってい

るが、国際癌研究機関―WHOの関連機関だが、より活発な研究を行ない、独

立性も高い―が同年に実施した推計によると、2065年までに予想されるがん

の発症数は4万1,000件、死者は1万6,000名（6,700～3万8,000名）となっている

（Cardis et al. 2006）。

　放射線被曝と放射能汚染をもたらす最も重大な潜在的要因は核戦争であるが、

その健康に与える影響についてWHOは2件の歴史的報告書を作成している

（WHO 1983, 1987）。また世界保健総会（WHA）においても、「核兵器は人類の健

康と福祉に対する最も差し迫った脅威である」と認識されている（WHO 1983）。

1987年、WHAは核戦争の健康に対する影響の調査継続を決議するとともに、

WHO事務総長に対し、その進捗を定期的に報告するよう求めた。しかしそうし

た追跡調査は現時点で行なわれていない。

　福島原発事故に関し、WHOの役割は本質的に放射線被曝量に関する報告書の

編集、およびそれら被曝による健康リスクの推計にとどまっており（WHO 2012, 

2013）、災害時の公的保健管理に対する国際的貢献、および被災者の健康維持に

おいて、WHOは積極的な役割を果たしていない。さらに、阿曽沼慎司厚生労働

省事務次官がWHO事務総長に対し、福島原発事故による日本人児童の甲状腺へ

の放射線被曝線量の推計値を引き下げるよう直接圧力をかけたと報じられたこと

から、日本政府に対する疑念とWHOの独立性への懸念が持ち上がった。WHO

は当初、放射能汚染が最も深刻な地域での被曝線量を300～1,000mSv、東京およ

び大阪での被曝線量を10～100mSvと推計していたが、最終報告書ではそれぞれ

100～200mSvおよび1～10mSvに引き下げられ、また日本政府は報告書が公表さ

れる直前まで、より一層の引き下げを図っていたと報じられたのである（Asahi 

Shimbun GLOBE 2014）。

　WHOの慢性的な財政危機はその能力を弱め、収入の大半を各国政府の善意に

頼っていることで独立性が失われている。その予算は1990～91年度の14億ドル

から2016～17年度には44億ドルに増加する見通しだが、各国政府による（通常
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の）拠出金は毎年10億ドル未満のまま推移している。ゆえにWHOは自発的な

寄付―その多くは特定の目的に紐づけされている―に依存せざるを得ず、各

国政府および慈善団体からの寄付金は予算の79パーセントを占めているという

のが現状である。

国際放射線防護委員会（ICRP）

　ICRPは1928年の創設以来、放射線防護基準の勧告において主要な役割を果た

してきた。自らを独立機関と謳っており、公衆の利益に奉仕する公平で透明、か

つ説明責任を果たす組織であるとしている。2014年の年次報告書によると、

ICRPは30ヵ国以上からの232名の人員で構成され、彼らは開かれた選考過程を

通じて選ばれるとともに、独立した専門家として自由意思による参加を前提に招

聘される。正式にはイギリスの慈善団体であり、カナダに小規模な事務局を置く

など、その形態は共済会あるいはクラブ活動に近い。2016年7月現在のウェブサ

イトを覗くだけでも、その独立性には重大な疑問符がつけられる。たとえば科学

担当副事務局長の荻野晴之博士は電力中央研究所、すなわち日本の商用原子炉事

業者から無償で派遣された人物である。他にも原子力および核兵器の開発に携わ

る政府職員や、明らかに既得権益を持つウラン採掘企業カメコ、アレヴァ・リソ

ース・カナダ、そしてアメリカ、ヨーロッパ、日本の原子炉事業者およびその関

連業者の従業員が多数、ICRPに在籍している。また多くの原子力関連企業が資

金を提供している。既得権益を有する者が多層的かつ密接に関与していることは、

いかなる基準から見ても、こうした科学的組織にとって明らかに不適切である。

　日本の国会が設置した東京電力福島原子力発電所事故調査委員会（国会事故

調）によって、ICRP内部の腐敗、そして既得権益による過度の影響力の行使が

徹底的に明らかにされた（NAIIC 2012）。委員会が入手した内部文書には、電気

事業連合会（電事連）が ICRP会員を含む放射線の専門家にロビー活動を行ない、

放射線防護基準の緩和と、日本における被曝放射線量の許容値の引き上げに成功

したことが記されていた。また電事連が別団体への出費を装い、ICRP会員の海

外への旅費を負担したことも明らかになっている。さらにこの文書には「職業被

ばくの線量拘束値は、規制に取り組むべきものではない……女性の特別な線量限
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度、従事者の特別な健康診断……及び緊急被ばくの法令上の線量限度については

廃止すべき」と記されていた。そしてロビー活動の結果、「ICRP2007年勧告等

に対する電力の主張が全て反映された」のである（NAIIC 2012: Chapter 5, section 

5.2.3）。ICRPがこうした不正や不適切な慣行を是正したか否かは、現時点で不明

である。

　また国会事故調は原子炉事業者について、「放射線の健康影響に関する研究に

ついては、より健康被害が少ないとする方向へ、国内外専門家の放射線防護に関

する見解については、防護や管理が緩和される方向へ、それぞれ誘導しようとし

てきた」としており、電事連の内部文書にも「線量影響が蓄積しないことが科学

的に実証されれば、将来的に線量限度の見直しなど大幅な規制緩和が期待でき

る」と記されている。さらに、東京電力（福島原子力発電所の所有者および事業

者）の武藤栄元副社長は次のように述べていた。「悪い研究者に乗っ取られて悪

い方向に向かわないように、研究の動向を監視しておくこと」（NAIIC 2012: 

Chapter 5, section 5.2.3）。

原子放射線の影響に関する国連科学委員会（UNSCEAR）

　大気圏内核実験とその放射性降下物、そして乳児の口腔内におけるストロンチ

ウム90濃度の増加に対する地球規模の懸念、および核実験への反対運動を受け、

国連総会は1955年にUNSCEARを創設した。ウェブサイトによると、「核爆発の

即時中止を求める提案をかわす意図もあって、電離放射線の水準および影響に関

する情報を収集・評価すべく委員会を設けるという提案が国連総会になされた」

（UNSCEAR 2016）。UNSCEARの創設はまた、国連教育科学文化機関（UNESCO）

や国際科学会議を通じて核実験による放射性降下物の科学的調査を各国政府とは

無関係に支援するという、科学者たちの国際的運動に対する核兵器保有国の疑念

も関係している（Herran 2014）。ネスター・ヘランはUNSCEAR創成期における

米英の科学分野での覇権構造を紹介する中で、放射性降下物の危険性を一貫して

覆い隠すというパターンが確立されたことを記している―一例を挙げると、

1958年に作成されたUNSCEAR初の主要報告書には、核実験による人間の長期

被曝の大半をなす炭素14が記載されていない（Ruff 2015）。
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　設立当初のUNSCEAR加盟国は15であり、その後1973年と2011年にそれぞ

れ数ヵ国が加わった結果、現在の加盟国は27である。2016年に中国との間で原

発建設の枠組み合意を行なったスーダンを除き、全ての加盟国は核兵器、原子力

発電所、または研究炉のいずれかを保有している。各国の代表と専門家は政府に

よって任命され、原子力発電所か原子力規制機関の職員が大半である。ゆえに科

学や医学の技量に基づいて任命された、独立した専門家とみなすことはできない。

さらにその一部は原子力業界と密接な関係にあり、ICRPの会員である者も複数

存在する。その代表としてUNSCEARカナダ代表団の一員であり、2012年に代

表を務める傍ら、オンタリオ州の原子力発電事業者ブルース電力の下で働いてい

たダグラス・R・ボレアム博士が挙げられる。放射線リスクに対するボレアム博

士の見方は現在入手可能なデータや国内外の放射線防護機関の見解を反映したも

のではなく、たとえば「ともかく、低線量の被曝は、健康にとって危険ではなく

有益である」（Higson et al. 2007: 259）と述べるなど、微量の放射線は害よりも益

のほうが大きい、あるいは、CTスキャンはがんのリスクをむしろ減らす（Scott 

et al. 2008）などと繰り返し主張している。またボレアム博士はトロ・エネルギー、

ウラニウム・ワン、ヒースゲート・リソースなどといったウラン採掘企業の代理

人として少なくとも3回オーストラリアを訪れており、「従業員の放射線教育」

や「放射線と健康に関する地域共同体へのコンサルタント業務」に従事した―

いずれも放射線のリスクを包み隠し、人々を混乱させるための活動である（Toro 

Energy Limited 2008; MAPW 2012）。

　「気候変動に関する政府間パネル」の広範な業績評価システムのように、人類

の健康を守るにあたってUNSCEARや ICRPなどの国際機関が独立性と科学的統

合の推進役になればと、多くの人間が願い、またそうなるものと予想しているが、

逆にこれらの機関は政治的・経済的な既得権益に支配され、透明性を欠き、また

加盟国間の利害関係における倫理基準も不十分である。さらには証拠を恣意的に

選択し、放射線のリスクを覆い隠すというパターンも繰り返し起きている。一例

を挙げると、ムソーとモラーは本書の中で、チェルノブイリおよび福島原発事故

が動植物に著しい影響を与えたとする経験に基づく証拠が増えつつあると論じて

いるが、UNSCEARの報告書は長年にわたり、自らのモデルと合致しないという
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理由でそれらの証拠を無視してきた。その上、チェルノブイリ事故による健康へ

の影響を示す証拠の大半をも無視したのである。

将来における大規模放射線被曝の可能性

　地球上の生物は環境放射線による絶え間ない影響と生物学的リスクに晒されな

がら進化してきたが、原子炉と核兵器の出現によって、時間的にも空間的にも類

を見ない莫大な量の放射能が放出される可能性が生み出された。

核兵器

　広島と長崎への原爆投下、核兵器生産時の放射能漏れと廃棄物、そして2,056

回に上る核実験はいずれも、人間の手による最も大規模な環境放射能汚染の原因

であり、今後数千年にわたって人間の健康を蝕んでゆくだろう（Ruff 2015）。だ

がそれでも、核戦争によって人類が被るであろう放射線被曝に比べれば物の数で

なく（WHO 1987; IOM 1986）、現在世界に存在している核兵器1万4,930基のう

ちほんのわずかでも使用されればそうなる可能性が高い（Kristensen and Norris 

2017）。核戦争による放射線被曝の結果は、線量の水準に関わらずはるかに深刻

である。なぜなら必然的に他の複数の要因、すなわち怪我、ストレス、そして健

康リスクを伴うからであり、さらに核戦争時に医療機関が有効に機能するとは考

えられないからである。

　核兵器が存在する限り、核戦争は現在進行中のリスクであり、またその可能性

は高まりつつあるというのが知識層の一般的な見解である。そう考えられる要因

として、軍縮が実現に至らなかったこと、全ての核兵器保有国で大規模な近代化

プログラムが進められていること、1,800基もの核兵器が数分以内に発射できる

厳戒態勢にあること、核兵器の指揮・制御システムに対するサイバー攻撃のリス

クが高まっていること、アメリカおよび北大西洋条約機構（NATO）とロシア、

あるいはインドとパキスタンの関係が悪化し、核兵器保有国の強硬姿勢が顕著に

なりつつあること（これは南シナ海や朝鮮半島においても同様である）、そして核

兵器保有国の多くが、軍事的対立が激化した際、核兵器を最初に、場合によって
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は早期に使用するという政策を打ち出していることが挙げられる（Helfand et al. 

2016）。2015年、『原子力科学者会報』は世界週末時計の針を0時5分前から3分

前に移動し、2016年もその場所にとどめた後、2017年には2分30秒前とした。

アメリカのウィリアム・ペリー元国防長官やロシアのイーゴリ・イワノフ元外務

大臣といった人々も、核戦争の可能性が冷戦時よりも高くなっており、今後もそ

の傾向は高まるとしている（Helfand et al. 2016）。

　たとえ1回でも都市で核爆発が起きた場合、有効な医療活動が実施される可能

性は極めて低いため、核兵器の即時全廃だけが核兵器使用という必然的な事態を

恒久的に防ぐ唯一の手段であり、ゆえに人類の健康にとっても絶対不可欠である。

「核兵器の全廃に向け、これを禁止する法的拘束力のある制度」に関する交渉を

2017年に行なうという国連総会決議（United Nations General Assembly 2016: 4）は、

核軍縮の膠着状態を打破する歴史的な契機である。核軍備の禁止と全廃に加え、

核兵器のない世界を作り維持するには、核兵器の材料となる核物資―高濃縮ウ

ランや分離プルトニウム―の管理と廃棄が必要になるだろう。そのためこれら

物資の生産を中止し、在庫についても可能な限り不可逆的な形で処分することが

求められる。ウラン濃縮工場が高濃縮ウランの生産にも用いられること、および

原子炉で必然的に生成されるプルトニウムが使用済み燃料から抽出されることは

それぞれに本来備わっている要素だが、いずれも原子力時代における最も大きな

地球規模の健康リスクを引き起こしているのだ。

　高濃縮ウランの生産を中止すること（von Hippel and IPFM 2016）、全てのウラ

ン濃縮工場を国際的な管理下に置くこと（Diesendorf 2014）、そしてプルトニウム

の抽出を目的とした使用済み燃料の再処理をやめること（IPFM 2015b）は、より

安全な世界に向けた重要な取り組みである。

核関連施設からの放射能漏れ

　核関連施設は通常の稼働時でも放射性物質を放出しており、また小規模なアク

シデントは日常茶飯事である。原子力発電所においては、放射能が極めて高く半

減期も長い放射性物質が原子炉内部や使用済み燃料プール内の燃料の中に蓄積さ

れる。使用済み燃料は極めて高温で放射線も高いため、乾式キャスクで貯蔵する
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までの3ないし5年間、循環する水の中で冷却しなければならない。だがこうし

たプールは原子炉と異なり複数の層から成る格納容器に収められているわけでは

なく、一層の簡素な建物内部に設置されている。福島第1原発では2011年の震

災当時、敷地内に存在する放射性物質のうち70パーセントが使用済み燃料プー

ルで保管されていた（Stohl et al. 2011）。だが冷却水の循環装置や、それを作動さ

せる発電システムが短時間でも機能を失った場合、これらの燃料プールは原子炉

と同様に火災や爆発に対して脆弱となる。

　公的機関や製造業者の文書によると、福島第1原発の原子炉は地震そのもので

なく津波のためにメルトダウンを起こしたのだという。しかし地震発生から津波

到来の間に放射能漏れが発生していたとする証拠があり（Stohl et al. 2011; NAIIC 

2012）、これは世界中のあらゆる原子力発電所に対する示唆を含んでいる。原子

炉や使用済み燃料冷却装置の機能喪失は、設計の不備、建設時の欠陥、そして

2011年3月11日に発生した地震や津波のような自然災害が組み合わされた結果、

あるいは電源システムや冷却水の供給・循環装置を物理的に破壊するといった故

意の結果、また将来的にはサイバー攻撃の結果として生じ得る。2010年に発見

されたアメリカおよびイスラエル製のマルウェア、スタックスネットは、少なく

とも1992年以降頻発している原子力施設を標的としたサイバー攻撃の最も有名

な例である。スタックスネットはイランの原子力発電所で用いられているシーメ

ンス社製Step 7 SCADAシステムに攻撃を仕掛け、ウラン濃縮用の遠心分離機を

過剰に速く回転させることでおよそ1,000基を部分的に破壊した（Baylon, with 

Brunt and Livingstone 2015）。平均的な出力1ギガワットの原子炉には、1メガトン

級の原子爆弾が放出する以上の放射性物質（広島を壊滅させた原爆の67倍で、半

減期もより長い）が存在している。ゆえに2016年7月1日時点で稼働している

402基の原子炉それぞれが、すでに配置済みの巨大なテロ兵器（「汚い爆弾」）と

事実上なり得るのだ。

　1950年代初頭以降に発生した事故のうち、メルトダウンに至ったことが知ら

れているのはおよそ20件に上る（Burns, Ewing, and Navrotsky 2012）。これらは異

なる国々における軍民の原子炉で発生したものであり、その設計も様々である。

その全てで放射性物質が周辺環境に放出されたわけではないものの、いずれもそ
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うなる可能性があった。また国際原子力事象評価尺度（INES）のレベル4以上に

分類された事故も同じく20件に上る。レベル4の事故は局所的な影響を伴うも

のであり、「高い確率で公衆が著しい大規模被ばくを受ける可能性のある相当量

の放射性物質の放出」を含む（IAEA n.d.）。過去このレベルの事故はアルゼンチ

ン、カナダ、フランス、日本、スロバキア、スイス、イギリス、アメリカ、そし

てソビエト連邦およびロシアで発生した（Lelieveld, Kunkel, and Lawrence 2012）。

なおメルトダウンは原子炉の運転年数800年につき1回の割合で発生しているが、

福島第1原発やアメリカの多くの原子力発電所で用いられている、マーク1およ

び2型と呼ばれる初期の設計による沸騰水型原子炉の格納容器の場合、メルトダ

ウンの発生頻度は運転年数630年につき1回となる（Cochran 2011）。よって400

基以上の原子炉が稼働している現在、メルトダウンは数年ごとに発生すると予想

される。

　世界における主要な原発事故の発生頻度および放射性降下物に関するレリフェ

ルトらの分析結果によると、放出されたセシウム137のうち平均90パーセント

以上が50キロを超える距離まで飛散し、およそ半分は1,000キロ以上に達したと

いう（Lelieveld, Kunkel, and Lawrence 2012）。またレリフェルトらは、セシウム137

の濃度が1平方メートルあたり37キロベクレル（kBq/m2）を超えた場合に「重大

な汚染」としているが、これは重大事故から1年間で人間が被曝する1mSvとい

う線量と関係がある。また事故の影響を推定する基礎としてチェルノブイリ事故

を用い、かつ最悪レベルの原発事故（INESレベル7、チェルノブイリと福島の事故

がこれにあたる）が発生する歴史的頻度を仮定することで、1年につき1パーセン

トを超える割合で発生する大規模な原発事故によって、北アメリカ、東アジア、

そしてヨーロッパの大部分で放射能汚染のリスクがあると推測している。深刻な

メルトダウンによって平均13万8,000km2が40kbq/m2を超えるセシウム137に汚

染され、西ヨーロッパでこうした事故が発生した場合に影響を受ける人間は平均

2,800万人、南アジアでは3,400万人に上るというのだ。

放射性物質の拡散

　通常の爆弾を爆発させるなど、水ないし食物供給に放射性物質を拡散させるこ
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とは技術的に容易で、しかも放射性物質を入手できる機会は豊富に存在している。

大量に入手可能な放射性物質のうち最も危険なのが高レベル放射性廃棄物（使用

済み燃料や、プルトニウムを抽出するため使用済み燃料の再処理を行なった後に残る

廃棄物）および使用済み燃料から分離されたプルトニウムである。現在世界には

およそ505トンの分離プルトニウムが存在しており、そのうち半分が民間施設で

保管されている（IPFM 2015a）。高レベル放射性廃棄物の放射能は数十万年にわ

たって危険な水準であり、最高で100万年もの間地下水や生態系から厳格に隔離

しなければならない。平均的な原子炉は毎年30トンの高レベル放射性廃棄物を

生み出し、世界全体での生成量は1年間でおよそ1万2,000トンになる。また

2015年の時点で放射性廃棄物の蓄積量は39万トンに上る。しかしこうした廃棄

物を永久保管する施設は世界のどの国でもまだ稼働しておらず、とりわけ使用済

み燃料再処理工場からこうした物資が盗まれ、あるいは転用され、一つないし複

数の都市にばらまかれる可能性は現実のものであり、地質学的な時間の枠組みが

続く限り消えることはない。このような事態は深刻な放射能汚染を局地的に引き

起こすものである。
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第9章

原子力とその生態学的副産物
―チェルノブイリとフクシマの教訓

ティモシー・A・ムソー、 
アンダース・P・モラー

要　旨
　世界的な経済発展に伴うエネルギー需要の増加および化石燃料からの二酸
化炭素放出による気候変動への懸念を受け、温室効果ガスを生まないエネル
ギー源を大規模かつ早急に確保する必要性が増している。それに対して先進
国と発展途上国（たとえばアメリカと中国）はいずれも、原子力こそが解決
策の一つであるとしてきた。しかしスリーマイル島、チェルノブイリ、そし
て最近では福島で発生した原発事故によって、この技術はヒューマンエラー、
設計上の欠陥、そして自然災害に対して脆弱であることが判明し、かつこれ
らの事故によって、原子力を選択肢として含む全てのエネルギー政策におい
て考慮すべき巨大なコストが健康、環境、経済の各方面で喚起された。過去
に行なわれたこうした分析の大半は、事故周辺地域の生態系システムに潜む
コストを無視してきた。必要に迫られ、あるいは政府の方針によって汚染地
域に住み続けることを余儀なくされている人々への長期的な影響について、
自然システムの研究はそれを投影するものであり、ゆえに必要不可欠である。
本章ではチェルノブイリと福島に生息する人間以外の生物に関する研究につ
いて論ずる。鳥、昆虫、齧

げっ

歯
し

動物、微生物、そして樹木を対象とした広範な
調査研究により、かつては過小評価されていた放射線被曝を通じ、個体、種、
および生態系の機能が著しく損なわれてきたことが明らかになっている。ま
た本章ではDNA、先天性欠損症、不妊、がん、そして生存期間に対する放
射線被曝の影響を概説するとともに、放射能汚染地域に暮らす野生生物の健
康および長期的な見通しを示す。
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序　論

　チェルノブイリと福島で発生した核の惨事は経済面で巨大かつ直接的な衝撃を

もたらし、損傷を受けた原子炉の廃炉や周辺地域の除染など、費用の総額は数千

億ドルに上るとみられている（Samet and Seo 2016）。しかし大陸規模で拡散した

放射性核種による生態学的な影響について、資金はほとんど投じられていない。

基礎的な科学研究に対する投資が行なわれていないのは、多くはこれら汚染物質

による直接的な影響が極めて小さいという認識によるものであり、原子力規制機

関もしばしばそのような見解を広めている。さらに、立入禁止区域に指定された

ことで捕獲される可能性が減少した結果、放射能汚染地域で野生動物の繁殖がみ

られるという見解すら存在し、放射性核種は恐れるに足らないという印象を人々

に与えている。本章では、チェルノブイリと福島における野生動物の健康および

個体数増加について放射能との関連で評価することを目的とした、最近10年間

の科学的研究の一部を検証する。原発事故の現場周辺で実施されたこれらの研究

は、事故およびその他の原因によって被曝した生物、そして恐らくは人間に対す

る影響について、貴重な洞察を提示するものである。

過酷事故をはるかに超える核エネルギーの危険性

　個人的にどう感じるかは別にして、原子力は世界のエネルギー構成の主要な部

分を占めており、今後長きにわたってそうあり続けるだろう。現在全世界で438

基の原子炉が稼働しており、65基が建設中である（うち中国で24基、アメリカで

4基）。また発注中ないし計画中の原子炉は165基、建設が提案されている原子炉

は325基に上る。「あらゆる」原子炉が日々の運転で大量の放射性廃棄物を生み

出す一方、その排出量の総計が過去数十年間で大幅に減ったことはほとんど知ら

れていない。たとえばアメリカで広く用いられている沸騰水型原子炉は年間

1,000～10万ギガベクレルの放射性希ガスを生み出すが、加圧水型原子炉の希ガ

ス生成量は平均してその10分の1から100分の1である（Burris et al. 2012）。さら
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に原子力発電所では、その他のより危険と思われる放射性物質（ヨウ素131、セ

シウム137、ストロンチウム90など）も通常運転の中で生み出され、外部に放出

されている。こうした放出物が人間に与え得る影響（一例を挙げると小児白血病

など ; Fairlie 2014）については幾分の研究が行なわれているものの、人間以外の

生物に関しては放射能そのものの影響ではなく熱汚染の影響にほぼ限られてきた。

予見可能な将来にわたって原子力が活用されるという状況の下、生態系に対する

放射線の影響についての基礎的研究は必須であると思われる。

　原子力発電所からの合法的かつ制御された放出に加え、これら施設の多くから

は管理されていない放射性廃棄物が周辺環境へと漏れ出していることが現在明ら

かになっている。最近発覚した有名な実例として、アメリカのバーモント・ヤン

キー原子力発電所で2010年に発生したトリチウム（放射性の水素）の大規模流出

が挙げられる。原因は冷却水パイプの老朽化とされたが、この流出事故が2014

年の廃炉決定に大きな役割を果たしたのは間違いない。それ以降、アメリカで稼

働している商業用原子力発電所のうち4分の3以上で、なんらかの放射性物質漏

れが発生していたと報告されている。部分的にはこうした流出事故は原発群の老

朽化による避けられない結果であり、将来的にはさらに多くの流出事故が発覚す

るものと思われる。だがこれらの明らかな事象にもかかわらず、こうした外部放

出の生態学的影響についてはほとんど知られていない。アメリカ政府監察院が外

部に作成を依頼した報告書でも、トリチウム漏れの危険性についてはほとんど知

られておらず、さらなる研究が必要だと示唆されている（US GAO 2011）。

　事実、核燃料サイクルにおける全ての過程で大量の放射性汚染物質が放出され

ており、それは採掘の際に発生する選鉱くずから、核燃料の処理およびパッケー

ジに及ぶ。燃料サイクルの最終段階である貯蔵された使用済み燃料は、各原発が

日々運転する中で巨大に膨れ上がってゆく。これらの放射線発生源はいずれも周

辺住民や生態系に危険を及ぼす可能性があり、とりわけ事故や自然災害が発生し

た場合にそれが高まる。しかし原子力施設における「事象」が克明に記録される

ことはなく、その生態学的影響についてもほとんど研究は行なわれていない。

　近年、原子力にまつわる潜在リスクを包括的に検証したのがウィートリー、ソ

ヴァクール、ソーネットの3人による調査研究（Wheatley, Sovacool, and Sornette 
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2016）である。それによると、福島原発事故と同規模ないしそれ以上の規模の事

故が今後50年間で発生する可能性、今後27年間にチェルノブイリ事故と同規模

ないしそれより大規模の事故が起こる確率、そして今後10年間でスリーマイル

島事故と同規模ないしそれより大規模の事故が発生する確率は、それぞれ50パ

ーセントに達するという。この分析結果から将来の原発事故は避けがたいように

思われるが、こうした事故による生態系への影響を正しく評価するのに必要な基

礎的研究への投資額はいまだ低い水準にとどまっている。

原発事故による生態学的影響を評価するための研究プログラム

　放射能汚染が自然システムに与える影響について、現在の知識における空白を

部分的にでも埋めるべく、我々（ティモシー・ムソーおよびアンダース・モラー）

は2000年に共同研究を始め、チェルノブイリ原発事故が周辺に生息する鳥類の

個体群にいかなる影響を与えたかを調査した。2005年には調査対象を拡大し、

昆虫や蜘蛛、あるいは植物など様々な生物を含むようになる。そして2011年7

月には福島における調査研究を開始した。この研究活動を進めるにあたって用い

た原理原則は、以下の疑問を基にしている。

（1）チェルノブイリ（および福島）で観測された放射線レベルは、自然個体群の

突然変異率を上昇させるとともに、遺伝子の損傷を増やすほどの線量なのか。

（2）これらの地域において突然変異率の上昇と遺伝子損傷の増加につながるよう

な、表現型への影響は見られるか。

（3）突然変異率の上昇をもたらすような適応度への影響（生存数および繁殖数の

変化など）は見られるか。

（4）これらの地域における突然変異率の上昇に個体群が適応している証拠は見ら

れるか。

（5）自然個体群の繁殖および多様化につながる放射線の影響は見られるか。

（6）個体群が放射線の影響を受けた結果、生態系になんらかの影響が及ぼされた

か。
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人間以外の生物に放射能が及ぼす遺伝子的影響

　放射能について論じる際、突然変異を引き起こす放射線に晒されたことで遺伝

子はどのような影響を受けるのかと、まず頭に浮かぶだろう。事実、自然環境に

存在する低線量の電離放射線を慢性的に被曝することで、遺伝システムが直接影

響を受ける可能性があるという証拠は数え切れないほど存在する。そうした証拠

は多数の個別研究によってもたらされたものであり、また最近ではそれら個別研

究の蓄積をメタ分析することで得られている。

　チェルノブイリに生息する個体群に関し、放射線がDNA突然変異率に及ぼす

影響について最初に行なわれた調査は、マイクロサテライトマーカー（いわゆる

「DNAの指紋」）を用いたものだと思われる。つまりツバメの親子のマイクロサ

テライトマーカーを比較することで、その突然変異率を新たに計測し直したので

ある（Mousseau and Møller 2014にて検証）。その結果、チェルノブイリの個体群に

おけるこれらマーカーの突然変異率は、ウクライナとイタリアに生息する対照群

のそれと比べ2～10倍高いことが判明しており、チェルノブイリ原発事故の後始

末にあたった人々の子孫を対象とした調査においても同様の結果が見られる。だ

が驚くべきことに、チェルノブイリ原発事故に関係して遺伝子の突然変異率を推

定し直した調査研究は他に存在しない。個々のDNAにおける変化を突き止める

にはゲノム解析が必要だが、その費用は過去に比べずっと安価になっており、突

然変異原と遺伝子との相互作用がいかに誘発され、また次世代へと伝達されるか

の根本的理解に向け、大きな進歩がなされるものと期待される。こうした研究は

保全生物学に関する諸問題だけでなく、進化遺伝学における根本的な疑問を解決

するためにも不可欠である。進化遺伝学においては、DNAレベルの可変性とそ

の結果として生じる表現型の変化との直接的な関係についての調査研究が、以前

からの最優先課題なのである。

　その一方、遺伝子の損傷を推定するにあたって間接的手法を用いた調査研究は

数多く存在しており（それらの検証についてはMøller and Mousseau 2006, 2015参照）、

それらをまとめ合わせて見れば、チェルノブイリ原発事故による放射能汚染が遺
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伝子の損傷を引き起こし、突然変異率を上昇させたことに疑いの余地はない。ま

た明らかにされた遺伝子損傷の度合いと、表現型への影響とが相関関係にあるこ

とも、多くの研究によって示されている。意外なことに、チェルノブイリ原発事

故関連の被曝によって生じた遺伝子への影響について、それを最初に要約したの

は我々であり（Møller and Mousseau 2006: 205, Table 1）、様々な動植物を対象に、

被曝線量の増加が突然変異や細胞の遺伝にどのような影響を与えたか、チェルノ

ブイリ周辺と対照エリアで比較調査を行なった33の研究結果を示したのである。

それらの結果の間には相当程度の差異があるものの、25件の研究において、放

射線被曝に関連する突然変異および細胞遺伝学的異常の大きな増加が見られた。

またいくつかの研究においては、一部の遺伝子座で突然変異率の上昇が見られた

一方、その他の遺伝子座では観測されなかったことも示されている。だがこれら

研究の多くは小規模な例を基にしており、結果的に統計的検出力は低く、25パ

ーセントの差異を統計的に有意であると示すことはできなかった。また生殖細胞

系の突然変異（つまり次世代に伝達し得る突然変異）を調査した研究は33件中わ

ずか4件であり、その全てで突然変異の有意な上昇が見られた。ここで強調すべ

きは、これら調査研究の多くが国際原子力機関（IAEA）によるチェルノブイリ

フォーラム報告書で考慮の対象にすらなっていないことであり、大きな影響力を

有するこの報告書は自然個体群に対する潜在的悪影響を過小評価したのである。

　我々は最近になってチェルノブイリ個体群の突然変異率に関する調査研究をさ

らに拡大し、30の種を調査対象とした45件の公表済み論文を基に、チェルノブ

イリにおける放射線の影響を検証すべくメタ分析を行なった（Møller and 

Mousseau 2015）。メタ分析は比較的新しい統計的手法であり、異なるデータ群を

組み合わせることで対象となる仮説の世界的な分析を可能にする。その結果、ピ

アソンの積率相関係数として推定された放射線の全体的な影響規模は非常に大き

く（E=0.67; 95パーセント信頼区間0.59～0.73）、非構造化ランダム効果モデルにお

ける全分散の44.3パーセントを占めた（Møller and Mousseau 2015: 2, Figure 1）。簡

単に言えば、対象とした調査研究における全分散のほぼ半分が放射線の影響によ

って説明されるということであり、これはいかなる基準と照らし合わせても極め

て大きいものである。また「フェイルセーフ」の感度分析を用いれば、この結果
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がどれだけ信頼できるかを決定できる。フェイルセーフ計算は、この平均的な効

果量を消去するのに必要な未公表の無効な結果の数を反映する。その結果算出さ

れたフェイルセーフ数は4,135であり、この発見の信頼度が極めて高いことを示

している（ローゼンバーグ検定 p=0.05において4,135）。また間接検定で論文にお

ける偏りの証拠は見られなかった。放射線が突然変異に及ぼす影響は分類群ごと

に異なっており、動物よりも植物のほうが影響の大きいことを示している。人間

の場合、突然変異の放射線に対する感度は他の種と比べ中程度であった。これは

効果量が時間とともに減少することはなく、自然的条件の改善が見られないこと

を表している。また平均効果量が驚くほど大きかったことは、放射能汚染が現世

代および次世代以降の各個体の適応度に大きな影響を及ぼすことを示唆しており、

個体群レベルで見た影響はさらに大きく、放射性物質に汚染された地域の外にま

で及ぶ可能性がある。全体的に見れば、自然個体群が電離放射線を慢性的に被曝

することで生じる突然変異への影響について、この研究は現時点で最も強力な論

証と言えるだろう。

　現在のところ、福島原発事故による遺伝子への影響を扱った調査研究は比較的

少ない。琉球大学の大瀧丈二准教授は福島原発事故で被曝した蝶類を対象に一連

の調査研究を行ない、放射線被曝の直接的結果として突然変異率が上昇する強力

な証拠を発見した（Mousseau and Møller 2014にて検証）。これら一連の研究は内部

および外部の放射線源を用いた実験によって強く裏づけられており、現地で観測

された突然変異率の上昇と表現型への影響を明確に立証している（Mousseau and 

Møller 2014）。大瀧率いるグループが後に行なった調査研究でも放射線による急

性・慢性両方の影響が確認され、またその影響は年月とともに縮小しているが、

線量率が数年かけて減少したためと思われる。ここで特筆すべきは、後天的な突

然変異が子孫に遺伝する場合もあるという示唆である。総体的に見て蝶類を対象

としたこの研究は、自然個体群における慢性的な放射能の影響につき最も厳密か

つ包括的な実験分析結果をもたらした。

　低線量率の被曝が突然変異率の上昇をもたらすという仮説をさらに裏付けるも

のとして、自然発生した放射性物質が世界中の動植物の個体群に与えた影響につ

いて最近行なわれたメタ分析が挙げられる（Møller and Mousseau 2013）。自然放射
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線のレベルは地球上の各地で大きく異なっているが、それは地表面におけるウラ

ンおよびトリウムの堆積量と強い相関関係にあり、そうした場所はイランのラム

サール、インドのケララ、そしてブラジルのグァラパリほか世界に数多く存在す

る。この研究は発表済みの論文5,000点以上を対象とし、そこからメタ分析を行

なうにあたり十分な厳密さをもって実施された46点が絞り込まれた。個別の影

響の多くは小さなものであり、それ自体では統計的に有意でないものの、全体的

に見れば、ゼロ以上の数値を示したものは偶然によって生じ得る数よりはるかに

多く、効果量の平均値は0.093（95パーセント信頼区間0.039～0.171）だった。こ

の結果から、自然発生した放射線への被曝は、検証対象となった差異の1パーセ

ントを説明することが示唆される。小さな影響ではあるものの、進化という時間

の尺度で見れば決して無視することはできない。この分析から得られた第1の結

論は、環境放射線の自然的差異が多種多様な動植物の免疫システム、突然変異率、

そして病気発現に小規模ながら有意な負の影響をもたらす証拠が広範囲にわたっ

て存在する、というものである（Møller and Mousseau 2013）。言い換えれば、統計

的に有意な検出力の下、それを下回れば影響が観察されないというしきい値は存

在しない。自然放射線に関する研究はまた、適応の進化過程を検証する機会もも

たらすはずだが、我々の知る限りそうした研究はいまだかつて行なわれていない。

むしろここでは、原子力発電所からの放射線放出は環境放射線と同程度であり、

公衆衛生の観点から考慮する必要はないという、原子力業界や規制機関が繰り返

し述べた言葉とは対象的に、「自然環境レベル」の放射線でも個体に害を及ぼす

のに十分であるという発見のほうが重要だろう。この研究においては、放射線放

出の規模が環境放射線のレベルと同程度だとしても、それを真剣に考慮しなけれ

ばならないことが示唆されているのだ。

発達への影響―色素欠乏症、非対称、脳の大きさ、白内障、精子、および腫瘍

　チェルノブイリ、そして現在の福島に関する実証的研究は着々と積み上がりつ

つあり、放射性汚染物質への被曝による生理学的、発達学的、形態学的、そして

行動学的影響が幅広く明らかにされている。こうした影響の大半はその根底に遺
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伝子学的要素を有しているが、中には直接的な毒性の可能性が無視できない場合

もある。目に見える被曝の最初の兆候は、鳥の羽、そして恐らく哺乳類（福島の

牛など）の体毛に現われる白い斑点である。このような「限局性白皮症」（限局

性白変とも言われる）はチェルノブイリに生息するツバメなど、多数の鳥類です

でに観察されている（Mousseau and Møller 2014）。羽が異常白変したツバメは福島

で2012年にアマチュアの野鳥観察者によって初めて発見されており、翌年には

観察される頻度が明らかに増加した。しかしこうした傾向は、災害後に調査体制

が強化されたことによる「スクリーニング効果」と部分的に関係があると思われ、

さらなる調査が必要である。このような部分的白皮症は生存可能性を減少させる

ものと信じられているが、その性質は次世代へと遺伝され、また親子の類似から、

少なくとも部分的には、生殖細胞系での突然変異が原因かもしれないとする十分

な量のデータが存在する。白い羽の存在自体が個体の活動（生殖や生存など）に

直接影響を与えるとは考えにくいものの、放射線による個体への影響を測る生体

指標としては有効だと思われる。こうした特徴の発現と、その根底にある放射線

被曝による遺伝子的ないし生理学的メカニズムとの関係性を突き止めるには、さ

らなる研究が必要である。

　チェルノブイリに生息するいくつかの鳥類に関し、生殖細胞系の突然変異率を

推定すべく配偶子の分析が行なわれてきた。一例を挙げると、チェルノブイリの

ツバメで精子に異常が発生する頻度は、対照エリアで暮らす雄ツバメのそれと比

べ最大で10倍に上ることが報告されている（Mousseau and Møller 2014）。この異

常発生率は血液、肝臓、および卵における抗酸化物質の減少度合いと相関関係に

あり、放射性物質の被曝による直接・間接の影響からDNAを守る上で抗酸化物

質が大きな役割を果たしているという仮説を裏付けている。またチェルノブイリ

近辺の鳥類を対象に最近実施された分析によると、調査対象となった鳥類10種

のうち9種において、チェルノブイリに生息する個体の精子異常発生率が、ヨー

ロッパ各地の対照エリアに生息する個体のそれと比べはるかに高いことが明らか

になり、損傷の最も大きい種は精子がより長くなっていたことから、放射能汚染

地域に生息する鳥類の間で精子の異常は珍しくないと思われる。さらに小型齧歯

類の精子についても、形態学に関する同様の影響が最近になって報告されている
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（Kivisaari et al. 2016）。ツバメの精子の遊泳能力は放射線のレベルと負の相関関係

にあることは以前から知られており、またプラズマ酸化の状態によって精子の活

発さを予測できることから、精子の形成を電離放射線による影響から守る上で抗

酸化物質が果たす役割について、その仮説にさらに証拠を与えている（Mousseau 

and Møller 2014にて検証）。これらの研究結果を総合的に見ると、精子形成が低線

量被曝の影響を強く受けること、およびその結果として生じる雄の生殖機能の喪

失によって、当該地域に生息する多くの種において個体数が減少したという観察

結果を部分的に説明し得ることを強く指し示している（以下を参照のこと）。

　植物の花粉および発芽に関する研究も、生殖機能そして各個体の適応度に対す

る放射線の影響を測る上で重要と思われる。111種の植物を対象にチェルノブイ

リで最近行なわれた調査の結果、放射線が花粉の生存力に対して小規模ながら有

意な負の影響を与えることが判明している（Møller, Shyu, and Mousseau 2016）。そ

してそのことは、これら種のうち多くにおいて発芽率が減少している事実を、部

分的に説明するものと考えられる（Møller and Mousseau 2017）。

　他の多くの種類の細胞や細胞組織も、チェルノブイリの汚染物質から影響を受

けたことが示されている。たとえば、鳥類で目に見える腫瘍が発生する頻度は放

射能汚染地域においてはるかに高く、体細胞における突然変異率の上昇が原因と

思われる（Mousseau and Møller 2014にて検証）。チェルノブイリに生息する鳥類の

間で目に見える腫瘍が発生する割合は1,000羽中15羽以上だが、大規模な調査

（観測対象3万5,000羽）が実施されたデンマークの個体群では1羽も発生してい

ない。またチェルノブイリの齧歯類を対象に最近行なわれた調査では、セシウム

137の全身被曝により腫瘍発生率が増加することが示唆されている。

　第2次世界大戦の終結直後、原爆の生存者の間で放射線による白内障が発生し、

放射線被曝との相関関係が非常に高いことが示された（Otake and Schull 1991）。

同様にチェルノブイリにおいても、白内障発症の頻度と規模は放射線被曝と相関

関係にあり、環境放射線のレベルが高い地域に生息する鳥類は片目ないし両目が

白濁する可能性が高い（Mousseau and Møller 2014）。人間における放射線由来の白

内障と同じく、その現象は鳥の年齢と無関係であり、放射線が白濁の発生原因で

あるという仮説をさらに裏付けている。またレーマンら研究者は最近、ウクライ
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ナの放射能汚染地域に生息する齧歯類の間で白内障の発症率が大きく上昇してい

ることを報告しており（Lehmann et al. 2016）、電離放射線被曝の信頼に足る生体

指標として白内障の発症が有効であることを示した。明示的に証明されたわけで

はないものの、白内障による視力低下は動物の適応度（捕食者からの逃走や食物

の発見など）に大きな影響を及ぼすものと考えられる。

　神経の発達が電離放射線の影響を受けやすいことは以前から知られていた。出

生前に原爆の被害を受けた広島および長崎の生存者を対象とした多くの研究でも、

深刻な知能障害や小頭症が電離放射線被曝の直接的結果として示されている

（Otake and Schull 1998）。チェルノブイリにおいても、放射線濃度が高い地域に住

む鳥は脳が縮小しており、生存可能性の減少に結びついたことが判明している

（Mousseau and Møller 2014にて検証）。同様の影響はチェルノブイリおよび福島に

生息する齧歯類でも確認されている（Mappes et al. 2016）。

　チェルノブイリの放射能汚染地域に生息する野生動物についてはこれ以外にも

様々な形態学的・行動学的異常が報告されているが、時間、努力、そして想像力

さえあればチェルノブイリ原発事故による生物学的影響はこれからも突き止めら

れると思われる。これを裏付けるのが、カッコウの呼びかけ行動を対象とした最

近の研究である（Møller et al. 2016）。この研究において筆者らは、雄129羽の鳴

き声における「音節」の数と、ウクライナ各地で観測された「異常な」鳴き声の

発生頻度を調査した。観測地点の線量は毎時0.01マイクロシーベルト（μSv/h）

から218μSv/hにおよぶ。総体的に見て、放射能汚染地域における雄の鳴き声は

音節数が少なく、異常が多かった。またその他の環境変数による潜在的影響を排

除した後も、この影響は残った。人間の健康に対する影響をカッコウの鳴き声か

ら推測するのは不可能だが、放射能汚染は様々な面で自然システムに明確な影響

を与えているのである。

高線量地域における個体群の数と生物多様性

　保全生物学者にとっての主要な問題は、チェルノブイリおよび福島に生息する

個体群で観測された突然変異の蓄積による適応度への影響と、その結果生じる発
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達への影響である。我々はそれを突き止めるべく、チェルノブイリと福島の動物

を対象に、個体群の規模、種の数（すなわち生物多様性）、雄雌の比率、生存率お

よび生殖率、そして移住パターンの解明を目的とする統計的調査を行なった。い

ずれの放射能汚染地域においても放射性物質の分布は極めて不均等なため、汚染

されていない比較的「クリーン」なエリアから、非常に線量の高いエリアまで、

全ての放射線レベルを狭い範囲の中で特定することが可能である。またこの不均

等性によって、一つの大規模事象によって放射線が生物の個体群や群集にいかな

る影響を与えるか、その反復調査が可能になる。実際、とりわけチェルノブイリ

においては、放射性物質の分布が一点から放射されたというよりモザイク状ある

いはパッチワークに近く、放射線レベルが発生源からの距離と比例していない。

こうした地理的構造の欠如と、各種生息地における様々な調査を組み合わせるこ

とで、その他の生物的・非生物的要素を排除した放射線効果の緻密な分析が可能

になる。

鳥類、蝶類、およびその他無脊椎動物の個体数と多様性

　著者らは2000年代中盤より、チェルノブイリにおける動物の個体数および多

様性に関する包括的調査を行なった。「大量に生殖する生物群の一覧表作成」と

いう基本的なサンプリング方針を基に、2006年から2008年にかけてウクライナ

北部とベラルーシ南部のおよそ300ヵ所で、鳥類と無脊椎動物（主にチョウ、ト

ンボ、ハチ、クモ）の個体数調査を実施した。また2011年から16年にかけ福島

の400ヵ所でも同様の方針で調査を実施している。その結果、チェルノブイリと

福島で作成された生物群の一覧表は現時点（2016年）でそれぞれ1,146件および

1,900件に上っている。両地点では個体数と種の多様性の量的推計に加え、植生

の種類、開水域への距離、土壌の種類、周辺の気象状況、緯度、経度、標高、そ

して時刻など、多数の生物的・非生物的要素も同時に測定ないし推測した。これ

らの変数はいずれも多変量モデルに組み入れられ、各計測箇所における種ないし

集団の予測個体数を算出するのに用いた。次にこのモデルを使い、個体数の変動

のうち、その他の潜在的要因を除いた放射線のみによって説明し得る部分を推測
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した。つまり、個体数と放射線の部分的関連性である。我々の知る限り、放射能

汚染地域の調査研究でこうした手法がとられたのはこれが初めてだが、ヨーロッ

パと北アメリカでは1960年代以降、鳥類の個体数調査に用いられている。とも

あれ、この種の複雑な生態学的問題に関し、このアプローチはおそらく唯一の解

決策であろう。核分裂の生成物による影響を地理的規模で分析するにあたり、大

規模な実験操作は不可能だからである。さらにこの手法には、事故以前の基礎デ

ータが存在しなくても生態学的影響を分析できるという利点がある。つまり、影

響を受けていない地域における現時点での分布ならびに個体数の観測結果を用い、

それを基に汚染地域のパターンを予測するのである。

　一般的な認識とは対照的に、2006年から2009年にかけてチェルノブイリで実

施した調査の結果、放射能汚染地域の森林および草原に生息する鳥類の個体数と

多様性は極めて低く、被曝とその反応に類似した関係性が見られた。すなわち同

じ地域の比較的「クリーン」なエリアから予測される数字に比べ、個体数は3分

の1、種の数は半分だったのである（Mousseau and Møller 2014にて検証）。全ての

種が放射線量に比例して数を減らしているわけではなく、中にはなんら影響を受

けていない種もいくつか見られ（Galván et al. 2014）、これは放射線に対する適応

を示すものと思われる。とはいえ全体的な減少傾向は極めて明確であり、分析結

果も統計的に有意である。チェルノブイリの汚染エリアでは猛禽類の数が減少傾

向を見せているものの、それが捕食を通じた直接的な被曝の結果なのか、あるい

は餌の数が減少したことによる間接的影響なのかは定かでない。また個体数調査

以外にも、チェルノブイリにおける鳥類の個体群の規模縮小、雌雄比率の変化

（雌より雄のほうが多くなった）、そして若鳥に比べ老いた鳥の数が半減した事実

という、それぞれの観測結果を支持する証拠が存在する。またチェルノブイリ地

方で採取した羽毛の安定同位体分析により、対照エリアの鳥類と比較した場合、

あるいは同地域の博物館に所蔵されている鳥類と比較した場合、移住してそこに

生息している個体の数がより大きな割合で存在していることを示している。

　2011年7月に福島で調査した鳥類についても全体的な傾向は同じであり、福島

とチェルノブイリに生息する14の種を調査したところ、個体数と放射線の負の

相関関係は有意に福島の鳥類のほうが強かった（Mousseau and Møller 2014）。福島
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で確認された強い相関関係は、急性被曝か長期的被曝によるものかという差異を

反映したものか、福島に高い水準で存在しているその他の放射性物質（ヨウ素

131やセシウム134など）が関係していると思われる。前者について言えば、チェ

ルノブイリに生息する鳥の個体群は20年以上にわたる淘汰を経て耐性を身につ

けたという反応を示しており、後者については、2011年春に福島で確認された

放射性物質はチェルノブイリにはすでに存在していない。

　福島での実地調査は2011年から2014年にかけて実施され、初期の結果を分析

した結果、所与の場所における環境放射線の水準と、個体数および種の数との間

の負の相関関係が、時間の経過とともに強まっていることが明らかになった

（Møller et al. 2015; Møller, Nishiumi, and Mousseau 2015）。日本の猛禽類を対象とし

た包括的調査はまだ行なわれていないものの、最近実施されたオオタカに関する

調査研究の結果、震災後の福島において繁殖率が大きく減少したことが明らかに

なっている（Murase et al. 2015）。しかしこの調査は3つのエリアしか対象にして

おらず、観測された放射線被曝の影響を断定するには時期尚早である。またツバ

メを対象に行なわれた調査研究においても、福島の放射能汚染地域に生息する個

体の数が大きく減少しているが、予備的分析の結果、雛鳥の血液細胞における遺

伝子損傷との因果関係は現われていない（Bonisoli-Alquati 2015）。

　この種の調査で最初のものであるガルニエ＝ラプラスらによる研究（Garnier-

Laplace 2015）は、2011年3月11日の核惨事後にモラーらが調査（Møller et al. 2015; 

Møller, Nshiumi, and Mousseau 2015）した、福島に生息する57種の鳥類（個体数約

7,000）の被曝線量を計算したものである。線量計算は観測地点における放射線

の状況を基にしており、それぞれの種の生態学的・生活史的性質をモデルに組み

入れることで修正を行なっている。また結果に影響を与え得る環境変数（生息地

の種類、標高、湖や池など水塊の存在、周辺の気象状況、および時刻など）を統計

的に操作した上で、鳥類の総数を推計するために線量を用いている。その結果、

総被曝線量は個体数を推測する上で有力（p<0.0001）な予測因子であることが明

らかになり、線量の上昇と反比例する形で個体数が減少しており、またしきい値

や中間の最適値が存在する兆候は見られなかった。この調査の結果、ED50％（個

体総数の50パーセント減少を引き起こす総吸収線量）はわずか0.55グレイと推計
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されている。

　興味深いことに、蝶類を集団としてみた場合、チェルノブイリと福島のいずれ

においても放射線レベルと反比例する形での著しい個体数減少が見られた

（Mousseau and Møller 2014）。鳥類と蝶類が共に持つ雌のZW性決定システム（つ

まり雌は異型配偶子を持っている）に特異な何かがあり、そのため突然変異を引

き起こす物質に対して脆弱になったのではないかと推測される。

　性染色体が雄の場合XY、雌の場合XXである哺乳類と違い、鳥類と蝶類の雌は

XYに等しい染色体を有している。性決定に関わる遺伝システムのこうした「逆

転現象」は、生殖における突然変異の有害作用をさらに大きくするものであり、

そのため個体群の繁殖率を押し下げるのである。

　大半の有性生殖生物（哺乳類など）のように雌が同型の性染色体を持つ種と異

なり、鳥類と蝶類においては産卵を行なう性が異型配偶子を有しているため、Z

染色体で突然変異が繰り返されたことによる生殖への有害作用は被曝後ただちに

現れる、というのが我々の仮説である。雌が同型の性染色体（哺乳類の場合XX）

を有している種においては、遺伝物質が過剰に存在するため、これら染色体で突

然変異が繰り返されたことによる有害作用はすぐには発現しない。鳥類や蝶類で

は遺伝子の数量による代償作用がないと思われることから、これは特に重要であ

る。加えて、突然変異によるわずかな作用は常染色体に比べ性染色体でより急速

に蓄積されると思われる。このことは、鳥類および蝶類で確認された放射線への

より大きな脆弱性を少なくとも部分的に説明するものかもしれない。

　簡潔に言えば、鳥類と蝶類の雌は逆の性決定システムを有するため、電離放射

線によって突然変異の繰り返される可能性が他の種の雌に比べて高い、というこ

とになる。さらに、種の繁殖においては雌の果たす役割が大きい（卵を産むな

ど）ため、突然変異による影響は、個体群の成長率を決定する上で最も重要な要

素となることが多い多産能力に直接的な影響を与え得る。

　調査対象としたその他多くの無脊椎動物（バッタ、トンボ、ハチ、クモなど）

について言えば、事故後20年以上を経たチェルノブイリの高濃度汚染地域で個

体数の著しい減少が見られたものの、福島で同じ現象が発生した証拠はない。そ

れどころか、少なくとも震災後最初の夏、クモの個体数は著しい増加を示してい
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た（Mousseau and Møller 2014）。個体数に対する影響の経時変化がこのように異な

っていることは、チェルノブイリにおいて劣性の有害な突然変異が数世代にわた

って繰り返された結果であり、福島で観察された鳥類および蝶類に対する即時の

影響とも一致している。言い換えれば、クモの数が増えたのは捕食者（鳥類な

ど）の圧力が減少したためかもしれず、だとすれば、捕食の圧力がなくなった結

果いくつかの種で個体数の増加が確認されたチェルノブイリ地方において、大型

哺乳類の数が増えた事実と合致している。

　最近行なわれた研究の結果、放射性物質の突然変異原的性質に対する反応度を

決定する際にも、DNAの補修能力が関わっているのではないかと示唆されてい

る。またチェルノブイリに生息する鳥類32種に関し、被曝した種における個体

数の減少幅と、ミトコンドリアDNAの置換率の変遷との間に有意な相関関係の

あることが、分析の結果示されている（Møller et al. 2010）。置換率の高い種は放

射能濃度に対する個体数の減少幅が最も大きく、DNAの補修能力における差異

が個体数の増減に影響を及ぼしているのではないかと推測されるものの、この仮

説は実験によって検証されなければならない。本質的に、チェルノブイリと福島

で電離放射線による遺伝子の損傷が増大したことに対し、ある種の個体はそれに

対処する能力が低いのである。

大型哺乳類―特殊なケースか？

　チェルノブイリの立入禁止区域で一部の大型哺乳類が数を増やしているという

報告が最近なされている。そうした哺乳類が絶えず狩猟の対象とされている種で

あるなら、それは驚くべきことではないだろう。チェルノブイリと福島の立入禁

止区域においては狩猟の可能性が完全にではないものの大きく減少しており、狩

猟対象動物にとって格好の避難場所となっている。近年実施された2件の調査研

究でも、チェルノブイリの立入禁止区域でオオカミ、シカ、そして野生イノシシ

の数が増加したと推測されている。しかしこれらの研究は、個体の繁殖や動物の

健康に対して放射線がどのような影響を与えたかに関し、厳密な分析を可能にす

るような方法で実施されたものではない。哺乳類の分布および個体数に関して実
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施された以前のより詳細な分析では、同じ区域の放射能濃度がさらに高いエリア

において、全ての種（ただしオオカミを除く）で個体数の著しい減少が確認され

ており（Mousseau and Møller 2014）、また齧歯類について最近実施された複数の調

査研究でも、チェルノブイリ立入禁止区域の放射能濃度が高いエリアで個体数と

繁殖数の著しい減少（Mappes et al. 2016）に加え、白内障の増加が確かめられて

いる（Lehmann et al. 2016）。これら哺乳類の調査研究を総括すれば、放射線によ

る影響の兆候ははっきり見られるものの、こうした分析には狩猟の圧力も組み込

まなければならないと言える。また漁の対象とされてきた福島の魚類についても、

最近になって同様の影響が報告されている。

放射線への適応？

　自然淘汰による進化は、単純な生物学的過程において不可避でありかつ遍在的

に起こる結果である。程度の差こそあれ、全ての生物は生殖することができ、生

殖可能性における差異の一部は、多かれ少なかれ遺伝子によって決定される各個

体の表現型と関係している。自然界の個体群における遺伝子的多様性を対象とし

た以前の研究（Mousseau and Roff 1987など）によると、遺伝子の多様性はほとん

どの種に、かつ大半の性質について存在するという。また実験結果からも、高線

量の放射線に適応し得る生物のあることが繰り返し立証されている（クマムシを

対象とした Jönsson et al. 2008など）。しかし自然状態で暮らす生物に関し、放射線

への適応反応を対象とした研究は比較的少数にとどまっている。筆者らは最近、

チェルノブイリに生息する生物の進化反応に関する研究を全て見直した（Møller 

and Mousseau 2016）ものの、適応こそが電離放射線に対する一般的な反応だとす

る論拠はほとんど存在しなかった。この疑問を扱うにあたって十分な厳密さを有

する研究論文14点のうち、進化した適応反応の存在を示すものは1点（バクテリ

アに関する論文、Ruiz-González et al. 2016）に過ぎなかった。さらに、これら自然

個体群でホルミシス（訳注：放射性物質が低濃度あるいは微量に用いられれば有益

な作用をもたらすとする説）が見られたとする研究論文は現時点で存在しない。

放射線が存在する状況下で適応反応が進化しないことにはいくつか理由があり、
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適応反応に関する遺伝子的差異が個体群の中に存在しない可能性、あるいは進化

反応を引き起こすほど事故から十分な時間が経過していない可能性もそれに含ま

れる。生物が数千年をかけて環境放射線という自然淘汰に適応してきた地域に関

する研究から、適応反応の基となったメカニズムを解明する貴重な手がかりだけ

でなく、原発事故の影響を受けた地域でこうした反応が起きる可能性についても、

価値ある洞察がもたらされるだろう（Mousseau and Møller 2014）。

原発事故の生態系への影響

　生態系は地球上で暮らす生命体に対し、基本的な必要事項の多くを与えている。

人間にとってそれは水、薬品、食料の供給であり、そして他の多くの機能に加え、

地球は生産力を提供している。植物、動物、微生物の個体、個体群、そして共同

体に対する放射線の影響は様々であることから、生態系の機能にまで影響が及ん

でいたとしても不思議ではない。現在のところ、チェルノブイリあるいは福島に

おいて生態系レベルの研究はほとんど行なわれていない。しかしデータは限られ

ていても、生態系が原発事故の影響に無縁でないことは明白である。最近行なわ

れた調査研究でも、チェルノブイリ原発事故で発生した放射線によって植物の基

礎生産力が負の影響を受けたことが明らかになっている。つまり1986年以降、

とりわけ干ばつによるストレスが加わった年に、樹木の成長率が低下したのであ

る（Mousseau et al. 2013）。地表に落ちた枯葉の分解率に関する実証研究でも、放

射線の線量が高い地域で分解率が劇的に減少していることが示されており、微生

物（特に菌類とバクテリア）の群集に影響を及ぼした可能性が指摘されている

（Mousseau et al. 2014）。枯葉の分解におけるこうした影響は、土壌中の養分循環

率に大きな影響を与え、ひいては地域全体における植物の生産力にも打撃を及ぼ

し得ると考えられる。事実、チェルノブイリで観測された樹木の成長率低下は、

地中の微生物群集に対する放射線の影響と間接的に関係しているかもしれない。

植物がミネラル養分を吸収するにあたってはこれら微生物群集が重要な役割を果

たすからである。またその他の調査研究においても、植物、授粉を媒介する昆虫、

そして果実産出との間の相互作用に放射線が影響を及ぼし、生態系におけるその
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他の構成要素にも明らかに負の影響を与えていることが示されている（Møller, 

Barnier, and Mousseau 2012など）。また現在では、放射線によるストレスが気候変

動と相互に作用し合い、放射能汚染地域の周辺に暮らす人間を絶えず脅威に晒す

形で、生態系の継続様式に影響を及ぼすものと考えられている。一例を挙げると、

放射能汚染地域で枯葉の分解率が低下したことによって生物の死骸（枯葉など）

が地表に蓄積し、その結果、森林火災を引き起こす燃料が劇的に増加した。事実、

この地域における気候変動の結果として、近年森林火災の規模と頻度がともに増

大している（Mousseau et al. 2014）。枯葉自体の放射能濃度が高いことから、森林

火災は放射性物質を揮発させ、周辺諸国の人口密集地域にこれら汚染物質を拡散

させる恐れがある (Evangeliou et al. 2015)。そのことは、2015年夏にチェルノブ

イリの立入禁止区域で連続して発生した森林火災でも示されている（Evangeliou 

et al. 2016）。

結　論

　結論として、チェルノブイリと福島で発生した核の惨事は、自然界の個体群が

地域的ないし局地的規模で、突然変異原に急性的・慢性的に晒されたことによる

遺伝子学的、生態学的、進化学的、そして生態系的影響を検証する上で特異な機

会となった。最近の研究結果によると、分子レベルから生態系に至るまで、生物

システムに対する大小の影響が数多く発生しており、そのため今後数十年あるい

は数百年にわたり、生態系の形態および機能にも影響を及ぼしかねないことが示

唆されている。チェルノブイリで近年実施された個体群への影響に関する調査

（Garnier-Laplace et al. 2013）でも、様々な自然的ストレス要因（生物および非生物）

の下で暮らす個体群が電離放射線の影響を受ける度合いは、原子力規制機関や政

府機関が通常用いている方法で推計した結果に比べおよそ10倍に上ることが示

されている。このことは、実証的な生態学的研究と、放射線効果に関する通常の

生態学的モデルから得られた予測結果との間に明らかな差異が見られることにつ

いて、その原因を明らかにするものと思われる。チェルノブイリおよび福島に生

息する生物を比較対照することで、以前の研究では不可能だった科学的厳密性
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（つまり繰り返し）を得ることが可能になり、また同時に、反応が生じ得る時間

的枠組みの分析と、予測モデルの発展も可能になることで、将来原発事故が発生

した場合における生態系の管理と保全にとっても有益だと考えられる。また分子

遺伝学的技術における最近の進歩から、放射性突然変異原の生物学的影響に関す

る基礎研究に持続的かつ大規模に資金を投入し、福島およびチェルノブイリの原

発事故をはるかに超える生態系をも対象とすることで、多くの新たな知識が得ら

れるものと思われる。近い将来に大小の原発事故が発生するのはほぼ確実であり、

過去の原発事故による環境への影響を突き止めるために必要な基礎研究に投資す

ることが賢明であると言えよう。
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第10 章

原子炉の廃炉

カルマン・A・ロバートソン

要　旨
　廃炉事業は今後20年間にわたり世界中で急速に拡大すると見込

まれており、この分野で限られた経験しか有していない多数の国家

や事業者に大きな技術的・経営的課題を突きつけている。本章では

原発閉鎖から跡地の新たな一般利用に至るまでの各段階における放

射線のリスクを明らかにする。廃炉戦略の選定には相反する政治的

条件が絡んでおり、それは廃炉資金と安全性の確保、世代間の公平

性、そして事業者ならびに利用者の費用負担原則と関係する二つの

主要原則に基づき評価される。廃炉に関する現状の評価に基づき、

廃炉の費用推定を改善すると同時に、高まりゆく需要に対して国際

協力を強化する機会が生まれる。また廃炉および跡地再利用にまつ

わるリスクは高度に技術的なものであることから、リスクに関する

情報共有と国民の参加については特別な注意を必要とする。
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はじめに

　商用原子炉の運転開始から70年が経とうとしている今、世界は廃炉を必要と

している原子炉の数が前例のない水準に高まりつつある状況に直面している。原

子炉の老朽化と早期の閉鎖という現在の傾向から、廃炉工程に入る原子炉の数は

今後20年間で倍増すると予測されており、廃炉ならびに廃棄物保管で2030年ま

でに1,000億ドル規模の市場が生まれるものと見込まれている（Nucleonics Week 

2016）。

　原則として、原発跡地にまつわる安全リスクの多くは、廃炉が進むにつれて次

第に減少する。しかし原子炉のライフサイクルは通常長期にわたることから、廃

炉事業は独自の選択肢と課題を突きつける。世界的に見ても、本格的な原子炉の

完全廃炉という経験はわずかな事例にとどまっている。廃炉費用と必要となる事

項は、原子炉の種類、それまでの稼働状況、そして立地する国家によって大きく

異なる。また原発立地の状況に関する知識の継続性を維持することも容易ではな

い―設計、建設、および稼働時になされた様々な決定、そして稼働中に発生し

た事故が、数十年後の廃炉過程で重要な意味を持つ場合もあるのだ。

　廃炉件数が急上昇するという見込みは、放射性廃棄物とりわけ使用済み燃料

（高レベル放射性廃棄物）の処理問題が世界のどの国でも完全に解決されていない

状況下で発生している。この事実は、その他すべての廃炉事業と、原発跡地の最

終状態において重大な意味を持つ。廃炉計画の決定にまつわる選択肢には、労働

者および国民の放射線防護について世代間で異なる関心、環境保護、そして費用

面での複雑なトレードオフが絡んでいる。

　本章では本格的な廃炉工程に入った原子炉を例にとり、廃炉事業が辿る基本的

な各段階を概説する。そして増加する原発閉鎖件数への対処、廃炉費用および時

機の予期せぬ変更への対応、そして跡地を安全な状態にした上で一般開放するこ

となど、廃炉の分野における現在の課題を説明する。その上で、廃炉費用の調達、

透明性の確保、そして廃炉事業の増加に対する国際協力の強化について提言を行

なう。
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「廃炉」の定義

　原子炉は廃止工程が最も複雑な産業施設の一つである。稼働中は制御され自立

した核分裂連鎖反応を続け（IAEA 2002: paragraph 5.5）
1

、それによって有用なエネ

ルギー、通常は電気を生み出す。対照的に、試験炉は発電目的で使用されること

がないため、タービンや発電機は備えていない。また熱出力が比較的小さいので、

物理的に小規模で放射線の発生も低く抑えられている。

　原子炉の一生には6つの主要な段階がある。すなわち立地選定、設計、建造、

立上げ、稼働、そして廃炉である。稼働中の原子炉は放射性の使用済み燃料に加

え、主に2種類の危険を引き起こす。すなわち汚染物質と放射化である
2

。汚染物

質とは、固体の表面、もしくは液体ないし気体の中に蓄積された放射性物質のこ

とである。原子炉の主要な冷却物質は炉心内部で常に放射性物質（主に燃料）と

接触状態にあるため、稼働中にひどく汚染される傾向にある。また冷却物質と接

触した物資（配管やポンプなど）の表面も汚染されやすい。これら汚染物質の科

学的構造によっては、そうした物資の表面から周辺環境に排出される可能性が比

較的高い。一方の放射化は、炉心内部の核分裂反応で発生した中性子が放射性の

ない物質（原子炉の壁面に付着したコバルトなど）に吸収されることで主に生じ、

1   それによると臨界集合体も、冷却および放射線防護の手段がより少ない小型

の研究炉とみなすことができる。一方、放射性物質の崩壊によって生じた熱を発

電に用いる放射性同位体熱電気転換器（宇宙船など、長期かつ低出力の機器に用

いられることが多い）は、核分裂の連鎖反応を伴わないため原子炉には分類され

ない。
2   原子力に伴うリスクとして電離放射線が挙げられる。電離放射線とは、その

種類ないしエネルギーにより、体内組織の原子ないし分子をイオン化する放射線

を指す。放射能の一般的知識については Knoll（2010）を参照のこと。本章では

廃炉にまつわる原子力の安全性および放射線防護のみを扱い、溶媒、非放射性の

重金属、あるいはアスベストなど、原発に存在するその他の危険物による問題は

扱わない。
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その物質は放射性となる。一部の物質において、中性子は吸収される前にかなり

の距離を移動することがあるため、老朽化した原子炉の建材の奥深くで放射化に

よる生成物が発見されることもある。

　稼働を停止した原子炉は、最終的にその跡地を安全に再利用するように廃炉と

されなければならない
3

。国際原子力機関（IAEA）は廃炉を次のように定義して

いる。「施設の管理体制の一部ないし全部を解除するためにとられる経営上・技

術上の諸活動」（IAEA Department of Nuclear Safety and Security 2007: 48; IAEA 2016a: 

34）。また放射線リスクの低減、公衆および環境の長期的な防護の実現、そして

跡地の再利用を図るため、廃炉は通常施設の解体や建造物の除染を含む。

　基本的に、廃炉は安全確保に関する二つの主要原理に基づいている。すなわち

世代間の公平性と事業者および利用者による費用負担である。建造、稼働、そし

て廃炉に至る長期の時間的尺度、そして廃棄物の放射性崩壊にかかるさらに長い

時間的枠組みにもかかわらず、原子炉の廃炉は未来の世代に対する不当な負担を

避けるよう行なわれるべきというのが一般的な考え方である（Bråkenhielm 2005）。

廃炉に関する諸々の決定は、未来の世代のために公衆の安全、環境の持続性、核

の保安、そして資源活用について、妥協を排した基準をもとに下すべきである

（Taebi and Kadak 2010参照）。

　事業者および利用者による費用負担という原則は、原子力発電によって利益を

得た人々（電力会社や消費者など）が廃炉の完了に責任を持ち、かつその費用を

納税者全体に移転するのでなく自ら負担すべきことを意味している。IAEAによ

る勧告でも、各原発保有国は廃炉の主たる責任を施設の免許事業者に負わせ、廃

炉監督機関、健康および安全に携わる規制機関、地元当局、そして環境規制機関

などによる監督の下、廃炉事業にあたらせるべきとしている（Stoiber et al. 2010: 

73）。この点に関して言えば、原子力に対する規制は初期の時代から大きく改善

しているものの、廃炉費用の見通しが不透明であるという課題は今も残っている

（下記を参照）。今日、原発保有国（あるいは原発導入を検討中の国々）の大半は電

3   「廃炉」（decommissioning）という語はその他の燃料サイクル設備に対して

も用いられるが、本章では原子炉のみを考察対象とする。
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力会社に対し、原子炉の稼働開始に先立ち廃炉計画を立てるよう求めている

（Laraia 2012参照）。それとは逆に、第1世代原子炉の多くは、最終的な廃炉予定

を詳細に検討することなく建設された（Samseth et al. 2013）。IAEAが廃炉につい

ての主要な指針文書を初めて刊行したのは1970年代半ばであり（IAEA 1976）、

その対応の遅さが際立っている。

廃炉に関する世界的状況と現在の見通し

　廃炉事業の需要は今後15年間で急速に増加するものと見込まれている。2015

年末現在、稼働中ないし一時停止中の原子炉は世界中で443基に上る
4

。これら

原子炉の平均稼働年数は30年であり、一部の原子炉は寿命延長工事がなされて

いるものの、大半の原子炉は40年の寿命と見込まれている。またドイツは2022

年までに国内の全原発を早期退役させる予定である（Schneider et al. 2015; 

International Energy Agency 2016）。

　現在原発を保有している国の多くは、廃炉に関する経験を全くではないにせよ

ほとんど有していない（表10-1参照）。この分野で最も経験豊富なのはアメリカ

であり、過去15年間で閉鎖された原子力発電所の跡地のほとんどは、使用済み

燃料保管施設の管理が続けられながらも、原子力規制委員会（NRC）によって一

般に開放されている。また研究炉の廃炉の経験を生かすことができる国もあるか

もしれない。世界規模で見ると、これまでに33ヵ国（および台湾）で合計352基

4   本章では艦船推進用原子炉の廃炉は扱わない。原子力潜水艦の退役にかかる

費用は一般的にその原子炉ではなく艦船全体を指すものであるため、静止型原子

炉との比較は難しい。ソビエト海軍が艦船推進用原子炉を海中投棄したことによ

る影響については、Mount, Sheaffer, and Abbott（1994）を参照のこと。また

1960年代から80年代にかけてソビエトとアメリカが打ち上げた原子力衛星の運

用終了後における状況も、本章では扱わない。安全な周回軌道上にある原子力衛

星の原子炉をいかに停止させるか、およびコスモス954レーダー海洋偵察衛星が

地表に落下した際引き起こされた環境に対する損害については、Harland and 

Lorenz （2006: 235-6）を参照のこと。
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の研究炉が廃炉となった（IAEA 2016b）。研究炉は発電用原子炉と比べて物理的

に小さく、放射性物質による汚染や放射化の水準も低いため、廃炉にかかる費用

と技術的複雑さも抑えられる。また研究炉の圧力容器は、切断および解体という、

作業員を放射性粒子に晒しかねない厄介なプロセスを経ることなく、そのまま埋

められることもある。そのため、研究炉の廃炉が必ずしも発電用原子炉の廃炉の

経験に等しいとは限らない。原子炉の廃炉を経験したことがない国々は、より経

験豊富な国家と情報共有することによって利益を得られるだろう。

廃炉の終結点

　どの時点をもって廃炉が終結したとするかについて、統一された基準は存在し

ない―その定義は規制機関による監督体制の種類と、その根底にある目的とに

よって決定される。一例を挙げると、原子力の保障措置は、核物質、装置、およ

び技術が核兵器開発プログラムへの寄与ではなく、あくまで平和目的に利用され

ていることを確認するのが第1の目的である。こうした保障措置の観点から見れ

ば、事業所内に残る施設ないし装置を使って核物質を処理あるいは利用すること

ができなくなった時点をもって、その施設は廃炉とされたと言える（IAEA 2002: 

paragraph 5.31）。それとは対照的に、原子力の安全という観点から見ると、事業

所内における放射線リスクやその他の危険性が、あらかじめ定められた基準にま

で減少した時点をもって完全に廃炉されたということになる。IAEAは2014年10

表10-1　世界における原子炉の現状（2015年12月31日現在）

現状 基数 国数
稼働中ないし一時停止中 443 31（および台湾）（注1）

永久的に停止中（廃炉工程に入った原子炉も含む） 157
19（ヨーロッパ、北アメリカ、
カザフスタン、日本）（注2）

廃炉作業中ないし廃炉済み 124 18（注3）

注1： 出力5メガワット（MWe）級の寧辺核施設（北朝鮮）およびバターン原子力発電所（フィリピン）は含ま
ない。

注2：数基（10基未満）の実験用原子炉は含まない。
注3：サンタスザーナ野外実験所の原子炉は含まない。
出典：IAEA（2016c: 47-58）。
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月時点で17基の発電用原子炉が「完全に廃炉とされた」としているが、その定

義は明示されておらず、除外された実験用小型原子炉がいくつかあると思われる

（IAEA2015b: paragraph 74）。

　各国の原子力規制機関の大半は、事業者が廃炉計画に記された各工程を全て完

了し、さらなる解体作業や除染作業が必要なく、原子炉の運転免許が失効した上、

規制機関による制限の有無にかかわらず、跡地が再利用可能な状態になった時点

をもって、廃炉の完了としている。本論においては、この意味で「完全に廃炉さ

れた」と称し得る原子炉約30基を列記する（表10-2および表10-3参照）。通常、

各国の政府および規制機関は、廃炉の終結および監督対象からの事業所の除外に

ついて、安全面・環境面の明確な基準を定めている。

　原発跡地の最終状態は3つの種類に分類される。第1に、原子炉や低レベル放

射性廃棄物処理施設など、新たな原子力関連施設が建造される場合が挙げられる。

また原発跡地（および残存する発電設備）が化石燃料発電所として再利用される場

合もある。しかし原発跡地の利用法に関する提案が、受け入れ可能な残留放射線

の水準など、環境改善に関する諸目標を決定する場合が多いため、それらの事例

は原発跡地の環境回復を研究するのに価値が限られている（Laraia 2012）。

　第2に、原発跡地の大部分が規制対象から除外される一方、残りの部分で乾式

キャスクによる使用済み燃料の長期保管（「独立した使用済み燃料保管施設」）が

続けられるという事例が挙げられる。これは高レベル放射性廃棄物を永久貯蔵す

る手段が存在しない現状と、新たな燃料を生み出す手段として再処理を活用する

ことが難しい実情とを埋め合わせる手段である（Hiruo 2016）。こうした例の中

には、原子力規制の観点から見れば「無制限の利用」が許されているものの、使

用済み燃料の貯蔵や地下水のモニタリングに関係する諸活動を行なうにあたり、

敷地所有者（つまり廃炉を完了させた電力会社）によって立ち入りが制限されて

いるものもある。アメリカのコネチカットヤンキー原発やヤンキーロウ原発がこ

れにあたり、跡地の活用法について現在のところ決定の見込みは立っていない

（Connecticut Yankee 2015）。湿式の貯蔵方法（すなわち使用済み燃料プールによる貯

蔵）に比べ、乾式キャスクは最小限の管理で使用済み燃料を安全に貯蔵できる。

しかし破壊活動からの防護は必要かつ現在すでに負担となっている費用である
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表10-2　廃炉が完了したアメリカ国内の原子炉および跡地の現状（2015年12月現在）（注1）

名称 所在地 種類
定格電
気出力
（MWe）

稼働期間
（注2） 跡地の現状

ビッグ・ロック・ポイン
トNPP

ミシガン州シャールボ
イ BWR 67 1962-97

無制限の利用および使用済み燃料の乾
式キャスク貯蔵（注4）

沸騰水型原子力過熱蒸気
発生装置

プエルトリコ、リンコ
ン BWR 17 1964-68

無制限の利用、原子炉は敷地内に遮蔽
隔離（注3）

カロライナ・ヴァージニ
ア管式原子炉

サウスカロライナ州パ
ー PHWR 17 1963-67 新規原子力発電所に隣接

コネチカットヤンキー
（ハダムネック）NPP

コネチカット州ハダム
ネック PWR 560 1967-96

無制限の利用および使用済み燃料の乾
式キャスク貯蔵（注4）

エルクリバー発電所 ミネソタ州エルクリバー BWR 22 1963-68 化石燃料発電所が立地

エンリコ・フェルミ原子
力発電所1号機 ミシガン州モンロー FBR 61 1966-72

新規原子力発電所が立地（1号機の部
品の大半は搬出されたが、跡地で2号
機が稼働中）

フォート・セント・ブレ
イン

コロラド州プラットヴ
ィル HTGR 330

1974-
1989

化石燃料発電所が立地、および使用済
み燃料の乾式キャスク貯蔵

ハラム ネブラスカ州ハラム SCGR 75 1963-64
化石燃料発電所が立地および低レベル
放射性廃棄物を貯蔵、また原子炉容器
を敷地内に遮蔽隔離

フンボルト・ベイ3号機 カリフォルニア州ユー
リカ BWR 63 1963-76 化石燃料発電所が立地

メーンヤンキーNPP
メーン州ウィスカセッ
ト BWR 860 1972-97

無制限の利用および使用済み燃料の乾
式キャスク貯蔵（注4）

パスファインダー APP
サウスダコタ州スーフ
ォールス BWR 59 1966-67 化石燃料発電所が立地

ピクヮNPP オハイオ州ピクヮ その他 12 1963-66
無制限の利用（注3）、および原子炉容
器を敷地内に遮蔽隔離

ランチョ・セコ カリフォルニア州ヘラ
ルド PWR 873 1974-89

冷却塔が現存、低レベル放射性廃棄物
と使用済み燃料を貯蔵、跡地の一部に
太陽光発電アレイを設置する計画

サンタスザーナ野外実験
所

カリフォルニア州ベル
キャニオン SCGR 最大6

（注5） 1957-64 産業研究活動

サクストン実験炉 ペンシルヴァニア州サ
クストン PWR 3 1967-72 無制限の利用（注3）

シッピングポートAPP
ペンシルヴァニア州シ
ッピングポート PWR 60 1957-82 新規原子力発電所が立地

ショアハムNPP ニューヨーク州ショアハム BWR 820 1986-89 化石燃料発電所が立地

トロージャンNPP オレゴン州レイナー BWR 1095 1975-92
無制限の利用および使用済み燃料の乾
式キャスク貯蔵（注4）

ヤンキーロウNPP
マサチューセッツ州フ
ランクリン PWR 167 1960-91

無制限の利用および使用済み燃料の乾
式キャスク貯蔵（注4）

注1： 同一敷地内で同じ種類の原子炉が稼働中の場合、この表には含まれていない（ドレスデン原子力発電所〔オハイオ
州〕、サンオノフレ原子力発電所〔カリフォルニア州〕など）。

注2： 「稼働期間」は、最初に配電網へ接続された年から、配電網への電力供給を最後に行なった年までを指す。
注3： 「無制限の利用」は、当該跡地が現在「未開発地域」であることを指す。公園として活用されているもの（トロージ

ャンなど）もあれば、野生動物の保護地域として活用されているもの（コネチカットヤンキーなど）もある。
注4： 「無制限の利用および使用済み燃料の乾式キャスク貯蔵」は、跡地の大半が「未開発地域」であり、残りの部分で乾

式キャスク貯蔵を行なう許可を規制機関から与えられていることを指す（独立した使用済み燃料貯蔵施設）。
注5：IAEA (2015a, 2016c)には記載されていない。出力はWald (2011)を基に概算したもの。   
出典：IAEA（2015a, 2016c）; US NRC（2015b）。
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表10-3　廃炉が完了したアメリカ国外の原子炉（および廃炉工程の後期段階にある原子炉）
および跡地の現状（2015年12月現在）（注1）

名称 所在地 種類
定格電
気出力
（MWe）

稼働期間
（注2） 跡地の現状

シノン原子力発電所
A-1, A-2, A-3号機

フランス、アヴォワー
ヌ GCR

70, 
180, 
360

1963-90

新たな原子力発電所が立地、A-1号
機の一部は博物館として活用、その
他の原子炉の運転停止後、最終解体
工程に入る予定

サンローラン原子力発
電所A-1,A-2号機

フランス、サン＝ロー
ラン＝ヌーアン GCR

390, 
465

1969-92 新たな原子力発電所が立地

HDRグロースヴェル
ツハイム（カール）

ドイツ、カールシュタ
イン・アム・マイン BWR 25 1969-71

無制限の利用（注3）、現在は軽工業
が行なわれている

カールVAK　NPP
ドイツ、ゼリーゲンシ
ュタット BWR 15 1961-85

無制限の利用（注3）（商業および製
造業が立地）

ニーダーアイヒバッハ
NPP

ドイツ、ラントシュット HWGCR 100 1973-74 新規原子力発電所に隣接

シュターデ ドイツ、バッセンフレ
ス PWR 640

1972-
2003

残存構築物の最終解体待ち、低レベ
ル放射性廃棄物を貯蔵

ヴュルガッセンNPP
ドイツ、ベーヴェルン
ゲン BWR 640 1971-94

廃炉工程で発生した低・中レベル放
射性廃棄物を一時貯蔵

動力試験炉 日本、東海村 BWR 12 1963-76
原子力研究所が立地、および低レベ
ル放射性廃棄物（コンクリート）を
敷地内に埋め立て

東海発電所1号機 日本、東海村 GCR 137 1965-98 新規原子力発電所が立地

ルーセンス原子炉 スイス、ルーセンス HWGCR 6 1968-69
原子炉が立地していた地下の洞窟は
密閉され、地上は未開発地域

ウィンズケール改良型
ガス冷却炉

イギリス、セラフィー
ルド GCR 24 1963-81 新規原子力施設が立地

注1： 同一敷地内で同じ種類の原子炉が稼働中の場
合、この表には含まれていない（グンドレミン
ゲン原子力発電所〔ドイツ〕など）。

注2： 「稼働期間」は、最初に配電網へ接続された年か
ら、配電網への電力供給を最後に行なった年ま
でを指す。

注3： 「無制限の利用」は、当該跡地が現在「未開発地
域」であることを指す。

出典： IAEA（2015a, 2016c）; Schmittem（2016）; 
Weigl（2008）; World Nuclear News（2015）。 
 

     

表10-2・表10-3　略号一覧

APP

BWR

FBR

GCR

HTGR

HWGCR

MWe

NPP

PHWR

PWR 

SCGR

原子動力プラント
沸騰水型原子炉
高速増殖炉
ガス冷却黒鉛減速炉
高温ガス炉
重水減速ガス冷却炉
メガワット電気
原子力発電所
加圧重水炉
加圧水型原子炉 

ナトリウム冷却黒鉛減速炉
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（US NRC 2016参照）。アメリカにおいては、独立した使用済み燃料貯蔵施設は人

口密集地域から離れた場所にあり、破壊工作の標的としての価値は低い。しかし

稼働中の原子炉を攻撃するだけの武力を持たず、また十分な訓練を受けていない

テロリストが、放射性物質を拡散し、経済的損失を与えるとともに、周辺住民を

パニックに陥れる目的で乾式キャスクを攻撃対象にする可能性もある。

　そして第3に、跡地全体が無制限に解放され、農業用地、公園、あるいは商業

施設といった形で一般利用される場合がある。現在のところ、この種に分類され

る原子力発電所は低出力のものか短命に終わったものに限られている（表10-2お

よび10-3参照）。無制限の再利用に適しているか否かを決定する第1の要素は、

敷地全体における放射能濃度が、政府ないし規制機関によって定められた制限値

まで低下したという、規制機関による認証である。原子炉免許の失効に必要な年

間線量の上限値を守るため、放射性物質に汚染された構造物は通常敷地から除去

する必要がある。また原子炉があった場所の表土も取り除かなければならない。

　線量の許容上限値は、人間および環境に対する放射線のリスクが「もはや存在

しない」水準に定められるべきだとしばしば主張されている（Nuclear Energy 

Agency 2016: 51など参照）。しかし「放射線のリスク」と見なされる実効線量（シ

ーベルト〔Sv〕で測定）の水準、およびそれを下回ればリスクはないという上限

値について広く認められた定義は存在しない。またごく低線量の被曝による健康

への確率論的影響を厳密に測定する明確な手段もない。年間0.1Sv未満の被曝に

よる影響は測定が難しく、1度の事象で急激に被曝したのでなく、1年をかけて

その線量を被曝した場合、困難はさらに増す。

　低線量被曝で発生することが予想される影響のうち、最も明らかなのはがんリ

スクの増加だが、被曝からの時間差、および元々の自然発症率の高さから、がん

発症率への影響を測定するのは容易でない。むしろ低線量被曝による影響は、高

線量被曝で生じた影響の測定結果から推定される。これは通常、被曝線量と反応

との間には直線的な相関関係があり、かつリスクが消失するしきい値は存在しな

いという、しきい値なし直線仮説（LNT仮説）を基に行なわれる（Calabrese 2013; 

Morgan 2013参照）。このLNT仮説は放射線のリスクを推定するにあたり信頼度

が高い慎重なモデルとして広く受け入れられている。
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　LNT仮説を厳密に適用すると、全ての環境に自然放射線の発生源があるため、

どの場所についても、放射線リスクが過去にも現在にも全く存在しないとは言え

なくなる。人間が1年間で被曝する自然放射線の線量は地域ごとで大きく異なる

が、通常は1ないし5ミリシーベルト（mSv）の範囲内である（UNSCEAR 2008）。

　そのため、人工的な放射線発生源からの被曝上限値は、許容可能かつ現実的に

達成可能な特定のリスク水準の算定を基に、恣意的に決定されるのが普通である。

国の規制や国際基準においては、原発跡地など放射性物質に汚染された敷地を無

制限の利用に供するにあたり、自然発生源や医療行為によって人間が1年間に被

曝する実効線量の平均値よりも低い値を、人工的な発生源による年間被曝の上限

値として定める傾向にある
5

。廃炉による被曝線量は、廃炉後の活動レベルと建

設前の活動レベルとを比較することで推計される
6

。LNT仮説を適用すれば、人

工的な放射線発生源による追加リスクは、自然発生源によるリスクと同程度か、

低い水準となる傾向にある。そして現在、こうした傾向の例外として最も注目さ

れているのが、福島第1原子力発電所の周辺地域から避難した住民に対し、自然

放射線の水準を上回る年間20mSvという基準線量が適用されていることである

（Office of the Deputy Chief Cabinet Secretary 2011）。

廃炉費用の調達

　資金調達は廃炉にまつわる諸問題のうち最も論争を招きやすいものの一つであ

る。大半の国では事業者および利用者による費用負担原則に従い、原発事業者が

5   一例を挙げると、NRCは原発跡地の無制限な一般開放を許可するにあたり、

残留放射線の上限許容値を年間0.25mSvと定めている（US NRC Regulations 

2015: 20.1402）。通常、線量の計算は外部放射線の測定値を用い、呼吸および経

口摂取の一般的比率に関する仮定を基に算出された、内部被曝の推定値を加える

ことで行なわれる。
6   廃炉の法制化に関する IAEAのモデル規定は、規制機関が事業者に対し、廃

炉後の最終状態と比較すべく、原子炉建造に先立ち事業所内の放射線の状況に関

する基本的調査を実施させるよう勧告している（Stoiber et al. 2010: 72）。
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資金調達の責任を負っている。しかし「使用済燃料管理及び放射性廃棄物管理の

安全に関する条約」（1997）の締約国は、廃炉事業の安全を確保すべく、「能力を

有する職員及び適当な財源が利用可能であること」（第26条）を義務づけている。

再利用可能な原子炉部品を販売するなど
7

、廃炉事業で少額の利益が生み出され

ることもあり得るが、本質的には発電が終わった時に生じるコストに他ならない。

それゆえ廃炉の資金調達には、将来的な経済的負担義務という課題がつきまとう。

また原子炉のライフサイクルにおいては様々な出来事が発生し、予期せぬコスト

や損失が突然発生することもあるため、資金の効率性を保つのも難しい。また事

故ないし規制の改変で当初の予定よりも早く廃炉しなければならない状態に陥っ

たとすれば、適切な時期に資金を調達することも課題となるだろう。

資金調達戦略

　廃炉費用の調達には、資金の前払い、および積み立てという二つの基本的戦略

が存在する。このうち前者は、原子炉の建造に先立ち、予想される廃炉費用に応

じた一定の金額を前払費用の一部として計上するというものである。また後者は、

まず償却基金を設定しておき、次いで原子炉の稼働期間を通じ、電力料金収入の

ごく一部を徐々に基金へ組み入れるというものである。いずれの戦略も、廃炉費

用を賄うのに十分と予想される金額が原子炉の退役予定時期に利用できるよう、

資金を別途計上するのが一般的である。

　原子炉が早期退役のため予定された収入を生み出せなくなる一方で資金調達が

難しいという場合、前払い資金は一種の保険として機能する。また資金の積み立

てには、電力料金の一部という形で利用者からの資金調達を可能にするという利

点があるものの、原子炉の早期退役による収益機会の喪失に対処するのは難しい。

7   廃材が無制限の再利用ないし処分を「許可される」には、それらの放射能が

一定のしきい値未満になければならない。その値は非常に慎重に定められ、自然

放射線と同程度の線量しか放出しない場合にのみ許可されるのが一般的である。

放射性物質は廃材に均一に分布しているわけではないため、そうした控えめなし

きい値の設定や、慎重な安全の確認が重要である。
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また考え得る全ての緊急事態に対し、利用可能な前払い資金や積立金が十分な額

に達しているとは限らない。原則としてこれら資金には、緊急事態による廃炉費

用の増加予想分を組み入れることができる。しかし廃炉のタイミングとコストは

確定的なものでないため、緊急事態による費用増加を予想するための指針は少な

い（Nuclear Energy Agency 2016: 82）。廃炉の時点で十分な額の資金が利用できな

いのならば、事業者および利用者による費用負担原則を捨て、納税者にコストを

移転するか、あるいは他の電力源を利用しているかもしれない将来の電力消費者

に負担させる必要が生じるだろう（Drozdiak and Busche 2015; Pagnamenta 2016）。

2016年4月、ドイツの「脱原発の資金調達に関する検討委員会」は勧告を行ない、

電力会社は廃炉にかかる費用230億ユーロを負担すべきとした（World Nuclear News 

2016a）。原子力発電所の早期退役という政府の決定により予定されていた収入源

がすでに絶たれていることから、これら電力会社による廃炉費用負担は軽減され

るべきという議論もあるが、いまだ結論は出ていない。

費用の算定

　原子炉の立地、国の規制、そして詳細な廃炉工程といった特定の諸条件により、

廃炉費用は大きく左右される。しかし原子炉の規模、稼働年数、そして種類が廃

炉費用に及ぼす影響については、いくつかの一般的傾向が観察できる。まず第1

に、原子炉における放射能汚染ならびに放射化の範囲は、その出力と稼働年数に

比例して広がりを見せる傾向にある。現在のところ、廃炉の後期工程に入った原

子炉のうち数基は、稼働年数が短い比較的低出力のものである（表10-2および

10-3参照）。それと比較して、稼働年数が40年を超える出力1ギガワット級の発

電用原子炉は、放射性廃棄物の量がより多くなる。

　アメリカ原子力委員会は各原発事業者に対し、原子炉の種類、労務費、光熱費、

そして廃棄物処理費用に応じ、一定の金額を廃炉のために積み立てるよう規則

（�e US NRC Regulations 2015）で定めている（US Government Accountability Office 

2012）。2016年の時点で廃炉に充当可能な資金の金額は、少ないところで数億ド

ル、多いところで10億ドルに上る（US NRC 2013参照）。これら金額の差異は、

原子炉の基本的な種類の違いを反映したものである。
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　NRCの推定によると、加圧水型原子炉（PWR、軽水炉の一種）は最も安価な部

類に入るという。現在稼働している原子炉の64パーセントを占めるPWRは二つ

の冷却循環系の熱交換を利用しており、うち一つは炉心内部を通り放射能濃度も

高いが、もう一つの冷却系はタービン内部を循環していて放射能もゼロに等しい。

タービン建屋の放射能濃度は一般的に低いため、普通の方法で解体することがで

き、部品も再利用されるか、地表近くに埋めることができる。加圧水型重水炉

（カナダのCANDU炉など）も同様の傾向が見られるものの、中性子を吸収するこ

とで生じた比較的放射能の高いトリチウムが減速材に含まれるため、その保管と

処理に費用がかかる。

　それとは対照的に、日本やスウェーデンで多く使われている沸騰水型原子炉

（BWR）の冷却系は一つであり、施設内部の「放射線管理区域」にはタービンや

復水器も含まれるなど、PWRに比べその範囲ははるかに広い。また大半の部品

が放射性物質に汚染されていることから、廃炉工程もより複雑で、部品の処理費

用も高くなりがちである。

　黒鉛減速ガス冷却炉（GCR、イギリスのマグノックス炉など）はPWRおよび

BWRの廃炉に比べて数倍高くつくことが、NRCの規則文書に記されている。

GCRの黒鉛減速材は稼働中に放射性の炭素を蓄積させる。そのため廃炉の際、

原子炉へ安全に接近することが難しく、また高レベルの放射性廃棄物をさらに多

く生み出すのである。なおチェルノブイリなど旧ソ連で用いられていた黒鉛減速

軽水冷却原子炉もこれと同様である（NucNet 2015）。

　液体金属冷却高速炉の廃炉にまつわる主な特徴として、液体金属の酸化を防ぎ、

放射性冷却材の残留物に対処しつつ冷却材を排出させるための追加費用が挙げら

れる（Goodman 2009）。これはPWRやBWRから水を排出させるのに比べてより

複雑で、燃料の被覆材が破れ冷却材が放射性物質に汚染されていると、その複雑

さはさらに増すことになる。しかし高速炉6基（サンタスザーナ野外実験所のナト

リウム実験炉、ハラム、フェルミ -1、フェニックス、EBR-1、EBR-2）の運用経験か

ら、廃炉費用の総額は高速増殖炉（FBR）やBWRと同程度と推測されている

（Michelbacher et al. 2009参照）。

　全体的に見て、廃炉費用に関して信頼度が高く比較可能なデータは各国ともに
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不足している。原子炉の種類、出力、および稼働実績が類似していても、廃炉に

かかる費用と時間の見積もりには大きな差異が存在する。費用は原発跡地の最終

状態をどのようにするかによって大きく異なる―新たな原発用地にふさわしい

場所にするよりも、無制限の利用を認める一般開放のほうが高くつく。原子炉の

「運転コスト」と異なり、「廃炉費用」の範囲を定めるにあたっては巨大かつ複雑

な差異がある（Nuclear Energy Agency 2012）。原子炉の種類の大半では、核燃料の

挿入と取り出しが稼働期間中に繰り返し行なわれる。ゆえに、使用済み燃料の処

理（貯蔵、処分、ないし再処理）は廃炉費用でなく運転費用とされている
8

。また

事業所内外での乾式キャスク貯蔵を費用見積もりに含めることもあれば、そうで

ないこともある。

　総費用の推計が諸々の活動を分解作業、事業管理、および廃棄物処理に分割で

きる場合でも、各項目の費用見積もりはその国における労務費など様々な役務費

用に大きく左右される（Nuclear Energy Agency 2016: 67参照）。また規制機関、事

業者、および請負業者が廃炉の経験をどれだけ有しているかも費用の決定要素と

なり得る。

　国ごとに違いはあるものの、廃炉費用の大半は原子炉部品という低レベルない

し中レベル放射性廃棄物の処理にかかるものである
9

。フランスやアメリカとい

った国々は、低レベル放射性廃棄物を貯蔵ないし処分する広大な用地を有してお

り、大型の部品を解体する必要がない。またこうした国では、原発の運転停止後

すぐに複雑な解体工程を要せず部品を持ち出すことができ、事業所内に残った部

品の維持・解体にかかる費用を大きく減らすことになる。

8   原子力施設を保有する7ヵ国が採用している算出方法の要約については、

Nuclear Energy Agency（2016: 61）を参照のこと。
9   様々な放射能レベルの廃棄物の処理など、廃棄物の分類に関する概念につい

ては IAEA（2009）を参照のこと。
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廃炉工程の諸段階

　この節では、原子炉の運転停止から跡地の開放に至るまでの各段階におけるリ

スクを説明するとともに、それぞれの廃炉方法における選択肢とトレードオフに

ついて論じる。

廃炉前工程その1―原子炉の運転停止

　原子炉の運転を停止し、永久に稼働させないという決定は、技術的、財政的、

および政治的理由に基づくのが一般的である。国際原子力事象評価尺度（INES）

で定義された稼働中の「深刻な事故」「大事故」および「広範囲な影響を伴う事

故」の直接的結果によって閉鎖に追い込まれた原子炉は6基あり、リュサン原子

炉、スリーマイル島原発2号機、チェルノブイリ原発4号機、そして福島原発1

号機～3号機がそれにあたる
10

。INESの定義によると、これらの事象においては、

「炉心の重大な損傷」「放射線による死亡」ないし「対策実施の必要性」を伴う放

射性物質の放出が発生する（IAEA n.d.）
11

。

　大半の原子炉は予定された寿命が近づいた段階で廃止され、その時期は部品の

老朽化や規制基準の変更に伴う維持管理費用の増大により、これ以上稼働させる

ことがもはや経済的に見合わなくなると推定される時点を基に決められるのが一

般的である。また最近では、電力需要の低下や化石燃料の価格下落も廃止の要因

となっている。

　原子炉の運転を永久停止する決定が下された後は、最終的な照射済み燃料を炉

10   東日本大地震当時、福島第1原発の他の原子炉は稼働していなかった。また

サンタスザーナ野外実験所の原子炉やサン＝ローランA-1およびA-2など、事故

を経験した後で再稼働した原子炉もある。サンタスザーナの事故は尺度の制定以

前に発生したものであり、レベルの確定はされていないものと思われる。
11   原子炉における発電機の故障といった事象が、メディアによって「事故」

（accident）とされる場合もあるものの、放射線による作業員、公衆、および環境

への直接的影響がないこともある。
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心内部に残し、冷却させるのが普通である。水で冷却された原子炉の温度と圧力

が一定レベルを下回ると、沸騰を防ぐために冷却水を循環させる必要がなくなり

（「冷温停止」）、冷却源の喪失という重大事故の可能性は著しく減少する。東日本

大地震で津波が到来した際、福島第1原発の5号機と6号機は冷温停止状態にあ

ったため、水素爆発は起こらなかった。また1～3号機は2011年12月に冷温停止

状態となったが、原子炉に亀裂が発生したため水の注入がその後も続けられた

（Brumfiel 2011）。

　運転停止後の期間は、原発事業者の社風や組織の変化にも大きく左右される。

発電終了に伴い作業員の士気が下がることは珍しくない（Laraia 2012）。また発電

所で勤務する従業員の一部は、廃止後の新たな短期業務に向けた訓練を受ける必

要がある（機器の取り外しおよび処理など）ものの、その後は解雇の可能性に直

面する。また廃炉という専門的業務を遂行するにあたって新たな請負業者を雇う

必要が生じるかもしれず、そうなった場合、発電所の配置、稼働実績、そして現

状を正確に伝えなければならない。

廃炉前工程その2―原子炉の廃止

　使用済み燃料から放出される放射線（およびその結果生じる熱）が一定レベル

に下がった後は、炉心から使用済み燃料棒を取り出してプールに貯蔵し、それか

ら冷却材を排出することになる。平均すると、運転停止時における放射能のおよ

そ99パーセントが使用済み燃料に伴うものである（Nuclear Energy Agency 2016: 

50）。

　原子炉が炉心溶融（メルトダウン）に陥った場合、燃料棒に加えて溶解した炉

心デブリを取り出す必要がある。福島第1原発1～3号機における炉心デブリの

取り出しは少なくとも2020年代初頭までかかる見込みであり、取り出したデブ

リの処分方法もまだ決定していない（Schneider et al. 2015; International Energy Agency 

2016: 78）。これら原子炉からのデブリ取り出しは、放射線に耐え得る遠隔操作式

の新型設備を用いて行なう必要がある（Inter-Ministerial Council for Contained Water 

and Dicommissioning Issue 2015: 18）。

　全ての使用済み燃料が原子炉から抜き取られ、かつ敷地内の貯蔵プールから搬
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出された時点でその原子炉は「廃止された」ことになり（IAEA 2002 paragraph 

5.30）、放射性物質の大規模放出というリスクは大きく減少する。この時点で規

制機関は原発事業者に対し、事業所内における完全な緊急対策体制の解除を許可

することもある（Cama 2014）。アメリカのデイヴィッド・ヴィッター上院議員に

よると、廃炉中（つまり燃料抜き取り後）に何らかの事故が発生し、大衆の安全

が脅かされたことは1度もないという（Cama 2014）。また使用済み燃料は乾式キ

ャスクを用いることで比較的安全に貯蔵できる（US Senate 2014）。福島第1原発

では、1～4号機に残された燃料と異なり、乾式キャスクに格納された使用済み

燃料は地震と津波に耐え、大きな損傷も見られなかった（Suzuki 2015: 597）。

　通常、使用済み燃料と冷却材が取り出される頃、事業者は敷地全体における放

射能汚染および放射化を慎重に測定し図表化（「サイトの特性化」）した上で、最

新の廃炉計画を提出する責任がある
12

。また原子炉の廃止後、部品の解体および

搬出を行なう前にこの手続きを完了させるよう規則で定めている国もある

（IAEA 2014: 15）
13

。

除染・解体・処分の戦略

　原子炉の稼働停止後、事業者が廃炉計画を立て、規制機関が必要な許可を与え

て初めて、廃炉を始めることができる。使用済み燃料が搬出されたならば、作業

員にとっての主な放射線リスクは、燃料集合体の移動・貯蔵・防護・冷却に関わ

る様々なシステムを解体する際、放射能の残る構造物内部で手作業を行なう間に

被曝することである。原子炉の通常稼働と異なり、廃炉工程においては作業員が

長時間にわたって中・高度の放射能汚染区域に立ち入ることが多い。その一方、

12   福島第1原発における放射線量率マップの実例は、Kotoku（2016）を参照の

こと。
13   たとえばアメリカでは、原子炉部品の搬出は国家環境政策法における廃炉の

一形態であるという決定が第1巡回高等裁判所によって下されている。ゆえに

NRCはヤンキー原子力エネルギー会社に対し、完全な廃炉計画の提出に先立つ

「早期の部品搬出」を許可できなかった。Citizens Awareness Network Inc. v United States 

Nuclear Regulatory Commission（1995）を参照のこと。
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事業者および規制機関は周辺環境における低線量かつ長期の残留放射線にも注意

しなければならない。

　原子炉の廃炉には3つの基本的選択肢がある。すなわち即時解体、安全な現状

維持、そして遮蔽隔離である。いずれの選択肢も、工程に左右されるコスト（廃

炉工程における「手作業」などで、機材費や労務費を含む）、期間に左右されるコ

スト（管理費、免許関連費用、保安関連費用、電力費、保険料、固定資産税、およ

び敷地の維持管理にかかるその他の費用）、そして偶発費用（予見不可能な障害、悪

天候、規制の変更、あるいは主要な請負業者の撤退に対応するための資金）に関し

てそれぞれ一長一短がある（Atomic Industrial Forum 1986）。

　これら各戦略の主な違いは、原子炉の圧力容器、内部部品、冷却配管、放射能

防護コンクリート、そして使用済み燃料貯蔵棚など、放射能汚染や中性子による

放射化の度合いが比較的高い区域にどう対処するか、という点である。どの戦略

を用いるかにかかわらず、放射能汚染や中性子放射化を避けるために炉心および

冷却系から十分離れたところに存在する建物や予備システムは環境放射線しか放

出しないはずなので、通常の解体廃棄物と同じように扱い、適当な時期に処分で

きる。

　第1に、即時解体は原子炉の永久停止後すぐ廃炉作業を始めるというものだが、

過去の経験によると、稼働停止から敷地の解放まで少なくとも10年を要してい

る（表10-2および10-3参照）。福島第1原発においても、現在続けられている努力

にもかかわらず、廃炉の完了には30ないし40年かかると見込まれている（Inter-

Ministerial Council for Contained Water and Dicommissioning Issue 2015: 8）。つ ま り、

資金が容易に調達可能であるならば、即時解体は期間に左右されるコストを最小

化する傾向にあるため、経済的観点から見れば魅力的な選択肢である。また原子

炉の運転に携わり、稼働記録の作成を担当していた作業員も、廃炉工程に関わる

ことができる。

　ヨーロッパの数ヵ国や台湾のように、原子力への依存度を減らそうとしている、

あるいは脱原発を進めようとしている国々にとって、即時解体には政治的・実践

的な魅力があるものと思われる（Adelman 2016）。フランス、ドイツ、イタリア、

リトアニア、スロバキア、スペイン、スウェーデン、そしてアメリカは即時解体
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の採用を進めているか、あるいはそれまで安全保存状態にあった原子炉の廃炉を

加速するよう求めている（Adelman 2016; Autorité de sûreté nucléaire 2009: 4; Nuclear 

Energy Insider 2016; �omas 2016）。また即時解体は跡地の早期再利用を可能にする

とともに、次世代の負担を軽減する。さらには、放射能に汚染された構造物を適

時適切に除染・解体することで、原子炉建屋の風化や劣化、あるいは腐食によっ

て発生する放射線放出のリスクを減らすことにもつながる。

　第2に、安全な現状維持とは原子炉施設のうち放射能に汚染された区画の解体

を先延ばしするものである。現在のところ、廃炉工程にある原子炉の半分強が現

状維持状態にある。国の規制によっては、予定されている現状維持期間に合わせ

て原発の事業免許を1世紀にわたって延長できる場合もある。原子炉における放

射性物質や放射化生成物の多くは半減期が数年ないしそれ未満のため、原子炉の

放射能濃度は現状維持期間中に大きく減少する。原則として、それにより作業員

は放射線被曝の水準が比較的低くなった段階で解体作業にあたることができる。

また処分を必要とする高レベル放射性廃棄物の数量も、解体を先延ばしにするこ

とで減少する。

　現状維持状態にある原子炉が、稼働中の原子炉など別の原発施設と同じ敷地内

にある場合、その状態を続けることは発電所の維持管理にかかる追加費用を最小

化することにつながる。原発事業者が廃炉費用を調達したり作業員を集めたりす

るのに時間を要する場合も、安全な現状維持は魅力的な選択肢となる。さらに、

事業者と規制機関が安全な現状維持を選んだ場合、半減期が長い放射性廃棄物の

処理方法や、廃炉作業を遠隔操作で行なえるロボット技術の開発など、将来の技

術的発展から利益を得られる可能性も高い（Nagata 2016）。

　第3に、遮蔽隔離とは放射性の構造物（原子炉の圧力容器など）を、コンクリ

ートなど耐久性の高い物体に封じ込めることを指す。遮蔽隔離では原発施設を完

全に解体する必要がないため、作業員による放射性物資への接触が最小限にとど

まるとともに、他の場所で処分しなければならない破棄物の量を減らすことがで

きる。しかし放射能濃度が徐々に低下する間その施設を安全に維持するために、

極めて長期にわたる監視・維持体制が必要となる。現在、IAEAは大半の原子炉

型について遮蔽隔離を用いないよう警告している（IAEA 2016a: 35）。またチェル
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ノブイリ原発4号機に関し、作業員および周辺環境を危険に晒すことなく即時解

体ないし安全な現状維持を実施するのは不可能だったことから、ソビエト政府は

石棺による遮蔽隔離を採用した。そして2016年から17年にかけ、石棺の上に鋼

鉄製の「新安全閉じ込め設備」が構築され、費用は10億ドルに上っている

（World Nuclear News 2016b）。また遮蔽隔離は、稼働期間が短く放射能濃度も比較的

低い、小型の原子炉数基にも用いられている（表10-2参照）。

　廃炉戦略の決定は、作業員の被曝の最小化、周辺環境に対する長期的影響、財

政的負担、そして処理を必要とする放射性廃棄物の量の間でのトレードオフを基

に下される。また個々の放射性構造物の解体・除染にも同様のトレードオフが内

在している。小さな部分だけが高度に汚染されている場合もあれば、施設の大半

がごくわずかに汚染されているという場合もある。たとえば、金属製冷却パイプ

の内部は放射能濃度が高い一方、パイプを取り囲むコンクリートは濃度が事実上

ゼロである。中レベル放射性廃棄物として長期貯蔵ないし埋め立て処分しなけれ

ばならない物資の数量を削減するためには、金属パイプをコンクリートから慎重

に切り離すことが望ましいものの、その過程で作業員が比較的高レベルの放射線

に晒されるかもしれない。同様に、壁の表面が高濃度の放射能に汚染されている

一方、コンクリート内部の放射能濃度はわずかである。壁の除染は乾燥研磨剤の

吹き付けといった技術によって行なわれるが、その作業も放射線被曝のリスクを

増大させる。国際放射線防護委員会（ICRP）は、大衆の被曝に対する許容上限

値（人工発生源からの被曝許容値は年間1mSvなど）と、原子力施設作業員の被曝

に対する許容上限値（年間20mSvなど）を別個に設けることで、これら諸要素の

釣り合いをとるよう勧告している（�e International Committee on Radiological 

Protection 2005）が、作業員は一定のリスクを承知の上で受け入れている、とい

うのがその理由の一部である（Clarke 2011: 31参照）。

現在と将来における廃炉の課題

　原子力発電の将来的な方向性にかかわらず、廃炉事業は人的資源と技術革新に

おいて優先度の高い分野である。だが世界的に見て、原子炉の廃炉および長期的
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な原発跡地回復に関する経験は限られている。原発の廃止が相次ぐ現在、廃炉事

業の需要は今後増加するだろう。必要な専門家、人材、および請負業者の勧誘、

動機づけ、そして訓練は、原子力が衰退傾向にある国々において特に問題となる。

　そこで重要なのが、原子炉のライフサイクルにおける初期段階から廃炉計画の

策定を始めることである。現在稼働中の原子炉に関し、詳細な記録作成や敷地特

性調査などといった過去50年間における進歩によって、敷地内の様々な場所に

おいて放射能濃度に（したがって廃炉計画にも）影響を及ぼし得る事象を確実に

記録することができるはずだ。将来の原子力発電所について言えば、各国は原発

事業者に対し、設計段階で廃炉計画を策定するよう求め、跡地の最終状態をどう

するかについても説明させるべきである。また廃炉費用の見積もりが資金調達の

根拠として用いられる場合、その見積もりは、資金がいつ利用可能になるか、ど

ういった不測の事態を想定しているか、跡地の最終状態についてどのような仮定

をしているか、といったことが明確にされていなければならない。さらに、費用

の見通しを立てる際には、使用済み燃料の管理について考え得る将来のシナリオ

を考慮に入れる必要があり、とりわけ高レベル放射性廃棄物を最終処分すること

ができず、引き続き敷地内の使用済み燃料保管施設で貯蔵しなければならない可

能性を検討することが求められる。

　規制機関および国民の目に対する透明性確保の観点から言えば、廃炉費用の算

定方法は各国で統一することが望ましい。だが現在のところ、廃炉事業の費用が

国ごとに大きく異なるため、それは極めて困難だと思われる。しかし廃炉事業の

競争的な国際市場が生まれつつあり（Schmittem 2016; Fell 1999参照）、これが現実

のものとなれば、費用の見積もりを全ての国で一貫性のあるものとし、廃炉に関

するあらゆる活動の真のコストを正確に反映させるという観点から、算定方法の

統一という問題は再検討する必要があるだろう。

　より広い視点から見るならば、廃炉事業の拡大が見込まれる中、関係者間にお

ける情報および成功事例の共有がますます重要になるだろう。IAEAの国際廃炉

ネットワークといったフォーラムにおいては、原発の計画、建設、および稼働を

進めているアジア諸国を支援するにあたり、北アメリカとヨーロッパで第1世代

原子炉の廃炉事業から得られた教訓をどう活用できるかに焦点を当てるべきであ
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る。

　原子力の専門家にとって、目に見えない確率論的プロセスに伴う危険性をどう

伝えるかという課題が廃炉事業にもつきまとっている。教育、情報伝達、そして

国民との意識共有については、事業者と政府がともに責任を負わなければならな

い。現在アメリカの原発事業者には、跡地の再利用や環境保全など、廃炉に関係

する諸々の分野に国民のさらなる参加を促すべく、一般市民で構成される諮問委

員会を設けるという選択肢が存在している（US NRC 2015b）。こうした委員会の

活用と、そこで行なわれた議論の公開が、より広く促進されるべきである。廃炉

段階に入る原子炉の数が増えるにつれ、工程の各段階および跡地の最終状態に関

する透明性の確保は、原子力技術に対する国民の信頼を維持する上でますます重

要性を帯びるだろう。
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第11 章

持続可能エネルギーという選択肢

アンドリュー・ブレイカーズ

要　旨
　太陽光発電（PV）と風力発電はいずれも他の代替エネルギーより安価で

あることから、新たな低排出発電技術の分野で支配的地位を保っている。全

世界で毎年新規に増強される発電出力のうち、太陽光と風力によるものが半

分を占める。どちらも燃料、環境、資材の問題、水の供給、あるいは安全対

策によって制限されることがなく、新化石燃料や原子力と比べ価格も競争力

のあるものになっている。一般的な水力発電は、ダム建設用地の不足から太

陽光および風力に太刀打ちできず、バイオマス発電の利用機会も極めて限ら

れている。原子力、炭素回収・貯蔵（CCS）、太陽熱、潮力、および地熱と

いったエネルギー源が風力ならびに太陽光に追いつくには、20倍から100倍

に上る差を埋めるほどの大胆な成長率が必要となる。しかもこの目標値は、

太陽光発電と風力発電がいずれも急速に拡大しており、規模の経済が大きく

働いていることから、今も変化し続けている。また電力供給産業における蓄

電の99パーセントは揚水式発電（PHES）によって行なわれており、それぞ

れ150ギガワット以上の電力を供給している太陽光発電、風力発電、そして

揚水式発電の組み合わせによって、再生可能エネルギー市場の高い割合（80

～100パーセント）が占められている。さらに、陸上の輸送機関や都市の廃

熱を電力供給に結びつけることで、再生可能エネルギーによる電力は中期的

に、最終エネルギー需要の4分の3を満たすことができると見込まれている。
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エネルギーの選択肢

エネルギーと温室効果ガスの排出

　図11-1が示すように、全世界における温室効果ガス排出の4分の3はエネルギ

ー部門での化石燃料の使用によるものである。危険な気候変動を避けるためには、

この化石燃料を温室効果ガスを排出しないエネルギー源に置き換える必要がある。

エネルギー技術

　現在使用可能で、かつ将来的に温室効果ガスの排出量を抑えるエネルギー源と

して以下のものが挙げられる。

・太陽光―太陽から直接エネルギーを得るもの（太陽光発電〔PV〕や太陽熱発

電）、および間接的にエネルギーを得るもの（風力、水力、バイオマス、波エネ

ルギーなど）の両方を含む。

・炭素回収・貯蔵（CCS）技術を備えた化石燃料

農業：14％

運輸：14％

建築：6％

産業：21％

電力および熱生産：24％

その他のエネルギー：11％

林業およびその他の土地活用：11％

図11-1　100年間の時間的枠組みにおける経済部門別の温室効果ガス排出割合
出典：IPCC（2014:…88）。
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・原子力（核分裂および核融合）

・地熱

・潮力

　本章の主題は、エネルギー利用による温室効果ガス排出を今後20年間で大き

く削減するための道筋である。この目標を達成し得るエネルギー技術は豊富な資

源基盤を有している必要があり、他の深刻な問題を引き起こしてはならず、また

将来の普及率や費用低減について、技術的・経済的進化に関する大胆な仮説を要

するものであってはならない。今後20年間で普及するであろう低排出エネルギ

ー技術のうち支配的地位を占めると思われるのが風力と太陽光であり、上に掲げ

たその他エネルギー技術の一部も大きな補助的役割を果たすだろう。

　風力と太陽光は全世界で大規模に普及しつつあり（両方合わせて出力100ギガ

ワット〔GW〕以上の発電設備が毎年建造されている）、続く10年間で巨大産業に

成長する可能性が高い。2015年に全世界で新たに生み出された純発電容量のう

ち、再生可能エネルギー（主に水力、風力、太陽光）発電はその64パーセントを

占めており、残りの大半は化石燃料によるものである（図11-2参照）。現在の傾

図11-2　2014年および2015年に増強された、技術タイプ別の新規発電容量
注：…2015年における風力・太陽光の発電容量純増は113GWだが、これは他の技術を全て合わせた新規発
電容量とほぼ同じである。

出典：REN21（2016）;…Frankfurt…School–UNEP…Collaborating…Centre（2014）;…IRENA（2016）。
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向から判断すると、1年間で新たに生み出される発電容量という点で、風力およ

び太陽光は化石燃料と原子力を合わせた数値を2018年に追い抜くことが予想さ

れる。またオーストラリアなど数ヵ国では、新たに生み出される発電容量のほぼ

全てが太陽光ないし風力によるものとなっている。

　2015年における太陽光および風力の発電容量増加は、前年に比べ19パーセン

トの伸びを見せた。一方、その他の発電技術の設置率は横ばいか減少傾向にある。

風力と太陽光はいずれも、資源、環境、および資材の供給に制限されることがな

く、また保安問題に悩まされることもない。

　水力発電はダム用地不足のためこの伸びに追いつくことができず、バイオマス

発電の可能性も極めて限られている。その他の低排出技術（原子力、CCS、太陽

熱、潮力、および地熱）が風力ならびに太陽光に追いつくには、20倍から100倍

に上る差を埋めるほどの大胆な成長率が必要となる。しかもこの目標値は、太陽

光発電と風力発電がいずれも急速に拡大しており、規模の経済が大きく働いてい

ることから、日々変化し続けている。

　低排出発電部門の覇権争いでは、太陽光と風力が「勝利」したかのように思わ

れる。そのため、電力市場がそれらによって飽和状態になるより早く、他の低排

出技術が太陽光と風力に追いつくのは難しい。また、太陽光および風力によるエ

ネルギー産出の限界費用は（水力発電と同じく）ゼロに近いため、他の再生可能

発電技術が市場においてそれらの牙城を切り崩すのは困難である。

　以下では様々なエネルギー技術を論じるが、その対象は大規模な展開が可能な

もの（2030年の時点で年間100GW以上の発電容量増加）に絞られる。現在、全世

界の発電量は年間およそ2,300万ギガワット時（GWh）であり、うち22パーセン

トが再生可能エネルギー（大半は水力）によるものである。こうした状況の下、

風力および太陽光の発電容量がそれぞれ年間175GW増強されているという事実

は、再生可能エネルギーによる発電量を2035年の時点で2,300万GWhに増やす

という目標を達成するのに十分だろう。それには風力および太陽光の年間展開率

を現状（2015年）の3倍に増やせばいいだけなので、達成可能なのは明らかであ

る。当然ながら、全世界で人口および富の増加が続いているため、また輸送機関、

暖房、および産業で用いられている化石燃料の大半が、低排出エネルギー源によ
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って生み出された電力に置き換えられることが予想されるため、電力需要は今後

も増加するものと思われる。

化石燃料

　化石燃料の燃焼によって生じる二酸化炭素（CO2）は、回収した上で地下に貯

蔵することができる。だが実際には困難を伴い、大規模に行なおうとすると費用

も高くつくことがわかっている。二酸化炭素を他の気体（窒素、アルゴン、酸素、

および水蒸気）から分離し、適切な場所へ輸送した上、圧縮して液体を生成し、

そしてそれを安全な場所の地下深く（キロメートル単位）に注入しなければなら

ないからである。こうしたCCS技術の補助的使用は石炭燃料および天然ガス燃

料発電所の全体的な効率を低下させるとともに、資本費用と運転費用を増大させ

る。現在すでにある発電所にCCS装置を後付けするのは難しくまた費用も高額

に上るため、CCS技術を普及させるには今後建設される発電所をCCSに適応さ

せる必要がある。

　電力部門における最初の大規模CCSプロジェクトは、カナダ・サスカチュワ

ン州のバウンダリーダム計画であり（Global CCS Institute 2014）、年間およそ100

万トンの二酸化炭素が回収され地下に貯蔵されることになっている。比較のため

に述べておくと、この量のCO2削減は0.3GWの風力発電増強、もしくは0.6GW

の太陽光発電増強で可能であり、参考までに挙げておくが、2016年の1年間で、

風力と太陽光は全世界でそれぞれ60～70GW相当が展開された。

　また二酸化炭素は原油をさらに利用するためにも用いられることがある。つま

り地中の油層に圧力をかけることで、より多くの原油を抽出するのである。これ

は経済的に見れば好都合であり、かつ相当量の二酸化炭素を地下に封じ込めるこ

とになるものの、結果として産出された原油は温室効果ガスの排出を増やしてし

まう。

　CCS装置を備えた新化石燃料発電所が幅広く普及する見込みは薄い。技術水

準の低さ、コストの高さ、リスクの大きさ、そしてはるかに大規模に展開され、

かつCCSシステムの試作型よりコストも低い水力、風力、そして太陽光と競争

しなければならないためである（Frankfurt School-UNEP Collaborating Centre 2014）。
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原子力

　全ての原子炉は重い元素、通常はウランの核分裂からエネルギーを得ている。

原子力は広く普及しており、全世界の発電量のおよそ11パーセントを占めてい

る。その一方で核兵器技術の拡散、核分裂性物資の生産、原発事故、そして廃棄

物処分といった問題を抱えている。また原子炉には地元の強い反発、長期の計

画・建設期間、厳しい安全基準、そしてハイリスクという認識が常につきまとう。

こうした要因のために原子力発電の急速な展開は強く制限を受けている。現在の

実質的な展開率（新規に建設された原子炉の数から退役した原子炉の数を引いたも

の）は、風力および太陽光それぞれの数値に比べ15分の1にとどまっている。

　核融合エネルギーは太陽の源である。つまり重水素とトリチウム（水素の同位

体）の磁気および慣性閉じ込めによって、核融合エネルギーの放出に必要な温度

と時間を得るのである。しかし核融合炉の実現には極めて大きな困難が伴い、商

業利用は2050年以降になるものと見込まれている。

地熱および潮力

　地熱および潮力発電は、いくつかの国で一定の地位を占めている。しかし一部

の地域では重要であるものの、地球規模で経済的に活用可能な資源としては、世

界的に意味を持つにはあまりに規模が小さい。地熱エネルギーは地球内部の熱か

ら得られるものである。アイスランドやインドネシアなどの火山地帯では地表近

くに温度の高い岩石が存在しており、その水蒸気を直接活用したり、あるいは発

電に用いたりすることができる。

　わずかに放射能を帯びた岩の塊が地下数キロの深さに存在し、摂氏約300度と

いう高温の熱を活用できる地域もある。つまり冷水を高圧で注入することにより

岩を破砕し、そこから水蒸気を取り出すのである。だがこうした高温かつ乾燥し

た岩を用いる技術には困難が伴い、それにふさわしい地理的条件を有する地域で

しか活用できない。そのため現在に至るまで本格展開はなされていない。

　通常の水力発電技術を用いることにより、潮の流れからもエネルギーを得るこ

とができる。一般的には入り江を横切る形で堰を設け、潮の干満で生じる水の流
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れによってタービンを回す。だが干満の差が大きく、かつ環境的影響をさほど及

ぼさないという、潮力発電に適した場所はほとんどない。

太陽光エネルギーの供給

　太陽光エネルギーは莫大かつ地球上のどこでも豊富に得られ、しかも無限に持

続可能である。またその活用によって環境面、社会面、および保安面の影響が生

じることも永遠にない。近年の大幅なコスト低減により、太陽光から得られたエ

ネルギーは今や化石燃料および原子力と同じ価格水準にある。主に太陽光、風力、

そして水力など、太陽を発生源とする再生可能エネルギーは現在、世界で毎年増

強される発電能力の大半を占めるようになっている。

　太陽は今後数十億年にわたって輝き続ける。地球には毎年、人類が商業活動で

消費するエネルギーより4桁多い太陽光エネルギーが降り注いでいる。変換損失

（太陽熱収集器に降り注ぐ太陽光エネルギーのうち回収され、利用可能な形に変換で

きる割合は15～50パーセントに過ぎない）および利用不可能な場所（海洋上、北

極・南極、山岳、森林など）を考慮に入れたとしても、人類が商業活動で消費す

る数百倍の太陽光エネルギーが利用可能なのである。

　太陽のエネルギーを利用可能な形に変換する二つの主要技術として太陽光発電

と太陽熱発電が挙げられる。前者は太陽の光を直接電気に変換するものであり、

後者は建物内部や産業活動（太陽光による温水や建物のソーラー暖房など）におい

て太陽の熱を集め活用したり、太陽熱発電（日光を太陽炉で集光し、高温の蒸気を

発生させる）を行なったり、あるいは熱化学反応の補助的役割を果たしたりとい

うものである。

　また太陽光エネルギーは風力、水力、波力、海洋温度差、およびバイオマスとい

ったエネルギーを間接的に生み出すことで、世界のエネルギー構造を支えている。

太陽という資源

　太陽は、地球の日光に照らされる半分の上層大気に1平方メートルあたり1.3

キロワット（kW/m2）相当のエネルギーを供給している。そのうちの大半は大気
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圏を通って地表に到達するが、一部は大気に吸収され反射される。晴れた日の正

午における地表での太陽光エネルギー密度はおよそ1kW/m2であり、地球は毎年

3.8×1024ジュールの太陽光エネルギーを受ける。これは現在全世界で消費され

ている電力のおよそ5万倍に上る。このエネルギーの大半は直接光線放射の形を

とっている。つまり、我々の目で見ている太陽から直接発せられたものである。

また地表付近では、雲や霧などの気体によって拡散するため、あるいは地表が日

光を反射するため、太陽光のかなりの部分が間接放射（拡散放射）として現れる。

さらに、太陽光エネルギーの比較的わずかな部分は、風力、水力、海洋エネルギ

ー、およびバイオマス発電に活用され得るエネルギー形態へと変換される。

　太陽炉が集光する直接放射と拡散放射の合計が全天放射と呼ばれるものである。

非集光型太陽光パネルといった一部の集光システムは、日光の直接放射と拡散放

射の両方に対応している。また集光型太陽光発電システム（CPV）や太陽熱シス

テムといったその他の集光設備は、主として直接光線放射に対応している―

―つまり基本的な物理法則によって、拡散した光を集中させるのが難しいのだ。

そのため集光システムは雲の量が少なく大気汚染の度合いが低い乾燥した地域が

最も適している。一例を挙げると、オーストラリアの諸都市に降り注いだ日光の

うち1年間に拡散する光線放射の割合はおよそ3分の1であり、つまり利用可能

な太陽光エネルギーの3分の1が太陽光集光システムの内部で無駄になっている。

なお熱帯の都市と砂漠地帯における光線拡散の割合は、1年間に降り注いだ太陽

光のそれぞれ半分および4分の1となる。

　利用可能な太陽放射の水準は、緯度、気象状況、および大気汚染の度合いに左

右される。また夏に回収したエネルギーを冬まで貯蔵するのは高くつくため、太

陽放射の季節変動も重要な要因である。一般的に言えば、低緯度地帯では太陽光

エネルギーの利用可能水準についても、またエネルギー需要（冷暖房など）につ

いても季節変動がはるかに少ない。

　世界の全人口のおよそ3分の2は緯度35度以内で暮らしており、そこでは太陽

光が比較的豊富に利用可能であり、また高緯度地帯に比べ太陽光エネルギーの供

給量とエネルギー需要のいずれにおいても季節的変動が穏やかである。緯度35

度の内側には、アフリカ、中南米、オーストラリア、オセアニア、東南アジア、
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インドおよび南アジア、そして中東の人口の大半が暮らしている。しかし高エネ

ルギー型経済を擁し、かつ影響力が大きい国々はそれより高緯度の地域に存在し

ており、ヨーロッパ諸国、韓国、ロシア、カナダ、アメリカの大部分、中国、そ

して日本がそれにあたる。そして太陽光エネルギーの利用可能性と適合性に関す

る認識も、これらの諸国が現在有している経済力と政治力によって歪められるこ

とが時にある。

太陽光および風力エネルギーの環境的・社会的側面

　極めてわずかな例外を除き、太陽光および風力エネルギーの収集にはごくあり

ふれた材料が使われている。太陽光発電システムを例にとると、ソーラーセルに

はシリコン、ソーラーモジュールのカバーガラスにはシリコン・酸素・ナトリウ

ム、プラスチックカプセルには酸素・炭素・水素、ソーラーモジュールの枠組み

にはアルミニウム、そして支柱には鉄が用いられており、そこにリン・ホウ素・

銅・銀などの物質が少量ずつ加わる。これらの元素は地表や大気中の至る所に存

在しており、枯渇する可能性は考えられない。一定量の太陽光エネルギーを得る

にあたり、採掘で動かさなければならない岩の量は、化石燃料および原子力エネ

ルギーの活用におけるそれに比べ数桁少なくすむ。それは主に、燃料を採掘ない

し抽出する必要がないためである。

　太陽光および風力エネルギーはほぼあらゆる場所で豊富に利用することができ

るため、化石燃料にまつわる状況とは対照的に、人々が太陽光や風力を巡って戦

争を起こすとは考えにくい。ゆえに太陽光および風力エネルギーの活用は、保安

リスクや軍事的リスクの最小化をもたらす。また何百万という太陽光および風力

エネルギーの収集装置が広範囲に分散していることは、戦乱やテロ行為の余地を

少なくする強固で弾力性のあるエネルギーシステムを可能にする。

　現在の太陽光発電システムを用いて世界の商用エネルギー需要を満たすには、

全陸地の1パーセント未満の面積があればよい。全世界で用いられるエネルギー

の大部分は屋根に設置された集光装置によって生み出すことが可能であり、そう

なれば土地を占有する必要も事実上なくなる。また不毛の地に太陽光発電装置を

置き、それに長距離高電圧直流送電（HVDC）システムを組み合わせれば、同じ
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く相当量の電力を賄える。また風力発電で1メガワット（MW）の電力を生み出

すには数平方メートルの土地（風力発電用地）さえあれば十分であり、その下で農

業を続けることも可能である。商業的に取り引きされるエネルギーの大半が太陽

光および風力から得られるという世界経済を実現するためには、生産性の高い農

地、森林、および生態系を占有する必要性が比較的低いことが必要不可欠である。

　太陽光および風力発電システムは稼働中に温室効果ガスを排出しないが、製造

段階で主に二酸化炭素から成る温室効果ガスが生み出される。しかし太陽光ない

し風力発電システムの建設で生じた二酸化炭素と同じ量を、それらによる発電を

通じて削減するのに必要な期間は半年から2年であり、発電システムの寿命は平

均20～30年である。また二酸化炭素の発生量と価格は（物資の消費や効率性を通

じて）直接結びついているため、二酸化炭素の「償還期間」は価格の下落に伴い

短くなる。さらに二酸化炭素の償還期間は、電力システムにおける低排出発電機

の割合が増えることでも短縮され、最終的には1年に満たないごく短期間になる

だろう。

　太陽光および風力発電システムの製造・運用による環境汚染と騒音も最小限に

とどまるため、社会的受容度も一般的には高いが、景観を損なうとして風力発電

に反対する人もいる。また化石燃料および原子力による発電システムに比べ、事

故の可能性とその影響も極めて小さい。

太陽光および風力エネルギーの未来

　再生可能エネルギー技術によって、向こう数十年以内に化石燃料の使用を低コ

ストで終了させることが可能であり、完全に持続可能なゼロ炭素エネルギー社会

を実現することができる。屋根に設置された太陽光発電システムによって家庭や

産業活動で用いる電力と温水を生み出し、熱エネルギーによって建物の冷暖房を

行なう。小売段階における太陽光発電のグリッドパリティ（訳注：太陽光など再

生可能エネルギーによる発電コストが、既存の電気料金と同等かより低くなること）

は世界の大半ですでに実現しているため、助成制度を導入せずとも、住宅向けな

らびに事業所向けの販売が急速に伸びている。

　大規模な太陽光および太陽熱発電所と風力ならびに水力発電を組み合わせるこ
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とで、全世界の産業向けエネルギー需要の大半を賄うことができる。太陽光エネ

ルギーを直接回収することに加え、風力、バイオマス、波力、そして水力といっ

た間接的活用も重要になるはずだ。

　また太陽光ないし風力による発電と、電気自動車および電気輸送機関への移行

が組み合わされば、世界の輸送用エネルギーの大半も賄えることになる。

太陽光発電

　世界のエネルギー生産を最終的に支配するのは太陽光発電である可能性が高い。

太陽光発電で用いられるエネルギーは風力のそれに比べはるかに大規模で、かつ

遍在的だからである。太陽光発電は部品を動作させることなく日光から直接電力

を生み出せるという、簡潔な技術である。全世界における太陽光発電の大半は、

結晶シリコン太陽電池（ソーラーセル）によって行なわれている（Reinders et al. 

2015）。日光はソーラーセルに吸収され、そのエネルギーの15～20パーセントが

電力へと変換される。また残り（75～85パーセント）の太陽光エネルギーは熱と

なる。なおこのプロセスは光起電力効果（photovoltaics, PV）と呼ばれる。

　シリコン製のソーラーセル内部では、日光によってシリコン原子から電子が分

離される。またセルの表面近くにはpn接合と呼ばれる「一方向の薄い膜」があ

る。このpn接合を通過した電子は容易に戻れないため、日光が当たっている側

の表面で負の電圧（裏側では正の電圧）が生じる。またpn接合の両面は、ソーラ

ーセルから電流、電圧および電力を取り出すためのバッテリーないし抵抗で構成

される外部の回路によって接続されている（図11-3参照）。

　世界における太陽光発電の90パーセント以上は単結晶ないし多結晶シリコン

型の太陽電池によって行なわれており、将来的にもしばらくはこの傾向が続くだ

ろう。シリコンを用いる主な利点としては、豊富に存在すること（地殻に含まれ

る元素の第2位）、低廉な費用、毒性がないこと、効率の高さ、動作の安定性、簡

素であること（太陽電池セルは単元素半導体である）、物理的強度、素材および技

術に関する豊富な先進的知識、そして現在すでに広く普及していることが挙げら

れる。そのうち最後の点について言えば、それを可能ならしめているのは、大規
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模かつ効率的な供給網、大量生産施設に対する巨額の投資、シリコン型太陽電池

の技術および市場に関する深い理解、そして幾千もの質の高い専門家たち―科

学者、設計者、および技術者―の存在である。

　太陽電池を製造するにあたっては、まずシリコンを摂氏1,400度で融解させて

型に入れ、鋳塊を作る。そして刃を用いて直径156mmの薄い（厚さ0.15～

0.2mm）ウェーハーを鋳塊から多数切り出し、溶剤で刃の切り傷を取り除く。次

にごく少量のリンを太陽側の表面に散布し厚さ0.001mmほどの薄い膜を生成す

ることで、pn接合を作り出す。それから薄い金属板を裏側に、金属の格子を太

陽側に接着し、電気の取り出しを可能にする。

　次に60～80枚の太陽電池を電気作用で接続してプラスチックの薄い層で挟み

込み、その上を強固な厚さ3mmのガラス板で覆うことで、出力約300Wの太陽

電池モジュールが作られる。そこに電気端子を内蔵した接続箱が取り付けられる。

そして最後に、小さいもので数十、大規模なもので数百万のモジュールを設置し

相互接続することで、太陽光発電システムが構成される。

　太陽光発電システムの中には、赤道を向くよう傾斜がつけられた固定式の架台

に設置されるものがあり、その傾きは設置場所の緯度に等しい。これによって年

間の発電能力を最大化するのである。一方、大規模なシステムは太陽追尾装置の

上に設置されることが一般的である。太陽電池モジュールによって生み出された

裏電極

表電極
太陽

pn接合

p型シリコン

n型シリコン

外部回路

電流

図11-3　典型的な太陽電池の概念図
出典：著者作成。
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電気は電力調整装置に供給される。この装置は電圧を最適化し、太陽電池が生み

出した直流電気を配電網で用いられている交流に変換、その地域の配電網で使わ

れている電圧にするとともに、配電網との接続を管理する。

　太陽光発電システムには可動部品がないため、信頼度が他のどのシステムより

も高く、維持にかかる費用も安い。製造元によるモジュールの保証期間は通常

25年だが、乾燥地帯では50年以上にわたって運用可能な場合もある。また故障

のメカニズムを解明し、それを防ぐため、試験用モジュールによる加速破損実験

が行なわれる。なお太陽電池モジュールの劣化・破損要因としては、人間の故意

的・偶発的行為、あるいは激しい雹を伴う嵐による物理的破損、化学変化による

透明樹脂の黄変、および湿気の侵入による金属部品の腐食が挙げられる。

太陽光発電技術

　結晶型シリコン太陽電池は現在、全世界における太陽光発電市場の90パーセ

ント以上を占めている。現在販売されている結晶型シリコン太陽電池の大半は金

属接点のスクリーン印刷を技術的基盤としており、それによって14～20パーセ

ントの変換効率を達成している。一方、薄膜シリコンを多接合した太陽電池の変

換効率は22～24パーセントに上るものの高額であり、主にスペースが狭い場所

で用いられる。なお実験段階にあるセルの変換効率は25～26パーセントであり、

理論上の最大値は29パーセントである。また最近では裏面パッシベーション

（PERC）型太陽電池（Blakers et al. 1989）の効率性が改善されたことから、2020

年には世界市場の大半を占めるものと予測されている（Reinders et al. 2015）。

　現在主力となっている非シリコン系太陽電池はテルル化カドミウムを用いたも

のであり、ファーストソーラー社が実用化に成功したことから市場シェアのおよ

そ4パーセントを占めている。またCIGSという化合物（銅、インジウム、ガリウ

ム、セレニウムから成る）やアモルファスシリコンを用いた太陽電池もあり、そ

れぞれ市場シェアの1ないし2パーセントを占めている。またペロブスカイトな

ど、その他の物質を用いた太陽電池も数多く開発されているが、量産化されたも

のは今のところ存在しない。しかしペロブスカイト太陽電池は実験室用の小型モ

デルで最大20パーセントという変換効率を達成しており、また結晶シリコンと
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の組み合わせでタンデム型太陽電池を生産できる可能性があることから、大いに

注目を集めている。

　太陽光発電において将来重要になるとされているのが集光型太陽光発電

（CPV）である。太陽を追尾するには集光装置を必要とするが、鏡あるいはフレ

ネルレンズを用いて太陽光を100～1,000倍に集光した上で、少数の高効率型太

陽電池（費用も高額である）に当てるというものである。また通常は加熱を防ぐ

ために太陽電池を冷却する必要がある。最高性能の集光型太陽光発電装置は50

パーセント近い変換効率を誇り、周期表の第3列および第5列にある元素から作

り出されたそれぞれ異なる半導体を3層以上重ねることで製造される。このよう

な太陽電池は一般的なシリコン型のものに比べ1平方センチあたりの費用が極め

て高額になるが、集光することで装置1平方メートルあたりの実質コストは大き

く削減される―つまり、太陽電池の大半が、より安価な鏡ないしレンズに置き

換えられることになるのである。CPVは将来的に大きな可能性を秘めているが、

現在の市場シェアは小さく、また集光できるのは直射日光だけであることから日

照量が豊富で大気汚染の度合いも低い場所でしか運用できない。なおCPVは集

光型太陽熱発電システムと技術的にかなり類似しているため、装置の大半（太陽

追尾機器、制御機器、レンズ、鏡など）は共用可能である。

太陽光発電市場

　エネルギーの1単位あたり費用が大規模システム（メガワット単位）と小規模

システム（キロワット単位）でほぼ同じという点で、太陽光発電は特異な技術で

ある。つまり大規模システムでは資本費用が低いものの資金調達費用が高く、小

規模システムではそれが逆になる。一方、他の大半のエネルギー源では規模の経

済が強力に作用する。太陽光発電の大きな利点はそこにある。つまり、一つの基

本的商品―シリコン型太陽電池―について、ワット級からギガワット級まで

どの発電規模に対しても、それぞれ市場が成り立つためである。

　最初の数十年間、太陽光発電は家庭用電化製品、遠隔地の電気供給、そして人

工衛星といったニッチな市場で幅広く使われてきた。世界各所の遠隔地には、太

陽光、風力、ディーゼル機関、そしてバッテリーなど様々な手段で電気が供給さ
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れている。そのうちディーゼル機関とバッテリーへの依存度を減らすべく、最近

では能動負荷制御技術が取り入れられている。太陽光発電市場は近年拡大を続け

ており（図11-4参照）、費用も急速に安くなっている。太陽光発電装置はいまや

都市部の数千万という家屋の屋根に設置されており、大規模な発電所も存在する。

大量生産によってコストが急速に下落しているのである。

　世界の大半において、太陽光発電による電力は今や、配電網を通じて供給され

る家庭用および事業用電力よりも安価になっており、卸電力ともコスト競争状態

に近づきつつある（IRENA 2015; Breyer and Gerlach 2013）。世界中で太陽光発電が

急速に普及しているのもこのためである。卸電力供給における化石燃料との直接

競争でも、カーボンプライシング（訳注：炭素の排出量に価格をつけること）、あ

るいは化石燃料に対する支援の撤廃ないし平等化によって有利になっている。ま

た太陽光システムの費用が今後数十年にわたって下落し続けることも間違いない

と思われる。

　発展途上国のほとんどは低緯度地帯にあり、日照量が豊富で、しかもエネルギ

ー需要と日照量の季節変動が少ないことから、太陽光エネルギーによって大きな

利益がもたらされる。照明、コンピュータ、通信、冷蔵、脱穀、あるいは水の汲

み上げといった電気の利用を可能ならしめる太陽光発電は、たとえ小規模なもの
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図11-4　太陽光発電設備の出荷量
出典：著者作成。
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であっても生活水準を大きく改善し得るのである。

　発展途上国では一般的に広範囲かつ安定性の高い配電網が存在しない。そのた

め数千ないし数百万の小規模な太陽光および風力発電システムが自然発生的に拡

大し、その国の配電網を徐々に形成する可能性もある。つまりそうした国々では、

先進国型の中央集中的な配電網が敬遠されるかもしれない。低・中所得国では固

定回線でなくモバイル通信網への依存度が高いのと同じである。

風力発電

　現在のメガワット級風力発電設備は、立地に恵まれた場合、最も安価な発電技

術である。今後数十年間、数ある発電方法のうち、多くの国々で風力と太陽光の

展開率が最も大きくなるものと予想される。相互補完的という点で、風力と太陽

光はしばしば理想的な組み合わせとなる。つまり太陽が出ていない時は風が強く、

その逆も当てはまるからである。現代的な風力発電設備は、タワー、発電機と制

御装置を収めたタワー頂部の回転式ナセル、そして風を受ける3枚のブレード

（羽根）で構成される。数百の風力発電機が間隔を取って配置され、集合型風力

発電所を形成する。風車は農地に設置されることが多く、タワー周辺では農業が

引き続き行なわれる。また各風車はローター部の直径の5～10倍を隔てて設置さ

れる。なお、将来的には浅瀬への風力発電所の建設が広く普及するものと思われ

る。利用可能な場所が増えるとともに、風速は一般的に海上のほうが大きいから

である。しかし乗り越えるべき技術的・経済的課題はなお残っている。

　商用風力発電機の定格出力は1～8メガワットであり、現在実用化されている

最大のタービンは海上用に設計されたヴェスタス社製のV164で、定格出力は8

メガワット（Wikipedia 2015）、翼端部の高さは最大220メートル、ローターの直

径は164メートルに上るが、それよりもさらに大きなタービンが現在開発中であ

る。タービン規模が巨大化するほど、その製造に要する費用は急速に増大するが、

ローター部の高さに比例して発電能力も大きく向上する。

　風力発電機によって得られる電力は、タワー頂部の平均風速とほぼ比例する。

これは風の強い場所を見つけ、高いタワーを建設する強力な誘因となる。現在で
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は場所および標高を変数として風速を正確に計測することができ、これと最新の

予測モデルを組み合わせることで、発電所における各発電機の正確な設置位置を

決めることが可能になる。

　風力発電機の年間発電量と、その発電機が1年を通じて最大出力で稼働した時

の発電量との比率を設備利用率と言うが、平均風力と設備利用率との間には相関

関係がある。またより大型の発電設備が利用可能になり、さらに多くの洋上風力

発電所が建設されれば、高所ならびに海上で吹く安定した強風を捉えることがで

き、設備利用率もさらに上昇する。一方、風力発電のコストは設備利用率に反比

例する。陸上では老朽化した小型発電機からより大きな新型モデルへの置き換え

が徐々に進んでおり、そのことも設備利用率を押し上げている。

　設備の大型化と利用率の上昇は風力発電のコスト低減をもたらすため、費用曲

線が近い将来底打ちすることはありそうにない。さらに、世界中の多くの地域で、

風力発電による電力は今や化石燃料および原子力による電力と完全な競争状態に

あり（IRENA 2015）、風力発電が世界各地で急速に普及しているのもそのためで

ある（図11-5参照）。

図11-5　風力発電設備の出荷量
出典：Global…Wind…Energy…Council（2015）。
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その他の太陽光エネルギー技術

水　力

　水力発電は高度に発達した技術であり、全世界の発電量のおよそ16パーセン

トを占めるのみならず、風力および太陽光発電と合わせ、再生可能エネルギーに

よる電力のほぼ全てを生み出している。通常、水力発電にはダムの建設が伴い、

ダム湖を形成する。それから導水管ないしトンネルの建設を行ない、発電タービ

ンと送電線を設置するのである。また水力発電システムの中には、小規模な堰お

よび水路しか必要としない「流れ込み式」というものもある。先進国の大半は水

力発電に適した場所をほぼ使い切ったが、発展途上国には多くの機会が残されて

いる。しかし渓谷や農地、さらには都市部にまで洪水の及ぶ危険性があることか

ら、水力発電計画が環境的・社会的な反対運動に直面することもある。

太陽熱

　自然の太陽熱と太陽光を活用でき、かつ断熱にも優れている建物は、暖房に必

要なエネルギーを最小限にできる。世界各地において、太陽熱温水は電気および

ガスと直接的な競争関係にある。また太陽熱発電は太陽追尾式の反射鏡を使い、

日光を集熱器に集めることで行なわれる。その結果生じた熱で蒸気を生み出し、

タービンを回すことで電力が生み出される。また集光型太陽熱発電はCPVシス

テムにも応用可能である。現在普及している集光型太陽熱発電システムはパイプ

に光を集める方式（トラフ式、曲面型の反射鏡ないし屈折レンズを用いる）および

一点に光を集める方式（タワー式およびヘリオスタット式）に分類される。

　集光した太陽光は熱化合物の生成や蓄熱にも活用し得る。太陽光による蓄熱は

溶解塩に高温の熱を蓄えることで行なわれ、24時間の発電を可能にする。また

集められた太陽光エネルギーは直接的方法（反射鏡を用いる方法）と間接的方法

（太陽光エネルギーで生み出された化学合成物を用いる方法）のいずれかを通じ、化

石燃料および核燃料と同じ温度の熱を生み出すことができる。
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　集熱器は直射日光だけを用いるため、経済的な運用を可能にするには、拡散の

度合いが低い乾燥地帯に設置しなければならない。太陽熱で生み出された電力は

太陽光発電と同じ市場に分類されるものの、価格競争力を得るには規模の大きさ

が必要である。ゆえに太陽光発電と比べ参入障壁が高く、金融面の危険因子も大

きい。規模の大小にかかわらず発電コストがほぼ同じためである。さらに、太陽

光発電に適した都市部の市場は、太陽熱発電にはふさわしくない。現在のところ、

太陽光発電システムは太陽熱発電システムの100倍の速度で普及が進んでいる。

蓄熱装置を伴った太陽熱発電システムが、負荷管理機能や蓄電機能（バッテリー

および揚水式発電〔PHES〕）を備えた太陽光発電システムと競争できるかどうか

は現在のところ不明である。

バイオエネルギーと海洋エネルギー

　日光によってバイオマスが増加および蓄積されたとき、バイオエネルギーが得

られる。日光を化学エネルギー（つまりバイオマス）に変換することは、太陽電

池および集熱器による太陽エネルギーの獲得に比べはるかに非効率的である。太

陽光および太陽熱発電における変換効率が15～50パーセントである一方、バイ

オエネルギーの変換効率はほとんどの場合1パーセントに満たない。さらに、バ

イオマスの増加には広大な土地、豊富な水、そして肥料と殺虫剤を必要とし、食

料や木材の生産を妨げかねない。

　廃棄物系バイオマスの焼却は、多くの国々で商業用エネルギー生産に大きく貢

献している。しかしエネルギーの生産効率が低いというバイオマス固有の問題は、

これが先進国の商用エネルギー生産においてはごく一部に過ぎないということを

意味している。一方、発展途上国では暖房や調理など幅広い分野でバイオエネル

ギーが使われているものの、多くの国では所得の増加に伴い、徐々に電気やガス

に置き換えられている。またこの点について言えば、普及において太陽光発電シ

ステムが誇る柔軟性の高さも大きな影響を与えるはずだ。

　海洋エネルギーは波、潮流、深海における温度差、そして塩分の濃度差から得

られるエネルギーを指す。潮位が高く海底の状況もそれにふさわしい一部の国家

では、技術の発展に伴い波エネルギーが重要となり得る。しかし世界規模で見れ
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ば小規模なエネルギー源にとどまるものと思われる。

再生可能エネルギーの大規模な普及

大規模なエネルギー貯蔵

　風力と太陽光は電力市場におけるシェアをこれからも伸ばし続けるものと思わ

れるが、そこから発電量の変動にどう対応するかという問題が生じる。これまで

の状況を見ると、配電網の広い普及が必ずしも電力供給の不安定性をもたらすと

は限らず、結果として配電網が普及するまで相当規模の蓄電設備を持つ必要性も

高くない（Fraunhofer Institute for Solar Energy Systems 2015）。一例を挙げると、南

オーストラリア州における年間発電量の半分近くは風力および太陽光によるもの

であり、揚水発電所などの電力貯蔵施設も大規模なものは存在せず、他の地域の

電力系統との接続も小規模である。

　電力貯蔵の観点から見て重要なのは、風力および太陽光発電の普及を進めるに

はわずか数時間分の蓄電で十分という事実である。いずれの発電方法も需給とも

に絶えず変動しているが、両者は常に均衡を保っていなければならない。この条

件は応答時間の短い一般的な水力発電所や低デューティー比のガス燃料発電所を

通じて満たすのが普通である。

　短時間の蓄電能力（4～24時間分）さえあれば、一昼夜のサイクルをカバーで

きるのみならず、真夏の午後や真冬の朝夕といった需要がピークを迎える時期、

無風状態や曇天など発電能力が低くなる期間、そして発電所や送電網に不具合が

発生した時にも対応でき、また供給不足が長引いた場合でも、低デューティー比

のバイオマス発電所、石炭燃料発電所、およびガス燃料発電所が稼働するまでの

電力供給を賄うことができる。それに加え、短時間の蓄電能力は、限られた送電

網の稼働率を改善させる。風が強い、あるいは日照量の多い地域にある風力発電

所や太陽光発電所を全国的な電力系統と接続する送電網がその例にあたる。また

蓄電施設の所有者は裁定取引（電力価格が低いときに電気を買い、価格が上昇した

ときに売電する）が可能である。
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　揚水式発電（PHES）は全世界における総蓄電容量（155GW、IRENA 2016: 17

参照）の99パーセントを占めているが、バッテリーなど他の方法に比べて安価

なことが理由である。そのため今後とも卸蓄電市場で支配的地位を保つものと思

われる。揚水式発電は慣性エネルギーをこれ以上ないほど見事に活用しており、

短時間のエネルギー蓄積と即座の起動および自力の起動が可能である。揚水式発

電では、電力の過剰が発生した時に水を上部貯水池へ汲み上げておき、後にその

水をタービン経由で下部貯水池へ放出することでエネルギーを取り出す。応答時

間（停止状態から完全稼働に至るまでの時間）は1分未満である。また寿命は50年

以上で、運転費用も安い。設計が優れていれば循環エネルギーの蓄積効率は80

パーセントに上る。つまりポンプ、パイプ、およびタービンで20パーセントの

エネルギー損失が発生するに過ぎないのである。揚水発電所に貯蔵可能なエネル

ギーの容量は、上下貯水池の標高差（通常100～1,000メートル）、そして上部貯水

池の水量と比例する。

　現存する揚水発電所の大半は、河川に設置された水力発電システムと接続され

ている。それとは対照的に、独立した揚水発電所では、同じ水が上下貯水池の間

を永遠に循環し続けることになり、河川が存在する必要はない（「純揚水発電」）。

しかし多くの国々では新規にダムを建設するのが難しく、その要因として、未開

発かつ経済的なダム建設用地の不足、発電施設の新規建設による環境への影響、

そして送電線を新規に建設する必要性が挙げられ、その建設場所も遠隔地の山中

にある国立公園内であることが多い。しかし最も安価な大規模蓄電施設として純

揚水式の発電所を建設することには大きな意味があり、それを容易にする条件と

して、大きな標高差（400～1,000メートル）、氾濫を防ぐ必要がないこと、水路が

急勾配で短いこと、貯水池が狭いこと（1～20ヘクタール）、そして変電所、送電

線、および風力発電所や太陽光発電所と近接することが挙げられる―そうした

場所は世界に数多く存在している。

　純揚水発電所は河川の自然流量を併用する混合揚水発電所と比べはるかに広い

地域を利用でき、それによって変電所や送電施設に近い最適な用地を多数見つけ

ることができる。また重要なこととして、上部貯水池は川の流域でなく丘陵地帯

の頂部にあるため、3～5倍の標高差を確保できる。エネルギー貯蔵容量と発電
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容量はいずれも標高差と比例し、費用はそれと反比例するので、このことは大き

な利点となる。

　純揚水発電所の用地はヘクタール規模の比較的小さな複数の貯水池から成り、

中央部の掘削で発生した土により、貯水池を囲む壁が築かれる。正味発電量はな

い。上下貯水池は変電所および送電網に近接した山地にあり、ポンプとタービン

を備えた水管ないしトンネルによって繋がれる。上下貯水池の面積が各15ヘク

タール、平均水深が各20メートル、標高差が750メートルの場合、純揚水発電

システムで1ギガワットの電力を5時間にわたって供給できる。それとは対照的

に、一般的な水力発電システムでは貯水池の流域面積が数千ヘクタールに上り、

高額の氾濫防止システムを要する一方、標高差ははるかに小さい。なお純揚水式

発電所の場合、1メガワットの電力を4時間にわたって供給する際に指標となる

費用は80万ドルである。

　洞窟内の圧縮空気、新型バッテリー、あるいは太陽熱の溶解塩での貯蔵など、

その他の大規模蓄電技術も2025年までに実用化される見通しである。これら新

技術の費用が急速に下落すれば、揚水式発電との競合が可能になるだろう。また

太陽熱の貯蔵は、太陽熱発電を大規模に行なうにあたって必要不可欠な要素であ

る。しかしこれら蓄電技術はいずれも揚水式発電と比べて普及の規模が小さく、

将来の費用や技術的な実現可能性についても確実ではない。

長距離送電

　先進工業国の送電網は比較的少数の大規模な化石燃料発電所、原子力発電所、そ

して水力発電所を軸に構成されている。こうした場合の負荷調整は、需要が低い時

間帯の電力料金を引き下げることで行なわれている。また相互接続の規模が大きく

なるほど電力供給の安定性も高まり、負荷の種類およびタイミングが増えることで

電力需要の変動がより円滑になり、また揚水式発電など様々な電源を組み入れるこ

とができる。加えて、広範囲にわたる各地の発電所が高圧送電網で接続されること

で、十分な量の日光および風力が同時に得られない可能性も減少する。現在では大

陸規模の送電網も実現しており、ますます強化されている。長距離送電は市場での

競争力を高めると同時に、大陸両端の時差を埋める「タイムシフト」を可能にする。
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　さらに現在、様々な再生可能エネルギー電源が普及しつつある。太陽光は都市

部を含む分散型発電を可能にしたが、再生可能エネルギーによる発電は都市から

遠く離れた場所で行なわれることが多い。洋上風力発電や砂漠地帯での太陽光発

電がその例である。その際必要な長距離送電には長距離高電圧直流送電

（HVDC）システムを用いることが一般的である。送電容量は電圧の2乗に比例

するため、数百キロボルトから数メガボルト（数百万ボルト）の電圧で送電され

る。しかし高圧の交流電気を遠くまで送電するのは技術的に難しい。また

HVDCには送電塔の設置に関わる地役権（訳注：他人の土地を、通行など自分の

土地の便益に供し得る物権）の取得を減らすという利点の他に、送電線の下で暮

らしたり働いたりする人々に流れ込む誘導電流を減らす効果もある（Andersen 

2006; Hammons 2008; Hammons et al. 2011; Kutuzova 2011）。

　HVDC技術が最初に導入されたのは1954年、スウェーデン本土とゴトランド

を結ぶ送電線においてである。この送電線は20メガワットの電力を100キロボ

ルトという電圧で送電することができ、水中ケーブルの長さは98キロメートル

に及んだ（Peake 2010）。この送電線の設置以降、送電距離、電圧、そして送電電

力はいずれも大幅に上昇した。現在最長のHVDC送電線は中国の向家壩ダムと

上海を結ぶものであり、最大6.4ギガワットの電力を±800キロボルトの電圧で

送電し、総延長は2,071キロメートルに上る（Hammons et al. 2011）。

　HVDCの建設には多くの権利取得が必要になる。容量5ギガワットの送電線を

設置する場合、地上では幅60メートルの敷地を確保しなければならない

（Kutuzova 2011）。また通行権の取得もHVDC送電の障害となる。地下にケーブ

ルを走らせるのであれば必要な敷地の幅も大幅に狭くて済むが、建設費用が高額

になり、また大量の電気を送ることが難しくなる。

　シーメンス社によると、電圧800キロボルト、容量5ギガワットの高電圧直流

送電における送電損失は、1,000キロメートルあたり3パーセントになるという

（Siemens 2012）。加えて送電線の両端で数パーセントの変換損失が発生する。大

規模なHDVC送電線の費用は、今後数十年間でさらに導入が進むことで大幅に

低減するものと予想されている。その場合、1メガワット・1キロメートルあたりの

建設費用は300ドル未満になると見込まれている（Blakers, Luther, and Nadolny 2012）。
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都市部における太陽光発電システム

　現在、世界中の数千万という建物の屋根に太陽光発電システムが設置されてい

る。これらシステムの出力は、一般家屋の場合で0.1～10キロワット、商業ビル

の場合数十キロワットから数千キロワットに及ぶ。また設置に必要な屋根の面積

は、1キロワットあたり7～10平方メートルである。人口密度が低い地域の家屋

の屋根は一般的に広く、その家屋で1年間に用いる電力を賄うのに十分である。

また低層ビルや軽工業の建物の屋上でも、送電網に送ることができるほどの余剰

電力を生み出すことができる。しかし都市部の人口過密地域では太陽光発電の普

及にあたり、その建物の電力需要を賄うのに必要な遮る物のない屋根の面積が不

足しがちである。

　屋根設置型の太陽光発電システムの料金は一般的に、卸電力の2～4倍に上る

小売り電力に対抗可能である。中・低緯度地帯（35度未満）の屋根に設置された

太陽光発電システムによる電力の均等化原価は、多くの都市における小売り電力

料金を大きく下回っている（Breyer and Gerlach 2013）。これは屋根設置型太陽光

発電システムの急成長を支える原動力となっており、たとえばオーストラリアで

は2015年現在、およそ6軒のうち1軒の割合で家屋の屋根に太陽光発電システム

が設置されている。

　数百万という家屋の屋根に太陽光発電システムが設置されたことで、配電網に

おける需要サイドに大きな変化が起きつつある。蓄熱・蓄電技術の大規模な普及

は都市部における太陽光発電の浸透をもたらし、電力産業の経済的側面に一大変

革をもたらすであろう。太陽光発電による電力供給と電力需要との間にはしばし

ばずれが生ずるため、蓄電システムは必要不可欠である。効率的な発電制御と管

理を組み合わせることで、蓄電・蓄熱システムは建物の所有者だけでなく配電事

業者にも利益をもたらすと言えよう。

　屋根設置型太陽光発電の自家消費を増やすにはバッテリー式蓄電が有効であり、

また反応性が良く随時使用可能であるという利点を活かすことで、配電網と発電

システムを効率的に運用することができる。しかしバッテリーの価格は（下落し

ているものの）依然として高額であり、太陽光発電による電力供給とその家屋の
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電力需要を一致させるためにバッテリーを用いることは、他の蓄電方法に比べて

高くつく。

　保温性の高いタンクに温水を入れる形の蓄熱技術は広く普及している。しかし

太陽光、ガス、および電気による従来の温水システムは、屋根設置型太陽光発電

システムによる発電費用が急速に下落していることから、営利面での圧力を受け

ている。また太陽光発電と高効率の蒸気圧縮ヒートポンプを併用することで、コ

スト面で有利な温水供給オプションとなり得る。ヒートポンプは電気によって高

温の熱をある場所（建物の外）から別の場所へ移すものであり、1単位の電力に

よって数単位の熱エネルギーを輸送することができる。またヒートポンプ式の温

水蓄熱システムは他のエネルギー貯蔵技術と同様、屋根設置型太陽電池の発電状

況や家庭内の電力負荷に応じた制御が容易である。

　蓄熱システムによる建物の冷暖房は低コストのエネルギーが利用可能な時に建

物の温度を上下することで行なわれるが、それは熱を貯蔵する熱容量、および熱

損失を減らす保温の良し悪しに左右される。その点において、可逆サイクル式の

エアコンディショナー（これも一種のヒートポンプである）はますます費用効率

が高まっており、屋根設置型太陽光発電システムによって運転することができる。

またセラミックのレンガに高温の熱を蓄えておき、ファンを随時回すことで熱を

循環させるヒートバンクというシステムもある。これと太陽光発電を組み合わせ

れば、日中に熱を貯蔵し、夜に使うことができる。さらに、日中に太陽光発電で

ヒートポンプを動かし、冷水や氷を作り出すことで、冷気の貯蔵も可能になる。

そして、建物の冷暖房を媒介とした熱エネルギーの貯蔵を温水蓄熱やバッテリー

と合わせれば、太陽光発電の利用を最適化できるだけでなく、家庭の電力需要を

管理することもできる。

　建物におけるガスの使用を減らし、その代わりに太陽光発電とヒートポンプで

熱エネルギーを賄うことは、都市部で急速に普及しつつある。一般家庭で温水や

暖房にガスを使うことは、太陽光発電に比べ費用が高く効率も悪い。加えて、ガス

式の温水器や暖房器も比較的高額である。またガスの使途として目立たないなが

らも極めて一般的であるコンロは、IHクッキングヒーターへの転換が進むだろう。

　都市部において産業活動で用いる中程度の熱（摂氏100度以上）を生み出すに
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あたっては、一般的にガスが用いられる。つまり従来型の熱サイフォンや真空式

の集光器でこのような温度の熱を生み出すのは不可能である。しかしヒートポン

プと電気抵抗を太陽光発電によって動作させれば100～150度の熱を生み出すこ

とができるため、この組み合わせは今後普及することが予想される。

輸送機関と太陽光燃料

　輸送機関で用いられる化石燃料は、先進国における温室効果ガス排出のおよそ

20パーセントを占めている。そのほとんどは自動車、バス、および商業用輸送

車によるものだが、電気自動車への移行と公共交通機関の電化を進め、かつ電力

の大半が再生可能エネルギーによって賄われるようになれば、排出量を削減する

ことができる。電気自動車の販売数は近年急速に伸びているが、それは価格の下

落と自動車システムおよびバッテリーの改善によるところが大きい。1年あたり

8,000キロメートルを走らせるには出力1kWの太陽光パネル1枚があれば十分で

あり、その占める面積はおよそ7平方メートルに過ぎず、車の屋根など日の当た

る場所に設置するのが望ましい。太陽光パネルの価格は設置費込みで1,500～

2,000ドルであり、寿命は通常25年―自動車の平均寿命の2倍―である。よ

って購入費用に数千ドルを追加すれば電気自動車の電力を廃車まで賄うことがで

き、燃料費も1キロメートルあたりおよそ1セントに過ぎない。

　陸上輸送機関（自動車および鉄道）の動力源を再生可能エネルギーによる電気に

置き換えることは十分実現可能であり、化石燃料の消費を大幅に削減することと

なる。しかし船舶、航空機、そして大型作業車といった輸送機関は、その大きさと

重量、そして動かすのに必要なバッテリーの価格といった要因のため、電気によ

る運航・運転は不可能である。また（再生可能エネルギーによる）電力の活用が難

しい工程も一部存在する。さらに、化石燃料に対抗し得るほど費用対効果の高い

再生可能エネルギーによる燃料合成技術も、その過程で多くのエネルギーが失わ

れてしまうことと相まって、広く普及するまで時間を要するものと見られている。

　太陽光エネルギーによる化学反応を用いた燃料合成技術は、輸送機関や産業活

動で用いられる化石燃料を太陽光など再生可能エネルギーで置き換えることを可

能にする。資源の存在量、毒性、そして貯蔵性などを考慮すると、化学燃料に適
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した物質は限定される。その有力な候補としては、炭素化合物（メタン〔CH4〕、

軽油〔C12H23〕、ケロシン〔C12H26〕）、水素（H2）、およびアンモニア（NH3）が挙

げられる。なお既存のエンジン、すなわち炭素燃料（炭化水素）の使用を前提と

したエンジンを今後も用いるため、合成燃料の大半は既存の燃料を「一次的」に

置き換えるものとなるだろう。

　炭化水素の合成には、低排出技術によるエネルギー源が必要となる。また再生

可能な炭素の供給源もなくてはならず、その候補としては大気ないし海水より二

酸化炭素を直接回収する方法と、バイオマスによる方法が挙げられる。後者の場

合、バイオマスを二酸化炭素を得るためだけに用い、エネルギー源とはしないな

らば、必要量を減らすことができる。バイオマスは太陽光の回収手段としては効

率が非常に低く（変換効率は1パーセント未満）、しかも大量の土地、水、殺虫剤、

そして肥料を必要とするので、この点は重要である。

　太陽光エネルギーを用いた燃料の化学合成は、熱もしくは電力によって行なう

ことが可能である。しかし熱を遠いところへ運ぶことはできない―生み出され

た熱は、その地域で使わなければならないのである。加えて、工業地帯に集光器

を設置するのは高価である。そのため、高温の太陽熱を産業の分野で直接（地域

で）活用するには、日光の直接放射が強く、かつ地価の低い場所が求められる。

しかし世界中のほぼ全ての工業地帯はそれらに当てはまらず、そうした傾向が顕

著な地域として中国およびインドの大半（大気汚染が深刻である）、東南アジアの

大半（熱帯特有の曇天が多い）、ヨーロッパおよび北アメリカの大半（雲量が多く、

日照量の季節差も大きい）が挙げられる。さらに、放射拡散によって全世界に降

り注ぐ日照量の50パーセント以上が失われているという事実は、集光器の経済

性を大きく押し下げている。

　一方、電気による燃料合成は、風力や太陽光といった再生可能エネルギー電力

の急速な価格下落から恩恵を受けている。太陽光および風力エネルギーの回収は、

風が強い、あるいは日照量が多い遠く離れた土地で行なうことができ、あとは工

業地帯に送電すればよい。ゆえに重工業では、集光器による蓄熱よりも再生可能

エネルギー電力のほうがはるかに有利である。燃料合成、あるいはアンモニア生

産などその他の産業化学技術における主要な条件として、水素を得られるか否か
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が挙げられる。現在、産業活動で用いられる水素の大半は天然ガス（CH4）から

得られたものである。一方、再生可能な燃料合成では水の電気分解によって水素

を得る。再生可能な炭素燃料合成を空気中からの二酸化炭素回収によって行なう

ならば、その最も大きな条件は水の分解という電気的な処理であり、それによっ

て水素を得ることなのである。

100パーセント再生可能なエネルギー

　オーストラリア国立大学が行なった最新の研究結果（Blakers, Lu, and Stocks 

2016）によると、オーストラリアでは完全に再生可能な発電を低コストで実現で

き、似た条件を備える他の国や地域でもそれは同じだという。この研究では将来

の技術革新についてなんら大胆な仮説を立てておらず、すでに広く普及している

技術（現時点で150ギガワット以上の規模を持つもの）、つまり太陽光、風力、長

距離高圧直流送電、そして揚水式発電だけを考慮に入れたものである。

　このモデルにおいては年間発電量の90パーセントが風力および太陽光による

ものである一方、既存の水力発電とバイオマス発電が残りの10パーセントを占

めている。太陽光と風力はいずれもコストが低いため、新世代の低排出技術の中

で圧倒的に優位な立場にあり、世界中で毎年新たに増強される発電能力の半分を

占めるのみならず、オーストラリアにおいては新世代発電設備の全てが太陽光か

風力のいずれかによるものである。またこのモデルでは2006年から2010年まで

の1時間ごとの風力、日照量、そして電力需要のデータを用いており、十分な容

量の揚水式発電と長距離高圧直流送電、および風力と太陽光による余剰発電能力

を加えることによって、エネルギー需給のバランスを保っている。

　またこのモデルにおける主要な結果として、再生可能エネルギー発電が100パ

ーセント普及した場合、エネルギーのバランスをとるのに必要な1時間あたりの

費用は比較的低く、1メガワット時（MWh）あたり15ドルに収まることが挙げ

られる。これは揚水式発電と長距離高圧直流送電にかかる費用、また風力と太陽

光による電力供給が需要を超過し、かつ蓄電容量も満杯時の漏洩率も含んだもの

である。オーストラリアで再生可能電力が100パーセントに達した場合の総費用

は1MWhあたり50ドルと見込まれており（ただし2020年以降）、そこには今触れ
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た需給バランスにかかる費用だけでなく、風力および太陽光発電の費用も含まれ

ている。また需給バランス費用の大半は、数年に1度発生する数日間にわたる曇

天ならびに無風状態が原因で生じるものである。さらに、契約に基づく電力負荷

制限、揚水式発電用の貯水池を満たすために時折併用するガス・石炭発電、そし

て電気自動車の充電時間を管理することによって、電力料金の大幅な引き下げも

可能になると思われる。

　大量輸送機関への移行と、電気自動車および電気式ヒートポンプに対する低温

の熱の供給はそれぞれ電力需要を押し上げる方向に働くが、温室効果ガスの排出

を低いコストで大幅に削減することができる。また長期的観点から考えると、先

進国のエネルギー構造が完全に電化されたとすれば、大半の電気機器がより効率

化されたとしても電力需要はおよそ3倍に跳ね上がる（電力供給に必要なエネル

ギーをジュールで計算した場合）。それを賄うのに太陽光および風力だけで十分過

ぎるほどであり、その総費用も化石燃料が支配的地位を占めている現在のエネル

ギー構造におけるそれとほとんど変わらないと見られている。

〔献辞〕

　本論はオーストラリア再生可能エネルギー庁（ARENA）を通じオーストラリア政府の
支援を受けて執筆されたものであるが、本論に記された見解、情報、ないし助言の責任は
オーストラリア政府が負うものではない。
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第12 章

フクシマの教訓
―9つの「なぜ」

ピーター・ヴァン・ネス

要　旨
　福島原発事故の後、我々は東アジアにおける原子力問題の答えを

見出すべく専門家から成るグループを結成し、2度にわたる国際ワ

ークショップでこの問題を検討した。本章は我々の活動に関する一

致した意見の報告書ではなく、原子力に関して我々が行なった集団

的討議の―1参加者としての立場から記した―個人的見解であ

る。すでに核兵器保有国であるか、あるいはそれを目指しているの

でない限り、原子力はどの国においても良からぬ選択肢であり、そ

れには9つの理由がある、というのが私の意見である。また核保有

を目指している国であっても、そこへ至るにはいくつかの重大な問

題がある。そして2014年にオーストラリア国立大学で実施された2

度目のワークショップにおいて、私が述べる9つの理由のそれぞれ

から9ヵ条の政策提言が打ち出された。
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序　論

　The Global Nuclear Power Database: World Nuclear Power Reactor Construction, 

1951-2017（Schneider et al. 2017、Bulletin of the Atomic Scientists 2017にも収載）は現在

までに建設された41ヵ国計754基の原子炉（うち廃炉とされた原子炉は90基）を対

象にしている、現時点で全世界の原子力に関する最も広範な分析報告である。

　新たな原子炉および原子力発電所の建設に関心を持つ国々にとって、このデー

タベースは原子力の世界的な歴史を理解する上で有益である。我々の研究は東ア

ジアにおける事態の推移を検証し、とりわけ中国と日本の状況が大きく異なる点

に目を向けることで、このデータベースを補完すると同時に、各国、特にオース

トラリアや東南アジア諸国連合（ASEAN）の10ヵ国など、原子力を採用すべき

か否か検討している国々が答えなければならない疑問点を明確にしようとするも

のである。

　このデータベースによると、2017年1月1日現在、全世界で55基の原子炉が

建造中であり、そのうち少なくとも35基が当初の予定より遅れているという。

また55基のうち40基が核兵器保有国で建造されており、20基は中国で建造中で

ある。また完工済みの原子炉の最も多く（90基、他に12基が廃炉済み）がウェス

ティングハウス社製のもので、当時4基がアメリカ、同じく4基が中国で建造中

だった。しかし2017年2月、親会社である東芝は63億ドルの損失が発生してい

ると公表し、今後は原子炉の輸出を積極的に促進しないと発表した。ゼネラルエ

レクトリック社やフランスおよびロシアは世界各地で原子炉の建造を進めている。

　2014年8月、我々がオーストラリア国立大学において「東アジアにおける原子

力：費用と効用」というテーマの国際ワークショップを行なった際、アメリカ、

日本、シンガポール、台湾、そしてオーストラリアから参加者を得た。ワークシ

ョップの目的は、各国の原発計画について実証的分析を行なうとともに、賛成派

と反対派が互いに過去を語り、時に説得力のない主張を行なうという、これまで

の討論の形から脱却することにあった。

　我々は将来の原子力プロジェクトに関する9つの論点を設定し、過去に原発へ
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の支持ないし反対を公言したか否かにかかわらず、それぞれの論点を検証するの

にふさわしい専門家を招いた。その論点は以下の通りである。

・建設の初期費用

・原子炉の運転および維持における専門的スタッフの必要性

・独立性と透明性を兼ね備えた規制機関の確立

・事故発生時の責任

・通常の状況と異常な状況（チェルノブイリや福島など）それぞれにおける廃炉

の費用および作業工程

・原子力発電と核兵器の関係

・核廃棄物の処分問題

・放射線被曝による健康への影響

・原子力と気候変動

　3日間にわたるワークショップには、自然科学者、社会科学者、物理学者、生

物学者、そして歴史学者から成る25名の学者が参加した。そこから生み出され

た洞察の深さと議論における冷静さに、主催者である私は感激したものである。

そして最終日までに導かれた彼らの結論は私を大いに驚かせた。

1．建設の初期費用

　原子力発電所の新規建設は巨額のプロジェクトであり、原子炉の建造費用を正

しく見積もるのは複雑な作業である。また石炭、ガス、あるいは再生可能エネル

ギーといった他の電力源とのコスト比較（アンドリュー・ブレイカーズの章を参

照）も、原子力が持つ独特な性質のために容易ではない。廃炉費用、および高レ

ベル放射性廃棄物の処分費用を見積もりに含めるべきか、そうであれば、特に後

者の場合、長期の時間的枠組みの中でその費用をどう見積もるべきか、というの

がその一例である。

　チェルノブイリおよび福島で原発事故が発生してからというもの、安全性への
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懸念はかつてないほど高まっている。しかしどれだけの安全性を確保すれば十分

と言えるのか？　原発への危険性に対処するには、どういった安全対策が求めら

れるのか？　その場合、どれほどの費用が建設費に追加されるのか？

　原発の批判者はまた、極めて長い時間的枠組みの存在を指摘する。すなわち原

子力発電所の建造期間、稼働期間、そして発電所から放出される潜在的に危険な

放射線の寿命である。これらの問題は費用見積もりを一層複雑なものにする。ま

たコスト超過や建設の遅れも原子力の相対的な費用を大きく押し上げる。世界中

で現在建設中の原子炉55基のうち、35基が遅延しているというデータベースの

内容を思い起こしていただきたい。

　代替エネルギー源のコストを比較するにあたっては、いわゆる均等化発電原価

（LCOE）を用いることが多い。これは発電コストのうち適切なもの全てを考慮

に入れようとする計算方法であるが、その際にはどの項目を含めるべきか、ある

いはどの価値を用いるべきかといったことに注意しなければならない。また本書

でダグ・コプロウが記したように、政府の助成金や税金もコスト比較に影響を与

える。

2．原子炉の運転および維持における専門的スタッフの必要性

　原子炉を建造し、適正な維持を行ない、かつ必要な電力を安全に供給できると

国民に納得させるには、専門的な訓練を受けたスタッフの存在が必要だが、その

点がエネルギー源のコスト比較で十分考慮されることはほぼなかった。必要とさ

れる原子力物理学者および工学者は、長期にわたる学問的・職業的訓練を受けた

人材のことを指すが、そのことは、原発導入を決めた国家が教育機関に長期的か

つ大規模な投資を行ない、必要とされる技術スタッフを育成しなければならない

ことを意味する。こういった訓練を継続できず、原発を長期にわたって稼働させ

るのに必要な技術スタッフを支援できなければ、運営上の深刻な問題が生じるは

ずだ。また緊急事態が発生した場合には、適切な訓練を受けたスタッフの必要性

はさらに高まる。
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3．独立性と透明性を兼ね備えた規制機関の確立

　ここに挙げた諸問題のうち、規制機関はその任務を遂行するにあたり、必要な

技術的能力と原子力業界に関する深い知識を有していなければならない。しかし

核兵器に関する安全保障上の問題が存在する場合、規制機関が透明性を維持する

のは極めて難しくなる。

　また独立性の問題も深刻であることが明らかになっている。日本には「原子力

村」なるものが存在しており、ジェフ・キングストンはそれを次のように定義し

ている（Kingston 2012: 1）「電力会社、原発関連業者、官僚、国会、経済界、マ

スメディア、および学界から成る、個人および法人の原発推進派」つまり原発導

入を推進すべく、既得権益を有する原発関連企業、政府、マスメディア、さらに

は学界の一部から成る閉鎖社会が構築されたのである。そして福島原発事故が発

生した時、責任ある立場の者は全くそれに対応できず、信頼できる情報を国民に

与えることすらできなかった。そのため日本の被災者は東京電力や政府による情

報を信用せず、自分たちの健康と安全への脅威に関する彼らの言葉を信じないよ

うになってしまったのである。

　メリー・カバレロ＝アンソニーとジュリウス・セザール・I・トラヤーノは本

書の中で、ASEANの視点から見たこれら問題の多くを論じている。また東南ア

ジアにおける可能性の一つとして、スルフィカール・アミールは地域的規制機関

の構築を挙げており（Amir 2014）、その理由をこう記している。「その論理は単

純である。地域内のある1国が原子力発電所を建設したら、利益を得るのはその

国だけである。しかし地理的観点から見れば、多くの国がそのリスクを共有する

こととなる」。その上でアミールは、ASEAN加盟国は地理的に近接しているのだ

から、ある国で原発事故が発生したら近隣諸国も被害を受けることになると指摘

した。

　一般的に言えば、原子力業界に対する規制は業界自身による規制へとつながる。

さらに、原子力発電と核兵器開発は互いに関係があるため、一定の秘密保持と保

安体制が必要となり、そのこともまた当局の説明責任を妨げる要因となる。要す
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るに、独立性と透明性を兼ね備え、かつ説明責任を果たすことのできる原子力規

制機関の確立は、ほぼ不可能と言っていいことが立証されたのだ。

4．事故発生時の責任

　原発事故が発生した場合、巨額の費用負担が生じ得ることから、民間投資家に

とって責任体制は大きな懸念材料である。チェルノブイリと福島で発生したメル

トダウンによる最終的な損失額はいまだ定まっていない。民間資本による原発建

設を決めた国家は、投資家の責任を制限する戦略を編み出さなければならない。

ワークショップのある参加者はこう述べている。「問題なのは、民間業者は原子

炉を売る一方、事故が発生しても責任を免がれたいと考えていることだ。」

　アメリカのプライス＝アンダーソン原子力産業免責法は1957年に制定され、

その後議会による改正を経て2025年12月までの効力延長が可決された。同法の

目的は原子力に投資した民間投資家の責任に上限を設けることであり、その手段

として企業自身の保険金と、事故発生時の補償に充てる120億ドルのプール資金

を組み合わせることが定められている。1979年に発生したスリーマイル島原発

事故でこの法律は有効に機能したとされている（NAIC and Center for Insurance 

Policy and Research 2016）が、政府によるこうした保険体制は、チェルノブイリと

福島で発生したより深刻な原発事故によってさらなる試練を受けている。

5．通常の状況と異常な状況（チェルノブイリやフクシマなど） 
それぞれにおける廃炉の費用および作業工程

　廃炉を成功へと導くにあたって何が必要とされるかは、多くの議論を生んでい

る。石炭燃料や石油燃料の発電所と異なり、施設がもはや必要なくなった時に、

スイッチを切って立ち去るわけにはいかない。カルマン・ロバートソンはこの問

題を詳細に分析している。

　端的に言えば、廃炉後の目標は原発跡地をいわゆる「未開発」の状態に戻すこ

とである。廃炉は長期にわたる極めて技術的な作業であり、その工程は原子炉の
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解体、残留放射能への対処、そして跡地の再利用に向けた準備作業から構成され

る。一般的に原子力発電所は政府による厳格な規制下に置かれているが、廃炉を

無事に完了させれば規制は不要となる。しかし廃炉を完了させる前に関連企業が

倒産したり、規制の責任を負う政府が変わったりすればどうなるだろうか？

　ロバートソンによると、今後15～20年間で多数の原子炉が寿命を迎えるため、

廃炉となるべき原子炉の数が前例のない水準に達する見込みだという。

6．原子力発電と核兵器の関係

　本書で個別研究の対象とされた国家のうち、中国は核兵器を保有し（M・V・

ラマナおよびエイミー・キングの章を参照）、他の3ヵ国（日本、韓国、台湾）は原

子力発電所を有しているものの核兵器は保有していない。しかしこれら3ヵ国の

原子力開発史において、核兵器保有の可能性は常にその一部だった。グロリア・

クアン＝ジュン・スーは本書において台湾の歴史を描写している。日本は原子力

発電を海外に広めている国家の代表的存在だが、1960年代に非核三原則―作

らず、持たず、持ち込ませず―を打ち出し、後に核兵器不拡散条約に加盟して

いる。しかし日本の原子力産業は、核弾頭1,000発分のプルトニウムなど、核兵

器の製造に必要なものを全て保有している。さらに専門家の一部は、核兵器開発

の決定が下されれば、日本は1年以内に核兵器を完成させることができる、つま

り事実上の核兵器保有国であり、「地下室に核爆弾を隠し持つ」国家だとしてい

る。

　原子物理学が核兵器開発に応用される可能性のあることから、原子力発電所の

建設を進めている国家は必然的に、他の発電施設（石炭、ガス、および再生可能

エネルギーなど）の建設には必要とされない一定水準の保安を確保する必要があ

る。だが保安体制の確保は透明性の欠如という深刻な問題をもたらすとともに、

原子力業界で説明責任を確立させ、かつ維持することの難しさを部分的に説明す

るものである。鈴木達治郎は本書の中で、福島原発事故によって浮き彫りとなっ

た国民的な不信感の広がりについて論じている。

　より一般的な国家安全保障という観点から見れば、原子力発電所の設置は敵対
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勢力に対し、国内で原子力危機を引き起こす戦略的な機会を与えることになる。

つまりテロリストないし敵国による爆破工作、あるいは原子炉の制御システムを

破壊しメルトダウンを引き起こすためのサイバー攻撃などにとって、原子力発電

所は格好の標的となるのである。こうしたサイバー攻撃において犯人を特定する

ことは難しく、そしてとりわけ人口密集地帯では甚大な被害と混乱が発生し得る。

本書で韓国の原子力事情を論じたローレン・リチャードソン、および放射線被曝

の健康に対する影響を分析したティルマン・ラフも、このような攻撃の可能性に

警鐘を鳴らしている。

　原子力発電と核兵器の関係性が浮き彫りになったもう一つの事例として、世界

最大の建設プロジェクトとなる可能性が高いヒンクリー・ポイントC原子力発電

所の是非を巡るイギリス国内の論争が挙げられる。数年に及んだ論争の後、テレ

ーザ・メイ首相は2016年9月に声明を発表し、およそ20年ぶりとなる新規原子

力発電所をヒンクリー・ポイントに建設する意向を明らかにした。ヒンクリー・

ポイントC原発はフランス電力（EDF）が建設を行ない、推定300億ドルとされ

るプロジェクトの33パーセントを中国が出資する。また原子炉には欧州加圧水

型炉（EPR）が用いられる。さらにイギリス政府は、同原発が生み出す電力につ

き、今後35年間にわたり市場価格の2倍の額を支払うと約束した。さらに中国

に対する配慮として、同国エセックス州に中国製の原子炉を用いた原子力発電所

を将来建設すると約束している。

　メイ首相による原発建設の決定は経済的、技術的、環境的に無意味であるどこ

ろか、国家安全保障の観点から見てもなんら価値を持たないため、反対派を当惑

させる結果になった。建設主体であるEDFは深刻な財政危機に陥っており、

EPR型原子炉も技術的に確立されていない。その上、約束された電力買取価格は

あまりにも高く、環境面で言えば再生可能代替エネルギーのほうがはるかに優れ

ている。そして中国の投資が深く関与するという安全保障上の懸念、すなわちイ

ギリスの配電網に中国が大きな影響を及ぼし得るという懸念が存在する。

　メイ首相はなぜ原発建設の決定を下したのか。サセックス大学の研究チームは

様々な説を検証した上で、重大な留保条件があるにもかかわらずイギリス首相が

プロジェクト推進を決めたのは主としてイギリスの核抑止力を維持するため、つ
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まり既存のバンガード級潜水艦に置き換わる新型原子力弾道ミサイル潜水艦を配

備するにあたり、その建造を支えることができるよう原子力産業の水準を維持す

るためだと結論づけている（Cox, Johnstone, and Stirling 2016）。

　中国がヒンクリー・ポイントC原発に出資することに対し、同国が国内電力網

に影響を及ぼし得るという理由で反対派は懸念の声を挙げているが、より深刻な

安全保障上の問題は、今後原子力弾道ミサイル潜水艦の開発に力を注ぐであろう

イギリス原子力産業に中国が加わることで、トライデント潜水艦による核抑止力

が損なわれる可能性を無視できない、ということである。

7．核廃棄物の処分問題

　原子力発電が直面する最も深刻な問題の一つとして、高レベル放射性廃棄物

（HLW）をいかにして安全に処分するかというものがある。この点について、ラ

マナは以下のように論じている（Ramana 2017: 415）。

原子炉の稼働中に生み出される放射性物質の中には、半減期が極めて長く、

数十万年にわたって人間から隔離されなければならないものもある……この

ような管理が必要とされることは、人類史上前例がない。

　現在のところ、高レベル放射性廃棄物を永久貯蔵する現役の施設は世界中に1

ヵ所も存在しない。この問題の解決策として深地層処分が提案されており、オー

ストラリアなど異なる国々で用地の候補が挙げられている。その一方、原子力発

電所を稼働させている全ての国々はなんらかの方法で放射性廃棄物を一時貯蔵し

ているが、本書でスーが概説した台湾の蘭嶼を巡る状況のように、悲劇的な結末

となる場合もある。

　アメリカ政府はネバダ州の人里離れた砂漠地帯にあるユッカマウンテンに150

億ドルを投資し、2002年に放射性廃棄物処分場として正式に指定したが、現状

は確定的なものでなく、また2014年にはニューメキシコ州の核廃棄物隔離試験

施設（WIPP）で重大事故が発生している（Alvarez 2014）。なお世界的に見て最も
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有望なプロジェクトは、32億ドルを投じてフィンランドのオルキルオト島に建

設された処分施設だが（Gibney 2015）、これもまだ稼働を開始していない。

8．放射線被曝による健康への影響

　本書で放射線被曝による生物学的影響と人間の健康との関連を論じたティム・

ムソーとアンダース・モラー、そしてラフの3人は、この分野における最も経験

豊富な研究者である。ムソーはチェルノブイリで10年間調査を行なった後、福

島原発事故を受けてその研究を始め、また公衆衛生医であるラフは原子力技術の

公衆衛生的側面を検証すべく、研究、教育、および活動に力を注いだ。私見を述

べれば、原発建設の決定によって生じる、人間の健康と生態学的な生存能力への

重大なリスクについて、この3人以上に優れた論説を残した人物はいない。そし

て彼らの研究結果は、原子力発電への投資を検討している国々に警鐘を鳴らすも

のとなるはずだ。

9．原子力と気候変動

　国内電力の70パーセント以上が原子力によって賄われているというフランス

の特異な状況を本書で論じたクリスティーナ・スチュワートは、2015年12月に

気候変動に関する国連枠組条約会議（COP）がパリで開催され（COP21）、気候

変動についての決定が参加195ヵ国の全会一致で採択された際、原子力の果たす

役割が直接言及されることはなかったと指摘している。また会議を観察した結果、

驚くべきことに、原子力は間接的に論じられたに過ぎないと記している。

　それでもなお、ジェイムズ・ハンセンら一部の有力な気象学者は原子力を強力

に後押ししており（Hansen et al. 2015）、また原子力エネルギー協会も次のように

主張している。

原子力が気候変動に対する解決策の一部であるという意見は広く認められて

いる。独立機関が実施した、現在主流となっている分析結果でも、炭素排出
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量を削減するには多様な電源構成が必要であり、今後見込まれる世界的な電

力需要を満たすにあたっても、原子力こそ唯一の低炭素オプションであるこ

とが示されている。（Nuclear Energy Institute n.d.）

　気候変動を巡る懸念について言えば、二酸化炭素を放出する化石燃料と比べ、

原子力がはるかに優位であることは間違いない。原発推進派も、原子力以外に

「ベースロード」電源を供給できる低炭素オプションは存在しないという点を特

に強調している。しかしブレイカーズは本書の中で、再生可能エネルギーによる

現在の発電能力でこの電力需要を賄えることを示しており、またマーク・ディー

ゼンドルフはベースロード発電所が不要なだけでなく、新型バッテリーや揚水式

発電などの再生可能な蓄電手段、およびその他の技術革新により、信頼性の高い

発電を行なうのに必要な柔軟性を確保できると論じている（Diesendorf 2016）。

　気候問題を解決し、かつ信頼性の高い発電を行なうにあたってその他のエネル

ギー源が利用可能であれば、チェルノブイリと福島で発生した原発事故による被

害は、原発活用の正当化を許さないほど原子力に伴うリスクが重大であることを

示すものと言えよう。

結　論

　2011年3月に発生した東日本大震災以降、数年間にわたる調査研究を通じて

我々が得たフクシマの教訓は、原子力発電の本源的コストは計算不可能であると

いう、最初にして最大の結論を土台としている。そのコストは現在のところ、経

済的な物差しでも、あるいは健康への被害や人命の損失といった物差しでも測る

ことはできない。その理由の一つとして、廃炉の全工程が完全に成功した場合の

想定費用すら全く定まっていない一方、チェルノブイリ原発や福島第1原発など

危機的状況の中で閉鎖された原子力発電所の廃炉費用が今後も上昇し続けている

ことが挙げられる。

　高レベル放射性廃棄物処分の費用推定は、現在利用可能な永久貯蔵施設が世界

に1ヵ所も存在しないがゆえに、より一層難しい。さらに公衆衛生の観点から、
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ラフは放射線被曝による影響を精密かつ詳細に論じており、ムソーとモラーはよ

り幅広い生態学的な悪影響を立証している。

　先に記した9つの論点を考察する中で、原発推進派には答えられないいくつか

の疑問が発せられた。しかし中国やイギリスといった核兵器保有国、あるいは保

有を目指している国の場合、条件は根底から異なってくる。つまり、信頼性の高

い電力を最も安価に提供する方法を見つけるという問題ではなく、国家安全保障

の問題となってしまうのだ。核兵器の保有を決めた国は、どれほどコストがかか

ろうとも、原子力産業を維持しなければならない。そうした国々にとって、我々

が提起した問題は二義的なものとなる。むしろ決断しなければならないのは、

「国家安全保障」なるものにどれだけの代償を支払う覚悟を決めなければならな

いか、ということである。
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高名な生物学者であり、チェルノブイリ原発事故による影響を1991年から、福島原発

事故による影響を2011年7月から研究している。査読付きの学術誌への寄稿は800本以

上（うち100本以上が放射線の影響に関する論文）、引用回数は6万回を超える。また研

究パートナーのティモシー・A・ムソーと「チェルノブイリ＋福島リサーチ・イニシア

ティブ」を共同主催している。ニューヨーク・タイムズ紙、エコノミスト誌、CBS『60 

Minutes』、Scientific American、BBC、CNN、PBS、およびその他のメディアで研究内容が

紹介されている。デンマークのオーフス大学で博士号を取得。

Eメール：anders.moller@u-psud.fr

ティモシー・A・ムソー（Timothy A. Mousseau）
　サウスカロライナ大学で生物学の教授を務め、「チェルノブイリ＋福島リサーチ・イ

ニシアティブ」を共同主催する。過去にサウスカロライナ大学の大学院院長および研究

担当副理事長、アメリカ国立科学財団の集団生物学担当役員を歴任。チェルノブイリと

福島からの放射性降下物が動物、植物、微生物の自然集団に与えた影響に関する研究の
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第一人者である。執筆ないし編集に携わった書籍は11点、科学論文は200本以上に上る。

ニューヨーク・タイムズ紙、エコノミスト誌、CBS『60 Minutes』、Scientific American、

BBC、CNN、PBS、およびその他のメディアで研究内容が紹介されている。現在は国際

放射線生態学連合、アメリカ原子力学会、ニューヨーク科学アカデミーに所属し、アメ

リカ科学振興協会、アメリカ学術団体評議会、そしてエクスプローラーズ・クラブのフ

ェローを務める。また原子力発電所から放出される放射性物質のリスクおよび脅威に関

するアメリカ科学アカデミーの調査委員会で活動している。マギル大学で博士号を取得。

Eメール：MOUSSEAU@mailbox.sc.edu

M・V・ラマナ（M. V. Ramana）
　ブリティッシュコロンビア大学のリウ国際問題研究所に所属し、軍縮・世界および人

間の安全保障に関する教職（Simons Chair）に就いている。2016年までプリンストン大

学の科学および世界規模の安全保障プログラムに携わっており、本書の執筆内容の基と

なる研究はその際に行なわれた。著書にThe Power of Promise: Examining Nuclear Energy in 

India（Penguin Books, 2012）があり、Prisoners of the Nuclear Dream（Orient Longman, 2003）

の共編者である。また核分裂性物質に関する国際パネル、核廃絶国際会議2000、核軍縮

および平和に向けたインド共同委員会に所属している。グッゲンハイム・フェローシッ

プの特別研究員であり、アメリカ物理学会のレオ・シラード賞を受賞するとともに、

2016年から17年までシグマ・サイの「著名な講師」に選ばれている。

Eメール：m.v.ramana@ubc.ca

ローレン・リチャードソン（Lauren Richardson）
　現在エジンバラ大学で日韓関係および両国の政治に関するティーチング・フェローを

務め、今後はオーストラリア国立大学（ANU）のアジア太平洋外交大学院の講師兼責任

者に就任する予定。専門分野は、北東アジアにおける政策および外交関係の変化におけ

る非国家主体の役割である。また『Reshaping Japan-Korea Relations: Transnational Advocacy 

Networks and the Politics of Redress』という題の書籍が近日刊行される。ANUで博士号を、

慶應大学およびモナシュ大学で修士号を取得。

Eメール：lauren.richardson@ed.ac.uk
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カルマン・A・ロバートソン（Kalman A. Robertson）
　ハーバード大学ベルファー科学・国際問題センターの国際安全保障ブログラムおよび

核管理プロジェクトでスタントン原子力保安特別研究員を務める。研究分野は核の防護

措置と原子力の協力合意である。オーストラリア国立大学（ANU）戦略・防衛研究所セ

ンターで国際関係学、政治学、および戦略研究の博士号を取得するとともに、同大学の

物理学賞を授与され、また法学部を首席で卒業している。ケンブリッジへの赴任以前は

ANUの政治学・国際関係学スクールで講師を務め、「核兵器の政治学」という講義を担

当した。また2012年から16年まで、アジア太平洋地域における安全保障協力会議の原

子力専門家グループにオーストラリア代表として参加している。

Eメール：kalman.robertson@anu.edu.au

ティルマン・A・ラフ（Tilman A. Ruff）
　公衆衛生および感染症を専門家とする内科医であり、メルボルン大学ノッサル世界保

健研究所に准教授として所属、またオーストラリア赤十字社の国際プログラムに医療ア

ドバイザーとして参加している。2012年には核戦争防止国際医師会議（1985年度ノー

ベル平和賞受賞）の共同理事長にオーストラリア人として初めて就任した。核兵器廃絶

国際キャンペーン（訳注：ICAN: 2017年度ノーベル平和賞受賞）のオーストラリアおよ

び国際代表の創設者。メルボルン大学大学院の医学プログラムにおいて、公衆衛生の観

点から見た原子力技術を教えており、修士課程の講座を5つ、学士課程の講座を2つ担

当している。過去には戦争防止医師連盟（オーストラリア）の国内代表を務めたことも

ある。2008年には核不拡散条約会議のオーストラリア代表団に民間人として初めて加わ

り、また核不拡散・核軍縮に関する国際委員会でアドバイザーを務める民間人2名のう

ちのひとりである。2012年には「核兵器廃絶の推進者として平和促進に貢献した功績、

および東南アジア・太平洋地域への予防接種プログラムの導入を通じて公衆衛生に貢献

した功績」により、オーストラリア勲章を授与されている。

Eメール：tar@unimelb.edu.au

クリスティーナ・スチュアート（Christina Stuart）
　低炭素戦略を専門とするパリのエネルギー関連コンサルタント企業、カーボン4にエ

ネルギー・気象の専門家として勤務する。ソルボンヌ大学（ピエール・マリ・キュリー

大学）で物理学を専攻、パリ政治学院国際問題スクールで政治学の学士号を取得する。
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持続可能エネルギーを専攻し、両機関において環境科学および政策の修士号を取得して

いる。学問上および研究上の専門は、エネルギーと気候の関連性であり、最新の著作は

『Energy and Climate Adaptation in Developing Countries』（German Corporation for 

International Cooperation, 2017）である。2014年から欧州連合の気象知識イノベーショ

ンコミュニティに所属している。過去にはエルンスト・アンド・ヤング社で環境コンサ

ルタント業務に、オーストラリア再生可能エネルギー庁で再生可能エネルギーの開発業

務に携わった経験を持つ。

Eメール：christina.stuart@sciencespo.fr

鈴木達治郎（Tatsujiro Suzuki）
　長崎大学核兵器廃絶研究センター（RECNA）センター長。2010年1月から2014年4

月まで内閣府原子力委員会の委員長代理を務めた。それ以前には電力中央研究所社会経

済研究所研究参事（1996～2009）、東京大学公共政策大学院客員教授（2005～2009）、

マサチューセッツ工科大学（MIT）エネルギー環境政策研究センター研究員（1988～

1993）、MIT国際問題研究センター研究員（1993～1995）を歴任している。MIT時代に

は日本のプルトニウム計画に関する報告書を共同で執筆した。また科学と世界の諸問題

に関するパグウォッシュ会議の評議員でもある（2007～2009、2014～）。東京大学で原

子力工学の博士号を取得（1988）。

Eメール：suzukitatsu@nagasaki-u.ac.jp

ジュリウス・セザール・I・トラヤーノ（Julius Cesar I. Trajano）
　南洋理工大学（シンガポール）・S・ラジャラトナム国際研究スクール（RSIS）の非伝

統的安全保障（NTS）研究センターに准特別研究員として所属。アジア太平洋安全保障

協力会議（CSCAP）の原子力専門家グループとエネルギー安全保障研究グループにメン

バーとして参加する。アジア太平洋地域における原子力管理、地域エネルギー安全保障、

南シナ海問題、そして災害救援および人道支援について、学術記事や報告書、論説を執

筆している。現在の研究分野はアジアにおける原子力の安全および保安に関する地域協

力。

Eメール：isjtrajano@ntu.edu.sg
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ピーター・ヴァン・ネス（Peter Van Ness）
　オーストラリア国立大学（ANU）国際関係学部に客員研究員として所属するとともに、

東アジアにおける原子力を論じた本プロジェクトでとりまとめ役を果たした。中国の外

交政策およびアジア太平洋地域の国際関係の専門家であり、毛沢東時代における中国の

革命支援、社会主義体制下での市場改革、アジアにおける人権論争、そしてブッシュ・

ドクトリンに対するアジアの反応についての著書がある。また学術誌のみならずニュー

ヨーク・タイムズ、ワシントン・ポスト、ザ・ネーションの各紙に記事を寄稿している。

長年にわたりデンバー大学国際学大学院に所属する傍ら、社会科学研究評議会ならびに

アメリカ学術団体評議会から助成を受けるとともに、フルブライト特別研究員として日

本を2度訪れている。また慶應大学と東京大学を含む日本の4大学で教鞭をとる一方、

ANU、ミシガン大学中国研究センター、ウッドロー・ウィルソン国際研究者センター

（ワシントンD.C.）、そして台北で実施された中国語研究大学間プログラムに特別研究員

として携わっている。カリフォルニア大学バークレー校で博士号を取得。

Eメール：peter.van-ness@anu.edu.au
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訳者あとがき

　2011年3月11日、私は4月から8ヵ月間オーストラリア国立大学（ANU）に客
員研究員として赴任する準備のため、仙台市南部の家電量販店で家内と買い物を
していました。その帰り道、国道４号線を仙台市から名取市へと南下していた時
のことでした。
　午後2時46分、名取市田

た

高
こう

交差点を西へと右折した直後でした。突然衝撃が
走り、私たちの軽自動車は大きく左右に揺さぶられました。その瞬間「ついに来
たか！」と思いました。数年以内に起こる確率が99パーセントと言われていた
宮城県沖地震です。（1978年6月12日に起きたあの大地震の時の光景が鮮やかに蘇

ります。私は当時中学3年生、名取市の箱塚グラウンドで野球部の練習中でした。隣

の森の樹々は激しく揺さぶられ、周囲の家の屋根瓦は崩れ落ち、激しい揺れに立って

いられず這いつくばる私の目の前を地割れが走りました。）

　私はハザードランプを点灯し、車を左に寄せて停止しました。私も家内も落ち
着いていました。揺れは少しすると弱まり、収まったかと思われましたが、さら
に大きな横揺れが襲って来ました。それはとても長く感じられました。近くの電
柱が大きく振れ、電線も道路も波打っています。これは大変なことになった……。
　揺れが収まってから、飛び散るガラス片などを避けながらゆっくりと車を走ら
せ、普段なら15分で着くことができる自宅に40分かかり、ようやく到着しまし
た。途中、大きな混乱は見られませんでしたが、男性が足を負傷したらしく応急
手当を受けている光景がありました。
　自宅に戻ると、家にはほとんど損傷がありませんでしたが、家の中はあらゆる
ものがひっくり返って散々な状態でした。家族全員が無事だったことは幸いでし
た。ライフラインはすべて止まり、やがて携帯電話も使えなくなって情報源はラ
ジオだけになりました。しばらくすると大津波のニュースが届き始め、その甚大
な被害が伝わってきました。
　夜はろうそくの灯りで残り物の夕食を取り、早めに就寝、翌日からは日の出と
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ともに起床して、家や実家の片付け、職場との連絡、友人らの安否確認のため市
役所に出向いて情報を求めるなど、毎日を慌ただしく過ごしていました。
　そうしているうちに飛び込んできたのが福島第一原子力発電所事故のニュース
でした。

　原発は地震により外部電源を失いました。一時は非常用ディーゼル発電機が起
動しましたが、地震から41分後の第一波以後、14-15メートルに及ぶ数次にわた
る大きな津波が襲い、低い防波堤を越え、施設を破壊しながら、地下室や立坑に
も流れ込みました。地下の非常用電源が水没し燃料のオイルタンクも流失したた
め、原子炉は全電源喪失（ブラックアウト）に陥り、非常用炉心冷却装置
（ECCS）や冷却水循環系を作動できなくなりました。さらに冷却用海水系ポンプ
がむきだしで設置されていたため津波で壊れ、燃料の熱を冷却する設備の機能が
すべて失われる最終ヒートシンク喪失（LUHS）という状態に陥ったのです。
　1号機では14時52分に非常用復水器が起動しましたが、15時30分に大津波に
襲われ、15時50分に非常用電池が水没して非常用復水器が使用不能になり、同時
に計器、動弁電源も失われました。19時30分に1号機の燃料は蒸発による水位低
下で露出して炉心溶融（メルトダウン）が始まり、所内での直流小電源融通で動か
していた非常用復水器も翌12日1時48分に機能停止、圧力容器で圧力が異常上
昇し、6時頃には全燃料がメルトダウンに至ったと見られています。のちに確認さ
れたところでは、炉内の燃料はほぼ全量が溶融していたようです。高温の燃料棒が
露出した状態が続いたことで水素が発生し、15時36分に水素爆発が起きました。
　2号機では、全電源喪失2分前の11日15時39分に隔離時冷却系 (RCIC) を手動
で起動しており、その後3日間持ちこたえました。RCICの起動には直流電源が
必要で、もし電源喪失前に起動していなければ、すぐに冷却機能を失い炉心が損
傷していた可能性が高いと言われています。RCICによる注水は14日13時25分
に停止、19時過ぎから格納容器ドライウェルの圧力が上昇し、21時頃には圧力
容器の圧力とドライウェルの圧力がほぼ同じになったことから、圧力容器が破損
したものと推定されています。2号機もメルトダウンを起こし水素も発生したよ
うですが、ブローアウトパネルの脱落により建屋に開いた穴から放出されたため
水素爆発には至りませんでした。
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　3号機は、13日午前5時半頃からメルトダウンが始まり、14日7時頃には燃料
の大部分が圧力容器の底を突き破って格納容器へ溶け落ちた炉心溶融貫通（メル
トスルー）が起きたと見られています。11時1分、1号機と同じように水素爆発
を起こし原子炉建屋が大破しました。
　4号機から6号機は定期点検のため停止中でしたが、稼働していなかった4号
機も15日6時14分頃、大きな衝撃音と振動が発生、のちに原子炉建屋の損傷が確
認されました。3号機建屋の水素が4号機建屋へ漏れたことで水素爆発を起こした
と考えられています。9時38分には燃料貯蔵プールで爆発・火災が発生しました。
　メルトダウンに至った原子炉の核燃料は大量の熱と放射能を出し続けます。冷
却装置の停電時間は電力会社が設計上想定してきた最大8時間に収まらず、非常
用バッテリーを使い切りました。渋滞による電源車の遅れ、原子炉の電圧と合う
電源車が62台のうち1台しかなかったこと、電源車の出力不足、唯一の受電施
設が水没したこと、震災翌日に開通した仮設電源ケーブルが開通6分後に1号機
の水素爆発で吹き飛ばされたこと、重量超過のため自衛隊や米軍による電源車の
ヘリコプター空輸ができなかったことなどの複合要因により、全電源の喪失が長
期化しました。これにより、環境中に大量の放射能、特に揮発性の高いヨウ素
131（半減期8日）とセシウム137（同30年）が放出されました。

　東日本大震災の影響で、私はおよそ2ヵ月遅れでANUに赴任することになり
ました。すると被災地からやって来たということでたくさんの方から声をかけて
いただきました。そして大学院時代の恩師であるピーター・ヴァン・ネス教授が、
研究者として日本のために貢献したいと、オーストラリア内外の著名な研究者を
集めた「フクシマ・プロジェクト」を立ち上げたのです。私は2012年1月に帰
国後、国内での準備に取りかかり、序文で述べられていますように5月に東北福
祉大学においてANUと共催で国際ワークショップを開催しました。以来プロジ
ェクトは着実な成果を上げ、本書に結実しました。
　実は、昨年11月に出版された本書の原著であるLearning from Fukushima - Nuclear 

Power in East Asiaは営利を目的としないオーストラリア国立大学出版局（ANU Press）

のウェブサイト（URL: https://press.anu.edu.au/publications/learning-fukushima）か
らPDF版が無料でダウンロードできます。ぜひこちらを読んでいただきたいと
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ころでしたが、福島県民の方々をはじめ多くの人々に読んでいただくには限界が
あると感じました。そこで原著出版直後に編著者に働きかけ、同意を得て日本語
版の出版に至りました。
　翻訳するにあたり、まず考えさせられたのがタイトルです。福島の方たちには
「フクシマ」とカタカナで表記されることに抵抗を感じる人も多いと聞きます。
「フクシマ」イコール原発事故、と連想させるので、復興の妨げになるというも
のです。しかしあえて「フクシマ」としたのは、Fukushima がチェルノブイリと
並ぶ国際的な象徴となっており、核の惨事というあの生々しい記憶を忘れること
なく文字通り「教訓」とすべきであると考えたからです。
　今回の翻訳では、翻訳家の熊木信太郎氏のご協力をいただきました。原著出版
からおよそ１年で日本語版を出すことができたのは、熊木さんのお力添えのおか
げです。心より感謝申し上げます。
　本書の出版に際し、論創社の森下紀夫社長には翻訳企画の段階から出版費用の
工面にANU Pressとの版権交渉まで、あらゆる面でたいへんお世話になりました。
ありがとうございました。そして担当の松永裕衣子さんは、ここまで紆余曲折が
続く中、いつも寄り添い励ましてくださいました。ほんとうにありがとうござい
ました。
　また、ANU Pressからは日本語版出版への助成をいただきました。ご尽力いた
だいたコーディネーターのエミリー・ヘイゼルウッドさんとピーター・ヴァン・
ネス教授に深く感謝いたします。
　最後に、東北福祉大学「けやきホール」での国際ワークショップでは多くの教
員・職員のみなさま、そして学生たちにお手伝いいただきました。心から感謝の
意を表します。
　「フクシマ・プロジェクト」の目的は、第一に福島をはじめとする日本の人々
に正確な科学的情報を提供すること、第二にこれを世界に発信することでした。
その集大成である本書がこれらの目的達成に貢献できることを切に願っています。
　福島第一原子力発電所事故によって被害を受けたすべての方々に本書を捧げます。

　2018年11月

生田目 学文　
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